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業界マップ INDEX

業界を知る
このコンテンツは、業界というキーワードを通じてモノづくり産業
を知るためのものです。興味のある業界・企業、知らなかった業
界・企業を比較検討しながら自分の目指すべき方向や軸を見つけ
るため、独自の業界区分でモノづくり産業を区分しています。

売上高：（部）は企業全体ではなく該当
部門の売上高。「23・3」は2023年３月
期、「連」は連結ベース。
※OB・OGの人数は2018～2022年度の5年
　間の内定者の合計人数を記載。
　持ち株会社（～ホールディングス）は国内主要
　事業会社の過去5年間の採用実績の合計を
　記載。

トピックス、キーワード等には各業界にお
いて基礎知識として知っておくべき事項
や、最新の動向を盛り込んでいます。

企業間の関係を示す矢印

：技術協力、OEMなど技術的な 
つながりがある
：子会社、出資など資本関係があ
る（矢印の向きは、親会社から子
会社へ、合併・買収する企業か
らされる企業へ）
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売上高／ 27兆 2146 億円（23・3連）
国内登録台数／ 145万台（2021 年）

アール自動車

：合弁、提携など共同で事業を行っ
ている

過去5年間に
内定した

OB・OGの人数本誌
掲載ページ数

上記業界マップは「業界マップの見方」のために作成したもので実際の業界マップとは異なります。
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ゼネラル・モーターズ

売上高／ 3兆 7745 億円（23・3連）
国内登録台数／ 8.1 万台（2022 年）

自動車業界1

半導体などの部材不足が落ち着き業績も回復傾向に。
世界的なEVシフトの中、生産、販売とも新たな動きが加速。

自動車部品業界-1【エンジン・駆動系】2

EVへのシフトが世界的に本格化する中、
各社ともEV専用部品の開発、事業構造の転換に注力。

売上高／ 37兆 1543 億円（23・3連）
国内登録台数／ 123万台（2022 年）

売上高／非公開
国内登録台数／ 3.6 万台（2022 年）

ＢＭＷ
ジェイ・バス

(国内向けのバスの生産)

トラック・バス
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資本・業務提携
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OEM供給

トヨタ自動車

SUBARU

売上高／ 3兆 8268 億円（23・3連）
国内登録台数／ 12.5 万台（2022 年）

マツダ

売上高／ 4兆 6416 億円（23・3連）
国内登録台数／ 10万台（2022 年）

スズキ 売上高／ 10兆 5967 億円（23・3連）
国内登録台数／ 24.5 万台（2022 年）

日産自動車

売上高／ 2兆 4581 億円（23・3連）
国内登録台数／ 4.7 万台（2022 年）

三菱自動車工業

ダイハツ工業 売上高／ 1兆 5073 億円
（23・3連）
国内登録台数／ 4.2 万台
（2022 年）

日野自動車

売上高／ 3兆 1955 億円
（23・3連）
国内登録台数／ 4.3 万台
（2022 年）

いすゞ 自動車

売上高／ 6993 億円
（22・12）
国内登録台数／ 2.7 万台
（2022 年）

三菱ふそうトラック・バス

売上高／ 712億円
（22・12）
国内登録台数／ 1万台
（2022 年）

ＵＤトラックス

売上高／ 16兆 9077 億円（23・3連）
国内登録台数／ 26.7 万台（2022 年）

本田技研工業

子会社

EV電池
供給を協議

資本提携を
発表

子会社

合弁 総合サプライヤーロバート・ボッシュ

売上高／ 3487 億円（22・12連）
主要製品／エンジンマネージメントシステム等

ボッシュ

売上高／ 253億ドル（22・9連）

ジョンソンコントロールズ

売上高／ 6兆 4013 億円（23・3連）
主要製品／熱機器、エンジン、電気機器等

デンソー

J-QuAD DYNAMICS

売上高／394億ユーロ（22・12連）
主要製品／タイヤ、ブレーキ装置、車両システム等

コンチネンタル

売上高／非公開
主要製品／ブレーキシステム、センサー等

エンジン

四輪車

売上高／ 3兆 3799 億円（23・3連）
主要製品／エンジン、自動車用電子部品等

豊田自動織機

駆動・伝導、操縦装置

売上高／1兆6781億円（23・3連）
主要製品／自動車のステアリング、ベアリング等

ジェイテクト

売上高／9381億円（23・3連）
主要製品／ベアリング、電動パワーステアリング等

日本精工

売上高／ 5400億円（23・3連）
主要製品／AT・CVTのパワートレイン等

ジヤトコ

売上高／ 7100億円（23・3連）
主要製品／オイルシール、パッキン等

NOK

売上高／ 2581億円（22・11連）
主要製品／ベアリング、カーハイドロリクス等

不二越

売上高／2180億円（23・3連）
主要製品／トルクコンバータ、排気系システム等

ユタカ技研

売上高／ 864億円（23・3連）
主要製品／ピストンリング、エンジン部品等

リケン

売上高／ 772億円（23・3連）
主要製品／オイルポンプ、ウォーターポンプ等

山田製作所

売上高／ 669億円（23・3）
主要製品／小型エンジン、トランスミッション等

愛知機械工業

売上高／ 6932億円（23・3連）
主要製品／懸架ばね、精密ばね等

日本発条

懸架・制動装置

売上高／ 4312億円（23・3連）
主要製品／ショックアブソーバー等

ＫＹＢ

売上高／ 7518 億円（23・3連）
主要製品／ESC、ABS、ブレーキブースタ等

アドヴィックス

売上高／ 1540億円（23・3連）
主要製品／ディスクブレーキ、ドラムブレーキ等

曙ブレーキ工業

売上高／ 51兆 9063 億ウォン（22・12連）

ヒュンダイモービス 売上高／ 379億ドル（22・12連）

マグナインターナショナル

売上高／ 88億ドル（22・12）

オートリブ

※2021 年 1月、日立オートモティブシステムズ、ケー
ヒン、 ショーワ、日信工業が経営統合し社名変更
売上高／ 1兆 9200 億円（23・3）
主要製品／自動運転・先進運転支援システム、
電動パワートレインシステム等

日立Astemo

※2021年4月、アイシン精機とアイシン・エィ・
ダブリュが経営統合し社名変更
売上高／ 4兆4028億円（23・3連）
主要製品／ブレーキシステム、エンジン部品等

アイシン

マーレジャパン

売上高／ 218億円（22・12）
主要製品／ピストン、シリンダライナ等

マーレエンジンコンポーネンツジャパン

売上高／ 438億ユーロ（22・12連）

ZFグループ

売上高／ 124億ユーロ（22・12連）

マーレ

売上高／ 255億ユーロ（22・12連）

フォルシア

売上高／ 7740億円（23・3連）
主要製品／ベアリング、等速ジョイント等

NTN

　国際エネルギー機関によると、2022年の世界のEV販売台数は
1020万台（前年比55％増）と、初めて1000万台を突破した。国内
でも日産の軽EV「サクラ」が発売１年で４万台に達するなど、EVが急
速に伸びている。そうした中、マツダはパナソニックエナジーとEV電池
供給の協議を開始。トヨタは2027年を目標に、急速充電が可能で長
寿命の全固体電池をEVに投入する。また、販売も国や自治体の補助
金を活用した販売方法を模索している。そうした中、家電のヤマダが三
菱EV販売を開始。EVシフトに向けて新たな動きが活発化している。

世界的に加速するEVシフト トピックス

　半導体などの部材不足に悩まされていたが、供給不足が緩和すると
ともに業績も順調に回復。大手７社の2024年3月期の業績では、5
社が営業利益増となる見通しだ。その大きな要因は国内需要の回復
に加え、北米などで新車販売が伸びたこと。今後も緩やかながら生産・
販売台数とも増加が予測されるが、世界経済の先行きが不透明で、資
材価格の高騰や急激な為替変動など懸念材料もある。また、ウクライ
ナ情勢の影響で多くの企業がロシアから撤退。今後に向けた生産体
制の整備なども大きな課題となっている。

半導体不足に課題を残すも営業利益増 トピックス

売上高／ 884億ユーロ（22・12連）

※2022 年 10月マーレジャパンと統合し、
マーレフィルターシステムズより社名変更
売上高／ 313億円（22・12）
主要製品／フィルタ、潤滑製品等

　これまでの自動車の動力はエンジンを使用しており、エンジンバルブや
燃料噴射装置など多くの部品が必要となる。しかし、モーターを動力と
するEVでは、ベアリングやトランスミッションなどの部品の大半が不要と
なる。バッテリーや、電気の稼働状況をコントロールするコンバーターな
どが主となるため、エンジン部品などを中心としているメーカーにとっては
企業存続に関わってくる。しかし、EV専用の部品が約2000点あり各
社が事業構造の転換を進めており、業界勢力図が大きく変わる可能性
を秘めている。

各社が事業構造の転換を急ぐ トピックス

コンチネンタル・オートモーティブ

　EV化とともに進んでいるのが自動運転技術開発。この分野は海外
勢が先行しおり、ドイツのZFがインテル傘下のモービルアイと提携し、ZF
のカメラ・レーダー、モービルアイの画像処理チップを搭載したシステムを
トヨタに提供した。国内各社も開発に注力しており、デンソー、アイシン、
アドヴィックス、ジェイテクトの4社が、2019年4月に自動運転・車両運
動制御などのための統合ECUソフトウェアを開発する合弁会社を設立。
自動運転の技術開発を進めている。実装化に向けての競争が激しさを
増している。

企業連携で自動運転技術開発

二輪車
本田技研工業
（二輪）

売上高（部）／2兆9090億円
（23・3連）

ヤマハ発動機
（ランドモビリティ）

売上高（部）／1兆4682億円
（22・12連）

川崎重工業
（パワースポーツ＆エンジン）
売上高（部）／5911億円
（23・3連）

スズキ
（二輪）

売上高（部）／3332億円
（23・3連）

※自動運転・車両運動制御などのための
総合ECUソフトウェアを開発

※2022年3月、フィアット・クラ
イスラー・オートモービルズ（イタ
リア）とプジョーシトロエン（フラン
ス）が対等合併で社名変更

EV共同開発
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ゼネラル・モーターズ

売上高／ 3兆 7745 億円（23・3連）
国内登録台数／ 8.1 万台（2022 年）

自動車業界1

半導体などの部材不足が落ち着き業績も回復傾向に。
世界的なEVシフトの中、生産、販売とも新たな動きが加速。

自動車部品業界-1【エンジン・駆動系】2

EVへのシフトが世界的に本格化する中、
各社ともEV専用部品の開発、事業構造の転換に注力。

売上高／ 37兆 1543 億円（23・3連）
国内登録台数／ 123万台（2022 年）

売上高／非公開
国内登録台数／ 3.6 万台（2022 年）

ＢＭＷ
ジェイ・バス

(国内向けのバスの生産)

トラック・バス

ボルボダイムラー

 ソニー パナソニック
エナジー

 ルノー

ステランティス

電動化技術で提携、
スポーツカー・
燃料電池を共同開発

資本・業務提携

業務提携
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資本提携

次世代の車載通信機の
技術仕様共同開発で合意

資
本
提
携

小型車OEM供給
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軽
自
動
車

O
E
M

相互出資

小型トラックを
OEM

子
会
社

子
会
社

子会社

合
弁

子会社

グループ会社

グ
ル
ー
プ
会
社（
日
本
法
人
）

合弁
出資

子
会
社

相
互
O
E
M

軽
自
動
車

O
E
M

出
資

小
型
ト
ラ
ッ
ク
相
互
O
E
M

商
用
車
分
野
で
提
携

経
営
統
合
を
発
表資

本
・
業
務
提
携

次
世
代

E
V
パ
ワ
ー
ト
レ
イ
ン

搭
載
車
共
同
開
発

新型
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OEM供給

トヨタ自動車

SUBARU

売上高／ 3兆 8268 億円（23・3連）
国内登録台数／ 12.5 万台（2022 年）

マツダ

売上高／ 4兆 6416 億円（23・3連）
国内登録台数／ 10万台（2022 年）

スズキ 売上高／ 10兆 5967 億円（23・3連）
国内登録台数／ 24.5 万台（2022 年）

日産自動車

売上高／ 2兆 4581 億円（23・3連）
国内登録台数／ 4.7 万台（2022 年）

三菱自動車工業

ダイハツ工業 売上高／ 1兆 5073 億円
（23・3連）
国内登録台数／ 4.2 万台
（2022 年）

日野自動車

売上高／ 3兆 1955 億円
（23・3連）
国内登録台数／ 4.3 万台
（2022 年）

いすゞ 自動車

売上高／ 6993 億円
（22・12）
国内登録台数／ 2.7 万台
（2022 年）

三菱ふそうトラック・バス

売上高／ 712億円
（22・12）
国内登録台数／ 1万台
（2022 年）

ＵＤトラックス

売上高／ 16兆 9077 億円（23・3連）
国内登録台数／ 26.7 万台（2022 年）

本田技研工業

子会社

EV電池
供給を協議

資本提携を
発表

子会社

合弁 総合サプライヤーロバート・ボッシュ

売上高／ 3487 億円（22・12連）
主要製品／エンジンマネージメントシステム等

ボッシュ

売上高／ 253億ドル（22・9連）

ジョンソンコントロールズ

売上高／ 6兆 4013 億円（23・3連）
主要製品／熱機器、エンジン、電気機器等

デンソー

J-QuAD DYNAMICS

売上高／394億ユーロ（22・12連）
主要製品／タイヤ、ブレーキ装置、車両システム等

コンチネンタル

売上高／非公開
主要製品／ブレーキシステム、センサー等

エンジン

四輪車

売上高／ 3兆 3799 億円（23・3連）
主要製品／エンジン、自動車用電子部品等

豊田自動織機

駆動・伝導、操縦装置

売上高／1兆6781億円（23・3連）
主要製品／自動車のステアリング、ベアリング等

ジェイテクト

売上高／9381億円（23・3連）
主要製品／ベアリング、電動パワーステアリング等

日本精工

売上高／ 5400億円（23・3連）
主要製品／AT・CVTのパワートレイン等

ジヤトコ

売上高／ 7100億円（23・3連）
主要製品／オイルシール、パッキン等

NOK

売上高／ 2581億円（22・11連）
主要製品／ベアリング、カーハイドロリクス等

不二越

売上高／2180億円（23・3連）
主要製品／トルクコンバータ、排気系システム等

ユタカ技研

売上高／ 864億円（23・3連）
主要製品／ピストンリング、エンジン部品等

リケン

売上高／ 772億円（23・3連）
主要製品／オイルポンプ、ウォーターポンプ等

山田製作所

売上高／ 669億円（23・3）
主要製品／小型エンジン、トランスミッション等

愛知機械工業

売上高／ 6932億円（23・3連）
主要製品／懸架ばね、精密ばね等

日本発条

懸架・制動装置

売上高／ 4312億円（23・3連）
主要製品／ショックアブソーバー等

ＫＹＢ

売上高／ 7518 億円（23・3連）
主要製品／ESC、ABS、ブレーキブースタ等

アドヴィックス

売上高／ 1540億円（23・3連）
主要製品／ディスクブレーキ、ドラムブレーキ等

曙ブレーキ工業

売上高／ 51兆 9063 億ウォン（22・12連）

ヒュンダイモービス 売上高／ 379億ドル（22・12連）

マグナインターナショナル

売上高／ 88億ドル（22・12）

オートリブ

※2021 年 1月、日立オートモティブシステムズ、ケー
ヒン、 ショーワ、日信工業が経営統合し社名変更
売上高／ 1兆 9200 億円（23・3）
主要製品／自動運転・先進運転支援システム、
電動パワートレインシステム等

日立Astemo

※2021年4月、アイシン精機とアイシン・エィ・
ダブリュが経営統合し社名変更
売上高／ 4兆4028億円（23・3連）
主要製品／ブレーキシステム、エンジン部品等

アイシン

マーレジャパン

売上高／ 218億円（22・12）
主要製品／ピストン、シリンダライナ等

マーレエンジンコンポーネンツジャパン

売上高／ 438億ユーロ（22・12連）

ZFグループ

売上高／ 124億ユーロ（22・12連）

マーレ

売上高／ 255億ユーロ（22・12連）

フォルシア

売上高／ 7740億円（23・3連）
主要製品／ベアリング、等速ジョイント等

NTN

　国際エネルギー機関によると、2022年の世界のEV販売台数は
1020万台（前年比55％増）と、初めて1000万台を突破した。国内
でも日産の軽EV「サクラ」が発売１年で４万台に達するなど、EVが急
速に伸びている。そうした中、マツダはパナソニックエナジーとEV電池
供給の協議を開始。トヨタは2027年を目標に、急速充電が可能で長
寿命の全固体電池をEVに投入する。また、販売も国や自治体の補助
金を活用した販売方法を模索している。そうした中、家電のヤマダが三
菱EV販売を開始。EVシフトに向けて新たな動きが活発化している。

世界的に加速するEVシフト トピックス

　半導体などの部材不足に悩まされていたが、供給不足が緩和すると
ともに業績も順調に回復。大手７社の2024年3月期の業績では、5
社が営業利益増となる見通しだ。その大きな要因は国内需要の回復
に加え、北米などで新車販売が伸びたこと。今後も緩やかながら生産・
販売台数とも増加が予測されるが、世界経済の先行きが不透明で、資
材価格の高騰や急激な為替変動など懸念材料もある。また、ウクライ
ナ情勢の影響で多くの企業がロシアから撤退。今後に向けた生産体
制の整備なども大きな課題となっている。

半導体不足に課題を残すも営業利益増 トピックス

売上高／ 884億ユーロ（22・12連）

※2022 年 10月マーレジャパンと統合し、
マーレフィルターシステムズより社名変更
売上高／ 313億円（22・12）
主要製品／フィルタ、潤滑製品等

　これまでの自動車の動力はエンジンを使用しており、エンジンバルブや
燃料噴射装置など多くの部品が必要となる。しかし、モーターを動力と
するEVでは、ベアリングやトランスミッションなどの部品の大半が不要と
なる。バッテリーや、電気の稼働状況をコントロールするコンバーターな
どが主となるため、エンジン部品などを中心としているメーカーにとっては
企業存続に関わってくる。しかし、EV専用の部品が約2000点あり各
社が事業構造の転換を進めており、業界勢力図が大きく変わる可能性
を秘めている。

各社が事業構造の転換を急ぐ トピックス

コンチネンタル・オートモーティブ

　EV化とともに進んでいるのが自動運転技術開発。この分野は海外
勢が先行しおり、ドイツのZFがインテル傘下のモービルアイと提携し、ZF
のカメラ・レーダー、モービルアイの画像処理チップを搭載したシステムを
トヨタに提供した。国内各社も開発に注力しており、デンソー、アイシン、
アドヴィックス、ジェイテクトの4社が、2019年4月に自動運転・車両運
動制御などのための統合ECUソフトウェアを開発する合弁会社を設立。
自動運転の技術開発を進めている。実装化に向けての競争が激しさを
増している。

企業連携で自動運転技術開発

二輪車
本田技研工業
（二輪）

売上高（部）／2兆9090億円
（23・3連）

ヤマハ発動機
（ランドモビリティ）

売上高（部）／1兆4682億円
（22・12連）

川崎重工業
（パワースポーツ＆エンジン）
売上高（部）／5911億円
（23・3連）

スズキ
（二輪）

売上高（部）／3332億円
（23・3連）

※自動運転・車両運動制御などのための
総合ECUソフトウェアを開発

※2022年3月、フィアット・クラ
イスラー・オートモービルズ（イタ
リア）とプジョーシトロエン（フラン
ス）が対等合併で社名変更

EV共同開発

トピックス
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自動車部品業界-2【車体・外装】3

EV化や自動運転技術に対応した技術開発を進める各社。
タイヤメーカーも高付加価値品やEV車用タイヤ開発に注力。

車体

売上高／１兆 9916 億円（23・3）
事業内容／ミニバン、セダン等トヨタ車の車体、
福祉車両、冷凍・保冷車の製造等

トヨタ車体

売上高／ 2904億円（23・3連）
事業内容／プレス関連製品、定温物流関連
機器、空調関連機器の製造等

東プレ

売上高／ 3075 億円（23・3連）
事業内容／小型商用車やMPV、海外向け
SUVなどの日産車の開発、製造等

日産車体

売上高／3044億円（23・3連）
事業内容／車体骨格、トランスミッション、
樹脂製品の製造、販売等

ユニプレス
売上高／ 2612 億円（23・3連）
事業内容／シャーシシステム、マウント部品、
モジュールの設計、製造等

エフテック

売上高／ 1848 億円（23・3連）
事業内容／フレーム、アクスルハウジング、
アクスルユニットの製造等

プレス工業
売上高／ 1882 億円（23・3連）
事業内容／軽自動車受託生産、燃料タンク、
サンルーフ、各種補修部品の製造等

八千代工業

売上高／ 2257 億円（23・3連）
事業内容／車体骨格部品の製造、
金型溶接設備製造等

エイチワン

特殊車両

売上高／ 607億円（23・3連）
事業内容／高所作業車、穴掘建柱車、
電気工事用車両の製造等

アイチコーポレーション

売上高／ 2252億円（23・3連）
事業内容／ダンプ車などの特装車両の製造等

新明和工業

売上高／ 1131億円（23・3連）
事業内容／特殊自動車その他の
輸送運搬機械の製造、架装および販売等

極東開発工業

売上高／ 834億円（23・3）
事業内容／特装、用品架装に関わる企画、
開発、生産、販売　モータースポーツパーツの開発等

トヨタカスタマイジング＆
ディベロップメント

※2022年4月オーテックジャパンとニスモを
統合し社名変更
売上高／ 1415億円（23・3）
事業内容／特装車及び部用品等の企画、
開発、生産、販売

日産モータースポーツ＆カスタマイズ

売上高／非公開
事業内容／タンクローリー車、バルク車などの
特殊車両製造等

昭和飛行機工業
売上高／非公開
事業内容／カーゴ車、車両運搬車などの
車両製造等

浜名ワークス

売上高／ 2045億円（23・3）
事業内容／ハイエースなど、トヨタ車の
車体製造等

岐阜車体工業

※2022 年７月丸順より社名変更
売上高／ 524億円（23・3連）
事業内容／車体骨格、バンパーの製造等

J-MAX

売上高／ 561億円（23・3）
事業内容／小型プレス品、
精密プレス品の開発・製造等

トヨタ車体精工

売上高／ 77億円（23・3）
事業内容／いすゞ 車全車種のドレスアップ、
シャシ改造等

いすゞ 車体
売上高／ 335億円（22・11連）
事業内容／ルーフレール、センターピラー
などの車体骨格部品の製造等

アスカ

売上高／ 1913 億円（23・3連）
事業内容／タイヤバルブ、
自動車用プレス製品の開発、製造等

太平洋工業

売上高／ 3143 億円（23・3連）
事業内容／車体骨格部品製造等

ジーテクト

外装

タイヤ

売上高／ 8647億円（23・3連）
主要製品／ LEDヘッドランプ、標識灯、
フォグランプ等

小糸製作所

売上高（部）／ 9015億円（22・12連）
主要製品／フロート板ガラス、自動車ガラス等

AGC
（ガラス）

スタンレー電気

売上高（部）／3547億円（23・3連）
主要製品／自動車ガラス等

日本板硝子
（自動車用ガラス）売上高／ 3886 億円（23・3連）

主要製品／タイヤチューブ、
タイヤコード接着剤等

売上高／ 1355 億円（22・12連）
主要製品／ヘッドランプ、リアランプ、ミラー等

日本ゼオン

市光工業

売上高／ 3345 億円（23・3連）
主要製品／自動車用ホイール製造等

トピー工業

売上高／ 3195 億円（23・3連）
主要製品／ワイパーシステム、ドアミラー製造等

ミツバ
売上高／ 1632億円（22・12連）
主要製品／スポイラー等

イノアックコーポレーション
売上高／ 1978億円（22・12連）
主要製品／二輪・四輪用アルミホイール等

エンケイ

売上高／ 982億円（23・3連）
主要製品／ドアシール、ドリップシール、
ドアオープニングトリム等

西川ゴム工業

売上高／ 823億円（23・3連）
主要製品／ワイパーブレードラバー、
シール製品、防振製品等

フコク
売上高／ 629億円（23・3連）
主要製品／ドアロック、ドアハンドル等

アルファ
売上高／ 741億円（23・3連）
主要製品／ラジエーターグリル、エアロパーツ、
リアスポイラー等

ファルテック

売上高／ 906億円（23・3連）
主要製品／ドアミラー、ルームミラー等

村上開明堂

売上高／ 4兆 1101 億円（22・12連）
主なブランド／エコピア、ポテンザ等

ブリヂストン

売上高／ 286億ユーロ（22・12連）
主なブランド／PILOT、CROSSCLIMATE等

ミシュラン
売上高／ 208億ドル（22・12連）
主なブランド／EAGLE、EfficientGrip等

グッドイヤー・タイヤ・
アンド・ラバー・カンパニー

売上高／ 1兆987億円（22・12連）
主なブランド／エナセーブ、ファルケン、
ダンロップ等

住友ゴム工業
売上高／ 8605億円（22・12連）
主なブランド／アドバン、ブルーアース等

横浜ゴム
売上高／ 4972億円（22・12連）
主なブランド／トランパス、ナノエナジー等

TOYO TIRE

売上高／ 146億円（23・3連）
主要製品／ラジエーターグリル、エアロパーツ等

イクヨ
売上高／ 550億円（22・3）
主要製品／自動車用ドア、マフラー等

ヒロテック

売上高／ 536億円（23・3）
事業内容／冷凍・冷蔵車、ドライバンなどの
車両製造等

日本フルハーフ

業務・資本提携

　車体／特殊車両／外装▶　　 トヨタ系　　ホンダ系　　日産系　　いすゞ 系　　独立系

売上高／ 4378億円（23・3連）
主要製品／ヘッドランプ、リアコンビネーション
ランプ、カーエレクトロニクス製品等

日本車輌製造
売上高／ 980億円（23・3連）
事業内容／大型自走式キャリア、
バルクタンクローリーなどの特殊車両製造等

売上高／ 88億円（23・2）
主要製品／ランプ、プラグキャップ、ミラー等

東海電装

　キャッシュレスが進んでいる中、自動車に決済機能を搭載する動きが
広がっており、2023年中に欧州で車載決済サービスが開始される予
定だ。車載決済はスマートフォンの通信に使用されるSIMカードを車両
に搭載したり、Wi-Fiを活用したりすることで外部の決済システムと接続
する。これによって、充電スタンドや飲食店の支払いが降車せずに可
能となる。また自動運転が普及すれば、車内で楽しむ音楽や映像の支
払いも可能となるなど、車内でのあらゆるサービスの課金に不可欠なイ
ンフラとなると見られている。

自動車が決済端末となる車載決済 キーワード

　EV化の促進で車体の軽量化が注目されているが、軽くなれば接地
圧不足で安全性が低下するという問題点がある。人を乗せて走る車に
は、万が一何かあった場合でも人命を守る安全性が最重要であること
は言うまでもない。さらには、使い勝手の良い機能性、快適性や美しい
デザインも重要な要素となる。安全で軽く、機能性とデザイン性に優れ
た車を実現することが車体メーカーの永遠の課題と言われている。この
課題をクリアした次世代に向けた車を実現するために、各社が新技術
の開発に注力している。

安全・軽量・機能性・デザイン性
　新型コロナの収束の流れとともに、タイヤの生産、販売数ともに大き
く回復している。しかし、原燃料価格や物流コストの上昇にどう対応し
ていくかなど課題も多い。そうした中、タイヤがセンサーとなって路面の
状態を判断する技術や、空気圧や温度などタイヤから得た情報を分析
してパンクを未然に防いだり、燃費改善に役立てたりしていく技術を活
用した、高付加価値品シフトが進んでいる。また、エンジン音のないEV
用のタイヤのロードノイズを抑えたタイヤの開発に注力するなど、今後に
向けた新たな取組を進めている。

原燃料高騰で高付加価値タイヤへシフト トピックス

　世界的な脱炭素社会に向けた取り組みが進み、EV（電気自動車）
シフトが加速している。燃費性能の向上が大きな課題の１つで、電池そ
のものの開発が進んでいるが、より少ないエネルギーで走行距離を伸ば
すためには、自動車の軽量化が不可欠で各社が車体軽量化に力を入
れている。そのため、車体メーカーや外装メーカーは、骨格部材をアルミ
ニウムからマグネシウムに切り替えたり、軽量な樹脂材料を活用したりす
るなど素材の見直しをはじめ、製造プロセスの変革など、新たな軽量化
技術の開発に取り組んでいる。

EVシフトで進む軽量化技術開発 トピックス トピックス

P-140

P-136

P-142

売上高／ 93億円（23・3）
事業内容／フォークリフト用部品、
油圧シリンダーの製造等
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自動車部品業界-2【車体・外装】3

EV化や自動運転技術に対応した技術開発を進める各社。
タイヤメーカーも高付加価値品やEV車用タイヤ開発に注力。

車体

売上高／１兆 9916 億円（23・3）
事業内容／ミニバン、セダン等トヨタ車の車体、
福祉車両、冷凍・保冷車の製造等

トヨタ車体

売上高／ 2904億円（23・3連）
事業内容／プレス関連製品、定温物流関連
機器、空調関連機器の製造等

東プレ

売上高／ 3075 億円（23・3連）
事業内容／小型商用車やMPV、海外向け
SUVなどの日産車の開発、製造等

日産車体

売上高／3044億円（23・3連）
事業内容／車体骨格、トランスミッション、
樹脂製品の製造、販売等

ユニプレス
売上高／ 2612 億円（23・3連）
事業内容／シャーシシステム、マウント部品、
モジュールの設計、製造等

エフテック

売上高／ 1848 億円（23・3連）
事業内容／フレーム、アクスルハウジング、
アクスルユニットの製造等

プレス工業
売上高／ 1882 億円（23・3連）
事業内容／軽自動車受託生産、燃料タンク、
サンルーフ、各種補修部品の製造等

八千代工業

売上高／ 2257 億円（23・3連）
事業内容／車体骨格部品の製造、
金型溶接設備製造等

エイチワン

特殊車両

売上高／ 607億円（23・3連）
事業内容／高所作業車、穴掘建柱車、
電気工事用車両の製造等

アイチコーポレーション

売上高／ 2252億円（23・3連）
事業内容／ダンプ車などの特装車両の製造等

新明和工業

売上高／ 1131億円（23・3連）
事業内容／特殊自動車その他の
輸送運搬機械の製造、架装および販売等

極東開発工業

売上高／ 834億円（23・3）
事業内容／特装、用品架装に関わる企画、
開発、生産、販売　モータースポーツパーツの開発等

トヨタカスタマイジング＆
ディベロップメント

※2022年4月オーテックジャパンとニスモを
統合し社名変更
売上高／ 1415億円（23・3）
事業内容／特装車及び部用品等の企画、
開発、生産、販売

日産モータースポーツ＆カスタマイズ

売上高／非公開
事業内容／タンクローリー車、バルク車などの
特殊車両製造等

昭和飛行機工業
売上高／非公開
事業内容／カーゴ車、車両運搬車などの
車両製造等

浜名ワークス

売上高／ 2045億円（23・3）
事業内容／ハイエースなど、トヨタ車の
車体製造等

岐阜車体工業

※2022 年７月丸順より社名変更
売上高／ 524億円（23・3連）
事業内容／車体骨格、バンパーの製造等

J-MAX

売上高／ 561億円（23・3）
事業内容／小型プレス品、
精密プレス品の開発・製造等

トヨタ車体精工

売上高／ 77億円（23・3）
事業内容／いすゞ 車全車種のドレスアップ、
シャシ改造等

いすゞ 車体
売上高／ 335億円（22・11連）
事業内容／ルーフレール、センターピラー
などの車体骨格部品の製造等

アスカ

売上高／ 1913 億円（23・3連）
事業内容／タイヤバルブ、
自動車用プレス製品の開発、製造等

太平洋工業

売上高／ 3143 億円（23・3連）
事業内容／車体骨格部品製造等

ジーテクト

外装

タイヤ

売上高／ 8647億円（23・3連）
主要製品／ LEDヘッドランプ、標識灯、
フォグランプ等

小糸製作所

売上高（部）／ 9015億円（22・12連）
主要製品／フロート板ガラス、自動車ガラス等

AGC
（ガラス）

スタンレー電気

売上高（部）／3547億円（23・3連）
主要製品／自動車ガラス等

日本板硝子
（自動車用ガラス）売上高／ 3886 億円（23・3連）

主要製品／タイヤチューブ、
タイヤコード接着剤等

売上高／ 1355 億円（22・12連）
主要製品／ヘッドランプ、リアランプ、ミラー等

日本ゼオン

市光工業

売上高／ 3345 億円（23・3連）
主要製品／自動車用ホイール製造等

トピー工業

売上高／ 3195 億円（23・3連）
主要製品／ワイパーシステム、ドアミラー製造等

ミツバ
売上高／ 1632億円（22・12連）
主要製品／スポイラー等

イノアックコーポレーション
売上高／ 1978億円（22・12連）
主要製品／二輪・四輪用アルミホイール等

エンケイ

売上高／ 982億円（23・3連）
主要製品／ドアシール、ドリップシール、
ドアオープニングトリム等

西川ゴム工業

売上高／ 823億円（23・3連）
主要製品／ワイパーブレードラバー、
シール製品、防振製品等

フコク
売上高／ 629億円（23・3連）
主要製品／ドアロック、ドアハンドル等

アルファ
売上高／ 741億円（23・3連）
主要製品／ラジエーターグリル、エアロパーツ、
リアスポイラー等

ファルテック

売上高／ 906億円（23・3連）
主要製品／ドアミラー、ルームミラー等

村上開明堂

売上高／ 4兆 1101 億円（22・12連）
主なブランド／エコピア、ポテンザ等

ブリヂストン

売上高／ 286億ユーロ（22・12連）
主なブランド／PILOT、CROSSCLIMATE等

ミシュラン
売上高／ 208億ドル（22・12連）
主なブランド／EAGLE、EfficientGrip等

グッドイヤー・タイヤ・
アンド・ラバー・カンパニー

売上高／ 1兆987億円（22・12連）
主なブランド／エナセーブ、ファルケン、
ダンロップ等

住友ゴム工業
売上高／ 8605億円（22・12連）
主なブランド／アドバン、ブルーアース等

横浜ゴム
売上高／ 4972億円（22・12連）
主なブランド／トランパス、ナノエナジー等

TOYO TIRE

売上高／ 146億円（23・3連）
主要製品／ラジエーターグリル、エアロパーツ等

イクヨ
売上高／ 550億円（22・3）
主要製品／自動車用ドア、マフラー等

ヒロテック

売上高／ 536億円（23・3）
事業内容／冷凍・冷蔵車、ドライバンなどの
車両製造等

日本フルハーフ

業務・資本提携

　車体／特殊車両／外装▶　　 トヨタ系　　ホンダ系　　日産系　　いすゞ 系　　独立系

売上高／ 4378億円（23・3連）
主要製品／ヘッドランプ、リアコンビネーション
ランプ、カーエレクトロニクス製品等

日本車輌製造
売上高／ 980億円（23・3連）
事業内容／大型自走式キャリア、
バルクタンクローリーなどの特殊車両製造等

売上高／ 88億円（23・2）
主要製品／ランプ、プラグキャップ、ミラー等

東海電装

　キャッシュレスが進んでいる中、自動車に決済機能を搭載する動きが
広がっており、2023年中に欧州で車載決済サービスが開始される予
定だ。車載決済はスマートフォンの通信に使用されるSIMカードを車両
に搭載したり、Wi-Fiを活用したりすることで外部の決済システムと接続
する。これによって、充電スタンドや飲食店の支払いが降車せずに可
能となる。また自動運転が普及すれば、車内で楽しむ音楽や映像の支
払いも可能となるなど、車内でのあらゆるサービスの課金に不可欠なイ
ンフラとなると見られている。

自動車が決済端末となる車載決済 キーワード

　EV化の促進で車体の軽量化が注目されているが、軽くなれば接地
圧不足で安全性が低下するという問題点がある。人を乗せて走る車に
は、万が一何かあった場合でも人命を守る安全性が最重要であること
は言うまでもない。さらには、使い勝手の良い機能性、快適性や美しい
デザインも重要な要素となる。安全で軽く、機能性とデザイン性に優れ
た車を実現することが車体メーカーの永遠の課題と言われている。この
課題をクリアした次世代に向けた車を実現するために、各社が新技術
の開発に注力している。

安全・軽量・機能性・デザイン性
　新型コロナの収束の流れとともに、タイヤの生産、販売数ともに大き
く回復している。しかし、原燃料価格や物流コストの上昇にどう対応し
ていくかなど課題も多い。そうした中、タイヤがセンサーとなって路面の
状態を判断する技術や、空気圧や温度などタイヤから得た情報を分析
してパンクを未然に防いだり、燃費改善に役立てたりしていく技術を活
用した、高付加価値品シフトが進んでいる。また、エンジン音のないEV
用のタイヤのロードノイズを抑えたタイヤの開発に注力するなど、今後に
向けた新たな取組を進めている。

原燃料高騰で高付加価値タイヤへシフト トピックス

　世界的な脱炭素社会に向けた取り組みが進み、EV（電気自動車）
シフトが加速している。燃費性能の向上が大きな課題の１つで、電池そ
のものの開発が進んでいるが、より少ないエネルギーで走行距離を伸ば
すためには、自動車の軽量化が不可欠で各社が車体軽量化に力を入
れている。そのため、車体メーカーや外装メーカーは、骨格部材をアルミ
ニウムからマグネシウムに切り替えたり、軽量な樹脂材料を活用したりす
るなど素材の見直しをはじめ、製造プロセスの変革など、新たな軽量化
技術の開発に取り組んでいる。

EVシフトで進む軽量化技術開発 トピックス トピックス

P-140

P-136

P-142

売上高／ 93億円（23・3）
事業内容／フォークリフト用部品、
油圧シリンダーの製造等
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● 構成比

売上高／ 631億円（22・3連）
主要製品／ウィンドウ周り部品、窓枠、
フードシール等

鬼怒川ゴム工業

売上高／1034億円（23・3連）
主要製品／ステアリングホイール、エアバッグ等

日本プラスト

自動車部品業界-3【電装品・内装品】4

自動運転技術への取り組みやIoT技術の活用を進めるが、
独自技術を活かして非自動車事業に対応する動きも。

電装 内装
売上高／ 4兆 56億円（23・3連）
主要製品／ワイヤーハーネス　電装品等

住友電気工業

売上高／ 9331億円（23・3連）
主要製品／カーナビゲーション、カーオーディオ等

アルプスアルパイン

売上高／ 6516 億円（22・6連）
主要製品／ワイヤーハーネス、メーター等

矢崎総業
売上高／ 6520 億円（23・3連）
主要製品／ドアロック等

三井金属鉱業

売上高／ 106億円（22・3）
主要製品／リクライナー・スライド等の
機構部品、シートフレーム骨格、プレス部品等

TF-METAL

売上高／ 1兆 6423 億円（23・3連）
主要製品／ワイヤーハーネス等

住友電装

売上高／ 1728 億円（23・3）
主要製品／電動ステアリングロック、
ヒーターコントロール等

ユーシン

売上高／ 1355億円（22・12連）
主要製品／ヘッドランプ、リアコンビネーション
ランプ、ドアミラー等

市光工業

売上高／ 596億円（22・12連）
主要製品／車載用センサー、
コントロールユニット関連等

I-PEX

売上高／ 1010 億円（23・3連）
主要製品／HV用 DC/DCコンバータ、
LED照明用コンバータ等

新電元工業
売上高／ 767億円（23・3連）
主要製品／バキュームスイッチングバルブ、
スタータ用マグネットスイッチ等

浜名湖電装

売上高（部）／ 2兆4474億円（23・3連）
主要製品／カーナビゲーション、カーAV等

パナソニックホールディングス
（オートモーティブ、インダストリー）

サンデン

売上高／ 2686 億円（23・3連）
主要製品／カーナビゲーション、カーオーディオ等

パイオニア

売上高／ 5531 億円（23・3連）
主要製品／各種スイッチ、電子キーシステム、
シートベルト等

東海理化電機製作所

売上高／ 2758 億円（23・3連）
主要製品／四輪、二輪車用計器等

日本精機

売上高／ 1494 億円（23・3連）
主要製品／自動車用インタークーラー、
高性能ラジエータ等

ティラド

売上高／ 649億円（23・3連）
主要製品／ワイヤーハーネス、エアコンパネル、
カーラジオ、ルームランプ等

ASTI

売上高／ 1兆 6040 億円（23・3連）
主要製品／シート、ドアトリム、フィルター、
パワートレイン機器部品等

トヨタ紡織

売上高（部）／ 5995 億円（23・3連）
主要製品／ワイヤーハーネス、車載コネクタ等

古河電気工業
（電装エレクトロニクス）

売上高／ 6932 億円（23・3連）
主要製品／懸架ばね、自動車用シート、
精密ばね等

日本発条

売上高／3218億円（23・3連）
主要製品／工業用ファスナー、ダンパー、
バックル等

ニフコ

売上高／ 617億円（2021 年度）
主要製品／インストルメントパネル、ドアトリム等

しげる工業

※2023 年 4月日本電産トーソクより社名変更
売上高／ 615億円（22・3）
主要製品／コントロールバルブ、
ステッピングモーター、電磁弁等

ニデックパワートレインシステムズ

売上高／9519億円（23・3連）
主要製品／内装・外装部品 (樹脂・ゴム製品等 )、
エアバッグモジュール、LED応用製品等 

豊田合成

売上高／ 2064 億円（22・3連）
主要製品／自動車シート関連等

タチエス

売上高／ 656億円（23・3連）
主要製品／シートベルト、エアバッグ等

芦森工業
売上高／ 647億円（21・12）
主要製品／シートベルト、エアバッグ、
ステアリング・ホイール

Joyson Safety Systems Japan

売上高（部）／ 542億円（23・3連）
主要製品／インフレータ、
マイクロガスジェネレータ、スクイブ等

日本化薬（セイフティシステムズ）

売上高／ 2556 億円（22・10連）
主要製品／シート用ケーブル、
パワーリフトゲートシステム等

ハイレックスコーポレーション

売上高／997億円（23・3連）
主要製品／シートアジャスタ、ワイヤーハーネス等

今仙電機製作所

売上高／ 1324 億円（23・3連）
主要製品／カーシート、エアバッグ等

セーレン

売上高／ 731億円（22・12）
主要製品／自動車用シート、スライダー、
リクライナー等

デルタ工業

売上高／ 458億円（23・3連）
主要製品／シート用レザー、
インストルメントパネル用レザー等

共和レザー

売上高／ 4092 億円（23・3連）
主要製品／四輪車シート、二輪車シート、
ドアトリム、ルーフトリム等

テイ・エス テック

※2023 年 4月シロキ工業より社名変更
売上高／ 2647 億円（23・3連）
主要製品／シートアジャスタ、シートリクライナ等

アイシンシロキ

売上高／ 1632 億円（22・12）
主要製品／シート、ヘッドレスト、インパネ等

イノアックコーポレーション
売上高／ 1755 億円（23・3連）
主要製品／自動車内装トリムシステム部品等

河西工業

売上高／ 340億円（23・3）
主要製品／サイドドアラッチ等

三井金属アクト

売上高／ 595億円（22・3）
主要製品／シート、アームレスト、
インサイドハンドル等

富士シート

売上高／ 759億円（22・3連）
主要製品／エンジンマウント、サスペンション
ブッシュ、ダイナミックダンパー等

山下ゴム

※2023 年 4月富士機工より社名変更
売上高／ 617億円（22・3連）
主要製品／シート機構部品、
ステアリングコラム等

ジェイテクトコラムシステム

売上高／非公開
主要製品／マルチディスプレイ等

ジェコー売上高／ 207億円（22・4）
主要製品／サーモスタット、オイルバルブ、
温度センサー、サーモバルブ等

日本サーモスタット

　　　 トヨタ系　　ホンダ系　　日産系　　独立系

■ 自動車部品　品目別出荷額と構成比

出所：OICA 

■ 世界自動車生産台数上位10カ国（2021年）
（万台）

トピックス日米欧中で模倣部品排除へスクラム
　自動車の内装・外装部品の主戦場が、新興国市場に移行し価格競
争となり、薄利多売状況になっている。そうした中で模倣部品が出回る
ようになり、日本の自動車メーカーも被害にあっている。これまで日米欧
の枠組みはあったが、ホンダが呼びかける形で日系４社、欧米系４社、
中国系３社の計１１社が、世界最大の自動車市場である中国でスクラ
ムを組む。各社は商標権の侵害に関する情報を共有し、啓発活動や
模倣品を摘発する当局との関係構築を進めるなど、模倣品摘発に向け
た共同対策の強化に乗り出した。

トピックス高度な技術を非自動車事業に活かす
　高い技術力を誇る部品メーカーに支えられてきた日本の自動車産業。
しかし、世界的なEV化や自動運転への流れの中で、部品メーカーはこ
れまでにない変革期を迎えている。完成車メーカーの部品開発・生産
だけで収益を上げることが難しくなってきている。豊田合成は発光ダイ
オード関連の技術を非自動車事業に投入するほか、医療・産業用ロ
ボットに向けた技術開発を進める。その他、農畜産業や食品業へ参入
する企業もあるなど、自動車で培ってきた高度な独自技術で、新事業の
開拓を進める動きが活発化している。

　トヨタ紡績はIoTシートカバーを開発し、安心・安全な自動車運行の
実現を目指し実証実験を進めている。シートに内蔵されたセンサーで心
拍間隔を推定し、ドライバーが座るだけで疲労具合を推定。また、車内
の専用カメラがドライバーの目や頭の動きを感知し、眠気レベルを推定。
眠気のレベルに合わせてシートカバーが振動したり、音楽を流したりして
ドライバーへ通知する。また、疲労度や眠気度をスマートフォンアプリか
らクラウドへ送信し、リアルタイムで運行管理者へ通知することもできる。

自動車部品にもIoT技術を活用 トピックス

　自動運転の実現に向けて、メーカー各社が研究開発や実証実験を
進めている。その中で注目されているのが、３次元レーザーレーダー“Ｌｉ
ＤＡＲ（ライダー）”。これは光を使ったセンサーのひとつで、対象物まで
の距離、位置や形状まで正確に検知。車載カメラ、レーダーと並んで、
自動運転には不可欠な技術と言われている。今後も更なる小型化・
軽量化・低コスト化に向けて、各社が熾烈な開発競争をしており、矢野
経済研究所によると、2025年の自動運転センサーの世界市場規模
は、2兆4808億円になると見込まれている。

３次元レーザーレーダー“ＬｉＤＡＲ（ライダー）”
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※2022 年 1月、事業会社体制へ移行し、
サンデンホールディングスより社名変更
売上高／ 1757 億円（22・12連）
主要製品／カーエアコン等

出荷額（百万円）
3,989,546
 3,853,691
2,775,627
2,563,361
2,529,410
801,736
564,446
551,938
266,465

品目
車体部品
駆動・伝導及び操縦装置部品 
電装品・電子部品（車体関係）
電装品・電子部品（エンジン関係
エンジン部品
懸架・制動装置部品
情報関連部品
電動車両用部品（HV、FCV、E
用品

● 品目別出荷額

出所：自動車部品工業会 出荷動向調査（2021年度）
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● 構成比

売上高／ 631億円（22・3連）
主要製品／ウィンドウ周り部品、窓枠、
フードシール等

鬼怒川ゴム工業

売上高／1034億円（23・3連）
主要製品／ステアリングホイール、エアバッグ等

日本プラスト

自動車部品業界-3【電装品・内装品】4

自動運転技術への取り組みやIoT技術の活用を進めるが、
独自技術を活かして非自動車事業に対応する動きも。

電装 内装
売上高／ 4兆 56億円（23・3連）
主要製品／ワイヤーハーネス　電装品等

住友電気工業

売上高／ 9331億円（23・3連）
主要製品／カーナビゲーション、カーオーディオ等

アルプスアルパイン

売上高／ 6516 億円（22・6連）
主要製品／ワイヤーハーネス、メーター等

矢崎総業
売上高／ 6520 億円（23・3連）
主要製品／ドアロック等

三井金属鉱業

売上高／ 106億円（22・3）
主要製品／リクライナー・スライド等の
機構部品、シートフレーム骨格、プレス部品等

TF-METAL

売上高／ 7519 億円（23・3）
主要製品／ワイヤーハーネス等

住友電装

売上高／ 1728 億円（23・3）
主要製品／電動ステアリングロック、
ヒーターコントロール等

ユーシン

売上高／ 1355億円（22・12連）
主要製品／ヘッドランプ、リアコンビネーション
ランプ、ドアミラー等

市光工業

売上高／ 596億円（22・12連）
主要製品／車載用センサー、
コントロールユニット関連等

I-PEX

売上高／ 1010 億円（23・3連）
主要製品／HV用 DC/DCコンバータ、
LED照明用コンバータ等

新電元工業
売上高／ 767億円（23・3連）
主要製品／バキュームスイッチングバルブ、
スタータ用マグネットスイッチ等

浜名湖電装

売上高（部）／ 2兆4474億円（23・3連）
主要製品／カーナビゲーション、カーAV等

パナソニックホールディングス
（オートモーティブ、インダストリー）

サンデン

売上高／ 2686 億円（23・3連）
主要製品／カーナビゲーション、カーオーディオ等

パイオニア

売上高／ 5531 億円（23・3連）
主要製品／各種スイッチ、電子キーシステム、
シートベルト等

東海理化電機製作所

売上高／ 2758 億円（23・3連）
主要製品／四輪、二輪車用計器等

日本精機

売上高／ 1494 億円（23・3連）
主要製品／自動車用インタークーラー、
高性能ラジエータ等

ティラド

売上高／ 649億円（23・3連）
主要製品／ワイヤーハーネス、エアコンパネル、
カーラジオ、ルームランプ等

ASTI

売上高／ 1兆 6040 億円（23・3連）
主要製品／シート、ドアトリム、フィルター、
パワートレイン機器部品等

トヨタ紡織

売上高（部）／ 5995 億円（23・3連）
主要製品／ワイヤーハーネス、車載コネクタ等

古河電気工業
（電装エレクトロニクス）

売上高／ 6932 億円（23・3連）
主要製品／懸架ばね、自動車用シート、
精密ばね等

日本発条

売上高／3218億円（23・3連）
主要製品／工業用ファスナー、ダンパー、
バックル等

ニフコ

売上高／ 617億円（2021 年度）
主要製品／インストルメントパネル、ドアトリム等

しげる工業

※2023 年 4月日本電産トーソクより社名変更
売上高／ 615億円（22・3）
主要製品／コントロールバルブ、
ステッピングモーター、電磁弁等

ニデックパワートレインシステムズ

売上高／9519億円（23・3連）
主要製品／内装・外装部品 (樹脂・ゴム製品等 )、
エアバッグモジュール、LED応用製品等 

豊田合成

売上高／ 2064 億円（22・3連）
主要製品／自動車シート関連等

タチエス

売上高／ 656億円（23・3連）
主要製品／シートベルト、エアバッグ等

芦森工業
売上高／ 647億円（21・12）
主要製品／シートベルト、エアバッグ、
ステアリング・ホイール

Joyson Safety Systems Japan

売上高（部）／ 542億円（23・3連）
主要製品／インフレータ、
マイクロガスジェネレータ、スクイブ等

日本化薬（セイフティシステムズ）

売上高／ 2556 億円（22・10連）
主要製品／シート用ケーブル、
パワーリフトゲートシステム等

ハイレックスコーポレーション

売上高／997億円（23・3連）
主要製品／シートアジャスタ、ワイヤーハーネス等

今仙電機製作所

売上高／ 1324 億円（23・3連）
主要製品／カーシート、エアバッグ等

セーレン

売上高／ 731億円（22・12）
主要製品／自動車用シート、スライダー、
リクライナー等

デルタ工業

売上高／ 458億円（23・3連）
主要製品／シート用レザー、
インストルメントパネル用レザー等

共和レザー

売上高／ 4092 億円（23・3連）
主要製品／四輪車シート、二輪車シート、
ドアトリム、ルーフトリム等

テイ・エス テック

※2023 年 4月シロキ工業より社名変更
売上高／ 2647 億円（23・3連）
主要製品／シートアジャスタ、シートリクライナ等

アイシンシロキ

売上高／ 1632 億円（22・12）
主要製品／シート、ヘッドレスト、インパネ等

イノアックコーポレーション
売上高／ 1755 億円（23・3連）
主要製品／自動車内装トリムシステム部品等

河西工業

売上高／ 340億円（23・3）
主要製品／サイドドアラッチ等

三井金属アクト

売上高／ 595億円（22・3）
主要製品／シート、アームレスト、
インサイドハンドル等

富士シート

売上高／ 759億円（22・3連）
主要製品／エンジンマウント、サスペンション
ブッシュ、ダイナミックダンパー等

山下ゴム

※2023 年 4月富士機工より社名変更
売上高／ 617億円（22・3連）
主要製品／シート機構部品、
ステアリングコラム等

ジェイテクトコラムシステム

売上高／非公開
主要製品／マルチディスプレイ等

ジェコー売上高／ 207億円（22・4）
主要製品／サーモスタット、オイルバルブ、
温度センサー、サーモバルブ等

日本サーモスタット

　　　 トヨタ系　　ホンダ系　　日産系　　独立系

■ 自動車部品　品目別出荷額と構成比

出所：OICA 

■ 世界自動車生産台数上位10カ国（2021年）
（万台）

トピックス日米欧中で模倣部品排除へスクラム
　自動車の内装・外装部品の主戦場が、新興国市場に移行し価格競
争となり、薄利多売状況になっている。そうした中で模倣部品が出回る
ようになり、日本の自動車メーカーも被害にあっている。これまで日米欧
の枠組みはあったが、ホンダが呼びかける形で日系４社、欧米系４社、
中国系３社の計１１社が、世界最大の自動車市場である中国でスクラ
ムを組む。各社は商標権の侵害に関する情報を共有し、啓発活動や
模倣品を摘発する当局との関係構築を進めるなど、模倣品摘発に向け
た共同対策の強化に乗り出した。

トピックス高度な技術を非自動車事業に活かす
　高い技術力を誇る部品メーカーに支えられてきた日本の自動車産業。
しかし、世界的なEV化や自動運転への流れの中で、部品メーカーはこ
れまでにない変革期を迎えている。完成車メーカーの部品開発・生産
だけで収益を上げることが難しくなってきている。豊田合成は発光ダイ
オード関連の技術を非自動車事業に投入するほか、医療・産業用ロ
ボットに向けた技術開発を進める。その他、農畜産業や食品業へ参入
する企業もあるなど、自動車で培ってきた高度な独自技術で、新事業の
開拓を進める動きが活発化している。

　トヨタ紡績はIoTシートカバーを開発し、安心・安全な自動車運行の
実現を目指し実証実験を進めている。シートに内蔵されたセンサーで心
拍間隔を推定し、ドライバーが座るだけで疲労具合を推定。また、車内
の専用カメラがドライバーの目や頭の動きを感知し、眠気レベルを推定。
眠気のレベルに合わせてシートカバーが振動したり、音楽を流したりして
ドライバーへ通知する。また、疲労度や眠気度をスマートフォンアプリか
らクラウドへ送信し、リアルタイムで運行管理者へ通知することもできる。

自動車部品にもIoT技術を活用 トピックス

　自動運転の実現に向けて、メーカー各社が研究開発や実証実験を
進めている。その中で注目されているのが、３次元レーザーレーダー“Ｌｉ
ＤＡＲ（ライダー）”。これは光を使ったセンサーのひとつで、対象物まで
の距離、位置や形状まで正確に検知。車載カメラ、レーダーと並んで、
自動運転には不可欠な技術と言われている。今後も更なる小型化・
軽量化・低コスト化に向けて、各社が熾烈な開発競争をしており、矢野
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電動車両用部品（HV、FCV、E
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出所：自動車部品工業会 出荷動向調査（2021年度）
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運輸・鉄道業界5

コロナ禍で減った客足も戻り始め、業績は回復傾向。
運賃値上げや不動産事業への注力で、成長を目指す。

　新型コロナの影響による鉄道事業の売上減少で、不動産事業を重
視する会社が増えている。特に大手各社が注力するのがターミナル駅
周辺の開発だ。新宿駅付近では、京王電鉄とJR東日本が2028年
度に地上37階建てビルを、小田急電鉄と東京メトロが2029年度に
地上48階の複合施設を開業予定。名古屋駅周辺でも、リニア中央
新幹線開通に向けた再開発が進む。このような状況の中、JR東日本
では鉄道人員の4000人縮小計画を発表。不動産や流通などの成長
分野に再配置する方針を打ち出している。

ターミナル駅で進む高層ビル建設 トピックス

　鉄道業界で長年タブー視されてきた運賃値上げだが、2023年春に
は各社が値上げに踏み切った。首都圏では3月にJR東日本や東京メ
トロなどが、関西圏ではJR西日本や大阪メトロなどが4月から値上げを
実施。この値上げは、国土交通省が2021年に創設した「鉄道駅バリ
アフリー料金制度」を背景にしたもので、転落防止のホームドアやエレ
ベーターなど、バリアフリー設備の整備が今後進められる。業績は回復
傾向にはあるものの先行き不透明なこともあり、今後も運賃改定が行
われる見込みだ。

2023年春、運賃の値上げラッシュ トピックス
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海外鉄道車輌用電機品で業務提携

子会社

LRT（新型路面電車）導入で業務提携

出資
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携

海外向け鉄道事業で提携

車両関連

部品関連

日立製作所
（グリーンエナジー＆モビリティ）
売上高（部）／ 2兆 4925 億円（23・3連）

東芝
売上高／ 3兆 3617 億円（23・3連）
主要製品／車両用モータ、鉄道機器等

信号関連

電気設備関連

日本電設工業
売上高／ 1721 億円（23・3連）

新生テクノス
売上高／ 511億円（22・3）

京三製作所（信号システム）
売上高（部）／ 566億円（23・3連）

日本信号（交通運輸インフラ）
売上高（部）／ 470億円（23・3連）

コイト電工
売上高／ 357億円（23・3）

電線関連

プロテリアル
※2023 年 1月、日立金属より社名変更
売上高／ 1兆 1189 億円（23・3連）

住友電気工業
（環境エネルギー関連）

売上高（部）／ 9008 億円（23・3連）

古河電気工業（インフラ）
売上高（部）／ 3201 億円（23・3連）大同信号（鉄道信号関連）

売上高（部）／ 180億円（23・3連）

三菱電機
売上高／ 5兆 37億円（23・3連）
主要製品／空調機器、鉄道車両用電機品等

富士電機
売上高／ 1兆 94億円（23・3連）
主要製品／鉄道車両用電機品、
新幹線電車用電機品等

日本製鉄
売上高／ 7兆 9756 億円（23・3連）
主要製品／鉄道車両用車輪・車軸等

ＮＴＮ
売上高／ 7740 億円（23・3連）
主要製品／鉄道用車両軸受等

ナブテスコ
売上高／ 3087 億円（22・12連）
主要製品／ドア開閉装置、ブレーキシステム等

住友精密工業
売上高／ 438億円（22・3連）
主要製品／鉄道車両用機器等

東洋電機製造
売上高／ 302億円（22・5連）
主要製品／パンタグラフ、速度計装置等

日本車輌製造
売上高／ 980億円（23・3連）

川崎重工業（車両）
売上高（部）／ 1319 億円（23・3連）

総合車両製作所
売上高／ 642億円（22・3）

売上高（部）／ 6387 億円（23・3連）

近畿車輌
売上高／ 359億円（23・3連）

アルストムシーメンスボンバルディア

JR東海 JR西日本

近畿日本鉄道

JR東日本

中国中車

鉄道車両業界6

新型コロナの影響で低コスト化が求められる。
脱炭素化を実現する鉄道車両開発もカギ。

　鉄道業界で脱炭素への取り組みが続いている。2022年2月には、
国内初の水素ハイブリッド電車「HYBARI（ひばり）」が公開された。こ
れは日立製作所とJR東日本、トヨタ自動車が共同開発したもの。南武
線の一部や鶴見線で走行実験が始まっており、2030年の実用化を目
指している。今後は非電化区間の脱炭素化も大きな課題。ディーゼ
ルエンジンと蓄電池を組み合わせた「ディーゼルハイブリッド車両」や、
架線がある区間で蓄電した電力により走行する「蓄電池車両」などの
開発が期待されている。

ますます進む鉄道車両の脱炭素化 トピックス

　鉄道会社ごとに独自車両を生産するとコストがかさむ。そこで近年増
えているのが「車両プラットフォーム」だ。主な狙いは、基礎部分を共通
化することで開発費用を圧縮すること。たとえば総合車両製作所の
「sustina（サスティナ）」は、JR東日本や東急、京王電鉄などで活躍
中。日立製作所は「A-train（エートレイン）」、日本車輌製造も2021年
から「N-QUALIS（エヌクオリス）」を展開している。新型コロナの影響
で鉄道会社の経営が厳しくなる中、車両プラットフォームの需要が高ま
りそうだ。

増える「車両プラットフォーム」 トピックス

三菱重工業（プラント・インフラ）

空運

総合物流

LCC

日本航空
売上高／1兆3756億円
（23・3連）

スカイマーク
売上高／847億円（23・3）

日本貨物航空
売上高／2182億円（23・3）

AIRDO
売上高／415億円（23・3）

ソラシドエア
売上高／387億円（23・3）

スターフライヤー
売上高／323億円（23・3）

ジェットスター・ジャパン
売上高／294億円（22・6）

Peach Aviation
売上高／906億円（23・3）

ＡＮＡホールディングス
売上高／1兆75億円
（23・3連）

海運

商船三井
売上高／1兆6120億円
（23・3連）

川崎汽船
売上高／9426億円
（23・3連）

ＮＳユナイテッド海運
売上高／2508億円
（23・3連）

飯野海運
売上高／1413億円（23・3連）

名港海運
売上高／841億円（23・3連）

明治海運
売上高／581億円（23・3連）

日本郵船
売上高／2兆6160億円
（23・3連）

鉄道

JRグループ

西日本旅客鉄道
売上高／ 1兆 3955 億円
（23・3連）

九州旅客鉄道
売上高／ 3832 億円
（23・3連）

東日本旅客鉄道
売上高／ 2兆 4055 億円
（23・3連）

私鉄 近鉄グループ
ホールディングス

売上高／ 1兆 5610 億円
（23・3連）

東京地下鉄
売上高／ 3454 億円
（23・3連）

名古屋鉄道
売上高／ 5515 億円
（23・3連） 西日本鉄道

売上高／ 4946 億円
（23・3連）

陸運

日新
売上高／1942億（23・3連）

日本通運
売上高／1兆3594億円
（22・12）

フェデックス

ヤマトホールディングス
売上高／1兆8007億円
（22・3連）

ＳＧホールディングス
売上高／1兆4346億円
（23・3連）

セイノーホールディングス
売上高／6315億円
（23・3連）

福山通運
売上高／2934億円
（23・3連）

丸太運輸
売上高／184億（22・12）

山九
（物流）

売上高（部）／3021億円
（23・3連）

日本郵便
売上高／3兆4515億円
（23・3連）
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（23・3連）

鉄道

JRグループ

西日本旅客鉄道
売上高／ 1兆 3955 億円
（23・3連）

九州旅客鉄道
売上高／ 3832 億円
（23・3連）

東日本旅客鉄道
売上高／ 2兆 4055 億円
（23・3連）

私鉄 近鉄グループ
ホールディングス

売上高／ 1兆 5610 億円
（23・3連）

東京地下鉄
売上高／ 3454 億円
（23・3連）

名古屋鉄道
売上高／ 5515 億円
（23・3連） 西日本鉄道

売上高／ 4946 億円
（23・3連）

陸運

日新
売上高／1942億（23・3連）

日本通運
売上高／1兆3594億円
（22・12）

フェデックス

ヤマトホールディングス
売上高／1兆8007億円
（22・3連）

ＳＧホールディングス
売上高／1兆4346億円
（23・3連）

セイノーホールディングス
売上高／6315億円
（23・3連）

福山通運
売上高／2934億円
（23・3連）

丸太運輸
売上高／184億（22・12）

山九
（物流）

売上高（部）／3021億円
（23・3連）

日本郵便
売上高／3兆4515億円
（23・3連）

グ
ル
ー
プ
会
社

子
会
社

国内配送を委託

共同持株会社設立に関する
基本合意書を締結グループ会社

シームレスな移動を実現するため
MaaS連携すると発表
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P-154
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P-156
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東海旅客鉄道
売上高／ 1兆 4003 億円
（23・3連）

93

日本貨物鉄道
売上高／ 1877 億円
（23・3連）
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ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
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航空機業界7

旅客数の増加で、新型コロナの打撃からは回復傾向。
今後は「脱炭素」への取り組みが求められる。

本田技研工業

NEC ベインキャピタル

子
会
社

子会社
子
会
社

子会社

子
会
社

子
会
社

航空機関連

部品関連

造船

今治造船
売上高／3653億円（22・3）

各種部品・装置・システム

ナブテスコ
売上高／3087億円（22・12連）
主要製品／舶用エンジン遠隔制御システム

日本無線
売上高／1387億円（22・12連）
主要製品／船舶用通信機、漁業用機器

澁谷工業
売上高／962億円（22・6連）
主要製品／造船向け各種洗浄設備システム

東京計器
売上高／443億円（23・3連）
主要製品／ジャイロコンパス、マリンレーダー

機関・推進関係

ヤンマーホールディングス
売上高／8715億円（22・3連）
主要製品／大形舶用エンジン

日立造船
（機械・インフラ、脱炭素化）

売上高／1349億円（23・3連）
主要製品／舶用原動機、舶用甲板機械

ダイハツディーゼル
売上高／721億円（23・3連）
主要製品／船舶用ディーゼルエンジン

三井E&S造船
売上高／66億円（23・3連）
※三井E&Sホールディングスの船舶事業の
売上高
主要製品／ディーゼルエンジン

IHI原動機
売上高／840億円（22・3）
主要製品／舶用ディーゼル・ガスエンジン

重機

三菱重工業
（プラント・インフラ）

売上高（部）／6756億円（23・3連）

三井E&S（機械）
※2023年4月、三井E&Sホールディングス
より社名変更 
売上高（部）／1742億円（23・3連）

IHI
（資源・エネルギー・

環境、産業システム・汎用機械）
売上高（部）／7979億円（23・3連）

住友重機械工業
売上高／8541億円（22・12連）
※決算期変更に伴い9ヵ月の売上 

川崎重工業
（エネルギーソリューション＆マリン）
売上高（部）／3145億円（23・3連）

ジャパンエンジンコーポレーション
売上高／152億円（23・3）
主要製品／船用ディーゼルエンジン

ジャパンマリンユナイテッド
売上高／2133億円（22・3）

常石造船
売上高／1016億円（22・12）

名村造船所
売上高／1241億円（23・3連）

大島造船所
売上高／1295億円（23・3）

新来島どっく
売上高／887億円（22・3）

三菱造船
売上高／587億円（21・3）

尾道造船
売上高／386億円（22・3）

売上高／296億円（22・3）

MI LNGカンパニー

JFEホールディングス

世界2大旅客機メーカー

ボーイング
売上高／666億ドル（22・12）

エンジン関連
IHI（航空・宇宙・防衛）

売上高（部）／3603億円（23・3連）
事業分野／航空エンジン、ロケットシステム・
宇宙利用、防衛機器システム等の製造、販売、
サービスの提供

造船・重機業界8

韓国・中国勢による競争が激化、造船業界の再編が更に加速。
新型コロナ後の回復の兆し、重機各社は受注拡大への動き。

出資

出
資

出資

資本業務提携

グループ会社

子会社

子
会
社

出
資

子会社

　脱炭素に向けた環境対応船への取り組みは、新造船市場として、
国際的な競争力の強化につながるチャンスと期待され、各社開発を急
いでいる。環境への配慮から液化天然ガス（LNG）燃料船の受注が
多かった2021年～2022年前半とは変わり、2022年後半以降から
は、家畜の糞尿のなどが由来のバイオメタノールを使用するメタノール
燃料船の受注が大きく拡大した。常石造船はこのメタノールを燃料と
する貨物船を三井物産から受注、2025年の完成を目指しており、温
室効果が極めて高いメタンを回収できる。

メタノール燃料船の増加で競争力改善 トピックス

　造船業界は世界市場が縮小、設備過剰の問題に直面している中、
受注は回復の兆しを見せている。一方で、韓国や中国勢が再編によっ
て体力を回復し、受注競争が激化しているため、国内外で再編の動き
が一層加速している。また、温室効果ガスの削減が期待されるアンモニ
ア燃料船の開発競争が進んでいる中、三菱造船はアンモニア輸送の
実績を基にした多目的ガス運搬船の知識を活用して製品化を目指す。
日本郵船やIHI原動機等も試験に成功し、世界初のアンモニア燃料船
の就航に向けて近付いた。

受注回復の兆しと再編の波が拡大 トピックス

　世界的な潮流となっている脱炭素は、航空機業界においても大きな
課題だ。2022年に開催された国際民間航空機関（ICAO）総会では、
国際航空分野において「2050年までのカーボンニュートラル」を目指す
ことが長期目標とされた。こうした中、川崎重工業では水素航空機の開
発を進めており、2030年に地上での実証試験を計画中。IHIも航空エ
ンジンの軽量化や電動化によって、航空機が排出する二酸化炭素の
削減を進めている。新型コロナ後の課題として、脱炭素への取り組み
が各社で加速しそうだ。

脱炭素に向けた開発競争が激化 トピックス

　新型コロナの影響で減っていた旅客数が戻ってきた。2023年3月
期連結決算では、日本航空とANAホールディングスの大手2社が三
年ぶりの黒字決算となるなど、航空業界に明るい光が差している。航
空需要の高まりによって航空機への発注も増え、航空新聞によれば、
日本国内の2022年（1月－12月）の航空機関連生産額（製造・修
理合計）は、1兆3164億9400万円。前年に比べて約13.5％の伸
びとなった。特に、民間向けエンジンの生産が回復基調にあり、ボーイ
ング787や777Xなどの民間機も増産の見通しだ。

旅客数が戻り、航空機も増産へ トピックス

住友重機械マリンエンジニアリング

LNG運搬船の設計・販売で合弁会社設立

子会社

三菱重工航空エンジン
事業分野／航空機用エンジンの設計・製造・
販売・修理

売上高（部）／6180億円（23・3連）
事業分野／民間航空機（ボーイング777の
胴体・出入口ドア、ボーイング787の複合材主
翼）、防衛航空機、宇宙機器などの製造・販売

三菱重工業（航空・防衛・宇宙）

売上高／588億ユーロ（22・12連）

エアバス
売上高（部）／790億円（23・3連）
事業分野／ヘリコプター、民間航空機
（ボーイング777・787中央翼）、航空システム
の製造、販売、修理

SUBARU（航空宇宙）

売上高／203億円（23・3）
事業分野／航空機部分品、標的システム、
ロケット部分品、宇宙機器の製造

日本飛行機

売上高（部）／3489億円（23・3連）
事業分野／防衛省向け航空機、民間航空機
（ボーイング777の胴体パネル・主脚格納部・
貨物扉、ボーイング787の胴体・主脚格納部・
主翼固定後縁）、ヘリコプター、
航空機用エンジンの製造・販売

川崎重工業（航空宇宙システム）

売上高（部）／1973億円（23・3連）
事業分野／航空機用ベアリングの開発、製造

ミネベアミツミ（機械加工品）

売上高（部）／516億円（22・3連）
事業分野／航空機器部品の開発、製造

売上高（部）／387億円（23・3連）
事業分野／航空機用電源システムの開発、製造

シンフォニアテクノロジー
（モーション機器）

売上高（部）／2817億円（23・3連）
事業分野／航空機用炭素繊維複合材料の製造

東レ（炭素繊維複合材料）

売上高／438億円（22・3連）
事業分野／降着系統・熱制御・プロペラ
システムの設計、製造

住友精密工業

売上高／157億円（21・3）
事業分野／航空機用装備品、軽合金構造物の
製造・販売

昭和飛行機工業

売上高（部）／710億円（22・12連）
事業分野／機体姿勢制御システム、配電装置
の製造

ナブテスコ
（トランスポートソリューション）

売上高／472億円（23・3連）
事業分野／航空機内装品（ギャレー、ラバトリー、
シート）、航空機器の製造､機体整備

ジャムコ

売上高／724億円（22・11連）
事業分野／位置・角度センサ、サーボモータの
製造・販売

多摩川精機

売上高（部）／240億円（23・3連）
事業分野／フライトコントロールシステム、降着
システム用機器、航空用電子機器の開発、製造

島津製作所（航空機器）

売上高／176億円（23・3）
事業分野／防衛、航空、宇宙分野における
システム・ソフトウェア開発

NEC航空宇宙システム
売上高（部）／191億円（23・3連）
事業分野／慣性装置（加速度計、ジャイロ）の
開発、製造

日本航空電子工業（航機）

売上高（部）／34億円（23・3連）
事業分野／航空機用金具、ホースの製造・販売

櫻護謨（航空・宇宙、工業用品）売上高（部）／120億円（22・12連）
事業分野／航空宇宙向け炭素繊維強化
プラスチック（CFRP）の開発、製造

日機装（航空宇宙）

事業分野／小型ビジネスジェット機
「ホンダジェット」の開発

ホンダエアクラフトカンパニー

売上高（部）／231億円（23・3連）
事業分野／飛行艇、海外航空機メーカー向け
の航空機部品を製造・販売

新明和工業（航空機）

小糸製作所
（自動車照明以外・
電気機器関連、その他）

P-228

P-130

149

11

11
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航空機業界7

旅客数の増加で、新型コロナの打撃からは回復傾向。
今後は「脱炭素」への取り組みが求められる。

本田技研工業

NEC ベインキャピタル

子
会
社

子会社
子
会
社

子会社

子
会
社

子
会
社

航空機関連

部品関連

造船

今治造船
売上高／3653億円（22・3）

各種部品・装置・システム

ナブテスコ
売上高／3087億円（22・12連）
主要製品／舶用エンジン遠隔制御システム

日本無線
売上高／1387億円（22・12連）
主要製品／船舶用通信機、漁業用機器

澁谷工業
売上高／962億円（22・6連）
主要製品／造船向け各種洗浄設備システム

東京計器
売上高／443億円（23・3連）
主要製品／ジャイロコンパス、マリンレーダー

機関・推進関係

ヤンマーホールディングス
売上高／8715億円（22・3連）
主要製品／大形舶用エンジン

日立造船
（機械・インフラ、脱炭素化）

売上高／1349億円（23・3連）
主要製品／舶用原動機、舶用甲板機械

ダイハツディーゼル
売上高／721億円（23・3連）
主要製品／船舶用ディーゼルエンジン

三井E&S造船
売上高／66億円（23・3連）
※三井E&Sホールディングスの船舶事業の
売上高
主要製品／ディーゼルエンジン

IHI原動機
売上高／840億円（22・3）
主要製品／舶用ディーゼル・ガスエンジン

重機

三菱重工業
（プラント・インフラ）

売上高（部）／6756億円（23・3連）

三井E&S（機械）
※2023年4月、三井E&Sホールディングス
より社名変更 
売上高（部）／1742億円（23・3連）

IHI
（資源・エネルギー・

環境、産業システム・汎用機械）
売上高（部）／7979億円（23・3連）

住友重機械工業
売上高／8541億円（22・12連）
※決算期変更に伴い9ヵ月の売上 

川崎重工業
（エネルギーソリューション＆マリン）
売上高（部）／3145億円（23・3連）

ジャパンエンジンコーポレーション
売上高／152億円（23・3）
主要製品／船用ディーゼルエンジン

ジャパンマリンユナイテッド
売上高／2133億円（22・3）

常石造船
売上高／1016億円（22・12）

名村造船所
売上高／1241億円（23・3連）

大島造船所
売上高／1295億円（23・3）

新来島どっく
売上高／887億円（22・3）

三菱造船
売上高／587億円（21・3）

尾道造船
売上高／386億円（22・3）

売上高／296億円（22・3）

MI LNGカンパニー

JFEホールディングス

世界2大旅客機メーカー

ボーイング
売上高／666億ドル（22・12）

エンジン関連
IHI（航空・宇宙・防衛）

売上高（部）／3603億円（23・3連）
事業分野／航空エンジン、ロケットシステム・
宇宙利用、防衛機器システム等の製造、販売、
サービスの提供

造船・重機業界8

韓国・中国勢による競争が激化、造船業界の再編が更に加速。
新型コロナ後の回復の兆し、重機各社は受注拡大への動き。
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　脱炭素に向けた環境対応船への取り組みは、新造船市場として、
国際的な競争力の強化につながるチャンスと期待され、各社開発を急
いでいる。環境への配慮から液化天然ガス（LNG）燃料船の受注が
多かった2021年～2022年前半とは変わり、2022年後半以降から
は、家畜の糞尿のなどが由来のバイオメタノールを使用するメタノール
燃料船の受注が大きく拡大した。常石造船はこのメタノールを燃料と
する貨物船を三井物産から受注、2025年の完成を目指しており、温
室効果が極めて高いメタンを回収できる。

メタノール燃料船の増加で競争力改善 トピックス

　造船業界は世界市場が縮小、設備過剰の問題に直面している中、
受注は回復の兆しを見せている。一方で、韓国や中国勢が再編によっ
て体力を回復し、受注競争が激化しているため、国内外で再編の動き
が一層加速している。また、温室効果ガスの削減が期待されるアンモニ
ア燃料船の開発競争が進んでいる中、三菱造船はアンモニア輸送の
実績を基にした多目的ガス運搬船の知識を活用して製品化を目指す。
日本郵船やIHI原動機等も試験に成功し、世界初のアンモニア燃料船
の就航に向けて近付いた。

受注回復の兆しと再編の波が拡大 トピックス

　世界的な潮流となっている脱炭素は、航空機業界においても大きな
課題だ。2022年に開催された国際民間航空機関（ICAO）総会では、
国際航空分野において「2050年までのカーボンニュートラル」を目指す
ことが長期目標とされた。こうした中、川崎重工業では水素航空機の開
発を進めており、2030年に地上での実証試験を計画中。IHIも航空エ
ンジンの軽量化や電動化によって、航空機が排出する二酸化炭素の
削減を進めている。新型コロナ後の課題として、脱炭素への取り組み
が各社で加速しそうだ。

脱炭素に向けた開発競争が激化 トピックス

　新型コロナの影響で減っていた旅客数が戻ってきた。2023年3月
期連結決算では、日本航空とANAホールディングスの大手2社が三
年ぶりの黒字決算となるなど、航空業界に明るい光が差している。航
空需要の高まりによって航空機への発注も増え、航空新聞によれば、
日本国内の2022年（1月－12月）の航空機関連生産額（製造・修
理合計）は、1兆3164億9400万円。前年に比べて約13.5％の伸
びとなった。特に、民間向けエンジンの生産が回復基調にあり、ボーイ
ング787や777Xなどの民間機も増産の見通しだ。

旅客数が戻り、航空機も増産へ トピックス

住友重機械マリンエンジニアリング

LNG運搬船の設計・販売で合弁会社設立

子会社

三菱重工航空エンジン
事業分野／航空機用エンジンの設計・製造・
販売・修理

売上高（部）／6180億円（23・3連）
事業分野／民間航空機（ボーイング777の
胴体・出入口ドア、ボーイング787の複合材主
翼）、防衛航空機、宇宙機器などの製造・販売

三菱重工業（航空・防衛・宇宙）

売上高／588億ユーロ（22・12連）

エアバス
売上高（部）／790億円（23・3連）
事業分野／ヘリコプター、民間航空機
（ボーイング777・787中央翼）、航空システム
の製造、販売、修理

SUBARU（航空宇宙）

売上高／203億円（23・3）
事業分野／航空機部分品、標的システム、
ロケット部分品、宇宙機器の製造

日本飛行機

売上高（部）／3489億円（23・3連）
事業分野／防衛省向け航空機、民間航空機
（ボーイング777の胴体パネル・主脚格納部・
貨物扉、ボーイング787の胴体・主脚格納部・
主翼固定後縁）、ヘリコプター、
航空機用エンジンの製造・販売

川崎重工業（航空宇宙システム）

売上高（部）／1973億円（23・3連）
事業分野／航空機用ベアリングの開発、製造

ミネベアミツミ（機械加工品）

売上高（部）／516億円（22・3連）
事業分野／航空機器部品の開発、製造

売上高（部）／387億円（23・3連）
事業分野／航空機用電源システムの開発、製造

シンフォニアテクノロジー
（モーション機器）

売上高（部）／2817億円（23・3連）
事業分野／航空機用炭素繊維複合材料の製造

東レ（炭素繊維複合材料）

売上高／438億円（22・3連）
事業分野／降着系統・熱制御・プロペラ
システムの設計、製造

住友精密工業

売上高／157億円（21・3）
事業分野／航空機用装備品、軽合金構造物の
製造・販売

昭和飛行機工業

売上高（部）／710億円（22・12連）
事業分野／機体姿勢制御システム、配電装置
の製造

ナブテスコ
（トランスポートソリューション）

売上高／472億円（23・3連）
事業分野／航空機内装品（ギャレー、ラバトリー、
シート）、航空機器の製造､機体整備

ジャムコ

売上高／724億円（22・11連）
事業分野／位置・角度センサ、サーボモータの
製造・販売

多摩川精機

売上高（部）／240億円（23・3連）
事業分野／フライトコントロールシステム、降着
システム用機器、航空用電子機器の開発、製造

島津製作所（航空機器）

売上高／176億円（23・3）
事業分野／防衛、航空、宇宙分野における
システム・ソフトウェア開発

NEC航空宇宙システム
売上高（部）／191億円（23・3連）
事業分野／慣性装置（加速度計、ジャイロ）の
開発、製造

日本航空電子工業（航機）

売上高（部）／34億円（23・3連）
事業分野／航空機用金具、ホースの製造・販売

櫻護謨（航空・宇宙、工業用品）売上高（部）／120億円（22・12連）
事業分野／航空宇宙向け炭素繊維強化
プラスチック（CFRP）の開発、製造

日機装（航空宇宙）

事業分野／小型ビジネスジェット機
「ホンダジェット」の開発

ホンダエアクラフトカンパニー

売上高（部）／231億円（23・3連）
事業分野／飛行艇、海外航空機メーカー向け
の航空機部品を製造・販売

新明和工業（航空機）

小糸製作所
（自動車照明以外・
電気機器関連、その他）

P-228
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149

11

11

64

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

21

11
3

3

5

7

3

14

�3

業
　
界



739,298
703,387
716,022

944,702
877,657
895,603

2016年

962,384
911,609
932,294

2018年

858,763
766,469
781,336

2020年

1,111,776
1,020,971 
1,050,869

2022年

811,659
778,257
803,733

2019年

1,078,624
939,082
962,358

2021年

2017年

工作機械業界10

設備投資需要の急拡大で活況を呈する工作機械各社。
高精度加工と人手不足解消に向けて自動化を加速。

ヤマザキマザック
売上高／非公開
主要製品／複合加工機、CNC旋盤、
CNC装置、マシニングセンタ、レーザ加工機等

DMG森精機
売上高／4748億円（22・12連）
主要製品／CNC旋盤、高速精密旋盤、
複合加工機、マシニングセンタ等

不二越
売上高／2581億円（22・11連）
主要製品／各種工作機械（NC研削盤、
精密ロータリー平面研削盤、マシニングセンタ等）

オークマ
売上高／2276億円（23・3連）
主要製品／旋盤、マシニングセンタ、研削盤等

ジェイテクト(工作機械)
売上高（部）／1839億円（23・3連）
主要製品／研削盤、専用機、マシニングセンタ等

ソディック
売上高／805億円（22・12連）
主要製品／NC放電加工機、射出成形機等

牧野フライス製作所
売上高／2280億円（23・3連）
主要製品／マシニングセンタ、NC放電加工機等

西部電機
売上高／285億円（23・3連）
主要製品／高精密小形NC旋盤、
超精密・高精度ワイヤ放電加工機等

岡本工作機械製作所
売上高／455億円（23・3連）
主要製品／門形平面研削盤等

コマツNTC
売上高／286億円（22・3）
主要製品／トランスファーマシン・専用機、
研削盤等

ジェイテクトマシンシステム
※2022年10月、光洋機械工業より社名変更
売上高／325億円（22・3）
主要製品／精密研削盤等

和井田製作所
売上高／76億円（23・3連）
主要製品／特殊研削盤等

三井精機工業
売上高／177億円（22・3）
主要製品／マシニングセンタ、ジグ中ぐり盤、
ジグ研削盤等

スター精密
売上高／874億円（22・12連）
主要製品／切削工具、CNC自動旋盤等

TAKISAWA
※2022年10月、滝澤鉄工所より社名変更
売上高／280億円（23・3連）
主要製品／CNC旋盤、マシニングセンタ等

芝浦機械（工作機械）

村田機械
売上高／4661億円（23・3連）
主要製品／レーザ加工機、CNC旋盤等

高松機械工業

ツガミ
売上高／950億円（23・3連）
主要製品／CNC旋盤、マシニングセンタ等

アマダ

売上高（部）／273億円（23・3連）
主要製品／横形機、門形機、立旋盤等

売上高／167億円（23・3連）
主要製品／CNC旋盤等

売上高／3657億円（23・3連）
主要製品／各種金属加工機械（板金、切削・
構機、研削、溶接、プレス）、各種工作機械等

大昭和精機
売上高／非公開
主要製品／ツーリング、切削工具等

売上高／非公開
主要製品／ツーリング、バーフィーダ等

アルプスツール

　日本工作機械工業会が発表した2022年の工作機械受注実績は、
2年連続増加の1兆7596億100万円(前年比14.2％増)を記録。
内需は6032億3100万 円(同18.2％増)、外 需は1兆1563億
7000万円（同12.1％増）で、過去最高を更新した。前年からの回復
傾向が継続し、コロナ禍からの繰り越し需要、半導体関連装置やEV
関連需要が拡大し、活況を呈した。ただ、2023年に入ってからは、工
作機械主要5社の受注実績が4カ月連続で減少しており、金利上昇
や資源高騰などから、顧客の設備投資は調整局面が続いている。

工作機械受注は４年ぶりの活況 トピックス

芝浦機械（制御機械）
※2020年４月、東芝機械より社名変更
売上高（部）／87億円（23・3連）
主要製品／スカラロボット、垂直多関節ロボット等

デンソーウェーブ
売上高／ 557億円（23・3）
主要製品／垂直・水平多関節ロボット、
人協働ロボット等

JUKI
売上高／ 1175 億円（22・12連）
主要製品／実装関連装置、工業用ミシン等

加藤製作所
売上高／ 575億円（23・3連）
主要製品／自動制御部品等

ヤマハ発動機（ロボティクス）
売上高（部）／1159億円（22・12連）
主要製品／サーフェスマウンター、単軸ロボット、
直交ロボット等

ハーモニック・
ドライブ・システムズ

売上高／ 715億円（23・3連）
主要製品／減速機等

ABB
※ロボット、重電、重工業の世界大手。

KUKA
※ロボット専業企業。多数のバリエーションの
産業用ロボットを提供。

パナソニックコネクト
※2022 年 4月、パナソニックホールディングス
の事業会社として再編
売上高／ 1兆 1257 億円（23・3連）
主要製品／電子部品実装システム、
溶接ロボットシステム等

FUJI
売上高／ 1533 億円（23・3連）
主要製品／電子部品実装ロボット、
小型多関節ロボット等

ソニーグループ

リモートロボティクス
合弁

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

産業用ロボット受注額、生産額、総出荷額
出所：日本ロボット工業会　年間統計推移表

　コロナ禍における急激なDX化と脱炭素社会を目指した車のEV化
等の電装化の発展で、電子機器の需要が世界的に拡大。それに伴
い、基盤実装を司る主力装置の高性能チップマウンター市場が急成長
している。また、ローカル5GやAIの普及でマウンターメーカー各社によ
る、つながる装置開発が活発化。高速通信技術の普及や人手不足の
対策として、本格的な表面実装工程における完全自動化への取り組み
も加速。パナソニックコネクトも、つながることを前提にした新製品を順
次投入している。

世界的な市場の拡大と新市場への期待
　日本ロボット工業会によると、産業用ロボット受注額が初の1兆円超
えとなった2021年に続き、1兆1118億円で前年比増、生産額も過
去最高となった。世界経済の減速が懸念される中、ロボット市場は成
長を継続。主要メーカーであるファナックや安川電機等の企業も決算
が好調であった。ただし、中国市場にも多くの売上を依存しており、中
国企業の投資動向に影響を受けやすいため、脱・中国依存へ生産を
再編しながら、業界として生産安定化への動きを各社は一段と加速させ
ている。

過去最高の受注額、持続的成長へ向けて トピックス

電子部品実装機 総合

研削加工

旋盤

工作機械向け工具

板金

ニデックオーケーケー
※2022年7月、OKKより社名変更
売上高／138億円（22・3連）
主要製品／立形マシニングセンタ等

安田工業
売上高／168億円（23・3）
主要製品／マシニングセンタ、ジグボーラー、
CNC歯車研削盤等

マシニングセンタ

放電加工

産業用ロボット業界9

過去最高の産業用ロボット市場は中国依存への懸念も。
成長を支える主要メーカーは業界の生産安定化へ向けて加速。

受注額（百万円）
生産額（百万円）
総出荷額（百万円）

三菱電機
（インダストリー・ モビリティ）
売上高（部）／1兆 6602億円（23・3連）
主要製品／水平多関節ロボット、協働ロボット等

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・ウエアラブル）
売上高（部）／ 2054 億円（23・3連）
主要製品／スカラロボット、6軸ロボット等

売上高（部）／ 1097 億円（23・3連）
主要製品／低～高可搬ロボット、
ウェハ搬送ロボット等

ファナック
売上高／ 8520 億円（23・3連）
主要製品／協働ロボット、スカラロボット、
ロボドリル等

安川電機
売上高／ 5560 億円（23・2連）
主要製品／人協働ロボット、
アーク・スポット溶接ロボット、
半導体ウエハ搬送用クリーンロボット等

不二越
売上高／ 2581 億円（22・11連）
主要製品／ハンドリング・パレタイジングロボット、
ブローチ盤、転造盤、マシニングセル、
油圧機器、超精密加工機械等

川崎重工業（精密機械・ロボット）
売上高（部）／ 2527 億円（23・3連）
主要製品／小～超大型汎用ロボット、
共存ロボット等

ナブテスコ
売上高／3087億円（22・12連）
主要製品／産業用ロボット関節用途精密減速機、
工作機械ATC駆動機器、建設機械用走行
ユニット、建設機械用コントロールバルブ等

ダイヘン
（溶接メカトロ、半導体関連機器）

多関節ロボット

キーワード ヤマザキマザック ● 詳しくは、本誌P160を

注目カンパニー

　2019年に100周年を迎えたヤマザキマザックは、1919年に製畳機械メーカーとし
てスタートし、1927年から工作機械の製造を開始。日本の機械業界をけん引するリー
ダー的存在として活躍、成長してきた。CNC旋盤とマシニングセンタの両方の機能を
兼ね備えた、高機能な複合加工機を開発する高
度な技術力は、業界トップクラスを誇り、複合加工
機はヤマザキマザックの代名詞と言われている。
今後は金属積層や金属接合など、新たな技術を
融合させた、ハイブリッド複合加工機を活用した、
次世代のモノづくりの提案に力をいれていく考えだ。

P-160

P-158

P-168

P-164
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工作機械業界10

設備投資需要の急拡大で活況を呈する工作機械各社。
高精度加工と人手不足解消に向けて自動化を加速。

ヤマザキマザック
売上高／非公開
主要製品／複合加工機、CNC旋盤、
CNC装置、マシニングセンタ、レーザ加工機等

DMG森精機
売上高／4748億円（22・12連）
主要製品／CNC旋盤、高速精密旋盤、
複合加工機、マシニングセンタ等

不二越
売上高／2581億円（22・11連）
主要製品／各種工作機械（NC研削盤、
精密ロータリー平面研削盤、マシニングセンタ等）

オークマ
売上高／2276億円（23・3連）
主要製品／旋盤、マシニングセンタ、研削盤等

ジェイテクト(工作機械)
売上高（部）／1839億円（23・3連）
主要製品／研削盤、専用機、マシニングセンタ等

ソディック
売上高／805億円（22・12連）
主要製品／NC放電加工機、射出成形機等

牧野フライス製作所
売上高／2280億円（23・3連）
主要製品／マシニングセンタ、NC放電加工機等

西部電機
売上高／285億円（23・3連）
主要製品／高精密小形NC旋盤、
超精密・高精度ワイヤ放電加工機等

岡本工作機械製作所
売上高／455億円（23・3連）
主要製品／門形平面研削盤等

コマツNTC
売上高／286億円（22・3）
主要製品／トランスファーマシン・専用機、
研削盤等

ジェイテクトマシンシステム
※2022年10月、光洋機械工業より社名変更
売上高／325億円（22・3）
主要製品／精密研削盤等

和井田製作所
売上高／76億円（23・3連）
主要製品／特殊研削盤等

三井精機工業
売上高／177億円（22・3）
主要製品／マシニングセンタ、ジグ中ぐり盤、
ジグ研削盤等

スター精密
売上高／874億円（22・12連）
主要製品／切削工具、CNC自動旋盤等

TAKISAWA
※2022年10月、滝澤鉄工所より社名変更
売上高／280億円（23・3連）
主要製品／CNC旋盤、マシニングセンタ等

芝浦機械（工作機械）

村田機械
売上高／4661億円（23・3連）
主要製品／レーザ加工機、CNC旋盤等

高松機械工業

ツガミ
売上高／950億円（23・3連）
主要製品／CNC旋盤、マシニングセンタ等

アマダ

売上高（部）／273億円（23・3連）
主要製品／横形機、門形機、立旋盤等

売上高／167億円（23・3連）
主要製品／CNC旋盤等

売上高／3657億円（23・3連）
主要製品／各種金属加工機械（板金、切削・
構機、研削、溶接、プレス）、各種工作機械等

大昭和精機
売上高／非公開
主要製品／ツーリング、切削工具等

売上高／非公開
主要製品／ツーリング、バーフィーダ等

アルプスツール

　日本工作機械工業会が発表した2022年の工作機械受注実績は、
2年連続増加の1兆7596億100万円(前年比14.2％増)を記録。
内需は6032億3100万 円(同18.2％増)、外 需は1兆1563億
7000万円（同12.1％増）で、過去最高を更新した。前年からの回復
傾向が継続し、コロナ禍からの繰り越し需要、半導体関連装置やEV
関連需要が拡大し、活況を呈した。ただ、2023年に入ってからは、工
作機械主要5社の受注実績が4カ月連続で減少しており、金利上昇
や資源高騰などから、顧客の設備投資は調整局面が続いている。

工作機械受注は４年ぶりの活況 トピックス

芝浦機械（制御機械）
※2020年４月、東芝機械より社名変更
売上高（部）／87億円（23・3連）
主要製品／スカラロボット、垂直多関節ロボット等

デンソーウェーブ
売上高／ 557億円（23・3）
主要製品／垂直・水平多関節ロボット、
人協働ロボット等

JUKI
売上高／ 1175 億円（22・12連）
主要製品／実装関連装置、工業用ミシン等

加藤製作所
売上高／ 575億円（23・3連）
主要製品／自動制御部品等

ヤマハ発動機（ロボティクス）
売上高（部）／1159億円（22・12連）
主要製品／サーフェスマウンター、単軸ロボット、
直交ロボット等

ハーモニック・
ドライブ・システムズ

売上高／ 715億円（23・3連）
主要製品／減速機等

ABB
※ロボット、重電、重工業の世界大手。

KUKA
※ロボット専業企業。多数のバリエーションの
産業用ロボットを提供。

パナソニックコネクト
※2022 年 4月、パナソニックホールディングス
の事業会社として再編
売上高／ 1兆 1257 億円（23・3連）
主要製品／電子部品実装システム、
溶接ロボットシステム等

FUJI
売上高／ 1533 億円（23・3連）
主要製品／電子部品実装ロボット、
小型多関節ロボット等

ソニーグループ

リモートロボティクス
合弁

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

産業用ロボット受注額、生産額、総出荷額
出所：日本ロボット工業会　年間統計推移表

　コロナ禍における急激なDX化と脱炭素社会を目指した車のEV化
等の電装化の発展で、電子機器の需要が世界的に拡大。それに伴
い、基盤実装を司る主力装置の高性能チップマウンター市場が急成長
している。また、ローカル5GやAIの普及でマウンターメーカー各社によ
る、つながる装置開発が活発化。高速通信技術の普及や人手不足の
対策として、本格的な表面実装工程における完全自動化への取り組み
も加速。パナソニックコネクトも、つながることを前提にした新製品を順
次投入している。

世界的な市場の拡大と新市場への期待
　日本ロボット工業会によると、産業用ロボット受注額が初の1兆円超
えとなった2021年に続き、1兆1118億円で前年比増、生産額も過
去最高となった。世界経済の減速が懸念される中、ロボット市場は成
長を継続。主要メーカーであるファナックや安川電機等の企業も決算
が好調であった。ただし、中国市場にも多くの売上を依存しており、中
国企業の投資動向に影響を受けやすいため、脱・中国依存へ生産を
再編しながら、業界として生産安定化への動きを各社は一段と加速させ
ている。

過去最高の受注額、持続的成長へ向けて トピックス

電子部品実装機 総合

研削加工

旋盤

工作機械向け工具

板金

ニデックオーケーケー
※2022年7月、OKKより社名変更
売上高／138億円（22・3連）
主要製品／立形マシニングセンタ等

安田工業
売上高／168億円（23・3）
主要製品／マシニングセンタ、ジグボーラー、
CNC歯車研削盤等

マシニングセンタ

放電加工

産業用ロボット業界9

過去最高の産業用ロボット市場は中国依存への懸念も。
成長を支える主要メーカーは業界の生産安定化へ向けて加速。

受注額（百万円）
生産額（百万円）
総出荷額（百万円）

三菱電機
（インダストリー・ モビリティ）
売上高（部）／1兆 6602億円（23・3連）
主要製品／水平多関節ロボット、協働ロボット等

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・ウエアラブル）
売上高（部）／ 2054 億円（23・3連）
主要製品／スカラロボット、6軸ロボット等

売上高（部）／ 1097 億円（23・3連）
主要製品／低～高可搬ロボット、
ウェハ搬送ロボット等

ファナック
売上高／ 8520 億円（23・3連）
主要製品／協働ロボット、スカラロボット、
ロボドリル等

安川電機
売上高／ 5560 億円（23・2連）
主要製品／人協働ロボット、
アーク・スポット溶接ロボット、
半導体ウエハ搬送用クリーンロボット等

不二越
売上高／ 2581 億円（22・11連）
主要製品／ハンドリング・パレタイジングロボット、
ブローチ盤、転造盤、マシニングセル、
油圧機器、超精密加工機械等

川崎重工業（精密機械・ロボット）
売上高（部）／ 2527 億円（23・3連）
主要製品／小～超大型汎用ロボット、
共存ロボット等

ナブテスコ
売上高／3087億円（22・12連）
主要製品／産業用ロボット関節用途精密減速機、
工作機械ATC駆動機器、建設機械用走行
ユニット、建設機械用コントロールバルブ等

ダイヘン
（溶接メカトロ、半導体関連機器）

多関節ロボット

キーワード ヤマザキマザック ● 詳しくは、本誌P160を

注目カンパニー

　2019年に100周年を迎えたヤマザキマザックは、1919年に製畳機械メーカーとし
てスタートし、1927年から工作機械の製造を開始。日本の機械業界をけん引するリー
ダー的存在として活躍、成長してきた。CNC旋盤とマシニングセンタの両方の機能を
兼ね備えた、高機能な複合加工機を開発する高
度な技術力は、業界トップクラスを誇り、複合加工
機はヤマザキマザックの代名詞と言われている。
今後は金属積層や金属接合など、新たな技術を
融合させた、ハイブリッド複合加工機を活用した、
次世代のモノづくりの提案に力をいれていく考えだ。

P-160

P-158

P-168

P-164

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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売上高／ 2581 億円（22・11連）
主要製品／ドリル等の切削工具、
ミニショベル用走行・旋回モータ等

機械業界11

海外主要国のインフラ投資や資源高で需要が増加。
今後は電動化や効率化に向けた技術開発が鍵を握る。

重工系

粉体機械

三菱重工業
売上高／ 4兆 2028 億円（23・3連）
売上構成比／エナジー41.3％　物流・冷熱・
ドライブシステム28.6％　プラント・インフラ
15.3％　航空・防衛・宇宙 14.8％

建設・運搬機械 小松製作所
売上高／ 3兆 5435 億円（23・3連）
主要製品／油圧ショベル、ブルドーザー、
ホイールローダー、ダンプトラック、
不整地運搬車等

汎用機械
村田機械

売上高／4661億円（23・3連）
主要製品／繊維機械、工作機械、無人搬送、
保管システム、情報機器等

プレス機械
コマツ産機

売上高／335億円（23・3）
主要製品／プレス機械、板金機械等

日本製鋼所
売上高／2387億円（23・3連）
主要製品／樹脂製造・加工機械、成型機等

新東工業
売上高／1064億円（23・3連）
主要製品／静圧造型機、金型造型機等

業務用機械
ホシザキ

売上高／3213億円（22・12連）
主要製品／全自動製氷機，業務用冷凍冷蔵庫等

鷺宮製作所
売上高／ 393億円（22・3）
主要製品／流体制御機器，自動車用試験機等

生産用機械
JUKI

売上高／1175億円（22 ・12連）
主要製品／工業用ミシン、産業用ロボット等

ブラザー工業（マシナリー）
売上高（部）／ 964億円（23・3連）
主要製品／工業用ミシン、工作機械等

ジャノメ
※2021年10月蛇の目ミシン工業より社名変更
売上高／386億円（23・3連）
主要製品／ミシン、産業用ロボット等

電動工具
マキタ

売上高／7647億円（23・3連）
主要製品／インパクトドライバー、金工カッター等

工機ホールディングス
売上高／708億円（22・3）
主要製品／インパクトドライバー、ドリル、
丸のこ等

京セラインダストリアルツールズ
売上高／非公開
主要製品／インパクトドライバー、
パワーミキサー等

マックス（インダストリアル機器）
売上高／597億円（23・3連）
主要製品／充電工具、交流工具等

電気興業
売上高／318億円（23・3連）
主要製品／高周波誘導加熱装置、
半導体製造プラズマ発生用高周波電源装置等

日本金銭機械
売上高／253億円（23・3連）
主要製品／貨幣処理機器、
遊技場向関連機器等

産業用工具

旭ダイヤモンド工業

ノリタケカンパニーリミテド（工業機材）

売上高／393億円（23・3連）
主要製品／研削工具、切削工具等

売上高（部）／575億円（23・3連）
主要製品／研削砥石等

太陽工機
売上高／90億円（22・12）
主要製品／複合研削盤、小型内面研削盤等

タンガロイ
売上高／非公開
主要製品／切削工具等

キトー
売上高／625億円（22・3連）
主要製品／マテリアルハンドリング機器
（ホイスト、クレーン）等

コマツNTC
売上高／286億円（22・3）
主要製品／トランスファーマシン・専用機等

エイチアンドエフ
売上高／146億円（23・3）
主要製品／プレス機械、各種自動化装置等

クボタ
売上高／ 2兆 6788 億円（22・12連）
主要製品／ショベル、農業機械、産業機械等

日立建機
売上高／ 1兆 2795 億円（23・3連）
主要製品／油圧ショベル、ホイールローダー、
解体破砕機、ダンプトラック、道路機械等

NTN
売上高／ 7740億円（23・3連）
主要製品／建設機械用軸受、農業機械用軸受等

三菱ロジスネクスト
売上高／ 6154 億円（23・3連）
主要製品／フォークリフト、コンテナキャリア、
トランスファークレーン、搬送用ロボット、
自動倉庫等

ナブテスコ
売上高／ 3087 億円（22・12連）
主要製品／建設機械用走行ユニット、
建設機械用油圧バルブ等

タダノ
売上高／ 1929 億円（22・12連）
※決算期変更に伴い、9ヵ月間の売上高
主要製品／建設用クレーン、油圧クレーン、
高所作業車、船舶専用油圧クレーン等

日本精工（産業機械）
売上高（部）／3851億円（23・3連）
主要製品／農業機械、食品機械、建設機械等

ヤンマーホールディングス
売上高／ 8715 億円（22・3連）
主要製品／ショベル、農業機械、産業機械等

子
会
社

川崎重工業
売上高／1兆7256億円（23・3連）
売上構成比／パワースポーツ＆エンジン34.3％
航空宇宙システム20.2%　エネルギーソリュー
ション＆マリン18.2%　精密機械・ロボット
14.6％　車両7.7％　その他5％

I H I
売上高／1兆 3529億円（23・3連）
売上構成比／産業システム・汎用機器31.2%
資源・エネルギー・環境26.6%　
航空・宇宙・防衛26.1%
社会基盤・海洋12.2％ その他 3.9%

住友重機械工業
売上高／8541億円（22・12連）
※決算期変更に伴い、9ヵ月間の売上高
売上構成比／ロジスティックス＆コンストラクション
35.2%　インダストリアルマシナリー26.3％
メカトロニクス21.2%　
エネルギー＆ライフライン16.8%　その他0.5%

竹内製作所
売上高／ 1790 億円（23・2連）
主要製品／ミニショベル、油圧ショベル等

不二越

加藤製作所
売上高／575億円（23・3連）
主要製品／ラフテレーンクレーン、油圧ショベル、
万能吸引車、路面清掃車、スノースイーパ等

ホソカワミクロン（粉体関連）
売上高（部）／495億円（22・9連）
主要製品／粉砕機、分球機、混合機、
乾燥機等

古河機械金属
売上高／ 2142 億円（23・3連）
主要製品／建設機械、削岩機等の鉱山機械、
環境機械等

コベルコ建機
売上高／ 2212億円（22・3）
主要製品／油圧ショベル、ミニショベル、
ホイールローダー、用途別専用機等

ティラド
売上高／ 1494億円（23・3連）
主要製品／建機用モジュールラジエータ等

IHI運搬機械
売上高／ 689億円（22・3）
主要製品／パーキングシステム、クレーン・
コンベヤ等運搬機械、物流機器等

デンヨー
売上高／ 643憶円（23・3連）
主要製品／発電機、溶接機、投光器、
高所作業車等

酒井重工業
売上高／ 315億円（23・3連）
主要製品／ローラ（土工用振動・舗装用）、
道路維持補修機械等

NCホールディングス
売上高／ 143億円（23・3連）
主要製品／大型ベルトコンベヤ、
立体駐車装置、大型・重量物搬送装置等

キャタピラージャパン
売上高／非公開
主要製品／油圧ショベル、ブルドーザー、
ホイールローダー、ダンプトラック、道路機械等

　日本建設機械工業会によると、2022年度建設機械出荷額は3兆
4768億円（前年度比19.4％増）となり、最高額を2年連続で更新。
内 需は1兆573億 円（同6.0％ 増）、外 需は2兆4196億 円（同
26.5％増）で、どちらも２年連続増加を記録。地域別に見ると、北米は
49.4％増で、中国、ロシア･CISなどを除く全地域で増加した。世界経
済の先行きに不安が残るが、2022年の受注残による下支え効果が見
込めそうだ。電動化や自動化、安全対策のニーズは今後も重要視され
るとみられ、建機メーカー各社とも開発にしのぎを削っている。

建設機械出荷は２年連続過去最高を記録 トピックス

　日本産業機械工業会が発表した2022年度産業機械受注額は、5
兆2652億円（前年度比6.4％増）2年ぶりに前年度を上回り、2015
年度以来の高水準となった。内需は製造業がけん引し3兆4167億円
（同2.5％増）、外需も中国などアジアが好調で1兆8484億円（同
14.4％増）だった。主要約70社の産業機械輸出契約高は1兆7164
億円（同15.2％増)で、地域別では北米とオセアニア以外がプラスとな
り、中国は4156億円（同22.9％増）で過去最高を記録した。外需の好
調に対し今後に向けては内需が減少するなど、課題も見えてきている。

2022年度の産業機械受注は２年ぶりに増加 トピックス

　世界的な脱炭素の流れを追い風に、建設機械メーカーの電動ショベ
ル開発が加速している。2022年5月に開催された建設･測量生産性
向上展（千葉･幕張メッセ）では、キャタピラージャパン、日立建機、住友
建機などが試作機や新機種を展示し、技術力をアピールした。実販売
は優遇策を取っている欧州が主戦場で、2022年にドイツで開催された
国際建機見本市bauma2022でも、コマツが20tクラスを展示。電動
ショベルの価格は、エンジン車の3倍以上だが、その大半を占める電池
関連の技術開発が、今後の大きな鍵を握っている。

建機の電動ショベル開発が加速 トピックス

　建設業界では、人材不足対策や新しい職種の創出、安全性確保を
目的に、建設機械を遠隔操作する｢e建機｣に取り組んでいる。2022
年10月にはeスポーツプレーヤーも参加する遠隔操作競技会｢e建機
チャレンジ大会｣が開催され、メーカー各社も遠隔操作システムの開発
に力を入れている。特に、コマツと関連子会社のアースブレーンが開発
したシステムは、5Gを利用し、遠隔操作用コックピットで建機から送られ
た高精細画像を確認。臨場感のある遠隔操作が可能となる画期的な
システムとして注目されている。

建設機械を遠隔操作する「e建機」 トピックス
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主要製品／流体制御機器等

5

日本コークス工業
(総合エンジニアリング）

売上高（部）／82億円（23・3連）
主要製品／高性能流動式混合機、
超微粉砕機等

5
日東工器

売上高／281億円（23・3連）
主要製品／迅速流体継手（カプラ）、
省力化機械工具等
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日機装
売上高／1771億円（22・12連）
主要製品／特殊ポンプ、水質調整装置等
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売上高／ 2581 億円（22・11連）
主要製品／ドリル等の切削工具、
ミニショベル用走行・旋回モータ等

機械業界11

海外主要国のインフラ投資や資源高で需要が増加。
今後は電動化や効率化に向けた技術開発が鍵を握る。

重工系

粉体機械

三菱重工業
売上高／ 4兆 2028 億円（23・3連）
売上構成比／エナジー41.3％　物流・冷熱・
ドライブシステム28.6％　プラント・インフラ
15.3％　航空・防衛・宇宙 14.8％

建設・運搬機械 小松製作所
売上高／ 3兆 5435 億円（23・3連）
主要製品／油圧ショベル、ブルドーザー、
ホイールローダー、ダンプトラック、
不整地運搬車等

汎用機械
村田機械

売上高／4661億円（23・3連）
主要製品／繊維機械、工作機械、無人搬送、
保管システム、情報機器等

プレス機械
コマツ産機

売上高／335億円（23・3）
主要製品／プレス機械、板金機械等

日本製鋼所
売上高／2387億円（23・3連）
主要製品／樹脂製造・加工機械、成型機等

新東工業
売上高／1064億円（23・3連）
主要製品／静圧造型機、金型造型機等

業務用機械
ホシザキ

売上高／3213億円（22・12連）
主要製品／全自動製氷機，業務用冷凍冷蔵庫等

鷺宮製作所
売上高／ 393億円（22・3）
主要製品／流体制御機器，自動車用試験機等

生産用機械
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売上高／1175億円（22 ・12連）
主要製品／工業用ミシン、産業用ロボット等

ブラザー工業（マシナリー）
売上高（部）／ 964億円（23・3連）
主要製品／工業用ミシン、工作機械等

ジャノメ
※2021年10月蛇の目ミシン工業より社名変更
売上高／386億円（23・3連）
主要製品／ミシン、産業用ロボット等

電動工具
マキタ

売上高／7647億円（23・3連）
主要製品／インパクトドライバー、金工カッター等

工機ホールディングス
売上高／708億円（22・3）
主要製品／インパクトドライバー、ドリル、
丸のこ等

京セラインダストリアルツールズ
売上高／非公開
主要製品／インパクトドライバー、
パワーミキサー等

マックス（インダストリアル機器）
売上高／597億円（23・3連）
主要製品／充電工具、交流工具等

電気興業
売上高／318億円（23・3連）
主要製品／高周波誘導加熱装置、
半導体製造プラズマ発生用高周波電源装置等

日本金銭機械
売上高／253億円（23・3連）
主要製品／貨幣処理機器、
遊技場向関連機器等

産業用工具

旭ダイヤモンド工業

ノリタケカンパニーリミテド（工業機材）

売上高／393億円（23・3連）
主要製品／研削工具、切削工具等

売上高（部）／575億円（23・3連）
主要製品／研削砥石等

太陽工機
売上高／90億円（22・12）
主要製品／複合研削盤、小型内面研削盤等

タンガロイ
売上高／非公開
主要製品／切削工具等

キトー
売上高／625億円（22・3連）
主要製品／マテリアルハンドリング機器
（ホイスト、クレーン）等

コマツNTC
売上高／286億円（22・3）
主要製品／トランスファーマシン・専用機等

エイチアンドエフ
売上高／146億円（23・3）
主要製品／プレス機械、各種自動化装置等

クボタ
売上高／ 2兆 6788 億円（22・12連）
主要製品／ショベル、農業機械、産業機械等

日立建機
売上高／ 1兆 2795 億円（23・3連）
主要製品／油圧ショベル、ホイールローダー、
解体破砕機、ダンプトラック、道路機械等

NTN
売上高／ 7740億円（23・3連）
主要製品／建設機械用軸受、農業機械用軸受等

三菱ロジスネクスト
売上高／ 6154 億円（23・3連）
主要製品／フォークリフト、コンテナキャリア、
トランスファークレーン、搬送用ロボット、
自動倉庫等

ナブテスコ
売上高／ 3087 億円（22・12連）
主要製品／建設機械用走行ユニット、
建設機械用油圧バルブ等

タダノ
売上高／ 1929 億円（22・12連）
※決算期変更に伴い、9ヵ月間の売上高
主要製品／建設用クレーン、油圧クレーン、
高所作業車、船舶専用油圧クレーン等

日本精工（産業機械）
売上高（部）／3851億円（23・3連）
主要製品／農業機械、食品機械、建設機械等

ヤンマーホールディングス
売上高／ 8715 億円（22・3連）
主要製品／ショベル、農業機械、産業機械等

子
会
社

川崎重工業
売上高／1兆7256億円（23・3連）
売上構成比／パワースポーツ＆エンジン34.3％
航空宇宙システム20.2%　エネルギーソリュー
ション＆マリン18.2%　精密機械・ロボット
14.6％　車両7.7％　その他5％

I H I
売上高／1兆 3529億円（23・3連）
売上構成比／産業システム・汎用機器31.2%
資源・エネルギー・環境26.6%　
航空・宇宙・防衛26.1%
社会基盤・海洋12.2％ その他 3.9%

住友重機械工業
売上高／8541億円（22・12連）
※決算期変更に伴い、9ヵ月間の売上高
売上構成比／ロジスティックス＆コンストラクション
35.2%　インダストリアルマシナリー26.3％
メカトロニクス21.2%　
エネルギー＆ライフライン16.8%　その他0.5%

竹内製作所
売上高／ 1790 億円（23・2連）
主要製品／ミニショベル、油圧ショベル等

不二越

加藤製作所
売上高／575億円（23・3連）
主要製品／ラフテレーンクレーン、油圧ショベル、
万能吸引車、路面清掃車、スノースイーパ等

ホソカワミクロン（粉体関連）
売上高（部）／495億円（22・9連）
主要製品／粉砕機、分球機、混合機、
乾燥機等

古河機械金属
売上高／ 2142 億円（23・3連）
主要製品／建設機械、削岩機等の鉱山機械、
環境機械等

コベルコ建機
売上高／ 2212億円（22・3）
主要製品／油圧ショベル、ミニショベル、
ホイールローダー、用途別専用機等

ティラド
売上高／ 1494億円（23・3連）
主要製品／建機用モジュールラジエータ等

IHI運搬機械
売上高／ 689億円（22・3）
主要製品／パーキングシステム、クレーン・
コンベヤ等運搬機械、物流機器等

デンヨー
売上高／ 643憶円（23・3連）
主要製品／発電機、溶接機、投光器、
高所作業車等

酒井重工業
売上高／ 315億円（23・3連）
主要製品／ローラ（土工用振動・舗装用）、
道路維持補修機械等

NCホールディングス
売上高／ 143億円（23・3連）
主要製品／大型ベルトコンベヤ、
立体駐車装置、大型・重量物搬送装置等

キャタピラージャパン
売上高／非公開
主要製品／油圧ショベル、ブルドーザー、
ホイールローダー、ダンプトラック、道路機械等

　日本建設機械工業会によると、2022年度建設機械出荷額は3兆
4768億円（前年度比19.4％増）となり、最高額を2年連続で更新。
内 需は1兆573億 円（同6.0％ 増）、外 需は2兆4196億 円（同
26.5％増）で、どちらも２年連続増加を記録。地域別に見ると、北米は
49.4％増で、中国、ロシア･CISなどを除く全地域で増加した。世界経
済の先行きに不安が残るが、2022年の受注残による下支え効果が見
込めそうだ。電動化や自動化、安全対策のニーズは今後も重要視され
るとみられ、建機メーカー各社とも開発にしのぎを削っている。
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調に対し今後に向けては内需が減少するなど、課題も見えてきている。
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ル開発が加速している。2022年5月に開催された建設･測量生産性
向上展（千葉･幕張メッセ）では、キャタピラージャパン、日立建機、住友
建機などが試作機や新機種を展示し、技術力をアピールした。実販売
は優遇策を取っている欧州が主戦場で、2022年にドイツで開催された
国際建機見本市bauma2022でも、コマツが20tクラスを展示。電動
ショベルの価格は、エンジン車の3倍以上だが、その大半を占める電池
関連の技術開発が、今後の大きな鍵を握っている。

建機の電動ショベル開発が加速 トピックス

　建設業界では、人材不足対策や新しい職種の創出、安全性確保を
目的に、建設機械を遠隔操作する｢e建機｣に取り組んでいる。2022
年10月にはeスポーツプレーヤーも参加する遠隔操作競技会｢e建機
チャレンジ大会｣が開催され、メーカー各社も遠隔操作システムの開発
に力を入れている。特に、コマツと関連子会社のアースブレーンが開発
したシステムは、5Gを利用し、遠隔操作用コックピットで建機から送られ
た高精細画像を確認。臨場感のある遠隔操作が可能となる画期的な
システムとして注目されている。
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世界的に半導体、電子部品産業向けの設備投資意欲が旺盛。
脱炭素化に向けてVPP（仮想発電所)技術が期待されている。

日立製作所
（コネクティブインダストリーズ）
売上高（部）／2兆 9753億円（23・3連）
事業分野／発電システム、
パワーグリッドシステム等

富士電機
売上高／ 1兆 94億円（23・3連）
事業分野／電子デバイス、受配電システム等

ダイヘン
売上高／ 1853 億円（23・3連）
事業分野／電力機器、溶接メカトロ、
半導体関連機器等

日東工業
（電気・情報インフラ関連 
製造・工事・サービス）

売上高（部）／ 855億円（23・3連）
事業分野／分電盤、制御盤、キュービクル等

指月電機製作所
売上高／ 261億円（23・3連）
事業分野／受配電設備、
電力設備用コンデンサー等

かわでん
売上高／197億円（23・3）
事業分野／高低圧配電盤、制御盤、分電盤等

エナジーサポート
売上高／110億円（22・3）
事業分野／電力用開閉器、保護機器等

ゼネラル・エレクトリック
※世界最大のコングロマリット

三菱電機
（インダストリー・モビリティ）
売上高（部）／1兆 6602億円（23・3連）
事業分野／発電システム、系統変電システム、
受配電システム等

三菱重工業（エナジー）
売上高（部）／１兆 7314 億円（23・3連）
事業分野／火力・自然エネルギー・
原子力発電システム等

アズビル
売上高／2784億円（23・3連）
事業分野／ビルディングオートメーション
システム等

愛知電機（電力機器）
売上高（部）／ 314億円（23・3連）
事業分野／変圧器、制御機器等

戸上電機製作所
売上高／ 248億円（23・3連）
事業分野／電子制御器、配電用高圧開閉器、
配電盤等

東光高岳
売上高／ 978億円（23・3連）
事業分野／電力プラント、電力機器等

東芝エネルギーシステムズ

日立GEニュークリア・エナジー

東芝
（インフラシステムソリューション、
エネルギーシステムソリューション）

明電舎
売上高／ 2726 億円（23・3連）
事業分野／発電・変電設備、再生可能
エネルギーシステム、産業用システム等

日新電機
売上高／1426億円（23・3連）
事業分野／ガス絶縁開閉装置、
計器用変成器等

デンヨー
売上高／643億円（23・3連）
事業分野／発電機、溶接機、コンプレッサ等

住友電気工業

東芝三菱電機
産業システム

日立三菱水力

日立エナジー

中部電力 東京電力パワーグリッド

自然由来ガスを用いたGISを共同開発

原子力事業で経営資源を融合して原子力サービスを行う会社設立

スイス重電大手のABBからパワー
グリッド(送配電)事業を買収し、新会社設立 水力発電システムを

事業統合し合弁で
会社設立

洋上風力発電分野で
提携し国内生産へ

製造業向け
電気設備事業部門
を統合

子会社
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中小型水力発電で提携

　日本電機工業会によると、2022年度の重電機器国内生産は3兆
7253億円（前年度比7.4％増）に達する見通しだ。国内外で発電用
原動機が前年度を大幅に上回り、半導体、電子部品産業向けの設備
投資、産業分野の設備投資も回復傾向にあり、部材不足の影響も徐々
にだが回復してきている。今後に向けても半導体製造装置向けや、工
場自動化用ロボット向けサーボモーターなど、世界的に産業用汎用電気
機器の需要が高まっており、引き続き電子部品産業向けの設備投資意
欲が旺盛で、制御機器なども好調を持続している。

国内外で産業分野の設備投資が回復 トピックス

　世界的な脱炭素の動きを受け、火力発電は縮小傾向にあり、業界最
大手の日立製作所が火力発電事業を三菱重工に譲渡するなど、大きな
動きも見られる。原子力発電所の再稼働も簡単ではない状況にあるた
め、重電メーカー各社は再生エネルギー分野の事業強化に邁進してい
る。特に注目されているのが、VPP（Virtual Power Plant:仮想発電
所）技術。VPPは小規模な発電設備や蓄電池などをIoTで遠隔制御
し、あたかも1つの大きな発電所のようにコントロールする仕組みで、再
生可能エネルギーの有効利用を促すシステムとして期待されている。

多数の企業が参入見込みのVPP事業 トピックス

日揮ホールディングス
（総合エンジニアリング）

売上高（部）／ 5516 億円（23・3連）
主力分野／石油、液化天然ガス（LNG）

千代田化工建設
売上高／ 4302 億円（23・3連）
主力分野／液化天然ガス（LNG）

東洋エンジニアリング
売上高／ 1929 億円（23・3連）
主力分野／石油化学、化学肥料

JFEスチール

JFEホールディングス

三菱商事

三井物産

　2025年には国内プラントの8割以上が築40年超となる。老朽化
したプラントは改修費用やメンテナンス費用の増大が懸念され、IoTや
ビッグデータを活用したプラントの更新が急務となっている。日立エンジ
ニアリングが、プラントの安定操業が継続できるか、重大事故が起きな
いかを事前予知する予兆診断システムを提供するなど、各社がプラント
のスマート化に向けて注力している。また、行政もスマート化したプラント
には｢スーパー認定事業所｣の認定を行っており、1年に1度の運転停
止検査が最大8年まで免除される。

国内の老朽化プラントの更新が急務 トピックス

　経産省の特定サービス産業動態統計調査によると、2022年のプラ
ント受注高合計は5兆6863億円(前年比2.6％減)。新型コロナの
影響も一部に限定され、国内では既存製油所の改修や保全、LNG基
地、石油化学プラントやバイオマス発電所など、海外ではLNGプラント
の増産や銅製錬所、化学肥料プラントなどの受注が増えている。エネ
ルギー需要の回復とともに設備投資が再開され始めている。一方で、
大型案件の先送りや資材、輸送費の高騰が収益に影響しており、いか
にコストを抑えられるかが今後の鍵となりそうだ。

エネルギー需要の回復で設備投資も再開 トピックス

専業三社

三井E&Sホールディングス
（エンジニアリング）

売上高（部）／ 224億円（23・3連）
主力分野／電力、環境、海洋開発

三井海洋開発
売上高／ 3636 億円（22・12連）
主力分野／海洋石油、ガス

山九
売上高／ 5729 億円（23・3連）
主力分野／鉄鋼・電機・化学工場設備工事、
メンテナンス

日立造船
（環境）

売上高（部）／ 3072 億円（22・3連）
主力分野／エネルギー、水処理、社会インフラ

中外炉工業
売上高／ 280億円（23・3連）
主力分野／工業炉、金属プロセスライン

その他

日立製作所
（グリーンエナジー＆モビリティ）
売上高（部）／ 2兆 4925 億円（23・3連）
主力分野／エネルギー、電力、環境

東芝プラントシステム
売上高／ 1807 億円（22・3）
主力分野／発電、社会インフラ、産業システム

三菱電機プラントエンジニアリング
売上高／ 965億円（22・3）
主力分野／電力

電機会社系

東レエンジニアリング
売上高／ 1151 億円（23・3連）
主力分野／医薬、化学、環境エネルギー関連、
素材、炭素繊維

三菱ケミカルエンジニアリング
売上高／ 890億円（23・3）
主力分野／化学、医薬品、化粧品、食品

化学会社系

日鉄エンジニアリング
売上高／ 3522 億円（23・3連）
主力分野／環境、エネルギー

JFEエンジニアリング
売上高／ 3104 億円（22・3）
主力分野／環境、エネルギー、社会インフラ

神戸製鋼所
（エンジニアリング）

売上高（部）／ 1437 億円（23・3連）
主力分野／製鉄、原子力

JFEプラントエンジ
売上高／ 1855 億円（23・3）
主力分野／環境、エネルギー、社会インフラ

鉄鋼会社系

三菱重工業
（プラント・インフラ）

売上高（部）／ 6387 億円（23・3連）
主力分野／化学、廃棄物、環境

IHI
（資源・エネルギー・環境）

売上高（部）／ 3697 億円（23・3連）
主力分野／石油、化学、エネルギー

川崎重工業
（エネルギーソリューション＆マリン）
売上高（部）／ 3146 億円（23・3連）
主力分野／セメント、化学、環境

三菱重工環境・
化学エンジニアリング

売上高／668億円（2022年度）
主力分野／化学、廃棄物、環境

重工会社系

プラント業界12

コロナの収束傾向でエネルギー需要が回復し設備投資も再開。
一方で国内の老朽化プラントのスマート化が急がれる。

売上高（部）／1兆 3628億円（23・3連）
事業分野／発電システム、送配電システム、
社会インフラシステム等

P-188

P-180

スチールプランテック
売上高／ 170億円（22・3）
主力分野／製鉄

P-182

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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6

5

9

高田工業所
売上高／ 579億円（23・3連）
主力分野／製鉄、化学、石油、電力、半導体

P-184
3

月島環境エンジニアリング
売上高／ 99億円（23・3）
主力分野／廃液燃焼装置、塩酸回収装置、
フロン類破壊装置等

P-186
4
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重電・産業用電機業界13

世界的に半導体、電子部品産業向けの設備投資意欲が旺盛。
脱炭素化に向けてVPP（仮想発電所)技術が期待されている。

日立製作所
（コネクティブインダストリーズ）
売上高（部）／2兆 9753億円（23・3連）
事業分野／発電システム、
パワーグリッドシステム等

富士電機
売上高／ 1兆 94億円（23・3連）
事業分野／電子デバイス、受配電システム等

ダイヘン
売上高／ 1853 億円（23・3連）
事業分野／電力機器、溶接メカトロ、
半導体関連機器等

日東工業
（電気・情報インフラ関連 
製造・工事・サービス）

売上高（部）／ 855億円（23・3連）
事業分野／分電盤、制御盤、キュービクル等

指月電機製作所
売上高／ 261億円（23・3連）
事業分野／受配電設備、
電力設備用コンデンサー等

かわでん
売上高／197億円（23・3）
事業分野／高低圧配電盤、制御盤、分電盤等

エナジーサポート
売上高／110億円（22・3）
事業分野／電力用開閉器、保護機器等

ゼネラル・エレクトリック
※世界最大のコングロマリット

三菱電機
（インダストリー・モビリティ）
売上高（部）／1兆 6602億円（23・3連）
事業分野／発電システム、系統変電システム、
受配電システム等

三菱重工業（エナジー）
売上高（部）／１兆 7314 億円（23・3連）
事業分野／火力・自然エネルギー・
原子力発電システム等

アズビル
売上高／2784億円（23・3連）
事業分野／ビルディングオートメーション
システム等

愛知電機（電力機器）
売上高（部）／ 314億円（23・3連）
事業分野／変圧器、制御機器等

戸上電機製作所
売上高／ 248億円（23・3連）
事業分野／電子制御器、配電用高圧開閉器、
配電盤等

東光高岳
売上高／ 978億円（23・3連）
事業分野／電力プラント、電力機器等

東芝エネルギーシステムズ

日立GEニュークリア・エナジー

東芝
（インフラシステムソリューション、
エネルギーシステムソリューション）

明電舎
売上高／ 2726 億円（23・3連）
事業分野／発電・変電設備、再生可能
エネルギーシステム、産業用システム等

日新電機
売上高／1426億円（23・3連）
事業分野／ガス絶縁開閉装置、
計器用変成器等

デンヨー
売上高／643億円（23・3連）
事業分野／発電機、溶接機、コンプレッサ等

住友電気工業

東芝三菱電機
産業システム

日立三菱水力

日立エナジー

中部電力 東京電力パワーグリッド

自然由来ガスを用いたGISを共同開発

原子力事業で経営資源を融合して原子力サービスを行う会社設立

スイス重電大手のABBからパワー
グリッド(送配電)事業を買収し、新会社設立 水力発電システムを

事業統合し合弁で
会社設立

洋上風力発電分野で
提携し国内生産へ

製造業向け
電気設備事業部門
を統合

子会社
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中小型水力発電で提携

　日本電機工業会によると、2022年度の重電機器国内生産は3兆
7253億円（前年度比7.4％増）に達する見通しだ。国内外で発電用
原動機が前年度を大幅に上回り、半導体、電子部品産業向けの設備
投資、産業分野の設備投資も回復傾向にあり、部材不足の影響も徐々
にだが回復してきている。今後に向けても半導体製造装置向けや、工
場自動化用ロボット向けサーボモーターなど、世界的に産業用汎用電気
機器の需要が高まっており、引き続き電子部品産業向けの設備投資意
欲が旺盛で、制御機器なども好調を持続している。

国内外で産業分野の設備投資が回復 トピックス

　世界的な脱炭素の動きを受け、火力発電は縮小傾向にあり、業界最
大手の日立製作所が火力発電事業を三菱重工に譲渡するなど、大きな
動きも見られる。原子力発電所の再稼働も簡単ではない状況にあるた
め、重電メーカー各社は再生エネルギー分野の事業強化に邁進してい
る。特に注目されているのが、VPP（Virtual Power Plant:仮想発電
所）技術。VPPは小規模な発電設備や蓄電池などをIoTで遠隔制御
し、あたかも1つの大きな発電所のようにコントロールする仕組みで、再
生可能エネルギーの有効利用を促すシステムとして期待されている。

多数の企業が参入見込みのVPP事業 トピックス

日揮ホールディングス
（総合エンジニアリング）

売上高（部）／ 5516 億円（23・3連）
主力分野／石油、液化天然ガス（LNG）

千代田化工建設
売上高／ 4302 億円（23・3連）
主力分野／液化天然ガス（LNG）

東洋エンジニアリング
売上高／ 1929 億円（23・3連）
主力分野／石油化学、化学肥料

JFEスチール

JFEホールディングス

三菱商事

三井物産

　2025年には国内プラントの8割以上が築40年超となる。老朽化
したプラントは改修費用やメンテナンス費用の増大が懸念され、IoTや
ビッグデータを活用したプラントの更新が急務となっている。日立エンジ
ニアリングが、プラントの安定操業が継続できるか、重大事故が起きな
いかを事前予知する予兆診断システムを提供するなど、各社がプラント
のスマート化に向けて注力している。また、行政もスマート化したプラント
には｢スーパー認定事業所｣の認定を行っており、1年に1度の運転停
止検査が最大8年まで免除される。

国内の老朽化プラントの更新が急務 トピックス

　経産省の特定サービス産業動態統計調査によると、2022年のプラ
ント受注高合計は5兆6863億円(前年比2.6％減)。新型コロナの
影響も一部に限定され、国内では既存製油所の改修や保全、LNG基
地、石油化学プラントやバイオマス発電所など、海外ではLNGプラント
の増産や銅製錬所、化学肥料プラントなどの受注が増えている。エネ
ルギー需要の回復とともに設備投資が再開され始めている。一方で、
大型案件の先送りや資材、輸送費の高騰が収益に影響しており、いか
にコストを抑えられるかが今後の鍵となりそうだ。

エネルギー需要の回復で設備投資も再開 トピックス

専業三社

三井E&Sホールディングス
（エンジニアリング）

売上高（部）／ 224億円（23・3連）
主力分野／電力、環境、海洋開発

三井海洋開発
売上高／ 3636 億円（22・12連）
主力分野／海洋石油、ガス

山九
売上高／ 5729 億円（23・3連）
主力分野／鉄鋼・電機・化学工場設備工事、
メンテナンス

日立造船
（環境）

売上高（部）／ 3072 億円（22・3連）
主力分野／エネルギー、水処理、社会インフラ

中外炉工業
売上高／ 280億円（23・3連）
主力分野／工業炉、金属プロセスライン

その他

日立製作所
（グリーンエナジー＆モビリティ）
売上高（部）／ 2兆 4925 億円（23・3連）
主力分野／エネルギー、電力、環境

東芝プラントシステム
売上高／ 1807 億円（22・3）
主力分野／発電、社会インフラ、産業システム

三菱電機プラントエンジニアリング
売上高／ 965億円（22・3）
主力分野／電力

電機会社系

東レエンジニアリング
売上高／ 1151 億円（23・3連）
主力分野／医薬、化学、環境エネルギー関連、
素材、炭素繊維

三菱ケミカルエンジニアリング
売上高／ 890億円（23・3）
主力分野／化学、医薬品、化粧品、食品

化学会社系

日鉄エンジニアリング
売上高／ 3522 億円（23・3連）
主力分野／環境、エネルギー

JFEエンジニアリング
売上高／ 3104 億円（22・3）
主力分野／環境、エネルギー、社会インフラ

神戸製鋼所
（エンジニアリング）

売上高（部）／ 1437 億円（23・3連）
主力分野／製鉄、原子力

JFEプラントエンジ
売上高／ 1855 億円（23・3）
主力分野／環境、エネルギー、社会インフラ

鉄鋼会社系

三菱重工業
（プラント・インフラ）

売上高（部）／ 6387 億円（23・3連）
主力分野／化学、廃棄物、環境

IHI
（資源・エネルギー・環境）

売上高（部）／ 3697 億円（23・3連）
主力分野／石油、化学、エネルギー

川崎重工業
（エネルギーソリューション＆マリン）
売上高（部）／ 3146 億円（23・3連）
主力分野／セメント、化学、環境

三菱重工環境・
化学エンジニアリング

売上高／668億円（2022年度）
主力分野／化学、廃棄物、環境

重工会社系

プラント業界12

コロナの収束傾向でエネルギー需要が回復し設備投資も再開。
一方で国内の老朽化プラントのスマート化が急がれる。

売上高（部）／1兆 3628億円（23・3連）
事業分野／発電システム、送配電システム、
社会インフラシステム等

P-188

P-180

スチールプランテック
売上高／ 170億円（22・3）
主力分野／製鉄

P-182

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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高田工業所
売上高／ 579億円（23・3連）
主力分野／製鉄、化学、石油、電力、半導体

P-184
3

月島環境エンジニアリング
売上高／ 99億円（23・3）
主力分野／廃液燃焼装置、塩酸回収装置、
フロン類破壊装置等

P-186
4
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総合電機・家電業界14

価格上昇により、白物家電の国内出荷額が前年比3％増。
「Matter」公開は、スマート家電の追い風になるか。

日立製作所
売上高／10兆8812億円
（23・3連）

ダイキン工業
売上高／3兆9816億円
（23・3連）

ジャパンディスプレイ
売上高／2707億円
（23・3連）

アイリスオーヤマ
売上高／2506億円（22・12）

山善
売上高／5273億円
（23・3連）

富士通ゼネラル
売上高／3710億円
（23・3連）

東芝
売上高／3兆3617億円
（23・3連）

三菱電機
売上高／5兆37億円
（23・3連）

Daikin 
Comfort 
Technologies 
North America
（空調機器と部品の販売） 鴻海精密工業

中国電子信息産業集団富士通

フォルシア

三洋電機

子会社

子
会
社

グ
ル
ー
プ
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

子会社

子会社

HDD事業を譲渡

出資（筆頭株主）

子会社

液晶事業で業務提携、
合弁会社設立

総合電機

遠藤照明
売上高／457億円（23・3連）

YAMAGIWA
売上高／非公開

岩崎電気
売上高／565億円（23・3連）照明

ソニーグループ
※2021年4月、ソニーより社名変更
売上高／11兆5398億円（23・3連）

パイオニア
売上高／2699億円（22・3連）

ＪＶＣケンウッド
売上高／3369億円（23・3連）

フォルシアクラリオン・
エレクトロニクス

※2021年１月、クラリオンから社名変更
売上高／378億円（22・12）

音響・映像

三菱電機エンジニアリング
売上高／1077億円（22・3）

ソニーグローバル
マニュファクチャリング＆
オペレーションズ

※2021年10月、吸収合併に
よりソニーエンジニアリングより
社名変更
売上高／2429億円（23・3） パナソニックITS

売上高／非公開

ＪＶＣケンウッド・
エンジニアリング

売上高／17億円（22・3）

設計・開発に特化

ヤマハ
売上高／4514億円（23・3連）

河合楽器製作所
売上高／878億円（23・3連）

ローランド
売上高／958億円
（22・12連）

カシオ計算機(コンシューマ)
売上高（部）／864億円
（23・3連）

コルグ
売上高／非公開

電子楽器

パナソニック
売上高／8兆3789億円
（23・3連）

シャープ
売上高／2兆5481億円
（23・3連）

総合家電

東芝デベロップメント
エンジニアリング

OA機器業界15

PC市場は世界的な冷え込みが続くも下げ止まりか。
成熟市場から脱却し、複合機業界は変革、新たな道へ挑戦。

ブラザー工業
売上高／ 8153 億円（23・3連）
主要製品／複合機等 東芝テック

売上高／ 5108 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

京セラドキュメントソリューションズ
売上高／ 4349 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

コニカミノルタ
売上高／ 1兆 1304 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

富士フイルムビジネスイノベーション
売上高／ 8381 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

セイコーエプソン
売上高／ 1兆 3303 億円（23・3連）
主要製品／インクジェット複合機、
プロジェクター等

リコー
売上高／ 2兆 1342 億円（23・3連）
主要製品／複合機、カメラ等

キヤノン
売上高／ 4兆 314 億円（22・12連）
主要製品／複合機、プリンター、カメラ等シャープ

売上高／ 2兆 5481 億円（23・3連）
主要製品／複合機、コピー機、スマートフォン等

村田機械
売上高／ 4661 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

理想科学工業
売上高／ 747億円（23・3連）
主要製品／インクジェットプリンター、
孔版印刷機等

アップル
売上高／ 3943 億ドル（22・9連）
主要ブランド／Mac、iPad、iPhone

レノボ
売上高／ 619億ドル（23・3連）
主要ブランド／ Lenovo、ThinkPad、Yoga

パナソニックコネクト
※2022 年 4月、パナソニックホールディングス
の事業会社化
売上高／ 1兆 1257 億円（2022 年度）
主要ブランド／ Let’s note

デル・テクノロジーズ
売上高／ 1023 億ドル（23・1連）
主要ブランド／Dell

Dynabook
売上高／ 1584 億円（22・3）
主要ブランド／ dynabook

VAIO
売上高／ 224億円（22・5）
主要ブランド／VAIO

富士通
クライアントコンピューティング
売上高／非公開
主要ブランド／ FMV

富士通
売上高／ 3兆 7138 億円（23・3連）
主要ブランド／ FMV

NEC
売上高／ 3兆 3130 億円（23・3連）
主要ブランド／Mate、VersaPro

HP
売上高／ 630億ドル（22・10連）
主要製品／PC、インクジェット複合機

PFU

ドミノプリンティングサイエンス

子会社合
弁

合
弁

子会社

子会社

エイサー
売上高／ 2754 億 NTドル（22・12連）
主要ブランド／Swift、Gateway

　2020年から2021年のGIGAスクール構想やリモートワーク向けの
特需からの反動で、2022年はPC市場の冷え込みが強かった。引き
続き、PC需要の低迷は続くものの、2023年が底で、それ以降は徐々
に回復していくと予測されている。世界市場も国内と同様に、2023年
までは低迷が長引くとされているが、それ以降は大きく改善すると見られ
ている。また、eスポーツやVR、メタバースのニーズが増加しており、高
性能化や画質強化の需要が増加、それに伴って、対応したPCの出荷
は堅調に推移している。

PC市場の冷え込みと改善の兆し トピックス

　複合機業界は部品不足が解消されつつ、円安と原材料高の販売価
格への影響や、コロナによる落ち込みの反動もあり、需要は回復傾向
にある。しかし、ペーパーレス化やコロナ禍で広がった在宅勤務が印刷
需要の減少を加速させ、成熟した市場からは大きな成長が見込めない。
そうした中、各社は従来のビジネスモデルからの脱却を図り、DX関連
サービスを強化している。中小企業のDX市場にはまだ拡大の余地が
あり、ITソリューション等に重点を置いた事業へ移行できるかが成長の
重要な要素となる。

成熟市場からの脱却とDXの重要性

PC系

プリンター系

　インターネットを介してさまざまな操作が行える「スマート家電」（IoT家
電）。日本での普及率は低く、総務省の情報通信白書（令和4年版）
でも所有率は9.3％と報告されている。ただし国内外の研究機関によ
ると大幅拡大が予想され、各社が開発を進めている。パナソニックは
2021年、スマート家電を2024年までに全体の6割にすると発表。
シャープも「AIoT」というコンセプトを打ち出して開発中だ。2023年5
月にスマートホームの共通規格である「Matter」のver.1.1が公開され、
各社の動向が注目されている。

関心を集める「スマート家電」 トピックス

　日本電機工業会（JEMA）のまとめによれば、冷蔵庫やエアコンをはじ
めとする「白物家電」の2022年度国内出荷額は2兆5872億円。前
年度を3％上回り、2年ぶりに増加に転じた。巣ごもり需要の反動もあっ
て主要製品の多くで出荷数が減ったものの、原材料や輸送費高騰によ
る値上げで単価が上昇。高機能製品による需要喚起も功を奏し、出荷
額全体が押し上げられた形だ。JEMAは23年度の見通しについて、出
荷数は22年度並みとした上で、出荷額は原材料費の高騰もあり、22
年度を上回るとしている。

白物家電が好調、2年ぶりプラスに トピックス

出資（車載機器分野で業務提携）

トピックス

レノボNECホールディングス
売上高／非公開

レノボ・ジャパン
主要ブランド／ Lenovo

NECパーソナルコンピュータ
主要ブランド／ LAVIE

子
会
社

日本デジタル研究所
売上高／ 391億円（23・3連）
主要製品／業務用PC、サーバー等

P-192

P-190

P-188
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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総合電機・家電業界14

価格上昇により、白物家電の国内出荷額が前年比3％増。
「Matter」公開は、スマート家電の追い風になるか。

日立製作所
売上高／10兆8812億円
（23・3連）

ダイキン工業
売上高／3兆9816億円
（23・3連）

ジャパンディスプレイ
売上高／2707億円
（23・3連）

アイリスオーヤマ
売上高／2506億円（22・12）

山善
売上高／5273億円
（23・3連）

富士通ゼネラル
売上高／3710億円
（23・3連）

東芝
売上高／3兆3617億円
（23・3連）

三菱電機
売上高／5兆37億円
（23・3連）

Daikin 
Comfort 
Technologies 
North America
（空調機器と部品の販売） 鴻海精密工業

中国電子信息産業集団富士通

フォルシア

三洋電機

子会社

子
会
社

グ
ル
ー
プ
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

子会社

子会社

HDD事業を譲渡

出資（筆頭株主）

子会社

液晶事業で業務提携、
合弁会社設立

総合電機

遠藤照明
売上高／457億円（23・3連）

YAMAGIWA
売上高／非公開

岩崎電気
売上高／565億円（23・3連）照明

ソニーグループ
※2021年4月、ソニーより社名変更
売上高／11兆5398億円（23・3連）

パイオニア
売上高／2699億円（22・3連）

ＪＶＣケンウッド
売上高／3369億円（23・3連）

フォルシアクラリオン・
エレクトロニクス

※2021年１月、クラリオンから社名変更
売上高／378億円（22・12）

音響・映像

三菱電機エンジニアリング
売上高／1077億円（22・3）

ソニーグローバル
マニュファクチャリング＆
オペレーションズ

※2021年10月、吸収合併に
よりソニーエンジニアリングより
社名変更
売上高／2429億円（23・3） パナソニックITS

売上高／非公開

ＪＶＣケンウッド・
エンジニアリング

売上高／17億円（22・3）

設計・開発に特化

ヤマハ
売上高／4514億円（23・3連）

河合楽器製作所
売上高／878億円（23・3連）

ローランド
売上高／958億円
（22・12連）

カシオ計算機(コンシューマ)
売上高（部）／864億円
（23・3連）

コルグ
売上高／非公開

電子楽器

パナソニック
売上高／8兆3789億円
（23・3連）

シャープ
売上高／2兆5481億円
（23・3連）

総合家電

東芝デベロップメント
エンジニアリング

OA機器業界15

PC市場は世界的な冷え込みが続くも下げ止まりか。
成熟市場から脱却し、複合機業界は変革、新たな道へ挑戦。

ブラザー工業
売上高／ 8153 億円（23・3連）
主要製品／複合機等 東芝テック

売上高／ 5108 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

京セラドキュメントソリューションズ
売上高／ 4349 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

コニカミノルタ
売上高／ 1兆 1304 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

富士フイルムビジネスイノベーション
売上高／ 8381 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

セイコーエプソン
売上高／ 1兆 3303 億円（23・3連）
主要製品／インクジェット複合機、
プロジェクター等

リコー
売上高／ 2兆 1342 億円（23・3連）
主要製品／複合機、カメラ等

キヤノン
売上高／ 4兆 314 億円（22・12連）
主要製品／複合機、プリンター、カメラ等シャープ

売上高／ 2兆 5481 億円（23・3連）
主要製品／複合機、コピー機、スマートフォン等

村田機械
売上高／ 4661 億円（23・3連）
主要製品／複合機等

理想科学工業
売上高／ 747億円（23・3連）
主要製品／インクジェットプリンター、
孔版印刷機等

アップル
売上高／ 3943 億ドル（22・9連）
主要ブランド／Mac、iPad、iPhone

レノボ
売上高／ 619億ドル（23・3連）
主要ブランド／ Lenovo、ThinkPad、Yoga

パナソニックコネクト
※2022 年 4月、パナソニックホールディングス
の事業会社化
売上高／ 1兆 1257 億円（2022 年度）
主要ブランド／ Let’s note

デル・テクノロジーズ
売上高／ 1023 億ドル（23・1連）
主要ブランド／Dell

Dynabook
売上高／ 1584 億円（22・3）
主要ブランド／ dynabook

VAIO
売上高／ 224億円（22・5）
主要ブランド／VAIO

富士通
クライアントコンピューティング
売上高／非公開
主要ブランド／ FMV

富士通
売上高／ 3兆 7138 億円（23・3連）
主要ブランド／ FMV

NEC
売上高／ 3兆 3130 億円（23・3連）
主要ブランド／Mate、VersaPro

HP
売上高／ 630億ドル（22・10連）
主要製品／PC、インクジェット複合機

PFU

ドミノプリンティングサイエンス

子会社合
弁

合
弁

子会社

子会社

エイサー
売上高／ 2754 億 NTドル（22・12連）
主要ブランド／Swift、Gateway

　2020年から2021年のGIGAスクール構想やリモートワーク向けの
特需からの反動で、2022年はPC市場の冷え込みが強かった。引き
続き、PC需要の低迷は続くものの、2023年が底で、それ以降は徐々
に回復していくと予測されている。世界市場も国内と同様に、2023年
までは低迷が長引くとされているが、それ以降は大きく改善すると見られ
ている。また、eスポーツやVR、メタバースのニーズが増加しており、高
性能化や画質強化の需要が増加、それに伴って、対応したPCの出荷
は堅調に推移している。

PC市場の冷え込みと改善の兆し トピックス

　複合機業界は部品不足が解消されつつ、円安と原材料高の販売価
格への影響や、コロナによる落ち込みの反動もあり、需要は回復傾向
にある。しかし、ペーパーレス化やコロナ禍で広がった在宅勤務が印刷
需要の減少を加速させ、成熟した市場からは大きな成長が見込めない。
そうした中、各社は従来のビジネスモデルからの脱却を図り、DX関連
サービスを強化している。中小企業のDX市場にはまだ拡大の余地が
あり、ITソリューション等に重点を置いた事業へ移行できるかが成長の
重要な要素となる。

成熟市場からの脱却とDXの重要性

PC系

プリンター系

　インターネットを介してさまざまな操作が行える「スマート家電」（IoT家
電）。日本での普及率は低く、総務省の情報通信白書（令和4年版）
でも所有率は9.3％と報告されている。ただし国内外の研究機関によ
ると大幅拡大が予想され、各社が開発を進めている。パナソニックは
2021年、スマート家電を2024年までに全体の6割にすると発表。
シャープも「AIoT」というコンセプトを打ち出して開発中だ。2023年5
月にスマートホームの共通規格である「Matter」のver.1.1が公開され、
各社の動向が注目されている。

関心を集める「スマート家電」 トピックス

　日本電機工業会（JEMA）のまとめによれば、冷蔵庫やエアコンをはじ
めとする「白物家電」の2022年度国内出荷額は2兆5872億円。前
年度を3％上回り、2年ぶりに増加に転じた。巣ごもり需要の反動もあっ
て主要製品の多くで出荷数が減ったものの、原材料や輸送費高騰によ
る値上げで単価が上昇。高機能製品による需要喚起も功を奏し、出荷
額全体が押し上げられた形だ。JEMAは23年度の見通しについて、出
荷数は22年度並みとした上で、出荷額は原材料費の高騰もあり、22
年度を上回るとしている。

白物家電が好調、2年ぶりプラスに トピックス

出資（車載機器分野で業務提携）

トピックス

レノボNECホールディングス
売上高／非公開

レノボ・ジャパン
主要ブランド／ Lenovo

NECパーソナルコンピュータ
主要ブランド／ LAVIE

子
会
社

日本デジタル研究所
売上高／ 391億円（23・3連）
主要製品／業務用PC、サーバー等

P-192

P-190

P-188
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コロナ禍の影響が長引いて低迷が継続、過去最低を更新するも、
セルフレジ、モバイルPOS等の成長により、市場に変化が。

独自分野で特化

電子レジスター
カシオ計算機

売上高／ 2638 億円 (23･3 連 )
主要製品／電子レジスター、
販売・在庫管理システム、ハンディターミナル等

金銭処理

日本金銭機械
売上高／ 253億円 (23･3 連 )
主要製品／貨幣処理機器、
遊技場向関連機器等

グローリー
売上高／ 2559 億円 (23･3 連 )
主要製品／通貨処理機、通貨端末機器等

シャープ
売上高／ 2兆 5481 億円 (23･3 連 )
主要製品／POSシステム、SS-POSシステム、
ハンディターミナル等

寺岡精工
売上高／ 1233 億円 (22･12 連 )
主要製品／セルフレジ、POSレジスター、
計量包装値付機等

富士通フロンテック
売上高／ 776億円 (23･3 連 )
主要製品／POSシステム、ハンディターミナル、
銀行窓口業務用端末等

デンソーウェーブ
売上高／ 557億円 (23･3)
主要製品／ハンディターミナル、
カードリーダー等

イシダ
売上高／ 1459 億円 (23･3 連 )
主要裂品／計量POSレジ、自動計量機等

　沖電気工業
売上高／ 3691 億円 (23・3連 )
主要製品／ATM・店舗システム、
硬貨紙幣つり銭機等

NECプラットフォームズ
売上高／ 3601 億円 (23･3)
主要製品／POS、業務用PDA、
遠隔監視システム等

売上高／ 1兆 3303 億円 (23･3 連 )
主要製品／タッチパネルPOS、
PC-POSシステム等

セイコーエプソン

売上高／ 419億円 (2022 年度 )
主要製品／POSシステム等

三菱電機
インフォメーションシステムズ 売上高／ 303億円 (21･12)

主要裂品／セルフレジ、POSターミナル等

日本NCR
売上高／ 175億円 (22･3)
主要製品／業務用プリンター、
POS用端末機器等

シチズン･システムズ

売上高／ 5108 億円 (23･3 連 )
主要製品／POSシステム、セルフレジ、
電子レジスター等

東芝テック

出所：JEITA 端末装置に関する
　　　調査報告書  

POS端末＆
ハンディターミナル
出荷台数実績推移

（年度別）
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019
2020
2021

203,669
193,111
 231,583
201,177
151,895
226,095
136,150
186,851
119,646
91,520

ハンディ
ターミナル台数

POS
端末台数年度

　JEITA（電子情報技術産業協会）によると、2021年度のPOS端
末の国内出荷台数は9万2429台（前年度比7％減）だった。2020
年度に底を打ったと見られていたが、コロナ禍の影響が長引き、半導体
不足も重なり、過去20年間で最低の結果を更新した。他にも、POS
端末に代わるタブレット市場の拡大やレジレス店舗の増加も原因として
考えられている。しかし、セルフレジの出荷台数は前年度を上回った。
更に、ターミナルPOSとは異なって、導入費用や月額利用料が格安な
こともあり、モバイルPOSが急成長している。

POS端末の低迷とモバイルPOSの成長

　コロナ禍の影響で非接触式の需要が増加
し、セルフレジ、セミセルフレジが浸透している。
セルフレジとセミセルフレジの違いは従業員が
バーコードをスキャンするかどうかで、顧客がス
キャンに慣れていない場合、セミセルフレジの方
が効率的になる。その他の利点として、直接現
金を受け渡しが不要なため、感染症のリスク予
防への効果や、レジ締め作業の簡素化等もあ
り、大手スーパーやクリニックを中心に導入が広
がっている。
　また、レジに並ばずに買い物ができる、セルフ
スキャンシステムを導入した無人店舗が登場し
ている。セブンイレブンでも、セルフスキャンシス
テムによる「セブンスマホレジ」の導入を開始し、
レジに並ばなくても、商品のバーコードを読み
取って決済が可能。店舗スタッフを省人化でき
るため、この先進技術は今後ますます普及する
可能性がある。

セルフ化が加速するレジシステム
業界トピックス

光学機器 家電・電子機器メーカー系

ソニーグループ
（エンタテインメント・テクノロジー

＆サービス）
※2021 年 4月、ソニーより社名変更
売上高（部）／ 2兆 4367 億円（23・3連）
主要製品／Cyber-shot、α等

パナソニック 
エンターテインメント＆
コミュニケーション

売上高／ 2293億円（23・3）
主要製品／ LUMIX、デジタルビデオカメラ等

富士フイルムホールディングス
(イメージング)

売上高（部）／ 4103 億円（23・3連）
主要製品／ FinePix、Xシリーズ、
GXFシリーズ等

カシオ計算機
売上高／ 2638億円（23・3連）
主要製品／G-SHOCK、Baby-G等

OMデジタルソリューションズ
※2021年1月、オリンパスの映像事業が独立
売上高／非公開
主要製品／OM SYSTEM、
T(Tough)シリーズ等

※2021年4月、セイコークロック
がセイコータイムシステムと経営統
合し、社名変更

HOYA
売上高／ 7236 億円（23・3連）
主要製品／光学レンズ、レンズモジュール、
微小レンズ等

時計関連

シチズン時計
（時計）

売上高（部）／ 1500 億円（23・3連）

リズム
売上高／ 312億円（23・3連）

セイコーグループ
（エモーショナル

バリューソリューション）
※2022 年 10月、
セイコーホールディングスより社名変更
売上高（部）／ 1677 億円（23・3連）

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・

ウエアラブル）
売上高（部）／ 2054 億円（23・3連）

光学機器・時計業界16

ミラーレスカメラ市場がデジタルカメラ業界をけん引。
地球に優しい「サステナブル腕時計」づくりも進む。

フレデリック・コンスタント

ラ・ジュー・ペレ

セイコーウオッチ

セイコー
タイムクリエーション

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

サステナブルを意識した腕時計が増えてきた。シチズンは、地球環
境や人に配慮したサステナブルウオッチブランド「CITIZEN L（シチズ
ン エル）」を展開。2022年限定モデルは光発電の「エコ・ドライブ」
技術を搭載し、太陽光や室内のわずかな光をパワーに時計が動き続
けるため、電池交換不要だ。カシオもアウトドアライン「PRO TREK
（プロトレック）」から、ケースやバンドにバイオマスプラスチックを採用し
たモデルを2022年に発売。今後もサステナブルは一つのカギになり
そうだ。

腕時計も“サステナブル”の時代 トピックス

　2023年10月から導入されるインボイス制度は、制度に適した請求
書の発行が必要になる。そのため、増える事務作業の効率化を図るた
め、メーカー各社は適格簡易請求書を発行できるPOSレジを開発して
いる。制度開始が近付くにつれて、インボイス制度に対応したレジを
持っていない店舗がPOSレジに入れ替えるため、需要の増加が予測さ
れている。その結果、インボイス制度に対応したリプレイス需要やセル
フレジの導入からも、POSレジ市場が縮小していく可能性は低いと見ら
れている。

インボイス対応POSへの需要増加 トピックストピックス

　スマートフォンの普及により、デジタルカメラの出荷台数は年々減少。
カメラ映像機器工業会（CIPA）によると、2022年の総出荷台数は前
年比4.2％減の801万台だった。そうした中で存在感を発揮している
のが、小型・軽量ながら本格的な写真が撮影できると人気のミラーレス
カメラだ。2022年の出荷台数は31％増の407万台、出荷額は61％
増の5234億円。国内カメラ各社が単価アップを見込める高機能ミ
ラーレスカメラの新機種を相次いで投入しており、交換レンズの需要も
高まりそうだ。

好調続く「ミラーレスカメラ」 トピックス

112,093
131,229
127,244
151,093
146,726
218,743
193,290
147,670
99,497
92,429

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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キヤノン
（イメージング）

売上高（部）／ 8031 億円（22・12連）
主要製品／EOS DIGITAL、IXY 等

43

ニコン
(映像)

売上高（部）／ 2271 億円（23・3連）
主要製品／Dシリーズ、Zシリーズ等

6

コニカミノルタ
（インダストリー）

売上高（部）／ 1375 億円（23・3連） 
主要製品／各種光学レンズ・レンズユニット等

5

浜松ホトニクス
売上高／ 2088 億円（22・9連）
主要製品／光電子増倍管、光半導体等

P-198
9

リコー
(その他)

売上高（部）／ 1086 億円（23・3連）
主要製品／GRシリーズ、360°全天球カメラ、
防水・防塵デジタルカメラ、ペンタックス等

20 スタンレー電気
（電子応用製品、コンポーネンツ）
売上高（部）／ 908億円（23・3連）
主要製品／電子・照明デバイス、
ストロボ製品等

P-136
25

ニデック
売上高／ 385億円（23・3）
主要製品／各種光学フィルター、
赤外用コーティング等

タムロン
売上高／ 634億円（22・12連）
主要製品／写真用レンズ、監視カメラ用レンズ

P-196
9

シグマ
売上高／ 430億円（22・8）
主要製品／カメラ・交換レンズ等

P-194
3
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コロナ禍の影響が長引いて低迷が継続、過去最低を更新するも、
セルフレジ、モバイルPOS等の成長により、市場に変化が。

独自分野で特化

電子レジスター
カシオ計算機

売上高／ 2638 億円 (23･3 連 )
主要製品／電子レジスター、
販売・在庫管理システム、ハンディターミナル等

金銭処理

日本金銭機械
売上高／ 253億円 (23･3 連 )
主要製品／貨幣処理機器、
遊技場向関連機器等

グローリー
売上高／ 2559 億円 (23･3 連 )
主要製品／通貨処理機、通貨端末機器等

シャープ
売上高／ 2兆 5481 億円 (23･3 連 )
主要製品／POSシステム、SS-POSシステム、
ハンディターミナル等

寺岡精工
売上高／ 1233 億円 (22･12 連 )
主要製品／セルフレジ、POSレジスター、
計量包装値付機等

富士通フロンテック
売上高／ 776億円 (23･3 連 )
主要製品／POSシステム、ハンディターミナル、
銀行窓口業務用端末等

デンソーウェーブ
売上高／ 557億円 (23･3)
主要製品／ハンディターミナル、
カードリーダー等

イシダ
売上高／ 1459 億円 (23･3 連 )
主要裂品／計量POSレジ、自動計量機等

　沖電気工業
売上高／ 3691 億円 (23・3連 )
主要製品／ATM・店舗システム、
硬貨紙幣つり銭機等

NECプラットフォームズ
売上高／ 3601 億円 (23･3)
主要製品／POS、業務用PDA、
遠隔監視システム等

売上高／ 1兆 3303 億円 (23･3 連 )
主要製品／タッチパネルPOS、
PC-POSシステム等

セイコーエプソン

売上高／ 419億円 (2022 年度 )
主要製品／POSシステム等

三菱電機
インフォメーションシステムズ 売上高／ 303億円 (21･12)

主要裂品／セルフレジ、POSターミナル等

日本NCR
売上高／ 175億円 (22･3)
主要製品／業務用プリンター、
POS用端末機器等

シチズン･システムズ

売上高／ 5108 億円 (23･3 連 )
主要製品／POSシステム、セルフレジ、
電子レジスター等

東芝テック

出所：JEITA 端末装置に関する
　　　調査報告書  

POS端末＆
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出荷台数実績推移
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2014
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 231,583
201,177
151,895
226,095
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　JEITA（電子情報技術産業協会）によると、2021年度のPOS端
末の国内出荷台数は9万2429台（前年度比7％減）だった。2020
年度に底を打ったと見られていたが、コロナ禍の影響が長引き、半導体
不足も重なり、過去20年間で最低の結果を更新した。他にも、POS
端末に代わるタブレット市場の拡大やレジレス店舗の増加も原因として
考えられている。しかし、セルフレジの出荷台数は前年度を上回った。
更に、ターミナルPOSとは異なって、導入費用や月額利用料が格安な
こともあり、モバイルPOSが急成長している。

POS端末の低迷とモバイルPOSの成長

　コロナ禍の影響で非接触式の需要が増加
し、セルフレジ、セミセルフレジが浸透している。
セルフレジとセミセルフレジの違いは従業員が
バーコードをスキャンするかどうかで、顧客がス
キャンに慣れていない場合、セミセルフレジの方
が効率的になる。その他の利点として、直接現
金を受け渡しが不要なため、感染症のリスク予
防への効果や、レジ締め作業の簡素化等もあ
り、大手スーパーやクリニックを中心に導入が広
がっている。
　また、レジに並ばずに買い物ができる、セルフ
スキャンシステムを導入した無人店舗が登場し
ている。セブンイレブンでも、セルフスキャンシス
テムによる「セブンスマホレジ」の導入を開始し、
レジに並ばなくても、商品のバーコードを読み
取って決済が可能。店舗スタッフを省人化でき
るため、この先進技術は今後ますます普及する
可能性がある。

セルフ化が加速するレジシステム
業界トピックス

光学機器 家電・電子機器メーカー系

ソニーグループ
（エンタテインメント・テクノロジー

＆サービス）
※2021 年 4月、ソニーより社名変更
売上高（部）／ 2兆 4367 億円（23・3連）
主要製品／Cyber-shot、α等

パナソニック 
エンターテインメント＆
コミュニケーション

売上高／ 2293億円（23・3）
主要製品／ LUMIX、デジタルビデオカメラ等

富士フイルムホールディングス
(イメージング)

売上高（部）／ 4103 億円（23・3連）
主要製品／ FinePix、Xシリーズ、
GXFシリーズ等

カシオ計算機
売上高／ 2638億円（23・3連）
主要製品／G-SHOCK、Baby-G等

OMデジタルソリューションズ
※2021年1月、オリンパスの映像事業が独立
売上高／非公開
主要製品／OM SYSTEM、
T(Tough)シリーズ等

※2021年4月、セイコークロック
がセイコータイムシステムと経営統
合し、社名変更

HOYA
売上高／ 7236 億円（23・3連）
主要製品／光学レンズ、レンズモジュール、
微小レンズ等

時計関連

シチズン時計
（時計）

売上高（部）／ 1500 億円（23・3連）

リズム
売上高／ 312億円（23・3連）

セイコーグループ
（エモーショナル

バリューソリューション）
※2022 年 10月、
セイコーホールディングスより社名変更
売上高（部）／ 1677 億円（23・3連）

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・

ウエアラブル）
売上高（部）／ 2054 億円（23・3連）
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ミラーレスカメラ市場がデジタルカメラ業界をけん引。
地球に優しい「サステナブル腕時計」づくりも進む。
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サステナブルを意識した腕時計が増えてきた。シチズンは、地球環
境や人に配慮したサステナブルウオッチブランド「CITIZEN L（シチズ
ン エル）」を展開。2022年限定モデルは光発電の「エコ・ドライブ」
技術を搭載し、太陽光や室内のわずかな光をパワーに時計が動き続
けるため、電池交換不要だ。カシオもアウトドアライン「PRO TREK
（プロトレック）」から、ケースやバンドにバイオマスプラスチックを採用し
たモデルを2022年に発売。今後もサステナブルは一つのカギになり
そうだ。

腕時計も“サステナブル”の時代 トピックス

　2023年10月から導入されるインボイス制度は、制度に適した請求
書の発行が必要になる。そのため、増える事務作業の効率化を図るた
め、メーカー各社は適格簡易請求書を発行できるPOSレジを開発して
いる。制度開始が近付くにつれて、インボイス制度に対応したレジを
持っていない店舗がPOSレジに入れ替えるため、需要の増加が予測さ
れている。その結果、インボイス制度に対応したリプレイス需要やセル
フレジの導入からも、POSレジ市場が縮小していく可能性は低いと見ら
れている。

インボイス対応POSへの需要増加 トピックストピックス

　スマートフォンの普及により、デジタルカメラの出荷台数は年々減少。
カメラ映像機器工業会（CIPA）によると、2022年の総出荷台数は前
年比4.2％減の801万台だった。そうした中で存在感を発揮している
のが、小型・軽量ながら本格的な写真が撮影できると人気のミラーレス
カメラだ。2022年の出荷台数は31％増の407万台、出荷額は61％
増の5234億円。国内カメラ各社が単価アップを見込める高機能ミ
ラーレスカメラの新機種を相次いで投入しており、交換レンズの需要も
高まりそうだ。

好調続く「ミラーレスカメラ」 トピックス

112,093
131,229
127,244
151,093
146,726
218,743
193,290
147,670
99,497
92,429

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

3

11

3

31

12

5

16

7

11

3

3

31

キヤノン
（イメージング）

売上高（部）／ 8031 億円（22・12連）
主要製品／EOS DIGITAL、IXY 等

43

ニコン
(映像)

売上高（部）／ 2271 億円（23・3連）
主要製品／Dシリーズ、Zシリーズ等

6

コニカミノルタ
（インダストリー）

売上高（部）／ 1375 億円（23・3連） 
主要製品／各種光学レンズ・レンズユニット等

5

浜松ホトニクス
売上高／ 2088 億円（22・9連）
主要製品／光電子増倍管、光半導体等

P-198
9

リコー
(その他)

売上高（部）／ 1086 億円（23・3連）
主要製品／GRシリーズ、360°全天球カメラ、
防水・防塵デジタルカメラ、ペンタックス等

20 スタンレー電気
（電子応用製品、コンポーネンツ）
売上高（部）／ 908億円（23・3連）
主要製品／電子・照明デバイス、
ストロボ製品等

P-136
25

ニデック
売上高／ 385億円（23・3）
主要製品／各種光学フィルター、
赤外用コーティング等

タムロン
売上高／ 634億円（22・12連）
主要製品／写真用レンズ、監視カメラ用レンズ

P-196
9

シグマ
売上高／ 430億円（22・8）
主要製品／カメラ・交換レンズ等

P-194
3
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MARUWA
売上高／ 588億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

電子部品業界18

円安の影響で大手各社が過去最高売上高を記録。
国は蓄電池人材育成アクションプランを策定。

京セラ
売上高／ 2兆 253 億円（23・3連）
主要製品／コンデンサ、SAWデバイス、
水晶デバイス、コネクタ等

日東電工
売上高／ 9290 億円（23・3連）
主要製品／チップ部品、電池、
アルミ電解コンデンサ、回路基板、FPC等

TDK
売上高／ 2兆 1808 億円（23・3連）
主要製品／コンデンサ、インダクティブデバイス、
HDD用ヘッド等

村田製作所
売上高／ 1兆 6868 億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

オムロン
売上高／ 8761 億円（23・3連）
主要製品／リレー、スイッチ、コネクタ等

富士通コンポーネント
売上高／ 386億円（22・3連）
主要製品／リレー、タッチパネル、
無線モジュール等

基板系イビデン
売上高／ 4175 億円（23・3連）
主要製品／ ICパッケージ基板、
プリント配線板等

コンデンサ系

太陽誘電
売上高／ 3195 億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

日本ケミコン
売上高／ 1619 億円（23・3連）
主要製品／アルミ電解コンデンサ、
各種コンデンサ等

ニチコン
売上高／ 1847 億円（23・3連）
主要製品／アルミ電解コンデンサ、
フィルムコンデンサ等

トーキン
売上高／ 642億円（22・12）
主要製品／タンタルキャパシタ、
電気二重層キャパシタ等

双信電機
売上高／ 95億円（22・12連）
※決算期変更により、９ヵ月の売上
主要製品／ノイズフィルタ、フィルムコンデンサ等

メイコー
売上高／ 1673 億円（23・3連）
主要製品／各種プリント配線板、部品実装・
組立、産業用ロボット、映像変換システム等

日本メクトロン
売上高／ 3345 億円（23・3連）
主要製品／各種 FPC等 電子回路基板製造装置メーカー

アドテックエンジニアリング
売上高／ 179億円（23・3）
主要製品／プリント基板用自動露光装置及び
関連装置、産業用各種自動化装置等

オーク製作所
売上高／ 246億円（23・3連）
主要製品／電子回路基板用露光装置、
紫外線ランプ等

新光電気工業
売上高／ 2864 億円（23・3連）
主要製品／プラスチックラミネートパッケージ
（PLP）、リードフレーム、セラミック静電チャック、
IC アセンブリ等

日本シイエムケイ
売上高／ 838億円（23・3連）
主要製品／民生用・産業用
各種プリント配線板等

水晶系

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・

ウエアラブル）
売上高（部）／ 2054 億円（23・3連）
主要製品／水晶振動子、水晶発振器、
水晶センサー等

日本電波工業
売上高／ 525億円（23・3連）
主要製品／水晶振動子、水晶発振器等

抵抗器系

ローム
売上高／ 5079 億円（23・3連）
主要製品／角形チップ抵抗器、チップネット
ワーク抵抗器（抵抗アレイ）等

トランス系

タムラ製作所
売上高／ 1080 億円（23・3連）
主要製品／電源トランス、
スイッチング等電源用トランス等

電子部材

ノリタケカンパニーリミテド
売上高／ 1395 億円（23・3連）
主要製品／エレクトロニクス・セラミックス
パウダー等

IC系

サンケン電気
売上高／ 2254 億円（23・3連）
主要製品／パワーマネージメントIC、
モータドライバ IC等

日清紡マイクロデバイス
※2022年1月、リコー電子デバイスと統合し、
新日本無線より社名変更
売上高／ 853億円（22・12）
主要製品／電子デバイス製品（IC／ LSI、
SAW、MEMS）、マイクロ波製品
（衛生通信コンポーネント、マイクロ波センサ）等

KOA
売上高／ 750億円（23・3連）
主要製品／面実装抵抗器、低抵抗抵抗器、
パワーシャント等

モーター系

ニデック
※2023 年４月日本電産より社名変更
売上高／ 2兆 2428 億円（23・3連）
主要製品／精密小型モータ、車載および家電・
商業・産業用モータ等

マブチモーター
売上高／ 1567 億円（22・12連）
主要製品／各種小型モーター等

山洋電気
売上高／ 1208 億円（23・3連）
主要製品／サーボモータ、冷却ファン、
ステッピングモータ等

タカノ
売上高／ 230億円（23・3連）
主要製品／バイスロータリーソレノイド、
ラッチングソレノイド等

ミネベアミツミ
売上高／ 1兆 2922 億円（23・3連）
主要製品／各種小型モーター、センサー、
LEDバックライト、アナログIC、高周波製品、
アクチュエーター、電源製品、コネクタ等

大真空
売上高／ 384億円（23・3連）
主要製品／水晶振動子、水晶応用製品等

コネクター系

アルプスアルパイン
売上高／ 9331 億円（23・3連）
主要製品／スイッチ、エンコーダ、
アクチュエータ等

日本航空電子工業
売上高／ 2359 億円（23・3連）
主要製品／基板対基板接続コネクタ、
メモリーカード用コネクタ等

ヒロセ電機
売上高／ 1832 億円（23・3連）
主要製品／多極コネクタ、同軸コネクタ等

ホシデン
売上高／ 2772 億円（23・3連）
主要製品／丸形ミニチュアコネクタ、
超小型角形コネクタ等

I-PEX
売上高／ 596億円（22・12連）
主要製品／細線同軸コネクタ、
超小型RF同軸コネクタ等

SMK
売上高／ 548億円（23・3連）
主要製品／基板対 FPCコネクタ、
各種外部電源用ジャック等

日本モレックス
売上高／非公開
主要製品／電線対基板用コネクター、
パワー用コネクター等

本多通信工業
売上高／ 185億（22・3連）
主要製品／車載用コネクタ、
インターフェイスコネクタ等

　リチウムイオン電池は、スマホやPC、家電製品、そしてHVやEVなど
の車載用が主流となっている。しかし、リチウム、コバルト、ニッケル等の
レアメタルを使用するため原材料費が高い。そのため、レアメタルの安定
確保をめざす一方、ポストリチウムイオン電池の研究開発に余念がない。
次世代電池として、全固体電池、リチウム硫黄電池、フッ化物電池、(金
属)空気電池、ナトリウムイオン電池などが考えられているが、価格面や
安全面での問題をクリアしていくことが課題となっている。

ポストリチウムイオン電池開発に注力
　国は2030年までに蓄電池人材3万人育成の目標を定めており、蓄
電池産業が集積する関西は特にその役割が期待されている。近畿経
済産業局など産学官が参画し発足した関西蓄電池人材育成等コン
ソーシアムは、2023年3月にアクションプランをとりまとめ、関西で人材
育成･確保に向けた取り組みをスタートさせた。2023年度中に関西の
工業高校･高等専門学校をはじめ、大学生･院生、社会人向けにも教
育プログラムを策定、24年度から始動する予定だ。

蓄電池人材育成アクションプラン
　2022年度の電子部品業界は、EV関連や半導体製造装置などが
好調に推移したが、パソコンやスマホ需要の低迷、コロナ禍によるサプ
ライチェーンの混乱がマイナス要因となった。一方で、円安の影響が業
績を牽引し、電子部品大手8社の22年度連結決算は、売上高でニ
デックや京セラなどが初の2兆円を達成、7社が過去最高を更新した。
利益面では、原材料価格上昇やエネルギーコストの高止まりなどの影
響を受け、多額の構造改革費用を計上した企業もあった。

大手7社が過去最高売上高を記録 トピックス

　半導体の世界需要はメモリー系を中心に調整局面が続いているが、
中長期では成長が期待されている。そのため、電子部品メーカーは積
極的な設備投資を進め、国内外で新工場建設や増設を活発化させて
いる。中国進出のメーカー各社は、生産ラインの自動化･省人化で生
産性の向上を図り、中国工場のいっそうの充実をめざす。一方で、米
中摩擦の激化や中国での人件費高騰、地政学リスクなどを考慮して、
国内生産強化や調達先の分散を進め、中国に依存しない生産体制や
サプライチェーンの構築を進める企業も増えている。

競争力強化に向け設備投資を加速 トピックス トピックス

世界計

（日本）

受動部品
　コンデンサ
　抵抗器
　トランス
　インダクタ
　その他
接続部品
　スイッチ
　コネクタ
　その他
変換部品
　音響部品
　センサ
　アクチュエータ
その他の電子部品
　電源部品
　高周波部品
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MARUWA
売上高／ 588億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

電子部品業界18

円安の影響で大手各社が過去最高売上高を記録。
国は蓄電池人材育成アクションプランを策定。

京セラ
売上高／ 2兆 253 億円（23・3連）
主要製品／コンデンサ、SAWデバイス、
水晶デバイス、コネクタ等

日東電工
売上高／ 9290 億円（23・3連）
主要製品／チップ部品、電池、
アルミ電解コンデンサ、回路基板、FPC等

TDK
売上高／ 2兆 1808 億円（23・3連）
主要製品／コンデンサ、インダクティブデバイス、
HDD用ヘッド等

村田製作所
売上高／ 1兆 6868 億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

オムロン
売上高／ 8761 億円（23・3連）
主要製品／リレー、スイッチ、コネクタ等

富士通コンポーネント
売上高／ 386億円（22・3連）
主要製品／リレー、タッチパネル、
無線モジュール等

基板系イビデン
売上高／ 4175 億円（23・3連）
主要製品／ ICパッケージ基板、
プリント配線板等

コンデンサ系

太陽誘電
売上高／ 3195 億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

日本ケミコン
売上高／ 1619 億円（23・3連）
主要製品／アルミ電解コンデンサ、
各種コンデンサ等

ニチコン
売上高／ 1847 億円（23・3連）
主要製品／アルミ電解コンデンサ、
フィルムコンデンサ等

トーキン
売上高／ 642億円（22・12）
主要製品／タンタルキャパシタ、
電気二重層キャパシタ等

双信電機
売上高／ 95億円（22・12連）
※決算期変更により、９ヵ月の売上
主要製品／ノイズフィルタ、フィルムコンデンサ等

メイコー
売上高／ 1673 億円（23・3連）
主要製品／各種プリント配線板、部品実装・
組立、産業用ロボット、映像変換システム等

日本メクトロン
売上高／ 3345 億円（23・3連）
主要製品／各種 FPC等 電子回路基板製造装置メーカー

アドテックエンジニアリング
売上高／ 179億円（23・3）
主要製品／プリント基板用自動露光装置及び
関連装置、産業用各種自動化装置等

オーク製作所
売上高／ 246億円（23・3連）
主要製品／電子回路基板用露光装置、
紫外線ランプ等

新光電気工業
売上高／ 2864 億円（23・3連）
主要製品／プラスチックラミネートパッケージ
（PLP）、リードフレーム、セラミック静電チャック、
IC アセンブリ等

日本シイエムケイ
売上高／ 838億円（23・3連）
主要製品／民生用・産業用
各種プリント配線板等

水晶系

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・

ウエアラブル）
売上高（部）／ 2054 億円（23・3連）
主要製品／水晶振動子、水晶発振器、
水晶センサー等

日本電波工業
売上高／ 525億円（23・3連）
主要製品／水晶振動子、水晶発振器等

抵抗器系

ローム
売上高／ 5079 億円（23・3連）
主要製品／角形チップ抵抗器、チップネット
ワーク抵抗器（抵抗アレイ）等

トランス系

タムラ製作所
売上高／ 1080 億円（23・3連）
主要製品／電源トランス、
スイッチング等電源用トランス等

電子部材

ノリタケカンパニーリミテド
売上高／ 1395 億円（23・3連）
主要製品／エレクトロニクス・セラミックス
パウダー等

IC系

サンケン電気
売上高／ 2254 億円（23・3連）
主要製品／パワーマネージメントIC、
モータドライバ IC等

日清紡マイクロデバイス
※2022年1月、リコー電子デバイスと統合し、
新日本無線より社名変更
売上高／ 853億円（22・12）
主要製品／電子デバイス製品（IC／ LSI、
SAW、MEMS）、マイクロ波製品
（衛生通信コンポーネント、マイクロ波センサ）等

KOA
売上高／ 750億円（23・3連）
主要製品／面実装抵抗器、低抵抗抵抗器、
パワーシャント等

モーター系

ニデック
※2023 年４月日本電産より社名変更
売上高／ 2兆 2428 億円（23・3連）
主要製品／精密小型モータ、車載および家電・
商業・産業用モータ等

マブチモーター
売上高／ 1567 億円（22・12連）
主要製品／各種小型モーター等

山洋電気
売上高／ 1208 億円（23・3連）
主要製品／サーボモータ、冷却ファン、
ステッピングモータ等

タカノ
売上高／ 230億円（23・3連）
主要製品／バイスロータリーソレノイド、
ラッチングソレノイド等

ミネベアミツミ
売上高／ 1兆 2922 億円（23・3連）
主要製品／各種小型モーター、センサー、
LEDバックライト、アナログIC、高周波製品、
アクチュエーター、電源製品、コネクタ等

大真空
売上高／ 384億円（23・3連）
主要製品／水晶振動子、水晶応用製品等

コネクター系

アルプスアルパイン
売上高／ 9331 億円（23・3連）
主要製品／スイッチ、エンコーダ、
アクチュエータ等

日本航空電子工業
売上高／ 2359 億円（23・3連）
主要製品／基板対基板接続コネクタ、
メモリーカード用コネクタ等

ヒロセ電機
売上高／ 1832 億円（23・3連）
主要製品／多極コネクタ、同軸コネクタ等

ホシデン
売上高／ 2772 億円（23・3連）
主要製品／丸形ミニチュアコネクタ、
超小型角形コネクタ等

I-PEX
売上高／ 596億円（22・12連）
主要製品／細線同軸コネクタ、
超小型RF同軸コネクタ等

SMK
売上高／ 548億円（23・3連）
主要製品／基板対 FPCコネクタ、
各種外部電源用ジャック等

日本モレックス
売上高／非公開
主要製品／電線対基板用コネクター、
パワー用コネクター等

本多通信工業
売上高／ 185億（22・3連）
主要製品／車載用コネクタ、
インターフェイスコネクタ等

　リチウムイオン電池は、スマホやPC、家電製品、そしてHVやEVなど
の車載用が主流となっている。しかし、リチウム、コバルト、ニッケル等の
レアメタルを使用するため原材料費が高い。そのため、レアメタルの安定
確保をめざす一方、ポストリチウムイオン電池の研究開発に余念がない。
次世代電池として、全固体電池、リチウム硫黄電池、フッ化物電池、(金
属)空気電池、ナトリウムイオン電池などが考えられているが、価格面や
安全面での問題をクリアしていくことが課題となっている。

ポストリチウムイオン電池開発に注力
　国は2030年までに蓄電池人材3万人育成の目標を定めており、蓄
電池産業が集積する関西は特にその役割が期待されている。近畿経
済産業局など産学官が参画し発足した関西蓄電池人材育成等コン
ソーシアムは、2023年3月にアクションプランをとりまとめ、関西で人材
育成･確保に向けた取り組みをスタートさせた。2023年度中に関西の
工業高校･高等専門学校をはじめ、大学生･院生、社会人向けにも教
育プログラムを策定、24年度から始動する予定だ。

蓄電池人材育成アクションプラン
　2022年度の電子部品業界は、EV関連や半導体製造装置などが
好調に推移したが、パソコンやスマホ需要の低迷、コロナ禍によるサプ
ライチェーンの混乱がマイナス要因となった。一方で、円安の影響が業
績を牽引し、電子部品大手8社の22年度連結決算は、売上高でニ
デックや京セラなどが初の2兆円を達成、7社が過去最高を更新した。
利益面では、原材料価格上昇やエネルギーコストの高止まりなどの影
響を受け、多額の構造改革費用を計上した企業もあった。

大手7社が過去最高売上高を記録 トピックス

　半導体の世界需要はメモリー系を中心に調整局面が続いているが、
中長期では成長が期待されている。そのため、電子部品メーカーは積
極的な設備投資を進め、国内外で新工場建設や増設を活発化させて
いる。中国進出のメーカー各社は、生産ラインの自動化･省人化で生
産性の向上を図り、中国工場のいっそうの充実をめざす。一方で、米
中摩擦の激化や中国での人件費高騰、地政学リスクなどを考慮して、
国内生産強化や調達先の分散を進め、中国に依存しない生産体制や
サプライチェーンの構築を進める企業も増えている。

競争力強化に向け設備投資を加速 トピックス トピックス

世界計

（日本）

受動部品
　コンデンサ
　抵抗器
　トランス
　インダクタ
　その他
接続部品
　スイッチ
　コネクタ
　その他
変換部品
　音響部品
　センサ
　アクチュエータ
その他の電子部品
　電源部品
　高周波部品
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川崎重工業
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富士フイルムヘルスケア

ボルトン
メディカル

トプコン（アイケア）
売上高（部）／ 666億（23・3連）
主要製品／眼底カメラ、
3次元眼底像撮影装置等

HOYA（ライフケア）
売上高（部）／4746億円（23・3連）
主要製品／医用画像情報システム、内視鏡等

医療機器業界19

新型コロナの影響から回復傾向にある医療機器業界。
今後は、海外戦略とAIの活用が成長の大きな鍵を握る。

内視鏡主軸

オリンパス
（内視鏡、治療機器）

売上高（部）／ 8700 億円（23・3連）
主要製品／医療用内視鏡、
医療情報システム等
※内視鏡シェア世界トップ

朝日インテック
売上高／777億円（22・6連）
主要製品／治療用デバイス、診察用デバイス等

旭化成メディカル
売上高／ 639億円（22・3）
主要製品／人工腎臓及び関連商品、
透析関連装置、ウイルス除去用フィルター等

帝人ファーマ
売上高／ 1213億円（23・3）
主要製品／骨粗しょう症治療薬、
在宅用酸素濃縮器等

オムロン ヘルスケア
売上高／ 1421億円（23・3連）
主要製品／血圧計、体重体組成計等

リオン
売上高／ 239億円(23・3連) 
主要製品／補聴器、聴能設備機器、
医用検査機器等

ニデック
売上高／ 385億円(23・3)
主要製品／眼科医向け手術装置、
検査診断装置等

シスメックス
売上高／4105億円（23・3連）
主要製品／血液分析装置、血液凝固測定
装置等

画像情報主軸

富士フイルムホールディングス
（ヘルスケア、マテリアルズ）
売上高（部）／1兆6107億円（23・3連）
主要製品／医用画像情報システム、内視鏡等

医療機器卸・販売
オルバヘルスケアホールディングス
※2021 年１月、カワニシホールディングス
より社名変更
売上高／ 1080 億円（22・6連）
主要事業／医療機器及び材料の販売、
レンタル、リース、保守点検、修理等

山下医科器械
売上高／551億円（22・5連）
主要事業／医療機器の販売、レンタル、
リース等

ディーブイエックス
売上高／ 475億円（23・3）　
主要事業／医療用機器、医療関連周辺
機器の輸出入、製造販売、リース等

ウイン・パートナーズ
売上高／ 709億円（23・3連）
主要事業／医療機器販売、医療施設支援等日本ライフライン

売上高／ 518億円（23・3連）
主要事業／医療機器輸入、製造・販売等

歯科機材主軸

モリタ
売上高／ 995億円（22・3）
主要製品／歯科医療器械、器具、材料等

ナカニシ（歯科）
売上高（部）／ 409億円（22・12連）
主要製品／歯科医療用回転機器等

吉田製作所
売上高／非公開
主要製品／歯科医療機器および
一般医療機器の開発・製造・販売等

タカラベルモント
売上高／ 654億円（22・3）
主要製品／歯科用機器、歯科医院の設計・
施工等

キヤノン（メディカル）
売上高（部）／ 5130億円（22・12連）
主要製品／医用画像ソリューション等

コニカミノルタ（ヘルスケア）
売上高（部）／ 1378億円（23・3連）
主要製品／デジタルX線画像読取装置等

ニコン（ヘルスケア）
売上高（部）／ 994億円（23・3連）
主要製品／網膜画像診断気機器等

カテーテル主軸

テルモ
売上高／ 8202 億円（23・3連）
主要製品／カテーテル、人工心肺装置等

ソニー・オリンパス
メディカルソリューションズ

売上高／非公開
主要製品／新型外科用内視鏡、手術室等向け
の医療機器・映像機器の統合ソリューション等

旭化成（ヘルスケア）
売上高（部）／4969億円（23・3連）
主要製品／医薬品・診断薬・流動食等の
ヘルスケア製品、血液浄化治療システムの
開発等

帝人（ヘルスケア）
売上高（部）／ 1524億円（23・3連）
主要製品／在宅用酸素濃縮器等

日本光電工業
売上高／2066億円（23・3連）
主要製品／生体モニター、パルスオキシメータ等

オリンパス テルモバイオマテリアル
売上高／非公開
主要製品／セラミックス人工骨・
コラーゲンなどの生体材料等

透析関連主軸
ニプロ

売上高／ 5452 億円（23・3連）
主要製品／透析関連製品、カテーテル等

SBカワスミ
※2021 年 10月、川澄化学工業と住友
ベークライトの医療機器事業の統合により
社名変更
売上高／ 250億円（22・3）
主要製品／消化器内視鏡、人工透析関連
製品、血液関連製品等

日機装（医療）
売上高（部）／ 752億円（22・12連）
主要製品／多用途透析装置、人工膵臓等

東レ・メディカル
売上高／ 427億円（22・3）
主要製品／透析装置、透析関連装置等

JMS
売上高／ 637億円（23・3連）
主要製品／血液透析装置、輸液製品・機器等

グッドマン
売上高／ 128億円（23・3）
主要製品／カテーテル等

クリエートメディック
売上高／ 123億円（22・12連）
主要製品／カテーテル等

X線・CT装置主軸

キヤノンメディカルシステムズ
売上高／ 3321 億円（22・12）
主要製品／診断用X線装置、
X線CT装置等

フクダ電子
売上高／ 1346 億円（23・3連）
主要製品／超音波診断装置、
心電図検査装置等

GEヘルスケア・ジャパン
売上高／ 1344 億円（22・12） 
主要製品／CT、MR、超音波診断装置等

シーメンスヘルスケア
売上高／851億円（22・9）
主要製品／血管撮影装置、X線CT装置等

島津製作所（医用機器）
売上高（部）／ 759億円（23・3連）
主要製品／診断用X線装置、
X線CT装置等

　今後に向けて、日本の医療機器企業が注力しているのが海外展開。
特に中国は市場拡大が続いており、オリンパスは中国での売上高を順
調に伸ばし存在感を高めている。また、テルモは早くから中国企業を買
収したり、腹膜透析事業で提携した合弁会社設立したりするなど、海外
でも存在感を示している。また、厚生労働省主導のもと新興国等への
医療技術サービスを展開し、世界的に高齢化が進む中で、国内だけで
なく海外市場の拡大も視野に入れている。

中国をはじめ、海外展開に注力
　あらゆる業界で活用されているAIは、医療機器業界でも活用が期待
されている。すでに、血液検査やレントゲンなどの検査結果と、過去の
症例をAIが比較・分析し病気診断を補助している。また、スマートウォッ
チなど身に付けるものと医療アプリを連携させて、心拍や呼吸の異変を
感知し治療へ結びつけることも実現している。こうした診断や治療を目
的とするものは「プログラム医療機器（SaMD）」と呼ばれ、厚生労働省
が審査する専門部門を立ち上げるなど、体制の整備を進めている。

活用が期待される医療AIトピックス トピックス

　体に害のあることを医学用語で侵襲という。これまでは、がん治療で
開腹し悪性腫瘍を切除するなど、侵襲を取り除くことが治療の基本だっ
た。しかし、高齢者や小児など体力がない患者の手術は負担も大きかっ
た。低侵襲治療は切り口を小さくし、手術・検査などに伴う痛みや発
熱、出血などをできるだけ少なくする。それを実現させるには、内視鏡や
カテーテル、放射線治療機器などが必要不可欠となる。日本はこれか
ら分野で高度な技術を有しており、これからに向けた先端医療機器の
開発が期待されている。

低侵襲治療（ていしんしゅうちりょう）
　新型コロナの影響で、世界的に体外式膜型人工肺を用いた治療法
（ECMO）の需要が急増。その影響で多くの手術が延期され手術関連
機器が落ち込むなど、医療設備への投資を控える動きが続いていた。
しかし、コロナが収束傾向の現在は、治療機器も回復してきている。ま
た、医療機関を受診する患者も戻ってきており、検査関連機器も復調
傾向にある。今後も高齢化や医療技術の進化で、世界的な成長が見
込まれている。特に、慢性的な医者不足が課題となっている日本は、
高度な医療機器、医療技術の開発が求められている。

コロナ禍から回復傾向の治療機器 トピックス
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子
会
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ガイドワイヤーの開発・製造で業務提携

共同出資し、「手術支援ロボット」開発会社設立

腹膜透析事業で提携、合弁会社設立

合弁

中国での透析事業参入で
戦略的業務提携

富士フイルムメディカル

子会社 子会社

子
会
社

売上高／ 1224億円（23・3）
主要事業／医療用画像診断・内視鏡・医用画像
情報ネットワークシステムの販売、保守、点検等

威高集団
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ジーシー
売上高／ 1309億円（22・9連）
主要製品／歯科材料および関連機器・
器具の製造販売

5

モリタ東京製作所
売上高／ 68億円（2022年度）
主要製品／歯科用医療機器、医科用医療
機器等の製造・販売
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富士フイルムヘルスケア

ボルトン
メディカル

トプコン（アイケア）
売上高（部）／ 666億（23・3連）
主要製品／眼底カメラ、
3次元眼底像撮影装置等

HOYA（ライフケア）
売上高（部）／4746億円（23・3連）
主要製品／医用画像情報システム、内視鏡等
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新型コロナの影響から回復傾向にある医療機器業界。
今後は、海外戦略とAIの活用が成長の大きな鍵を握る。

内視鏡主軸

オリンパス
（内視鏡、治療機器）

売上高（部）／ 8700 億円（23・3連）
主要製品／医療用内視鏡、
医療情報システム等
※内視鏡シェア世界トップ

朝日インテック
売上高／777億円（22・6連）
主要製品／治療用デバイス、診察用デバイス等

旭化成メディカル
売上高／ 639億円（22・3）
主要製品／人工腎臓及び関連商品、
透析関連装置、ウイルス除去用フィルター等

帝人ファーマ
売上高／ 1213億円（23・3）
主要製品／骨粗しょう症治療薬、
在宅用酸素濃縮器等

オムロン ヘルスケア
売上高／ 1421億円（23・3連）
主要製品／血圧計、体重体組成計等

リオン
売上高／ 239億円(23・3連) 
主要製品／補聴器、聴能設備機器、
医用検査機器等

ニデック
売上高／ 385億円(23・3)
主要製品／眼科医向け手術装置、
検査診断装置等

シスメックス
売上高／4105億円（23・3連）
主要製品／血液分析装置、血液凝固測定
装置等

画像情報主軸

富士フイルムホールディングス
（ヘルスケア、マテリアルズ）
売上高（部）／1兆6107億円（23・3連）
主要製品／医用画像情報システム、内視鏡等

医療機器卸・販売
オルバヘルスケアホールディングス
※2021 年１月、カワニシホールディングス
より社名変更
売上高／ 1080 億円（22・6連）
主要事業／医療機器及び材料の販売、
レンタル、リース、保守点検、修理等

山下医科器械
売上高／551億円（22・5連）
主要事業／医療機器の販売、レンタル、
リース等

ディーブイエックス
売上高／ 475億円（23・3）　
主要事業／医療用機器、医療関連周辺
機器の輸出入、製造販売、リース等

ウイン・パートナーズ
売上高／ 709億円（23・3連）
主要事業／医療機器販売、医療施設支援等日本ライフライン

売上高／ 518億円（23・3連）
主要事業／医療機器輸入、製造・販売等

歯科機材主軸

モリタ
売上高／ 995億円（22・3）
主要製品／歯科医療器械、器具、材料等

ナカニシ（歯科）
売上高（部）／ 409億円（22・12連）
主要製品／歯科医療用回転機器等

吉田製作所
売上高／非公開
主要製品／歯科医療機器および
一般医療機器の開発・製造・販売等

タカラベルモント
売上高／ 654億円（22・3）
主要製品／歯科用機器、歯科医院の設計・
施工等

キヤノン（メディカル）
売上高（部）／ 5130億円（22・12連）
主要製品／医用画像ソリューション等

コニカミノルタ（ヘルスケア）
売上高（部）／ 1378億円（23・3連）
主要製品／デジタルX線画像読取装置等

ニコン（ヘルスケア）
売上高（部）／ 994億円（23・3連）
主要製品／網膜画像診断気機器等

カテーテル主軸

テルモ
売上高／ 8202 億円（23・3連）
主要製品／カテーテル、人工心肺装置等

ソニー・オリンパス
メディカルソリューションズ

売上高／非公開
主要製品／新型外科用内視鏡、手術室等向け
の医療機器・映像機器の統合ソリューション等

旭化成（ヘルスケア）
売上高（部）／4969億円（23・3連）
主要製品／医薬品・診断薬・流動食等の
ヘルスケア製品、血液浄化治療システムの
開発等

帝人（ヘルスケア）
売上高（部）／ 1524億円（23・3連）
主要製品／在宅用酸素濃縮器等

日本光電工業
売上高／2066億円（23・3連）
主要製品／生体モニター、パルスオキシメータ等

オリンパス テルモバイオマテリアル
売上高／非公開
主要製品／セラミックス人工骨・
コラーゲンなどの生体材料等

透析関連主軸
ニプロ

売上高／ 5452 億円（23・3連）
主要製品／透析関連製品、カテーテル等

SBカワスミ
※2021 年 10月、川澄化学工業と住友
ベークライトの医療機器事業の統合により
社名変更
売上高／ 250億円（22・3）
主要製品／消化器内視鏡、人工透析関連
製品、血液関連製品等

日機装（医療）
売上高（部）／ 752億円（22・12連）
主要製品／多用途透析装置、人工膵臓等

東レ・メディカル
売上高／ 427億円（22・3）
主要製品／透析装置、透析関連装置等

JMS
売上高／ 637億円（23・3連）
主要製品／血液透析装置、輸液製品・機器等

グッドマン
売上高／ 128億円（23・3）
主要製品／カテーテル等

クリエートメディック
売上高／ 123億円（22・12連）
主要製品／カテーテル等

X線・CT装置主軸

キヤノンメディカルシステムズ
売上高／ 3321 億円（22・12）
主要製品／診断用X線装置、
X線CT装置等

フクダ電子
売上高／ 1346 億円（23・3連）
主要製品／超音波診断装置、
心電図検査装置等

GEヘルスケア・ジャパン
売上高／ 1344 億円（22・12） 
主要製品／CT、MR、超音波診断装置等

シーメンスヘルスケア
売上高／851億円（22・9）
主要製品／血管撮影装置、X線CT装置等

島津製作所（医用機器）
売上高（部）／ 759億円（23・3連）
主要製品／診断用X線装置、
X線CT装置等

　今後に向けて、日本の医療機器企業が注力しているのが海外展開。
特に中国は市場拡大が続いており、オリンパスは中国での売上高を順
調に伸ばし存在感を高めている。また、テルモは早くから中国企業を買
収したり、腹膜透析事業で提携した合弁会社設立したりするなど、海外
でも存在感を示している。また、厚生労働省主導のもと新興国等への
医療技術サービスを展開し、世界的に高齢化が進む中で、国内だけで
なく海外市場の拡大も視野に入れている。

中国をはじめ、海外展開に注力
　あらゆる業界で活用されているAIは、医療機器業界でも活用が期待
されている。すでに、血液検査やレントゲンなどの検査結果と、過去の
症例をAIが比較・分析し病気診断を補助している。また、スマートウォッ
チなど身に付けるものと医療アプリを連携させて、心拍や呼吸の異変を
感知し治療へ結びつけることも実現している。こうした診断や治療を目
的とするものは「プログラム医療機器（SaMD）」と呼ばれ、厚生労働省
が審査する専門部門を立ち上げるなど、体制の整備を進めている。

活用が期待される医療AIトピックス トピックス

　体に害のあることを医学用語で侵襲という。これまでは、がん治療で
開腹し悪性腫瘍を切除するなど、侵襲を取り除くことが治療の基本だっ
た。しかし、高齢者や小児など体力がない患者の手術は負担も大きかっ
た。低侵襲治療は切り口を小さくし、手術・検査などに伴う痛みや発
熱、出血などをできるだけ少なくする。それを実現させるには、内視鏡や
カテーテル、放射線治療機器などが必要不可欠となる。日本はこれか
ら分野で高度な技術を有しており、これからに向けた先端医療機器の
開発が期待されている。

低侵襲治療（ていしんしゅうちりょう）
　新型コロナの影響で、世界的に体外式膜型人工肺を用いた治療法
（ECMO）の需要が急増。その影響で多くの手術が延期され手術関連
機器が落ち込むなど、医療設備への投資を控える動きが続いていた。
しかし、コロナが収束傾向の現在は、治療機器も回復してきている。ま
た、医療機関を受診する患者も戻ってきており、検査関連機器も復調
傾向にある。今後も高齢化や医療技術の進化で、世界的な成長が見
込まれている。特に、慢性的な医者不足が課題となっている日本は、
高度な医療機器、医療技術の開発が求められている。

コロナ禍から回復傾向の治療機器 トピックス
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ガイドワイヤーの開発・製造で業務提携

共同出資し、「手術支援ロボット」開発会社設立

腹膜透析事業で提携、合弁会社設立

合弁

中国での透析事業参入で
戦略的業務提携

富士フイルムメディカル

子会社 子会社

子
会
社

売上高／ 1224億円（23・3）
主要事業／医療用画像診断・内視鏡・医用画像
情報ネットワークシステムの販売、保守、点検等

威高集団
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ジーシー
売上高／ 1309億円（22・9連）
主要製品／歯科材料および関連機器・
器具の製造販売

5

モリタ東京製作所
売上高／ 68億円（2022年度）
主要製品／歯科用医療機器、医科用医療
機器等の製造・販売
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半導体・半導体製造装置業界20

半導体、半導体製造装置とも業績は好調。
最先端半導体の国産化に向け官民で注力。
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資
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社
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半導体メーカーの世界ランキング2022

会社名 売上
（百万米ドル）

出典：OMDIA

1

2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9
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11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

国名

67055

60810

36722

34100

26956

26870

23777

21049

18897

18524

17077

16128

15764

12954

12097

11453

11021

 9417

8069

7893

順位

Dialog Semiconductor

回路設計・パターン設計 半導体デバイス

ウエハメーカー 半導体製造装置前工程 テスト・後工程

関連産業

ソシオネクスト
売上高／1928億円（23・3連）
特色／SoC（System-on-Chip）
の設計・開発中心

メガチップス
売上高／707億円（23・3連）
特色／システムLSI、
自社システムLSIを使った
電子部品およびシステム製品等

ザイン
エレクトロニクス

売上高／55億円（22・12連）
特色／ミックスドシグナル・
システムLSI等

信越化学工業
売上高／2兆8088億円
（23・3連）
主要製品／半導体シリコン、
半導体用封止材等

SUMCO
売上高／4411億円（22・12連）
主要製品／半導体用シリコン
ウェーハ等

パナソニック
ホールディングス
（オートモーティブ、
インダストリー）

売上高（部）／2兆4474億円
（23・3連）
主要製品／自社家電向け
MOS LSI、CCD等

ソニーグループ
（イメージング＆センシング・

ソリューション）
※2021年4月、ソニーより
社名変更
売上高（部）／1兆3015億円
（23・3連）
主要製品／イメージセンサー等

シャープ
（スマートライフ、

エレクトロニックデバイス）
売上高（部）／9151億円
（23・3連）
主要製品／液晶、電子デバイス等

日立ハイテク
売上高／6742億円
（23・3連）
主要製品／ エッチング装置、
計測装置・検査装置等

キヤノン
（インダストリアルその他）
売上高（部）／4599億円
（22・12連）
特色／半導体露光装置等

京セラ
（半導体関連部品、電子部品）
売上高（部）／7431億円
（23・3連）
主要製品／イメージセンサ用セラ
ミックパッケージ、モジュール基板、
半導体封止材料等

富士電機（半導体）
売上高（部）／2016億円
（23・3連）
主要製品／パワーデバイス（IGBT）、
電源制御用IC、整流ダイオード等

Rapidus
売上高／非公開
主要製品／半導体素子、
集積回路等

アムコー・テクノロジー・
ジャパン

売上高／739億円（22・12）
主要製品／半導体後工程の
受託サービス

ルネサス
エレクトロニクス

売上高／1兆5009億円
（22・12連）
主要製品／マイコン、
システムLSI等

SCREEN
ホールディングス

売上高／4608億円（23・3連）
主要製品／半導体測定装置、
洗浄装置等

ニコン
（精機）

売上高（部）／2033億円
（23・3連）
特色／半導体露光装置等

KOKUSAI ELECTRIC
売上高／1854億円（23・3）
主要製品／成膜装置等

東芝
（デバイス＆

ストレージソリューション）
売上高（部）／7971億円
（23・3連）
主要製品／各種HDD、
MOSFET、光半導体、各種 IC等

ローム
売上高／5079億円（23・3連）
主要製品／カスタムLSI等

キオクシア
ホールディングス

売上高／1兆2821億円
（23・3連）
主要製品／SSD、NAND型フラッ
シュメモリ、３次元フラッシュメモリ等

ラピステクノロジー
売上高／非公開
主要製品／ロジックLSI、
メモリLSI、表示用ドライバLSI等

三菱電機
（FAシステム・電子デバイス）
売上高（部）／1兆1253億円
（23・3連）
主要製品／パワー半導体等

サンケン電気
売上高／2254億円（23・3連）
主要製品／ IC・トランジスタ他
半導体素子の製造等

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・

ウエアラブル）
売上高（部）／2054億円
（23・3連）
主要製品／ ICテストハンドラー、
マイコン、特定用途向けIC、
ASIC等

新電元工業
売上高／1010億円（23・3連）
主要製品／ダイオード、パワー
MOSFET、サージアブソーバ、
パワーIC等

日清紡マイクロデバイス

アルバック
売上高／2413億円
（22・6連）
主要製品／スパッタリング装置等

ウシオ電機
売上高／1750億円（23・3連）
主要製品／半導体検査装置、
半導体測定装置等

ラムリサーチ
売上高／172億ドル（22・6連）
主要製品／薄膜デポジション装置、
プラズマエッチング装置、
フォトレジストストリップ装置等

日本電子
売上高／1627億円（23・3連）
主要製品／電子ムービー描画
装置等

アドバンテスト
売上高／5602億円（23・3連）
主要製品／半導体試験装置等

ディスコ
売上高／2841億円（23・3連）
主要製品／精密加工装置等

東京精密
売上高／1468億円（23・3連）
主要製品／半導体試験装置等

I-PEX
売上高／596億円（22・12連）
主要製品／全自動半導体樹脂
封止装置等

TOWA
売上高／538億円（23・3連）
主要製品／半導体生産設備、
大型基板等

タカノ
売上高／230億円（23・3連）
主要製品／半導体検査装置等

リンテック（電子・光学関連）
売上高（部）／781億円（23・3連）
主要製品／特殊粘着テープ、
剥離フィルム等

村田機械
売上高／4661億円（23・3連）
主要製品／半導体工場向け
保管搬送システム
（天井搬送ロボット・ストッカー
装置）等

加藤電器製作所
売上高／203億円（22・9）
主要製品／半導体・電子部品
機器の設計から
試作・量産・テスト等

　SEMIによると、2022年の半導体製造装置の世界販売額は1076
億ドル(前年比5％増)となり、3年連続で過去最高を更新した。ただ、
増加幅は、21年の同44％増から40ポイント近く減少となった。地域別
では、最大市場の中国は283億ドル(同5％減)で、3年連続1位。2
位は台湾で268億ドルと4年連続で増加し、3位の韓国は同14％減。
北米は同38％増、欧州は93％増と大幅に伸びた。ただ、記憶用のメ
モリ半導体向けを中心に需要が鈍り、米国の対中輸出規制強化などの
影響もあり、今後は不透明だ。

半導体製造装置の販売額が過去最高
　世界半導体市場統計(WSTS)によると、2022年は前年比3％増
だったが、世界的なインフレやウクライナ情勢などが影響し半導体需要
も失速。2023年もこの状況は当面継続するとみられ、同10％減に下
方修正した。特に、スマホやPC、民生機器などの需要が低迷し、メモリ
を筆頭に4年ぶりのマイナス成長となる見込み。しかし、2024年は景
気も回復、ほとんどの用途でプラスとなり、5759億ドル（同12％増）と
過去最高を予測。日本市場もEV向け半導体が下支えし、8％増と予
測されている。

2024年半導体市場は過去最高へ トピックス トピックス キーワード

　半導体チップは、大規模回路の1チップ化で集積度を上げてきた。
そのための微細加工技術も難易度を増しており、これまで個別供給され
ていた別メーカー製の半導体チップを1つのパッケージに統合する異種
チップ集積(ヘテロジニアスインテグレーション)、チップレットが注目され
ている。チップレット間をつなぐインタフェースの通信仕様｢UCIe 1.0｣を
オープンな業界標準とするためのコンソーシアム｢UCIe｣も2022年に設
立。チップレットは、メーカーとユーザーの関係、半導体産業の構造・勢
力図をも一変させるかもしれない。

異種チップ集積で注目、チップレット

※2022年1月、新日本無線と
リコー電子デバイスが合併統合し
社名変更
売上高／853億円（22・12）
特色／半導体集積回路
（バイポーラ、CMOS、Bi-CMOS）、
半導体デバイス等

サムスン電子

インテル

クアルコム

SKハイニックス

ブロードコム

マイクロン･テクノロジー

アドバンスト･マイクロ･デバイセズ

エヌビディア

テキサス･インスツルメンツ

メディアテック

アップル

STマイクロエレクトロニクス

インフィニオン･テクノロジーズ

NXP

アナログ･デバイセズ

ルネサスエレクトロニクス

キオクシア

ソニーセミコンダクタソリューションズ

onsemi

マイクロチップ･テクノロジー

韓国

アメリカ

アメリカ

韓国

アメリカ

アメリカ

アメリカ

アメリカ

アメリカ

台湾

アメリカ

スイス

ドイツ

オランダ

アメリカ

日本

日本

日本

アメリカ

アメリカ 

※専業ファウンドリの売上は含まれておりません

トピックス東京精密 ● 詳しくは、本誌P216を

注目カンパニー

▲企業HP

東京精密は半導体製造装置と精密測定機器を二本柱としている精密機器メー
カーである。計測技術を持つ世界で唯一の半導体製造装置企業であり、その強み
を活かしたコア技術を持って、他社にできない領域のニーズを形にすることで、世界
シェアトップクラスの製品を有する。主に半導体のもととなるシリコン製の薄い基盤
（ウェーハ）を検査・加工する装置を生み出している。なかでも、ウェーハを写真のよ
うにミクロン単位で薄くする装置は世
界初の製品であり、東京精密の「世
界初・世界最高精度」へのこだわり
が強く表れている。

日本フイルコン
（電子部材・フォトマスク事業）
売上高／39億円（22・11連）
主要製品／フォトマスク
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P-262

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

20 5 24

3
3

31 11

53
16

11

5

43 6

6

東京エレクトロン
売上高／2兆2090億円
（23・3連）
主要製品／レジスト塗布現像装置、
プラズマエッチング装置等
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半導体・半導体製造装置業界20

半導体、半導体製造装置とも業績は好調。
最先端半導体の国産化に向け官民で注力。

出
資

子
会
社

買
収

半導体メーカーの世界ランキング2022

会社名 売上
（百万米ドル）

出典：OMDIA

1

2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

国名

67055

60810

36722

34100

26956

26870

23777

21049

18897

18524

17077

16128

15764

12954

12097

11453

11021

 9417

8069

7893

順位

Dialog Semiconductor

回路設計・パターン設計 半導体デバイス

ウエハメーカー 半導体製造装置前工程 テスト・後工程

関連産業

ソシオネクスト
売上高／1928億円（23・3連）
特色／SoC（System-on-Chip）
の設計・開発中心

メガチップス
売上高／707億円（23・3連）
特色／システムLSI、
自社システムLSIを使った
電子部品およびシステム製品等

ザイン
エレクトロニクス

売上高／55億円（22・12連）
特色／ミックスドシグナル・
システムLSI等

信越化学工業
売上高／2兆8088億円
（23・3連）
主要製品／半導体シリコン、
半導体用封止材等

SUMCO
売上高／4411億円（22・12連）
主要製品／半導体用シリコン
ウェーハ等

パナソニック
ホールディングス
（オートモーティブ、
インダストリー）

売上高（部）／2兆4474億円
（23・3連）
主要製品／自社家電向け
MOS LSI、CCD等

ソニーグループ
（イメージング＆センシング・

ソリューション）
※2021年4月、ソニーより
社名変更
売上高（部）／1兆3015億円
（23・3連）
主要製品／イメージセンサー等

シャープ
（スマートライフ、

エレクトロニックデバイス）
売上高（部）／9151億円
（23・3連）
主要製品／液晶、電子デバイス等

日立ハイテク
売上高／6742億円
（23・3連）
主要製品／ エッチング装置、
計測装置・検査装置等

キヤノン
（インダストリアルその他）
売上高（部）／4599億円
（22・12連）
特色／半導体露光装置等

京セラ
（半導体関連部品、電子部品）
売上高（部）／7431億円
（23・3連）
主要製品／イメージセンサ用セラ
ミックパッケージ、モジュール基板、
半導体封止材料等

富士電機（半導体）
売上高（部）／2016億円
（23・3連）
主要製品／パワーデバイス（IGBT）、
電源制御用IC、整流ダイオード等

Rapidus
売上高／非公開
主要製品／半導体素子、
集積回路等

アムコー・テクノロジー・
ジャパン

売上高／739億円（22・12）
主要製品／半導体後工程の
受託サービス

ルネサス
エレクトロニクス

売上高／1兆5009億円
（22・12連）
主要製品／マイコン、
システムLSI等

SCREEN
ホールディングス

売上高／4608億円（23・3連）
主要製品／半導体測定装置、
洗浄装置等

ニコン
（精機）

売上高（部）／2033億円
（23・3連）
特色／半導体露光装置等

KOKUSAI ELECTRIC
売上高／1854億円（23・3）
主要製品／成膜装置等

東芝
（デバイス＆

ストレージソリューション）
売上高（部）／7971億円
（23・3連）
主要製品／各種HDD、
MOSFET、光半導体、各種 IC等

ローム
売上高／5079億円（23・3連）
主要製品／カスタムLSI等

キオクシア
ホールディングス

売上高／1兆2821億円
（23・3連）
主要製品／SSD、NAND型フラッ
シュメモリ、３次元フラッシュメモリ等

ラピステクノロジー
売上高／非公開
主要製品／ロジックLSI、
メモリLSI、表示用ドライバLSI等

三菱電機
（FAシステム・電子デバイス）
売上高（部）／1兆1253億円
（23・3連）
主要製品／パワー半導体等

サンケン電気
売上高／2254億円（23・3連）
主要製品／ IC・トランジスタ他
半導体素子の製造等

セイコーエプソン
（マニュファクチャリング関連・

ウエアラブル）
売上高（部）／2054億円
（23・3連）
主要製品／ ICテストハンドラー、
マイコン、特定用途向けIC、
ASIC等

新電元工業
売上高／1010億円（23・3連）
主要製品／ダイオード、パワー
MOSFET、サージアブソーバ、
パワーIC等

日清紡マイクロデバイス

アルバック
売上高／2413億円
（22・6連）
主要製品／スパッタリング装置等

ウシオ電機
売上高／1750億円（23・3連）
主要製品／半導体検査装置、
半導体測定装置等

ラムリサーチ
売上高／172億ドル（22・6連）
主要製品／薄膜デポジション装置、
プラズマエッチング装置、
フォトレジストストリップ装置等

日本電子
売上高／1627億円（23・3連）
主要製品／電子ムービー描画
装置等

アドバンテスト
売上高／5602億円（23・3連）
主要製品／半導体試験装置等

ディスコ
売上高／2841億円（23・3連）
主要製品／精密加工装置等

東京精密
売上高／1468億円（23・3連）
主要製品／半導体試験装置等

I-PEX
売上高／596億円（22・12連）
主要製品／全自動半導体樹脂
封止装置等

TOWA
売上高／538億円（23・3連）
主要製品／半導体生産設備、
大型基板等

タカノ
売上高／230億円（23・3連）
主要製品／半導体検査装置等

リンテック（電子・光学関連）
売上高（部）／781億円（23・3連）
主要製品／特殊粘着テープ、
剥離フィルム等

村田機械
売上高／4661億円（23・3連）
主要製品／半導体工場向け
保管搬送システム
（天井搬送ロボット・ストッカー
装置）等

加藤電器製作所
売上高／203億円（22・9）
主要製品／半導体・電子部品
機器の設計から
試作・量産・テスト等

　SEMIによると、2022年の半導体製造装置の世界販売額は1076
億ドル(前年比5％増)となり、3年連続で過去最高を更新した。ただ、
増加幅は、21年の同44％増から40ポイント近く減少となった。地域別
では、最大市場の中国は283億ドル(同5％減)で、3年連続1位。2
位は台湾で268億ドルと4年連続で増加し、3位の韓国は同14％減。
北米は同38％増、欧州は93％増と大幅に伸びた。ただ、記憶用のメ
モリ半導体向けを中心に需要が鈍り、米国の対中輸出規制強化などの
影響もあり、今後は不透明だ。

半導体製造装置の販売額が過去最高
　世界半導体市場統計(WSTS)によると、2022年は前年比3％増
だったが、世界的なインフレやウクライナ情勢などが影響し半導体需要
も失速。2023年もこの状況は当面継続するとみられ、同10％減に下
方修正した。特に、スマホやPC、民生機器などの需要が低迷し、メモリ
を筆頭に4年ぶりのマイナス成長となる見込み。しかし、2024年は景
気も回復、ほとんどの用途でプラスとなり、5759億ドル（同12％増）と
過去最高を予測。日本市場もEV向け半導体が下支えし、8％増と予
測されている。

2024年半導体市場は過去最高へ トピックス トピックス キーワード

　半導体チップは、大規模回路の1チップ化で集積度を上げてきた。
そのための微細加工技術も難易度を増しており、これまで個別供給され
ていた別メーカー製の半導体チップを1つのパッケージに統合する異種
チップ集積(ヘテロジニアスインテグレーション)、チップレットが注目され
ている。チップレット間をつなぐインタフェースの通信仕様｢UCIe 1.0｣を
オープンな業界標準とするためのコンソーシアム｢UCIe｣も2022年に設
立。チップレットは、メーカーとユーザーの関係、半導体産業の構造・勢
力図をも一変させるかもしれない。

異種チップ集積で注目、チップレット

※2022年1月、新日本無線と
リコー電子デバイスが合併統合し
社名変更
売上高／853億円（22・12）
特色／半導体集積回路
（バイポーラ、CMOS、Bi-CMOS）、
半導体デバイス等

サムスン電子

インテル

クアルコム

SKハイニックス

ブロードコム

マイクロン･テクノロジー

アドバンスト･マイクロ･デバイセズ

エヌビディア

テキサス･インスツルメンツ

メディアテック

アップル

STマイクロエレクトロニクス

インフィニオン･テクノロジーズ

NXP

アナログ･デバイセズ

ルネサスエレクトロニクス

キオクシア

ソニーセミコンダクタソリューションズ

onsemi

マイクロチップ･テクノロジー

韓国

アメリカ

アメリカ

韓国

アメリカ

アメリカ

アメリカ

アメリカ

アメリカ

台湾

アメリカ

スイス

ドイツ

オランダ

アメリカ

日本

日本

日本

アメリカ

アメリカ 

※専業ファウンドリの売上は含まれておりません

トピックス東京精密 ● 詳しくは、本誌P216を

注目カンパニー

▲企業HP

東京精密は半導体製造装置と精密測定機器を二本柱としている精密機器メー
カーである。計測技術を持つ世界で唯一の半導体製造装置企業であり、その強み
を活かしたコア技術を持って、他社にできない領域のニーズを形にすることで、世界
シェアトップクラスの製品を有する。主に半導体のもととなるシリコン製の薄い基盤
（ウェーハ）を検査・加工する装置を生み出している。なかでも、ウェーハを写真のよ
うにミクロン単位で薄くする装置は世
界初の製品であり、東京精密の「世
界初・世界最高精度」へのこだわり
が強く表れている。

日本フイルコン
（電子部材・フォトマスク事業）
売上高／39億円（22・11連）
主要製品／フォトマスク

P-258
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P-214

P-216

P-262

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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東京エレクトロン
売上高／2兆2090億円
（23・3連）
主要製品／レジスト塗布現像装置、
プラズマエッチング装置等
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計測機器業界21

電気計測器市場、産業用計測機器市場とも堅調。
測定データや校正証明書のデジタル化も進む。

流量

アズビル
売上高／ 2784 億円（23・3連）
主要製品／湿度センサ、人検知センサ、
積算熱量計等

東京計器
売上高／ 443億円（23・3連）
主要製品／超音波流量計、電波レベル計等

鷺宮製作所
売上高／ 407億円（23・3）
主要製品／各種センサ、流量計、
自動車用試験機等

タツノ
売上高／ 442億円（23・3）
主要製品／ガソリン計量機、地下タンク設備、
機器設備等

オーバル
売上高／ 133億円（23・3連）
主要製品／液体用流量計、気体用流量計、
蒸気用流量計等

浜松ホトニクス
売上高／ 2088 億円（22・9連）
主要製品／画像計測装置、光計測機等

横河電機
（測定器）

売上高（部）／ 251億円（23・3連）
主要製品／電力測定器、圧力測定器、
計測システム等

小野測器
売上高／ 109億円（22・12連）
主要製品／騒音計、音響校正器、
振動計測機器等

国際計測器
売上高／ 100億円（23・3連）
主要製品／軸歪矯正装置、振動試験機等

アンリツ
売上高／ 1109 億円（23・3連）
主要製品／デジタル移動通信関連測定器、
光通信関連測定器等

アズビル金門
売上高／ 237億円（23・3）
主要製品／ガスメーター、水道メーター等

愛知時計電機
売上高／ 502億円（23・3連）
主要製品／電磁流量計、超音波流量計、
自動水質測定装置等

力

日立ハイテク
売上高／ 6742 億円（23・3連）
主要製品／示差走査熱量計、
粘弾性測定装置、液体クロマトグラフ等

数・重さ

イシダ
売上高／ 1459 億円（23・3連）
主要製品／コンピュータスケール、
自動計量機等

温度

チノー
売上高／ 238億円（23・3連）
主要製品／温度センサ、放射温度計等

A＆Dホロンホールディングス
※2023 年 1月　エー・アンド・デイと
ホロンが経営統合し社名変更
売上高／ 590億円（23・3連）
主要製品／電子てんびん、デジタル台はかり、
各種産業用計量装置等

寺岡精工
売上高／ 1233 億円（22・12連）
主要製品／電子はかり、電子計量値付システム、
自動計量包装値付機等

トプコン
売上高／ 2156 億円（23・3連）
主要製品／眼底視野計、眼圧計等

長野計器
売上高／ 605億円（23・3連）
主要製品／デジタル圧力計、流量計等

SMC
売上高／ 8248 億円（23・3連）
主要製品／流体制御用機器、温調機器、
検出スイッチ等

電気・電子

大崎電気工業
売上高／ 893億円（23・3連）
主要製品／電子電力量計、光測定器等

検査装置

島津製作所
（計測機器）

売上高（部）／ 3147 億円（23・3連）
主要製品／ガスクロマトグラフ、
液体クロマトグラフ、質量分析計等

ひずみ

ミネベアミツミ
売上高／ 1兆 2922 億円（23・3連）
主要製品／ひずみゲージ、フォースセンサー、
ロードセル、圧力計等

エスペック
売上高／ 529億円（23・3連）
主要製品／恒温恒湿器、環境試験装置等

売上高／ 2701 億円（22・12連）
主要製品／自動車計測機器、水質計測器、
放射温度計等

理研計器

堀場製作所

売上高／ 450億円（23・3連）
主要製品／ガス漏洩監視警報システム、
単成分ガス検知器、複合ガス検知器等

ジーエルサイエンス
売上高／ 387億円（23・3連）
主要製品／ガスクロマトグラフィー、
液体クロマトグラフィー等

サンコーテクノ
売上高／ 206億円（23・3連）
主要製品／呼気アルコール検知システム等

タカノ
（検査計測機器）

売上高（部）／ 65億円（23・3連）
主要製品／画像処理検査装置（FPD、半導体）、
原子間力顕微鏡（AFM）等

共和電業
売上高／ 138億円（22・12連）
主要製品／動ひずみ測定器、静ひずみ測定器、
ひずみゲージ式土木変換器等

協立電機
売上高／ 283億円（22・6連）
主要製品／レーザートップラー振動計、
湿紙インピーダンス水分計等

日置電機
売上高／ 344億円（22・12連）
主要製品／オシロスコープ、電力計等

波

リオン
売上高／ 239億円（23・3連）
主要製品／音響・振動計測器、
微粒子計測器等

シンフォニアテクノロジー
売上高／ 1088 億円（23・3連）
主要製品／自動車用試験装置等

形状

ミツトヨ
売上高／ 1344 億円（22・12連）
主要製品／マイクロメータ、座標計測機器、
地震観測器等

東京精密
売上高／ 1468 億円（23・3連）
主要製品／マシンコントロールゲージ、
三次元座標測定機等

東洋電機製造
売上高／ 310億円（23・5連）
主要製品／自動車用試験システム等

出典：日本計量機器工業連合会

計量計測機器の生産状況  

2021年度2020年度

（生産金額　単位：百万円）

　
はかり
長さ計
流量計
レベル計
精密測定機器
試験機
圧力計（アネロイド系）
ガソリン計量機
水道メーター
ガスメーター
小計
測量機器
分析機器
環境計測機器
プロセス用温度計
プロセス用制御機器
（プロセス用温度計を除く）
合計

 78,752
19,752
58,083
18,252
93,831
38,967
11,142
9,458
14,977
42,514
385,728
7,952

240,858
20,413
12,148

116,277

 783,376

2022年度
期間4～6月

対前年同期比
（％）

17,649
4,586
13,440
4,333
24,612
5,550
2,950
1,743
4,509
10,797
90,169
2,018
66,691
4,464
3,081

27,096

193,519

94.5
96.8
103.5
104.7
114.5
62.4
112.6
68.1
104.6
91.1
97.7
108.1
114.0
99.6
94.7

103.0

103.7

74,695
16,239
49,982
18,122
83,653
39,703
9,691
9,873
13,340
45,058
360,356
6,783

218,958
19,293
12,506

107,818

725,714

　グローバルインフォメーションの市場調査によると、産業用計測器の
市場規模は、2022年の109億ドルから年平均成長率は6.1％で成長
し、2027年には146億ドルに達する見込み。市場の成長要因として、
ビッグデータ解析の需要の高まり、新興国での自動車需要の増加、ハイ
ブリッド車やEVの採用、優れた均一品質の製品製造への注目、精密
製造業での品質･検査装置の需要の高まりなどが挙げられる。特に自
動車セグメントにおける産業用計測器がもっとも高い年平均成長率にな
ると予測している。

産業用計測機器市場は2027年、146億ドルへ トピックス

　測定データや校正証明書に関しては、国際的にデジタルデータの
FAIR原則に基づき、機械可読できる統一されたデータフォーマットの必
要性が高まっている。そのため、データのトレーサビリティに関する情報
等が付加されたデジタル校正証明書の実現が求められており、国際度
量衡委員会では計量標準に関わる国際文書等のデジタル化が進めら
れている。国内においても2025年度までに取り組む予定で、計測器
が自ら必要な情報にアクセスし、計量トレーサビリティが確保された校正
を可能とする計量システムの実現を目指す。

校正証明書のデジタル化
　2021年度は半導体･IC測定器と製造装置関連が好調で、電気計測
器全体（国内売上＋輸出）で6741億円（前年度比＋13.6％）と、コロ
ナ前の水準を大幅に超えた。日本電気計測器工業会の電気計測器の
中期見通し2022～2026年度版によると、2022年度は、カーボン
ニュートラルやSDGs向けの投資が増加するが、ウクライナ情勢、為替変
動、半導体不足など不安定要因が残り、6741億円（前年度比＋0.0％）
と横ばいを見込んでいる。それ以降は、そうした不安定要因が徐々に減
少し、2026年度までの年平均成長率は＋1.3％と見通している。

26年度に電気計測器は年平均成長率増加 トピックス
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計測機器業界21

電気計測器市場、産業用計測機器市場とも堅調。
測定データや校正証明書のデジタル化も進む。

流量

アズビル
売上高／ 2784 億円（23・3連）
主要製品／湿度センサ、人検知センサ、
積算熱量計等

東京計器
売上高／ 443億円（23・3連）
主要製品／超音波流量計、電波レベル計等

鷺宮製作所
売上高／ 407億円（23・3）
主要製品／各種センサ、流量計、
自動車用試験機等

タツノ
売上高／ 442億円（23・3）
主要製品／ガソリン計量機、地下タンク設備、
機器設備等

オーバル
売上高／ 133億円（23・3連）
主要製品／液体用流量計、気体用流量計、
蒸気用流量計等

浜松ホトニクス
売上高／ 2088 億円（22・9連）
主要製品／画像計測装置、光計測機等

横河電機
（測定器）

売上高（部）／ 251億円（23・3連）
主要製品／電力測定器、圧力測定器、
計測システム等

小野測器
売上高／ 109億円（22・12連）
主要製品／騒音計、音響校正器、
振動計測機器等

国際計測器
売上高／ 100億円（23・3連）
主要製品／軸歪矯正装置、振動試験機等

アンリツ
売上高／ 1109 億円（23・3連）
主要製品／デジタル移動通信関連測定器、
光通信関連測定器等

アズビル金門
売上高／ 237億円（23・3）
主要製品／ガスメーター、水道メーター等

愛知時計電機
売上高／ 502億円（23・3連）
主要製品／電磁流量計、超音波流量計、
自動水質測定装置等

力

日立ハイテク
売上高／ 6742 億円（23・3連）
主要製品／示差走査熱量計、
粘弾性測定装置、液体クロマトグラフ等

数・重さ

イシダ
売上高／ 1459 億円（23・3連）
主要製品／コンピュータスケール、
自動計量機等

温度

チノー
売上高／ 238億円（23・3連）
主要製品／温度センサ、放射温度計等

A＆Dホロンホールディングス
※2023 年 1月　エー・アンド・デイと
ホロンが経営統合し社名変更
売上高／ 590億円（23・3連）
主要製品／電子てんびん、デジタル台はかり、
各種産業用計量装置等

寺岡精工
売上高／ 1233 億円（22・12連）
主要製品／電子はかり、電子計量値付システム、
自動計量包装値付機等

トプコン
売上高／ 2156 億円（23・3連）
主要製品／眼底視野計、眼圧計等

長野計器
売上高／ 605億円（23・3連）
主要製品／デジタル圧力計、流量計等

SMC
売上高／ 8248 億円（23・3連）
主要製品／流体制御用機器、温調機器、
検出スイッチ等

電気・電子

大崎電気工業
売上高／ 893億円（23・3連）
主要製品／電子電力量計、光測定器等

検査装置

島津製作所
（計測機器）

売上高（部）／ 3147 億円（23・3連）
主要製品／ガスクロマトグラフ、
液体クロマトグラフ、質量分析計等

ひずみ

ミネベアミツミ
売上高／ 1兆 2922 億円（23・3連）
主要製品／ひずみゲージ、フォースセンサー、
ロードセル、圧力計等

エスペック
売上高／ 529億円（23・3連）
主要製品／恒温恒湿器、環境試験装置等

売上高／ 2701 億円（22・12連）
主要製品／自動車計測機器、水質計測器、
放射温度計等

理研計器

堀場製作所

売上高／ 450億円（23・3連）
主要製品／ガス漏洩監視警報システム、
単成分ガス検知器、複合ガス検知器等

ジーエルサイエンス
売上高／ 387億円（23・3連）
主要製品／ガスクロマトグラフィー、
液体クロマトグラフィー等

サンコーテクノ
売上高／ 206億円（23・3連）
主要製品／呼気アルコール検知システム等

タカノ
（検査計測機器）

売上高（部）／ 65億円（23・3連）
主要製品／画像処理検査装置（FPD、半導体）、
原子間力顕微鏡（AFM）等

共和電業
売上高／ 138億円（22・12連）
主要製品／動ひずみ測定器、静ひずみ測定器、
ひずみゲージ式土木変換器等

協立電機
売上高／ 283億円（22・6連）
主要製品／レーザートップラー振動計、
湿紙インピーダンス水分計等

日置電機
売上高／ 344億円（22・12連）
主要製品／オシロスコープ、電力計等

波

リオン
売上高／ 239億円（23・3連）
主要製品／音響・振動計測器、
微粒子計測器等

シンフォニアテクノロジー
売上高／ 1088 億円（23・3連）
主要製品／自動車用試験装置等

形状

ミツトヨ
売上高／ 1344 億円（22・12連）
主要製品／マイクロメータ、座標計測機器、
地震観測器等

東京精密
売上高／ 1468 億円（23・3連）
主要製品／マシンコントロールゲージ、
三次元座標測定機等

東洋電機製造
売上高／ 310億円（23・5連）
主要製品／自動車用試験システム等

出典：日本計量機器工業連合会

計量計測機器の生産状況  

2021年度2020年度

（生産金額　単位：百万円）

　
はかり
長さ計
流量計
レベル計
精密測定機器
試験機
圧力計（アネロイド系）
ガソリン計量機
水道メーター
ガスメーター
小計
測量機器
分析機器
環境計測機器
プロセス用温度計
プロセス用制御機器
（プロセス用温度計を除く）
合計

 78,752
19,752
58,083
18,252
93,831
38,967
11,142
9,458
14,977
42,514
385,728
7,952

240,858
20,413
12,148

116,277

 783,376

2022年度
期間4～6月

対前年同期比
（％）

17,649
4,586
13,440
4,333
24,612
5,550
2,950
1,743
4,509
10,797
90,169
2,018
66,691
4,464
3,081

27,096

193,519

94.5
96.8
103.5
104.7
114.5
62.4
112.6
68.1
104.6
91.1
97.7
108.1
114.0
99.6
94.7

103.0

103.7

74,695
16,239
49,982
18,122
83,653
39,703
9,691
9,873
13,340
45,058
360,356
6,783

218,958
19,293
12,506

107,818

725,714

　グローバルインフォメーションの市場調査によると、産業用計測器の
市場規模は、2022年の109億ドルから年平均成長率は6.1％で成長
し、2027年には146億ドルに達する見込み。市場の成長要因として、
ビッグデータ解析の需要の高まり、新興国での自動車需要の増加、ハイ
ブリッド車やEVの採用、優れた均一品質の製品製造への注目、精密
製造業での品質･検査装置の需要の高まりなどが挙げられる。特に自
動車セグメントにおける産業用計測器がもっとも高い年平均成長率にな
ると予測している。

産業用計測機器市場は2027年、146億ドルへ トピックス

　測定データや校正証明書に関しては、国際的にデジタルデータの
FAIR原則に基づき、機械可読できる統一されたデータフォーマットの必
要性が高まっている。そのため、データのトレーサビリティに関する情報
等が付加されたデジタル校正証明書の実現が求められており、国際度
量衡委員会では計量標準に関わる国際文書等のデジタル化が進めら
れている。国内においても2025年度までに取り組む予定で、計測器
が自ら必要な情報にアクセスし、計量トレーサビリティが確保された校正
を可能とする計量システムの実現を目指す。

校正証明書のデジタル化
　2021年度は半導体･IC測定器と製造装置関連が好調で、電気計測
器全体（国内売上＋輸出）で6741億円（前年度比＋13.6％）と、コロ
ナ前の水準を大幅に超えた。日本電気計測器工業会の電気計測器の
中期見通し2022～2026年度版によると、2022年度は、カーボン
ニュートラルやSDGs向けの投資が増加するが、ウクライナ情勢、為替変
動、半導体不足など不安定要因が残り、6741億円（前年度比＋0.0％）
と横ばいを見込んでいる。それ以降は、そうした不安定要因が徐々に減
少し、2026年度までの年平均成長率は＋1.3％と見通している。

26年度に電気計測器は年平均成長率増加 トピックス
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NHKテクノロジーズ
売上高／517億円（2022年度）
事業内容／NHK放送の番組制作、
放送ネットワーク構築、基盤情報シ
ステムの設計・開発・運用等

日立製作所
売上高／ 10兆 8812 億円
（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ等

通信・ネットワーク・放送業界22

携帯大手3社が増収増益、通信機器需要が高まる。
6Gサービス提供に向けて、企業の協力体制が拡大。

NTTグループ

SB C＆S

Zホールディングス
ヤフーLINE

JTOWER JR東日本

出
資

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

子会社

子会社

子会社 子会社

子会社
（UQコミュニケーションズのUQ mobile事業を
会社分割により、2020年10月1日より承継）

子
会
社

ル
ー
タ
ー
、ス
イ
ッ
チ
分
野
で
提
携
し
共
同
ブ
ラ
ン
ド
製
品
を
提
供

「持続可能な未来型デジタル社会の実現」に向けて
戦略的業務提携

5G時代の共用設備利用に向けて資本業務提携

子
会
社

売上高／ 13兆1362億円（23・3連）
事業内容／NTTグループ全体の経営戦略の
策定、統括、調整、基礎的研究等

日本電信電話
[NTT]

KDDI関連

売上高／ 5兆6718億円（23・3連）
事業内容／固定通信、移動通信（au）をはじめ
とした総合通信・ネットワーク事業

KDDI

ソフトバンクグループ関連

格安通信サービス
（MVNO事業会社）

売上高／ 6兆5704億円（23・3連）
事業内容／グループ全体の統括、調整、
事業子会社への経営指導および管理等

ソフトバンクグループ

売上高／ 5兆 9120 億円（23・3連）
事業内容／移動通信・固定通信サービスの
提供、携帯端末の販売、インターネット接続
サービスの提供等

ソフトバンク

売上高／ 773億円（23・3連）
事業内容／電気通信事業、
携帯電話サービスの提供等

沖縄セルラー電話

売上高／ 1860 億円（23・3）
事業内容／WiMAXネットワークの提供等

UQコミュニケーションズ

※2021年７月、ジュピターテレコムより社名変更
売上高／ 3166 億円（23・3）
事業内容／ケーブルテレビ局の運営、
番組提供等

JCOM

売上高／1172億円（23・3）
事業内容／ネットワーク建設・保守・品質管理、アフ
ターサポート、代理店コンサルティング等

ドコモCS

売上高／1兆1463億円（23・3）
事業内容／西日本地域における固定通信事業等

西日本電信電話
[NTT西日本]

売上高／1兆7022億円（23・3）
事業内容／東日本地域における固定通信事業等

東日本電信電話
[NTT東日本]

売上高／ 3兆 2238 億円（23・3）
事業内容／携帯電話端末による移動体通信
事業等

NTTドコモ
売上高／ 3兆 4902 億円（23・3連）
事業内容／システムインテグレーション、
ネットワークシステムサービス等

NTTデータ

売上高／ 2471億円（23・3）
事業内容／情報通信システム、ソフトウェア、
各装置開発・販売等

NTTコムウェア

無線通信機器

売上高／ 6344 億円（23・3）　　
事業内容／ IPネットワークサービス、
ICTソリューションサービス等

NTTコミュニケーションズ

売上高／ 80億円（23・3連）
事業内容／Webシステム基盤構築、
パッケージソフトウェア開発・販売等

NTTデータイントラマート

売上高／ 700億円（23・3）
事業内容／ネットワークインフラ、
ネットワークサービス等の開発

NTTアドバンステクノロジ
先端技術開発（研究系）

売上高／475億円（23・3）
事業内容／各種ソフトウェア、ネットワークシステ
ム等の設計、開発、建設、管理、運用・保守、
ハードウェアの開発、建設、管理、運用・保守、
新技術の調査、その応用開発、コンサルティング等

NTTテクノクロス
売上高／ 379億円（23・3）
事業内容／超高速デバイス技術、
認証システム、映像圧縮技術等の開発

NTTエレクトロニクス

日本通信インターネットイニシアティブ

ルーター・ハブ

日本アイ・ビー・エム

沖電気工業

ＪＶＣケンウッド

セイコーインスツル

ヤマハ

エレコム

古河電気工業

三菱電機
売上高／ 5兆37億円
（23・3連）
主要製品／アクセス無線機、防災
行政無線、衛星通信用車載局等

シスコシステムズ
売上高／516億ドル（22・7）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ、無線LAN機器等

売上高／6493億円（22・12）
主要製品／ルーター、スイッチ、
ストレージ製品等

売上高／ 3691億円（23・3連）
主要製品／ IP電話、交換機、
ルーター、ネットワークサービス等

売上高／ 3369 億円（23・3連）
主要製品／トランシーバー、
アマチュア無線機器、
業務用音響機器・設備等

日本無線
売上高／1387億円（22・12連）
主要製品／インサルマット船舶、
地球局、気象レーダー等

古野電気
売上高／ 913億円（23・2連）
主要製品／船舶用電子機器等

映像配信・放送関連
USEN

売上高／非公開
事業内容／ IoTプラットフォーム、
音楽配信事業等

アルテリア・ネットワークス
売上高／ 595億円（23・3連）
事業内容／データ通信サービス
事業、電気通信工事等

Jストリーム
上高／ 125億円（23・3連）
事業内容／インターネット動画の
制作・配信等

MARUWA
売上高／ 588億円（23・3連）
主要製品／電圧制御発振器、
バンドパスフィルタ、
GPS・NFCアンテナモジュール等

映像情報通信機器

池上通信機
売上高／221億円（23・3連）
主要製品／映像・音声システム
機器等

朋栄
売上高／ 94億円（22・9）　　
主要製品／ビデオスイッチャ、
映像信号処理機器、
カメラ・画像処理機器等

電気興業
売上高／ 318億円（23・3連）
主要製品／基地局、放送用アン
テナ、鉄塔・反射板、CATV
機器、民生無線機器等

日立国際電気
売上高／ 529億円（23・3）
主要製品／携帯電話基地局、
防災行政無線、無線機等

原田工業
売上高／ 421億円（23・3連）
主要製品／自動車用アンテナ、
中継ケーブル等

岩崎通信機
売上高／ 229億円（23・3連）
主要製品／構内PHSシステム、
無線ページングシステム等

ユニデンホールディングス
売上高／ 129億円（22・3連）
主要製品／CB無線通信機、
海上用無線通信機等

売上高／ 335億円（22・3）
主要製品／ルーター、スイッチ等

売上高／ 4514億円（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ等

売上高／ 3601億円（23・3）
主要製品／ルーター、スイッチ等

バッファロー
売上高／ 654億円（23・3）
主要製品／ルーター、スイッチ等

アライドテレシス
ホールディングス

売上高／ 415億円（22・12連）
主要製品／ルーター、スイッチ等

売上高／ 1037 億円（23・3連）
主要製品／ルーター、ハブ等

売上高／ 1兆663億円（23・3連）
主要製品／ルーター、ハブ等

富士通 ＮＥＣ
売上高／ 3兆 7138 億円
（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ等

売上高／ 3兆 3130 億円
（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ等

　MM総研によると、2022年度の国内携帯電話端末総出荷台数は
3193万台で、前年度比12.8％減となった。端末の高性能化で買い
替え頻度が下がったことや、円安に伴う部材の輸入コスト上昇などが要
因とされる。市場規模に対してメーカー数が多いとの指摘もあり、国内
メーカーの事業縮小や撤退の表明が相次いでいる。総出荷台数3位
のFCNT(旧富士通コネクテッドテクノロジーズ)が経営破綻、2021年
に参入したバルミューダは撤退。京セラは機種数を大幅に絞る方向で、
2027年度の総出荷台数は2952万台と予測されている。

携帯端末事業の縮小・撤退が相次ぐ トピックス

　6Gサービス提供に向けて、業界を横断する協力体制が拡大してい
る。NTTドコモとNTTは、これまで富士通、NEC、Nokiaとともに無線
通信技術やAI技術の活用を中心に6Gの実証実験を行ってきた。
2023年2月からは、この協力体制をさらに強化･拡充するため、新たに
エリクソン、キーサイト･テクノロジーも参加する。5Gで使用される周波数
帯に加えて、6GHzを超えるミリ波帯やサブテラヘルツ帯なども有効活用
する技術の確立が必要となるため、多数の移動通信技術の検証を進め
ることを狙いに協力体制を拡大している。

6G実証実験の協力体制拡大

売上高／ 2527 億円（23・3連） 売上高／ 61億円（23・3連）

楽天モバイル
売上高／ 2002 億円（22・12）

　情報通信ネットワーク産業協会(CIAJ)によると、2022年度通期の
国内通信機器市場金額(＝国内生産金額－輸出金額＋輸入金額:部
品除く)は3兆7033億円(前年度比13.1％増)。部品不足による供
給制約が解消し、円安で輸入機種も増え国内市場は拡大した。通信
機器中期需要予測は、5GやBeyond 5G/6Gの技術による新たな情
報通信機器の展開、高速大容量データ通信による通信インフラ･ネット
ワーク整備が進み、2027年度の国内通信機器需要総額は、4兆
6296億円(2021年度比30.3％増)と予測している。

通信機器の国内需要は拡大予測
　NTTドコモ、ソフトバンク、KDDI(au)の2023年3月期連結決算は、
3社とも前期に比べて増収増益となった。通信料金値下げの影響は
残っているが、キャッシュレス決済などの金融事業や企業のデジタル化
支援に注力したことが、好決算につながった。ドコモは売上高に当たる
営業収益が6兆590億円(前年比3.2％増)、最終利益は7718億円
(同2.6％増)。ソフトバンクは売上高が5兆9119億円(同3.9％増)、
最終利益が5313億円(同2.8％増)。KDDIの売上高は5兆6717
億円(同4.1％増)、最終利益は6774億円(同0.7％増)だった。

携帯大手3社は増収増益 トピックス トピックス

NECプラットフォームズ

トピックス
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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NHKテクノロジーズ
売上高／517億円（2022年度）
事業内容／NHK放送の番組制作、
放送ネットワーク構築、基盤情報シ
ステムの設計・開発・運用等

日立製作所
売上高／ 10兆 8812 億円
（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ等
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携帯大手3社が増収増益、通信機器需要が高まる。
6Gサービス提供に向けて、企業の協力体制が拡大。

NTTグループ

SB C＆S

Zホールディングス
ヤフーLINE

JTOWER JR東日本

出
資
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子
会
社

子
会
社

子会社

子会社

子会社

子会社 子会社

子会社
（UQコミュニケーションズのUQ mobile事業を
会社分割により、2020年10月1日より承継）
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「持続可能な未来型デジタル社会の実現」に向けて
戦略的業務提携

5G時代の共用設備利用に向けて資本業務提携

子
会
社

売上高／ 13兆1362億円（23・3連）
事業内容／NTTグループ全体の経営戦略の
策定、統括、調整、基礎的研究等

日本電信電話
[NTT]

KDDI関連

売上高／ 5兆6718億円（23・3連）
事業内容／固定通信、移動通信（au）をはじめ
とした総合通信・ネットワーク事業

KDDI

ソフトバンクグループ関連

格安通信サービス
（MVNO事業会社）

売上高／ 6兆5704億円（23・3連）
事業内容／グループ全体の統括、調整、
事業子会社への経営指導および管理等

ソフトバンクグループ

売上高／ 5兆 9120 億円（23・3連）
事業内容／移動通信・固定通信サービスの
提供、携帯端末の販売、インターネット接続
サービスの提供等

ソフトバンク

売上高／ 773億円（23・3連）
事業内容／電気通信事業、
携帯電話サービスの提供等

沖縄セルラー電話

売上高／ 1860 億円（23・3）
事業内容／WiMAXネットワークの提供等

UQコミュニケーションズ

※2021年７月、ジュピターテレコムより社名変更
売上高／ 3166 億円（23・3）
事業内容／ケーブルテレビ局の運営、
番組提供等

JCOM

売上高／1172億円（23・3）
事業内容／ネットワーク建設・保守・品質管理、アフ
ターサポート、代理店コンサルティング等

ドコモCS

売上高／1兆1463億円（23・3）
事業内容／西日本地域における固定通信事業等

西日本電信電話
[NTT西日本]

売上高／1兆7022億円（23・3）
事業内容／東日本地域における固定通信事業等

東日本電信電話
[NTT東日本]

売上高／ 3兆 2238 億円（23・3）
事業内容／携帯電話端末による移動体通信
事業等

NTTドコモ
売上高／ 3兆 4902 億円（23・3連）
事業内容／システムインテグレーション、
ネットワークシステムサービス等

NTTデータ

売上高／ 2471億円（23・3）
事業内容／情報通信システム、ソフトウェア、
各装置開発・販売等

NTTコムウェア

無線通信機器

売上高／ 6344 億円（23・3）　　
事業内容／ IPネットワークサービス、
ICTソリューションサービス等

NTTコミュニケーションズ

売上高／ 80億円（23・3連）
事業内容／Webシステム基盤構築、
パッケージソフトウェア開発・販売等

NTTデータイントラマート

売上高／ 700億円（23・3）
事業内容／ネットワークインフラ、
ネットワークサービス等の開発

NTTアドバンステクノロジ
先端技術開発（研究系）

売上高／475億円（23・3）
事業内容／各種ソフトウェア、ネットワークシステ
ム等の設計、開発、建設、管理、運用・保守、
ハードウェアの開発、建設、管理、運用・保守、
新技術の調査、その応用開発、コンサルティング等

NTTテクノクロス
売上高／ 379億円（23・3）
事業内容／超高速デバイス技術、
認証システム、映像圧縮技術等の開発

NTTエレクトロニクス

日本通信インターネットイニシアティブ

ルーター・ハブ

日本アイ・ビー・エム

沖電気工業

ＪＶＣケンウッド

セイコーインスツル

ヤマハ

エレコム

古河電気工業

三菱電機
売上高／ 5兆37億円
（23・3連）
主要製品／アクセス無線機、防災
行政無線、衛星通信用車載局等

シスコシステムズ
売上高／516億ドル（22・7）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ、無線LAN機器等

売上高／6493億円（22・12）
主要製品／ルーター、スイッチ、
ストレージ製品等

売上高／ 3691億円（23・3連）
主要製品／ IP電話、交換機、
ルーター、ネットワークサービス等

売上高／ 3369 億円（23・3連）
主要製品／トランシーバー、
アマチュア無線機器、
業務用音響機器・設備等

日本無線
売上高／1387億円（22・12連）
主要製品／インサルマット船舶、
地球局、気象レーダー等

古野電気
売上高／ 913億円（23・2連）
主要製品／船舶用電子機器等

映像配信・放送関連
USEN

売上高／非公開
事業内容／ IoTプラットフォーム、
音楽配信事業等

アルテリア・ネットワークス
売上高／ 595億円（23・3連）
事業内容／データ通信サービス
事業、電気通信工事等

Jストリーム
上高／ 125億円（23・3連）
事業内容／インターネット動画の
制作・配信等

MARUWA
売上高／ 588億円（23・3連）
主要製品／電圧制御発振器、
バンドパスフィルタ、
GPS・NFCアンテナモジュール等

映像情報通信機器

池上通信機
売上高／221億円（23・3連）
主要製品／映像・音声システム
機器等

朋栄
売上高／ 94億円（22・9）　　
主要製品／ビデオスイッチャ、
映像信号処理機器、
カメラ・画像処理機器等

電気興業
売上高／ 318億円（23・3連）
主要製品／基地局、放送用アン
テナ、鉄塔・反射板、CATV
機器、民生無線機器等

日立国際電気
売上高／ 529億円（23・3）
主要製品／携帯電話基地局、
防災行政無線、無線機等

原田工業
売上高／ 421億円（23・3連）
主要製品／自動車用アンテナ、
中継ケーブル等

岩崎通信機
売上高／ 229億円（23・3連）
主要製品／構内PHSシステム、
無線ページングシステム等

ユニデンホールディングス
売上高／ 129億円（22・3連）
主要製品／CB無線通信機、
海上用無線通信機等

売上高／ 335億円（22・3）
主要製品／ルーター、スイッチ等

売上高／ 4514億円（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ等

売上高／ 3601億円（23・3）
主要製品／ルーター、スイッチ等

バッファロー
売上高／ 654億円（23・3）
主要製品／ルーター、スイッチ等

アライドテレシス
ホールディングス

売上高／ 415億円（22・12連）
主要製品／ルーター、スイッチ等

売上高／ 1037 億円（23・3連）
主要製品／ルーター、ハブ等

売上高／ 1兆663億円（23・3連）
主要製品／ルーター、ハブ等

富士通 ＮＥＣ
売上高／ 3兆 7138 億円
（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ等

売上高／ 3兆 3130 億円
（23・3連）
主要製品／ルーター、スイッチ、
VolPゲートウェイ等

　MM総研によると、2022年度の国内携帯電話端末総出荷台数は
3193万台で、前年度比12.8％減となった。端末の高性能化で買い
替え頻度が下がったことや、円安に伴う部材の輸入コスト上昇などが要
因とされる。市場規模に対してメーカー数が多いとの指摘もあり、国内
メーカーの事業縮小や撤退の表明が相次いでいる。総出荷台数3位
のFCNT(旧富士通コネクテッドテクノロジーズ)が経営破綻、2021年
に参入したバルミューダは撤退。京セラは機種数を大幅に絞る方向で、
2027年度の総出荷台数は2952万台と予測されている。

携帯端末事業の縮小・撤退が相次ぐ トピックス

　6Gサービス提供に向けて、業界を横断する協力体制が拡大してい
る。NTTドコモとNTTは、これまで富士通、NEC、Nokiaとともに無線
通信技術やAI技術の活用を中心に6Gの実証実験を行ってきた。
2023年2月からは、この協力体制をさらに強化･拡充するため、新たに
エリクソン、キーサイト･テクノロジーも参加する。5Gで使用される周波数
帯に加えて、6GHzを超えるミリ波帯やサブテラヘルツ帯なども有効活用
する技術の確立が必要となるため、多数の移動通信技術の検証を進め
ることを狙いに協力体制を拡大している。

6G実証実験の協力体制拡大

売上高／ 2527 億円（23・3連） 売上高／ 61億円（23・3連）

楽天モバイル
売上高／ 2002 億円（22・12）

　情報通信ネットワーク産業協会(CIAJ)によると、2022年度通期の
国内通信機器市場金額(＝国内生産金額－輸出金額＋輸入金額:部
品除く)は3兆7033億円(前年度比13.1％増)。部品不足による供
給制約が解消し、円安で輸入機種も増え国内市場は拡大した。通信
機器中期需要予測は、5GやBeyond 5G/6Gの技術による新たな情
報通信機器の展開、高速大容量データ通信による通信インフラ･ネット
ワーク整備が進み、2027年度の国内通信機器需要総額は、4兆
6296億円(2021年度比30.3％増)と予測している。

通信機器の国内需要は拡大予測
　NTTドコモ、ソフトバンク、KDDI(au)の2023年3月期連結決算は、
3社とも前期に比べて増収増益となった。通信料金値下げの影響は
残っているが、キャッシュレス決済などの金融事業や企業のデジタル化
支援に注力したことが、好決算につながった。ドコモは売上高に当たる
営業収益が6兆590億円(前年比3.2％増)、最終利益は7718億円
(同2.6％増)。ソフトバンクは売上高が5兆9119億円(同3.9％増)、
最終利益が5313億円(同2.8％増)。KDDIの売上高は5兆6717
億円(同4.1％増)、最終利益は6774億円(同0.7％増)だった。

携帯大手3社は増収増益 トピックス トピックス

NECプラットフォームズ

トピックス

P-226

P-228

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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コナミグループ
※2022年７月、コナミホールディ
ングスより社名変更
売上高／ 3143億円（23・3連）
代表作／BEMANIシリーズ、
パワプロシリーズ、eFootball、
桃太郎電鉄

コーエーテクモ
ホールディングス

売上高／119億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、マルチメディア関連等

セキ

ゲーム業界24

順調な成長を見せる国内市場、オンライン化の人気は増し、
ゲーム業界の更なる進化を促進させるメタバースに期待。

ゲームハード ゲームソフト

オンライン･
モバイルゲーム

日本マイクロソフト
（日本法人）

売上高／ 8858 億円（22・6）
主要ハード／Xbox
代表作／Minecraft、Halo

レベルファイブ
売上高／非公開
代表作／妖怪ウォッチ、イナズマイレブン

カプコン
売上高／ 1259 億円（23・3連）
代表作／モンスターハンター、
バイオハザード、ストリートファイター

マーベラス
売上高／ 253億円（23・3連）
代表作／牧場物語、Fate

ネクソン
売上高／3537億円（22・12連）
代表作／メイプルストーリー、
アラド戦記

ガンホー･オンライン･
エンターテイメント

売上高／1055億円（22・12連）
代表作／パズル＆ドラゴンズ

ナイアンティック
代表作／ポケモンGO

ポケモン
代表作／ポケットモンスターシリーズ

ヤフー
売上高／ 5056 億円（23・3）
主要サービス／Yahoo!ゲーム、
Yahoo! mobage サイバーエージェント

（ゲーム）
売上高（部）／2280億円
（22・9連）

ミクシィ
売上高／1469億円（23・3連）
代表作／モンスターストライク

Cygames
代表作／グランブルーファンタジー

コロプラ
売上高／ 325億円（22・9連）
代表作／白猫プロジェクト

KLab
売上高／ 169億円（22・12連）
代表作／ラブライブ！、キャプテン翼

ブシロード
売上高／420億円（22・6連）
代表作／ヴァンガード サン電子

売上高／ 374億円（23・3連）
代表作／上海

売上高／ 262億円（20・3連）
代表作／ディズニーツムツム

NHN PlayArt

エイチーム
売上高／ 318億円（22・7連）
代表作／ユニゾンリーグ

NHN 
代表作／クルセイダークエスト

グリー
売上高／ 749億円（22・6連）
代表作／釣り★スタ、消滅都市

ディー･エヌ･エー（ゲーム）
売上高（部）／ 640億円
（23・3連）
代表作／逆転オセロニア

LINE
※2021 年 2月、持株会社体制へ
と移行し、Aホールディングスより
LINE 事業を継承し新会社設立。
売上高／非公開
主要サービス／ LINE GAME

バンダイナムコ
アミューズメントラボ

代表作／太鼓の達人、
湾岸ミッドナイト

セガサミー
ホールディングス

売上高／3896億円（23・3連）
代表作／ソニック、
バーチャファイター、龍が如く

スクウェア・エニックス・
ホールディングス

売上高／ 3433 億円
（23・3連）
代表作／ファイナルファンタジー、
ドラゴンクエスト

KADOKAWA（ゲーム）
売上高（部）／ 302億円
（23・3連）

スパイク･チュンソフト
代表作／ダンガンロンパ

フロム･ソフトウェア
代表作／DARK SOULS

Gotcha Gotcha Games
代表作／RPGツクール

バンダイナムコ
ホールディングス

バンダイナムコアミューズメント

ニンテンドーシステムズ

Zホールディングス

セガ

アトラス

売上高／ 9901億円（23・3連）
代表作／鉄拳、ドラゴンボール、
アイドルマスター

任天堂
売上高／ 1兆 6017 億円
（23・3連）
主要ハード／Nintendo Switch
代表作／マリオ、ゼルダの伝説、
どうぶつの森

ソニー・インタラクティブ
エンタテインメント

売上高／ 2兆 1568 億円
（23・3）
主要ハード／PlayStation
代表作／グランツーリスモ、
アンチャーテッド
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印刷業界23

デジタル化の進行が進み市場縮小が加速する中、
DX事業を推進する大手、BPOの拡充を図る中堅企業。

凸版印刷グループ
凸版印刷

売上高／1兆6388億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、
エレクトロニクス関連、DXデザイン等

大日本印刷グループ
大日本印刷

売上高／1兆3732億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、
情報処理関連等

TOPPANエッジ
※2023年4月トッパン・フォームズより社名変更
売上高／1816億円（22・3）
主要分野／ビジネスフォーム印刷等

図書印刷
売上高／367億円（22・3）
主要分野／コミックス印刷等

子
会
社

子
会
社

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

売上高／1940億円（22・12連）
主要分野／特殊印刷、フィルム加飾等

売上高／782億円（22・4グループ計）
主要分野／総合印刷、出版グラビア印刷等

佐川印刷

【主な子会社】　DNPデータテクノ（ICカード、磁気カード等の各種プラ
スチックカードの開発・製造）、DNPフォトイメージングジャパン（証明写真
事業業界トップシェア、セルフプリント事業業界トップシェア）、DNPコアラ
イズ（2023年1月設立：BOP事業、コンサルティング事業）丸善CHI
ホールディングス（洋書、一般書の販売、図書館サポート等）、トゥ・ディ
ファクト（電子書籍サービス）、モバイルブック・ジェーピー（電子出版流通
プラットフォーム取次）

【主な関連・関係会社】　教育出版（教科書の編集・出版等）、文教堂
グループホールディングス（書籍、雑誌、ＣＤ、ＤＶＤ、文具、等の販売他）、
ブックオフコーポレーション（新古書の販売等）、BIPROGY（2022年4月
日本ユニシスより社名変更：クラウド事業、プラットフォームサービス事業、
マーケティングで連携）

【主な出資・業務提携】　ニュアンス・コミュニケーションズ・ジャパン（ス
マートフォンの音声入力機能で本人認認証が行える声紋認証サービス）

【主な子会社】　東京書籍（教科書、一般図書の編集・発行等）、フレーベル館
（幼児用図書の編集・発行・販売等）、ONE COMPATH（インターネット・メディ
ア事業）、BookLive（電子書籍サービス）

【主な関連・関係会社】　東洋インキSCホールディングス（印刷用インキ、機能
性材料等の製造）

【主な出資・業務提携先】　紀伊国屋書店（大学向ソリューションプログラム開
発）、ZMP・SAPジャパン（物流支援ロボットおよびIoT技術を使った業務効率化
ソリューション）、ハコスコ（バーチャルリアリティ事業）

※2023年10月に持株会社体制に移行する。

売上高／403億円（23・3連）
主要分野／医薬品パッケージ印刷、包装資材等

朝日印刷

※2022年4月、持株会社体制に移行し
竹田印刷より社名変更
売上高（部）／219億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、マルチメディア関連等

竹田iPホールディングス（印刷）

売上高／134億円（23・3連）
主要分野／商品ラベル・タグ印刷等

野崎印刷紙業

※2022年10月　KYORITSUを完全親会社
とする株式交換により持株会社体制へ移行
売上高／321億円（23・3連）
※KYORITSUの印刷事業の売上高
主要分野／総合印刷、出版印刷等

共立印刷

売上高／644億円（22・12連）
主要分野／シールラベル印刷、出版印刷等

日本創発グループ

売上高／148億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、新聞印刷、美術・
書籍印刷等

光村印刷

売上高／77億円（22・8）
主要分野／コンピュータ帳票、広告宣伝用印刷等

福島印刷
※2022年4月、ダイオープリンティング、三浦印刷、
ダイオーポスタルケミカル、大和紙工、千明社が合併
売上高／非公開　
主要分野／総合印刷等

ダイオーミウラ

売上高／337億円（22・4）
主要分野／ネット印刷等

プリントパック
売上高／293億円（22・12）
主要分野／ネット印刷等

グラフィック

※2022年10月、廣済堂より社名変更
売上高／367億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、新聞印刷、ITメディア等

広済堂ホールディングス

売上高／934億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、ICカード等

共同印刷

売上高／90億円（22・10連）
主要分野／ダイレクトメール企画・印刷等

ウイルコホールディングス

売上高／83億円（22・10）
主要分野／教科書、教育関連書籍の編集・出版等

光村図書出版

　近年のオンラインゲームの人気はゲーム業界を一段とオンライン化へ
進め、メタバースがその原動力になると予想される。まだメタバースは成
長の初期段階だが、その成長に伴い、ユーザー同士のつながりが持て
るゲームの需要も増加する。そのような状況下で、国内の大手携帯
キャリアもメタバースに注力してサービスの提供を開始。他にも、メタ
バース経済圏の創出を目指すために、ゲーム開発会社、大手金融機
関、大手企業の9社が連携するなど、これからの市場の活性化に更な
る期待が持てる。

注目のメタバースによる成長と期待 トピックス

　2022年の家庭用ゲーム市場（ファミ通 調べ）はハード2098億円
（前年比+3%）、ソフト（パッケージ版のみ）1650億円（同+4.1%）、
計3748億円（同+3.7%）となり、コロナ禍の巣ごもり需要のからの反
動もなく、市場規模はプラスとなった。ハードは「Nintendo Switch」が
3機種合計で481万台、6年連続トップで驚異的な力を示した。ソフト
では「ポケットモンスター スカーレット・バイオレット」が434万本で1
位、2位には「スプラトゥーン3」が369万本を販売するなど、強力な新
作ソフトが市場に大きく寄与した。

国内ゲーム市場、好調な推移をキープ トピックス

　加速するデジタル化の中で、凸版印刷、大日本印刷の業界2強は
脱印刷を目指してきた。両社ともに注力しているのが、DX（デジタルト
ランスフォーメンション）関連事業。流通事業のDXを推進するほか、
企業のデジタル化支援業務を拡大している。また、大日本印刷は、リチ
ウムイオン電池向けバッテリーパウチの生産を拡大しており、2024年
度の売上1000億円を目指している。凸版印刷はイヤホン型の装置で
作業者の脳波を測定し、マーケティングや生産効率の向上に取り組む。
既に30社以上に販売し実証を進めている。

DX関連事業推進で非印刷部門を拡充 トピックス

業界2強
●ビジネスフォーム中心

●出版印刷中心

●ネットプリント
大王製紙

NISSHA

業
務
提
携

（
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ト
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ー
ル
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ー
ビ
ス
等
を
強
化
）

売上高／ 784億円（23・3連）
代表作／信長の野望、Winning Post

凸版印刷は、「印刷」の枠を超えた印刷会社であり、既存の印刷事業から
「デジタルマーケティング」や「メタバース」といったDX事業への変革に積極
的に取り組んでいる。また持続可能な社会の実現に向け、「環境配慮型パッ
ケージの開発」などESGへの取り組みにも
注力している。現在全社で135人のOBOG
が、世の中に新たな製品やサー
ビスを提供するために、日々仕事
に取組んでいる。
※2023年10月に持株会社体制に移行する。

凸版印刷 ● 詳しくは、本誌P122を
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コナミグループ
※2022年７月、コナミホールディ
ングスより社名変更
売上高／ 3143億円（23・3連）
代表作／BEMANIシリーズ、
パワプロシリーズ、eFootball、
桃太郎電鉄

コーエーテクモ
ホールディングス

売上高／119億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、マルチメディア関連等

セキ

ゲーム業界24

順調な成長を見せる国内市場、オンライン化の人気は増し、
ゲーム業界の更なる進化を促進させるメタバースに期待。

ゲームハード ゲームソフト

オンライン･
モバイルゲーム

日本マイクロソフト
（日本法人）

売上高／ 8858 億円（22・6）
主要ハード／Xbox
代表作／Minecraft、Halo

レベルファイブ
売上高／非公開
代表作／妖怪ウォッチ、イナズマイレブン

カプコン
売上高／ 1259 億円（23・3連）
代表作／モンスターハンター、
バイオハザード、ストリートファイター

マーベラス
売上高／ 253億円（23・3連）
代表作／牧場物語、Fate

ネクソン
売上高／3537億円（22・12連）
代表作／メイプルストーリー、
アラド戦記

ガンホー･オンライン･
エンターテイメント

売上高／1055億円（22・12連）
代表作／パズル＆ドラゴンズ

ナイアンティック
代表作／ポケモンGO

ポケモン
代表作／ポケットモンスターシリーズ

ヤフー
売上高／ 5056 億円（23・3）
主要サービス／Yahoo!ゲーム、
Yahoo! mobage サイバーエージェント

（ゲーム）
売上高（部）／2280億円
（22・9連）

ミクシィ
売上高／1469億円（23・3連）
代表作／モンスターストライク

Cygames
代表作／グランブルーファンタジー

コロプラ
売上高／ 325億円（22・9連）
代表作／白猫プロジェクト

KLab
売上高／ 169億円（22・12連）
代表作／ラブライブ！、キャプテン翼

ブシロード
売上高／420億円（22・6連）
代表作／ヴァンガード サン電子

売上高／ 374億円（23・3連）
代表作／上海

売上高／ 262億円（20・3連）
代表作／ディズニーツムツム

NHN PlayArt

エイチーム
売上高／ 318億円（22・7連）
代表作／ユニゾンリーグ

NHN 
代表作／クルセイダークエスト

グリー
売上高／ 749億円（22・6連）
代表作／釣り★スタ、消滅都市

ディー･エヌ･エー（ゲーム）
売上高（部）／ 640億円
（23・3連）
代表作／逆転オセロニア

LINE
※2021 年 2月、持株会社体制へ
と移行し、Aホールディングスより
LINE 事業を継承し新会社設立。
売上高／非公開
主要サービス／ LINE GAME

バンダイナムコ
アミューズメントラボ

代表作／太鼓の達人、
湾岸ミッドナイト

セガサミー
ホールディングス

売上高／3896億円（23・3連）
代表作／ソニック、
バーチャファイター、龍が如く

スクウェア・エニックス・
ホールディングス

売上高／ 3433 億円
（23・3連）
代表作／ファイナルファンタジー、
ドラゴンクエスト

KADOKAWA（ゲーム）
売上高（部）／ 302億円
（23・3連）

スパイク･チュンソフト
代表作／ダンガンロンパ

フロム･ソフトウェア
代表作／DARK SOULS

Gotcha Gotcha Games
代表作／RPGツクール

バンダイナムコ
ホールディングス

バンダイナムコアミューズメント

ニンテンドーシステムズ

Zホールディングス

セガ

アトラス

売上高／ 9901億円（23・3連）
代表作／鉄拳、ドラゴンボール、
アイドルマスター

任天堂
売上高／ 1兆 6017 億円
（23・3連）
主要ハード／Nintendo Switch
代表作／マリオ、ゼルダの伝説、
どうぶつの森

ソニー・インタラクティブ
エンタテインメント

売上高／ 2兆 1568 億円
（23・3）
主要ハード／PlayStation
代表作／グランツーリスモ、
アンチャーテッド

子会社

ゲ
ー
ム
提
供

ゲーム共同開発

グループ会社

出
資 出

資

業務資本提携
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け
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発
で
業
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資本業務提携

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

バンダイナムコエンターテインメント

子会社

印刷業界23

デジタル化の進行が進み市場縮小が加速する中、
DX事業を推進する大手、BPOの拡充を図る中堅企業。

凸版印刷グループ
凸版印刷

売上高／1兆6388億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、
エレクトロニクス関連、DXデザイン等

大日本印刷グループ
大日本印刷

売上高／1兆3732億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、
情報処理関連等

TOPPANエッジ
※2023年4月トッパン・フォームズより社名変更
売上高／1816億円（22・3）
主要分野／ビジネスフォーム印刷等

図書印刷
売上高／367億円（22・3）
主要分野／コミックス印刷等

子
会
社

子
会
社

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

売上高／1940億円（22・12連）
主要分野／特殊印刷、フィルム加飾等

売上高／782億円（22・4グループ計）
主要分野／総合印刷、出版グラビア印刷等

佐川印刷

【主な子会社】　DNPデータテクノ（ICカード、磁気カード等の各種プラ
スチックカードの開発・製造）、DNPフォトイメージングジャパン（証明写真
事業業界トップシェア、セルフプリント事業業界トップシェア）、DNPコアラ
イズ（2023年1月設立：BOP事業、コンサルティング事業）丸善CHI
ホールディングス（洋書、一般書の販売、図書館サポート等）、トゥ・ディ
ファクト（電子書籍サービス）、モバイルブック・ジェーピー（電子出版流通
プラットフォーム取次）

【主な関連・関係会社】　教育出版（教科書の編集・出版等）、文教堂
グループホールディングス（書籍、雑誌、ＣＤ、ＤＶＤ、文具、等の販売他）、
ブックオフコーポレーション（新古書の販売等）、BIPROGY（2022年4月
日本ユニシスより社名変更：クラウド事業、プラットフォームサービス事業、
マーケティングで連携）

【主な出資・業務提携】　ニュアンス・コミュニケーションズ・ジャパン（ス
マートフォンの音声入力機能で本人認認証が行える声紋認証サービス）

【主な子会社】　東京書籍（教科書、一般図書の編集・発行等）、フレーベル館
（幼児用図書の編集・発行・販売等）、ONE COMPATH（インターネット・メディ
ア事業）、BookLive（電子書籍サービス）

【主な関連・関係会社】　東洋インキSCホールディングス（印刷用インキ、機能
性材料等の製造）

【主な出資・業務提携先】　紀伊国屋書店（大学向ソリューションプログラム開
発）、ZMP・SAPジャパン（物流支援ロボットおよびIoT技術を使った業務効率化
ソリューション）、ハコスコ（バーチャルリアリティ事業）

※2023年10月に持株会社体制に移行する。

売上高／403億円（23・3連）
主要分野／医薬品パッケージ印刷、包装資材等

朝日印刷

※2022年4月、持株会社体制に移行し
竹田印刷より社名変更
売上高（部）／219億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、マルチメディア関連等

竹田iPホールディングス（印刷）

売上高／134億円（23・3連）
主要分野／商品ラベル・タグ印刷等

野崎印刷紙業

※2022年10月　KYORITSUを完全親会社
とする株式交換により持株会社体制へ移行
売上高／321億円（23・3連）
※KYORITSUの印刷事業の売上高
主要分野／総合印刷、出版印刷等

共立印刷

売上高／644億円（22・12連）
主要分野／シールラベル印刷、出版印刷等

日本創発グループ

売上高／148億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、新聞印刷、美術・
書籍印刷等

光村印刷

売上高／77億円（22・8）
主要分野／コンピュータ帳票、広告宣伝用印刷等

福島印刷
※2022年4月、ダイオープリンティング、三浦印刷、
ダイオーポスタルケミカル、大和紙工、千明社が合併
売上高／非公開　
主要分野／総合印刷等

ダイオーミウラ

売上高／337億円（22・4）
主要分野／ネット印刷等

プリントパック
売上高／293億円（22・12）
主要分野／ネット印刷等

グラフィック

※2022年10月、廣済堂より社名変更
売上高／367億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、新聞印刷、ITメディア等

広済堂ホールディングス

売上高／934億円（23・3連）
主要分野／総合印刷、ICカード等

共同印刷

売上高／90億円（22・10連）
主要分野／ダイレクトメール企画・印刷等

ウイルコホールディングス

売上高／83億円（22・10）
主要分野／教科書、教育関連書籍の編集・出版等

光村図書出版

　近年のオンラインゲームの人気はゲーム業界を一段とオンライン化へ
進め、メタバースがその原動力になると予想される。まだメタバースは成
長の初期段階だが、その成長に伴い、ユーザー同士のつながりが持て
るゲームの需要も増加する。そのような状況下で、国内の大手携帯
キャリアもメタバースに注力してサービスの提供を開始。他にも、メタ
バース経済圏の創出を目指すために、ゲーム開発会社、大手金融機
関、大手企業の9社が連携するなど、これからの市場の活性化に更な
る期待が持てる。

注目のメタバースによる成長と期待 トピックス

　2022年の家庭用ゲーム市場（ファミ通 調べ）はハード2098億円
（前年比+3%）、ソフト（パッケージ版のみ）1650億円（同+4.1%）、
計3748億円（同+3.7%）となり、コロナ禍の巣ごもり需要のからの反
動もなく、市場規模はプラスとなった。ハードは「Nintendo Switch」が
3機種合計で481万台、6年連続トップで驚異的な力を示した。ソフト
では「ポケットモンスター スカーレット・バイオレット」が434万本で1
位、2位には「スプラトゥーン3」が369万本を販売するなど、強力な新
作ソフトが市場に大きく寄与した。

国内ゲーム市場、好調な推移をキープ トピックス

　加速するデジタル化の中で、凸版印刷、大日本印刷の業界2強は
脱印刷を目指してきた。両社ともに注力しているのが、DX（デジタルト
ランスフォーメンション）関連事業。流通事業のDXを推進するほか、
企業のデジタル化支援業務を拡大している。また、大日本印刷は、リチ
ウムイオン電池向けバッテリーパウチの生産を拡大しており、2024年
度の売上1000億円を目指している。凸版印刷はイヤホン型の装置で
作業者の脳波を測定し、マーケティングや生産効率の向上に取り組む。
既に30社以上に販売し実証を進めている。

DX関連事業推進で非印刷部門を拡充 トピックス

業界2強
●ビジネスフォーム中心

●出版印刷中心

●ネットプリント
大王製紙

NISSHA
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務
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携
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ル
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ス
等
を
強
化
）

売上高／ 784億円（23・3連）
代表作／信長の野望、Winning Post

凸版印刷は、「印刷」の枠を超えた印刷会社であり、既存の印刷事業から
「デジタルマーケティング」や「メタバース」といったDX事業への変革に積極
的に取り組んでいる。また持続可能な社会の実現に向け、「環境配慮型パッ
ケージの開発」などESGへの取り組みにも
注力している。現在全社で135人のOBOG
が、世の中に新たな製品やサー
ビスを提供するために、日々仕事
に取組んでいる。
※2023年10月に持株会社体制に移行する。

凸版印刷 ● 詳しくは、本誌P122を

注目カンパニー

▲企業HP

P-122

P-230

33

6

10

11 5

9
3

6

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

��

業
　
界



電力業界25

原油、天然ガスなど燃料高騰でコストが上昇
大手電力会社は小売価格値上げに踏み切る。

グローバル・ニュークリア・フュエル

東芝エネルギーシステムズ

東京電力
リニューアブルパワー

関西電力送配電

東京電力フュエル＆パワー

中部電力パワーグリッド

東北電力ネットワーク

九州電力送配電

中国電力ネットワーク

北海道電力ネットワーク

四国電力送配電

北陸電力送配電

電源開発送変電
ネットワーク

北海道北部
風力発電 福島送電

日本製鉄 ほくでん
エコエナジー

JNCパワー エネット

ENEOS 出光興産

日本テクノ オリックス

事業統合
子会社

子
会
社

子会社 出資

出資

出資

出資

日本法人

子
会
社

火力事業で合弁
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会
社
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社

子
会
社

子
会
社
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社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

石炭火力技術で提携

子
会
社

子
会
社

核
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料
分
野
で
合
弁

共
同
出
資

共同出資

共
同
出
資

共
同
出
資

出資

出
資

グ
ル
ー
プ
会
社

発電・小売電気事業者 送電事業者

一般送配電事業者

発電事業者 原子炉メーカー

原子燃料会社

日立製作所
（グリーエナジー＆モビリティ）
売上高（部）／ 2兆 4925 億円（23・3連）
主力原子炉／ESBWR・ABWR

東芝
（エネルギーシステムソリューション）
売上高（部）／ 6695億円（23・3連）
主力原子炉／BWR・PWR・ABWR

原子燃料工業
売上高／ 109億円（22・3）
主要製品／軽水炉燃料 (BWR・PWR)、
高温ガス炉燃料等

発電事業者

日本製鋼所Ｍ＆Ｅ
売上高（部）／ 340億円（23・3連）
※日本製鋼所の素形材・エンジニアリング部門
の売上高
主要製品／原子力発電機用部材等

日本製鋼所

関電工
売上高／ 5416 億円（23・3連）
事業内容／電力設備工事等

日本原子力発電
売上高／ 930億円（22・3連）

Ｉ Ｈ Ｉ
（資源・エネルギー・環境）

売上高（部）／ 3697 億円（23・3連）
主要製品／圧力容器、格納容器、
配管システム等 国際原子力開発

東京電力パワーグリッド
売上高／1兆 4534億円（23・3連）
※東京電力ホールディングスの
パワーグリッド事業の売上高

東北電力
売上高／ 3兆 72億円（23・3連）

中国電力
売上高／ 1兆 6946 億円（23・3連）

北陸電力
売上高／ 8176 億円（23・3連）

四国電力
売上高／ 8332 億円（23・3連）
原子力発電所／ 1ヵ所 出力／ 89万 kW

関西電力
売上高／3兆 9519億円（23・3連）
原子力発電所／5ヵ所 出力／657万 8000kW

東京電力ホールディングス
売上高／7兆 7987億円（23・3連）

中部電力
売上高／ 3兆 9867 億円（23・3連）

電源開発[J-POWER]
売上高／ 1兆 8419 億円（23・3連）
原子力発電所／ 1ヵ所建設中 
出力／ 138万 3000kW

九州電力
売上高／2兆2213億円（23・3連）
原子力発電所／3ヵ所 出力／414万kW

北海道電力
売上高／ 8889 億円（23・3連）

三菱重工業
（エナジー）

売上高（部）／ 1兆 7314億円（23・3連）
主要原子炉／APWR・PWR

日立GEニュークリア・エナジー
事業内容／軽水炉・高速増殖炉・
原燃燃料サイクル関連施設の設計～保守等

ゼネラル・エレクトリック
主力原子炉／ESBWR・ABWR

関西電力
売上高／ 3兆 9519 億円（23・3連）
発電所／水力152ヵ所、火力8ヵ所、
原子力3ヵ所、太陽光 6ヵ所、
販売電力量／ 1116 億 kWh

東北電力
売上高／ 3兆 72億円（23・3連）
発電所／水力205ヵ所、火力8ヵ所、
原子力2ヵ所、地熱 4ヵ所、太陽光 4ヵ所
販売電力量／ 659億 kWh

九州電力
売上高／ 2兆 2213 億円（23・3連）
発電所／水力138ヵ所、火力6ヵ所、
原子力2ヵ所、地熱 6ヵ所
販売電力量／ 765億 kWh

中国電力
売上高／ 1兆 6946 億円（23・3連）
発電所／水力90ヵ所、火力8ヵ所、
原子力1ヵ所、太陽光 2ヵ所
販売電力量／ 453億 kWh

北海道電力
売上高／ 8889 億円（23・3連）
発電所／水力54ヵ所、火力8ヵ所、
原子力1ヵ所、地熱 1ヵ所、太陽光 1ヵ所
販売電力量／ 239億 kWh

四国電力
売上高／ 8332 億円（23・3連）
発電所／水力57ヵ所、火力4ヵ所、
原子力1ヵ所、太陽光 1ヵ所
販売電力量／ 234億 kWh

北陸電力
売上高／ 8176 億円（23・3連）
発電所／水力131ヵ所、火力5ヵ所、
原子力1ヵ所、太陽光 4ヵ所
販売電力量／ 263億 kWh

沖縄電力
売上高／ 2235 億円（23・3連）
発電所／火力23ヵ所、風力5ヵ所
販売電力量／ 71億 kWh

東京電力ホールディングス
売上高／ 7兆 7987 億円（23・3連）
発電所／水力発電 163カ所、火力10カ所、
原子力1ヵ所、風力2カ所、太陽光 3カ所
販売電力量／ 1848 億 kWh

JERA
売上高／ 4兆 7378 億円（23・3連）
発電所／火力27ヵ所
販売量／ 2551 億 kWh

中部電力
売上高／ 3兆 9867 億円（23・3連）
発電所／水力197ヵ所、原子力1ヵ所、
風力1ヵ所、太陽光 3ヵ所、バイオマス1ヵ所
販売電力量／ 1024 億 kWh

電源開発[J-POWER]
売上高／ 1兆 8419 億円（23・3連）
発電所／水力61ヵ所、火力12ヵ所、
風力21ヵ所、地熱 1ヵ所、その他 1ヵ所
販売電力量／ 824億 kWh

JNC
売上高／ 1442 億円（23・3連）
事業内容／水力・太陽光等による発電・売電

原子力業界26

カーボンニュートラル実現に向けて原子力市場に追い風。
安全性に優れた先進的な革新炉の開発にも期待が集まる。

特定送配電・小売電気事業者

JFEスチール 丸紅

発電・特定送配電・小売電気事業者

フラマトム
事業内容／新設プラント向け原子炉関連
機器の設計・製造・販売等

グローバル・ニュークリア・
フュエル・ジャパン

事業内容／BWR燃料に関する
開発・設計・製造等

オラノ
事業内容／ウランの採掘・濃縮・転換や
使用済み燃料の再処理等

※出力はすべて定格電気出力
※稼働発電所とその出力のみ掲載

※発電所数は稼働中・停止中に
　関わらず所有数を掲載

　国内の原子力発電所の中で、2023年5月現在稼働しているのは
10基。また設置変更許可は7基、新規制基準の審査中が10基と
なっている。また、世界的な発電市場は、気候変動への影響から火力
発電から再生エネへの移行が進んでいるが、需給ひっ迫の懸念が顕在
化するなど、原子力発電に対する見直しの動きも出てきている。2050
年までには最大で年間40兆円程度までに拡大するという予測もあり、
原子力発電を取り巻く環境は数年前とは大きく様変わりしている。

火力発電廃止で高まる原子力のニーズ トピックストピックス

　電力レジリエンスとは、電力インフラの早期復旧のための対策・活動
のことを指す。2018年の北海道胆振東部地震によって北海道全域
が停電したブラックアウト（系統崩壊）が日本で初めて発生。こうした地
震や相次ぐ台風の上陸などにより、電力供給網のレジリエンス（強靭
性）の必要性が求められるようになった。2020年6月にはエネルギー
供給強靭化法が成立するなど、政府としても電力レジリエンスへの取り
組みを強化している。

電力レジリエンス
　火力発電に使う天然ガスなどの価格が高騰し、財務体質が悪化する
などの理由から大手電力7社が国に電気料金の値上げを申請していた
が、2023年5月に政府が了承し、翌月の6月使用分から各社平均で約
15％～約39％の値上げになった。ただし、再生可能エネルギー普及の
ために電気料金に上乗せされていた「再エネ賦課金」が2023年4月の
使用分から平均的な家庭で月820円引き下げられたことと、政府の負担
軽減策により家庭で1k/W当たり7円が補助されていることから、7社の
うち北陸電力と沖縄電力を除く5社では、実際の負担は軽くなっている。

電気料金値上げ キーワード

　エネルギー分野では、温暖化の原因である温室効果ガス排出量を低
減する脱炭素化に向けて技術開発が進んでいる。原子力分野も例外
ではなく「革新炉」の開発が各国で進められている。革新炉とは、安全
性、廃棄物、エネルギー効率、核不拡散性等の観点から優れた技術を
取り入れた先進的な原子炉で、その代表的なものが小型モジュール炉
（SMR）である。小型にすることで大型原子炉よりも冷えやすいので安
全性が高まり、構造もシンプルになるためメンテナンスがしやすくなるメ
リットも生まれる。

革新炉

海外での原発建設プロジェクト受注を目的とし
た国策会社。ベトナムにおけるファーラム・セ
ミナーの開催などの多様な基盤整備支援をベト
ナム電力公社や政府関係者に対して実施。
他に一般財団法人原子力国際協力センターが
実施する国際協力に参画（IAEA 原子力発電
基盤整備訓練コースの運営等）。

共
同
出
資

日本原燃
売上高／1860億円（22・3）
事業内容／ウラン濃縮、再処理、
廃棄物管理等

キーワード

P-188

P-248

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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電力業界25

原油、天然ガスなど燃料高騰でコストが上昇
大手電力会社は小売価格値上げに踏み切る。

グローバル・ニュークリア・フュエル

東芝エネルギーシステムズ

東京電力
リニューアブルパワー

関西電力送配電

東京電力フュエル＆パワー

中部電力パワーグリッド

東北電力ネットワーク

九州電力送配電

中国電力ネットワーク

北海道電力ネットワーク

四国電力送配電

北陸電力送配電

電源開発送変電
ネットワーク

北海道北部
風力発電 福島送電

日本製鉄 ほくでん
エコエナジー

JNCパワー エネット

ENEOS 出光興産

日本テクノ オリックス

事業統合
子会社

子
会
社

子会社 出資

出資

出資

出資

日本法人

子
会
社

火力事業で合弁

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

石炭火力技術で提携

子
会
社

子
会
社

核
燃
料
分
野
で
合
弁

共
同
出
資

共同出資

共
同
出
資

共
同
出
資

出資

出
資

グ
ル
ー
プ
会
社

発電・小売電気事業者 送電事業者

一般送配電事業者

発電事業者 原子炉メーカー

原子燃料会社

日立製作所
（グリーエナジー＆モビリティ）
売上高（部）／ 2兆 4925 億円（23・3連）
主力原子炉／ESBWR・ABWR

東芝
（エネルギーシステムソリューション）
売上高（部）／ 6695億円（23・3連）
主力原子炉／BWR・PWR・ABWR

原子燃料工業
売上高／ 109億円（22・3）
主要製品／軽水炉燃料 (BWR・PWR)、
高温ガス炉燃料等

発電事業者

日本製鋼所Ｍ＆Ｅ
売上高（部）／ 340億円（23・3連）
※日本製鋼所の素形材・エンジニアリング部門
の売上高
主要製品／原子力発電機用部材等

日本製鋼所

関電工
売上高／ 5416 億円（23・3連）
事業内容／電力設備工事等

日本原子力発電
売上高／ 930億円（22・3連）

Ｉ Ｈ Ｉ
（資源・エネルギー・環境）

売上高（部）／ 3697 億円（23・3連）
主要製品／圧力容器、格納容器、
配管システム等 国際原子力開発

東京電力パワーグリッド
売上高／1兆 4534億円（23・3連）
※東京電力ホールディングスの
パワーグリッド事業の売上高

東北電力
売上高／ 3兆 72億円（23・3連）

中国電力
売上高／ 1兆 6946 億円（23・3連）

北陸電力
売上高／ 8176 億円（23・3連）

四国電力
売上高／ 8332 億円（23・3連）
原子力発電所／ 1ヵ所 出力／ 89万 kW

関西電力
売上高／3兆 9519億円（23・3連）
原子力発電所／5ヵ所 出力／657万 8000kW

東京電力ホールディングス
売上高／7兆 7987億円（23・3連）

中部電力
売上高／ 3兆 9867 億円（23・3連）

電源開発[J-POWER]
売上高／ 1兆 8419 億円（23・3連）
原子力発電所／ 1ヵ所建設中 
出力／ 138万 3000kW

九州電力
売上高／2兆2213億円（23・3連）
原子力発電所／3ヵ所 出力／414万kW

北海道電力
売上高／ 8889 億円（23・3連）

三菱重工業
（エナジー）

売上高（部）／ 1兆 7314億円（23・3連）
主要原子炉／APWR・PWR

日立GEニュークリア・エナジー
事業内容／軽水炉・高速増殖炉・
原燃燃料サイクル関連施設の設計～保守等

ゼネラル・エレクトリック
主力原子炉／ESBWR・ABWR

関西電力
売上高／ 3兆 9519 億円（23・3連）
発電所／水力152ヵ所、火力8ヵ所、
原子力3ヵ所、太陽光 6ヵ所、
販売電力量／ 1116 億 kWh

東北電力
売上高／ 3兆 72億円（23・3連）
発電所／水力205ヵ所、火力8ヵ所、
原子力2ヵ所、地熱 4ヵ所、太陽光 4ヵ所
販売電力量／ 659億 kWh

九州電力
売上高／ 2兆 2213 億円（23・3連）
発電所／水力138ヵ所、火力6ヵ所、
原子力2ヵ所、地熱 6ヵ所
販売電力量／ 765億 kWh

中国電力
売上高／ 1兆 6946 億円（23・3連）
発電所／水力90ヵ所、火力8ヵ所、
原子力1ヵ所、太陽光 2ヵ所
販売電力量／ 453億 kWh

北海道電力
売上高／ 8889 億円（23・3連）
発電所／水力54ヵ所、火力8ヵ所、
原子力1ヵ所、地熱 1ヵ所、太陽光 1ヵ所
販売電力量／ 239億 kWh

四国電力
売上高／ 8332 億円（23・3連）
発電所／水力57ヵ所、火力4ヵ所、
原子力1ヵ所、太陽光 1ヵ所
販売電力量／ 234億 kWh

北陸電力
売上高／ 8176 億円（23・3連）
発電所／水力131ヵ所、火力5ヵ所、
原子力1ヵ所、太陽光 4ヵ所
販売電力量／ 263億 kWh

沖縄電力
売上高／ 2235 億円（23・3連）
発電所／火力23ヵ所、風力5ヵ所
販売電力量／ 71億 kWh

東京電力ホールディングス
売上高／ 7兆 7987 億円（23・3連）
発電所／水力発電 163カ所、火力10カ所、
原子力1ヵ所、風力2カ所、太陽光 3カ所
販売電力量／ 1848 億 kWh

JERA
売上高／ 4兆 7378 億円（23・3連）
発電所／火力27ヵ所
販売量／ 2551 億 kWh

中部電力
売上高／ 3兆 9867 億円（23・3連）
発電所／水力197ヵ所、原子力1ヵ所、
風力1ヵ所、太陽光 3ヵ所、バイオマス1ヵ所
販売電力量／ 1024 億 kWh

電源開発[J-POWER]
売上高／ 1兆 8419 億円（23・3連）
発電所／水力61ヵ所、火力12ヵ所、
風力21ヵ所、地熱 1ヵ所、その他 1ヵ所
販売電力量／ 824億 kWh

JNC
売上高／ 1442 億円（23・3連）
事業内容／水力・太陽光等による発電・売電

原子力業界26

カーボンニュートラル実現に向けて原子力市場に追い風。
安全性に優れた先進的な革新炉の開発にも期待が集まる。

特定送配電・小売電気事業者

JFEスチール 丸紅

発電・特定送配電・小売電気事業者

フラマトム
事業内容／新設プラント向け原子炉関連
機器の設計・製造・販売等

グローバル・ニュークリア・
フュエル・ジャパン

事業内容／BWR燃料に関する
開発・設計・製造等

オラノ
事業内容／ウランの採掘・濃縮・転換や
使用済み燃料の再処理等

※出力はすべて定格電気出力
※稼働発電所とその出力のみ掲載

※発電所数は稼働中・停止中に
　関わらず所有数を掲載

　国内の原子力発電所の中で、2023年5月現在稼働しているのは
10基。また設置変更許可は7基、新規制基準の審査中が10基と
なっている。また、世界的な発電市場は、気候変動への影響から火力
発電から再生エネへの移行が進んでいるが、需給ひっ迫の懸念が顕在
化するなど、原子力発電に対する見直しの動きも出てきている。2050
年までには最大で年間40兆円程度までに拡大するという予測もあり、
原子力発電を取り巻く環境は数年前とは大きく様変わりしている。

火力発電廃止で高まる原子力のニーズ トピックストピックス

　電力レジリエンスとは、電力インフラの早期復旧のための対策・活動
のことを指す。2018年の北海道胆振東部地震によって北海道全域
が停電したブラックアウト（系統崩壊）が日本で初めて発生。こうした地
震や相次ぐ台風の上陸などにより、電力供給網のレジリエンス（強靭
性）の必要性が求められるようになった。2020年6月にはエネルギー
供給強靭化法が成立するなど、政府としても電力レジリエンスへの取り
組みを強化している。

電力レジリエンス
　火力発電に使う天然ガスなどの価格が高騰し、財務体質が悪化する
などの理由から大手電力7社が国に電気料金の値上げを申請していた
が、2023年5月に政府が了承し、翌月の6月使用分から各社平均で約
15％～約39％の値上げになった。ただし、再生可能エネルギー普及の
ために電気料金に上乗せされていた「再エネ賦課金」が2023年4月の
使用分から平均的な家庭で月820円引き下げられたことと、政府の負担
軽減策により家庭で1k/W当たり7円が補助されていることから、7社の
うち北陸電力と沖縄電力を除く5社では、実際の負担は軽くなっている。

電気料金値上げ キーワード

　エネルギー分野では、温暖化の原因である温室効果ガス排出量を低
減する脱炭素化に向けて技術開発が進んでいる。原子力分野も例外
ではなく「革新炉」の開発が各国で進められている。革新炉とは、安全
性、廃棄物、エネルギー効率、核不拡散性等の観点から優れた技術を
取り入れた先進的な原子炉で、その代表的なものが小型モジュール炉
（SMR）である。小型にすることで大型原子炉よりも冷えやすいので安
全性が高まり、構造もシンプルになるためメンテナンスがしやすくなるメ
リットも生まれる。

革新炉

海外での原発建設プロジェクト受注を目的とし
た国策会社。ベトナムにおけるファーラム・セ
ミナーの開催などの多様な基盤整備支援をベト
ナム電力公社や政府関係者に対して実施。
他に一般財団法人原子力国際協力センターが
実施する国際協力に参画（IAEA 原子力発電
基盤整備訓練コースの運営等）。

共
同
出
資

日本原燃
売上高／1860億円（22・3）
事業内容／ウラン濃縮、再処理、
廃棄物管理等

キーワード
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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石油業界27

原油価格の上昇がひと段落し、収益が改善
脱炭素化で新たな収益源の開拓など業態変化が進む。

政府系開発会社

上流部門／油田探鉱、
原油の開発・生産等

三井グループ

INPEX
※2021 年 4月、国際石油開発帝石より
社名変更
売上高／ 2兆 3247 億円（22・12連）
生産量（日量）／ 58万 4000バレル

富士石油
売上高／ 8509 億円（23・3連）
精製能力（日量）／ 14万 3000バレル

太陽石油
売上高／ 6167 億円（22・3）
精製能力（日量）／ 13万 8000バレル

ENEOSグループ

下流部門／石油の精製、
石油製品の製造等

ENEOSホールディングス
売上高／ 15兆 166 億円（23・3連）

出光興産グループ

出光興産
売上高／ 9兆 4563 億円（23・3連）
精製能力（日量）／ 94万 5000バレル

昭和四日市石油
売上高／ 372億円（22・3）
精製能力（日量）／ 25万 5000バレル

東亜石油
売上高／ 267億円（22・3連）
精製能力（日量）／ 7万バレル

西部石油
売上高／ 4800 億円（22・3）
精製能力（日量）／ 12万バレル

コスモ石油グループ

コスモエネルギーホールディングス
売上高／ 2兆 7919 億円（23・3連）

コスモ石油
精製能力（日量）／ 36万 3000バレル

アブダビ石油
売上高／ 1300 億円（2022 年度）
生産量／非公開

ENEOS
売上高／ 12兆 7065 億円（23・3連）
※ENEOSホールディングスのエネルギー
部門の売上高
精製能力（日量）／ 187万バレル

鹿島石油
売上高／ 324億円（22・3）
精製能力（日量）／ 19万 7100バレル

大阪国際石油精製
売上高／ 3845 億円（22・3）
精製能力（日量）／ 12万 9000バレル

売上高／ 2007 億円（23・3連）
※ENEOSホールディングスの石油・
天然ガス開発部門の売上高
生産量（日量）／ 12万 700バレル

石油資源開発［JAPEX］
売上高／ 3365 億円（23・3連）
生産量（日量）／ 2万 8000バレル

ガス業界28

昨年のLNGの需給ひっ迫・価格高騰から
有事の代替調達など供給体制の強化が課題に。

三井物産

コスモアブダビエネルギー開発

東京電力エナジーパートナー

扇島パワー※LNG火力発電所の運営

ENEOS

出光興産

住友商事

CDエナジーダイレクト

川崎天然ガス発電
扇島都市ガス供給

JERA

東京エナジーアライアンス

関西電力

三菱商事 中部電力

中部電力ミライズ

三井化学

経済産業大臣

JX石油開発

売上高／ 730億円（22・3連）
生産量（日量）／ 11万 2000バレル

三井石油開発

相
互
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資

相
互
出
資

出資

出
資

石油製品等を供給

L
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G
を
供
給

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

アメリカ産LNG
の調達 業務提携

アメリカ産LNGの
調達
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子会社

子
会
社

子会社

子会社

子会社
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会
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出
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燃料油を供給

燃料油を供給

出資

子会社

子会社

業
務
提
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合弁・ベトナムに製油所を建設

大阪ガス
売上高／ 2兆 2751 億円（23・3連）
販売量／ 68億 4500 万㎥
供給区域／近畿 2府 5県 83市 35町
顧客数／ 500万 4000 戸

北陸ガス
売上高／ 696億円（23・3連）
販売量／ 3億 8900 万㎥
供給区域／新潟・長岡・三条・柏崎・
見附市他　顧客数／ 42万 3000 戸

静岡ガス
売上高／ 2073 億円（22・12連）
販売量／ 16億 7200 万㎥
供給区域／静岡・富士・富士宮・沼津・
三島・裾野市他　顧客数／ 36万 1000 戸

四国ガス
売上高／ 617億円（23・3連）
販売量／ 2億 200 万㎥
供給区域／今治・松山・高知・徳島・
高松市等 9市 5町

東京ガス
売上高／ 3兆 2896 億円（23・3連）
販売量／ 125億 7400 万㎥
供給区域／関東 1都 6県の主要都市
顧客数／ 1233 万 1000 戸

TOKAIホールディングス（エネルギー）
売上高（部）／ 1025 億円（23・3連）

北海道ガス
売上高／ 1748 億円（23・3連）
販売量／ 6億 2700 万㎥
供給区域／札幌・小樽・函館・千歳市等9市
顧客数／ 60万 1000 戸

北日本ガス
売上高／ 152億円（23・3）
販売量／ 7400 万㎥
供給区域／栃木県小山・下野・鹿沼市

東彩ガス
売上高／ 527億円（23・3）
販売量／ 2億 1400 万㎥
供給区域／埼玉県春日部・越谷市他
顧客数／ 36万 9400 戸

東日本ガス
売上高／ 169億円（23・3）
販売量／ 5500 万㎥
供給区域／千葉県我孫子・柏市他
顧客数／ 13万 2000 戸

京葉ガス
売上高／ 1188 億円（22・12連）
販売量／ 7億 900 万㎥
供給区域／千葉県市川・浦安・松戸市他
顧客数／ 104万戸

岩谷産業（総合エネルギー）
売上高（部）／ 3937 億円（23・3連）

Ｋ＆Ｏエナジーグループ
売上高／1062億円（22・12連）

売上高／ 84億円（22・3）
供給区域／宮崎・延岡・都城市

関東天然瓦斯開発
事業内容／天然ガスの開発・採取・生産・販売

東邦ガス
売上高／ 7061 億円（23・3連）
販売量／ 34億 5400 万㎥
供給区域／愛知・岐阜・三重 54市21町1村
顧客数／ 292万 1000 戸

山口合同ガス
売上高／ 429億円（2022年度）
販売量／ 3億2400万㎥
供給区域／下関・小野田・宇部・山口・防府・
周南・下松・光地区　顧客数／17万6000戸

広島ガス
売上高／ 952億円（23・3連）
販売量／ 5億㎥
供給区域／広島・呉・尾道・三原・廿日市市
など7市4町　顧客数／ 41万 7000 戸

西部ガスホールディングス
※2021年4月、グループ経営体制を
変更し、持株会社体制へと移行
売上高／ 2663億円（23・3連）
販売量／ 8億9200万㎥
供給区域／福岡・北九州・熊本・長崎・
佐世保市他　顧客数／ 113万4000戸

宮崎ガス

日本瓦斯
売上高／ 2079 億円（23・3連）
販売量／ 68万 7000ｔ
供給区域／関東を中心に 1都 8県
顧客数／ 164万戸

日本ガス
売上高／ 205億円（2021年度）
販売量／ 1億 300 万㎥
供給区域／鹿児島市、姶良市平松の一部
顧客数／ 15万戸
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　今後、国内の少子化やハイブリッド車、電気自動車、燃料電池車な
どの普及によりガソリンの需要が減少することは間違いない。そこで注
目されているのが石油でしか製造できない付加価値の高い製品を生み
出すこと。このように「石油の特質を活かして付加価値を高める用途
に使う」ことは「石油のノーブルユース」と呼ばれ、期待されているのが
化学原料としての活用だ。推進するには石油精製設備と化学品製造
装置の一体化を図ることが必要とされており、石油会社の新たな成長
戦略が問われている。

石油のノーブルユース キーワード

　石油連盟では、「石油業界のカーボンニュートラル行動計画」の中
で、社会のカーボンニュートラルに実現に向けて既存対策の強化や革
新的技術の開発を掲げている。その中にCO2フリー水素、合成燃料、
脱炭素技術がある。これらの研究開発にチャレンジすることで、事業活
動に伴うCO2排出の実質ゼロ（カーボンニュートラル）を目指す。加え
てエンジンの燃費向上に資する燃料開発など製品の低炭素化などを通
じて、社会のカーボンニュートラルの実現に貢献することをビジョンとして
掲げる。

2050年に向けたビジョン
　カーボンニュートラル社会の実現、エネルギーセキュリティの確保など
都市ガス事業を取り巻く環境は、今、大きく変化している。こうした課
題解決を図るためには革新的技術が不可欠で、そこにつながる基礎
的研究がクローズアップされている。こうしたニーズを受けて日本ガス
協会では、都市ガス事業の持続的発展に不可欠なカーボンニュートラ
ル社会の実現に向けて、都市ガス事業の発展を先導する可能性のあ
る革新的技術や基礎的研究の推進を目的とした研究助成をスタートさ
せている。

カーボンニュートラルに資する研究助成制度 トピックストピックス

サーラエナジー
売上高／ 1166億円（22・11連）
※サーラコーポレーションのエネルギー＆
ソリューションズ事業の売上高
販売量／ 4億9000万㎡
供給区域／豊橋・豊川・蒲郡・田原・浜松・
湖西・磐田市他　顧客数／ 45万戸

　メタネーションとは、水素とCO2を化学反応させ、都市ガスの主成分
であるメタンを合成する技術のこと。政府が掲げた2050年のカーボン
ニュートラルを目指すことになれば、現在の都市ガスを使うことはできな
い。そこで大手ガス会社では、メタネーションをカーボンニュートラル化
の手段の一つとして想定している。東京ガスでは2021年度から国内
小規模実証をスタートさせ、20年代後半には大規模実証、30年代に
海外大規模実証と商用化、40年代には商用化の拡大というロードマッ
プを策定している。

メタネーション キーワード

出資

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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原油価格の上昇がひと段落し、収益が改善
脱炭素化で新たな収益源の開拓など業態変化が進む。

政府系開発会社

上流部門／油田探鉱、
原油の開発・生産等

三井グループ

INPEX
※2021 年 4月、国際石油開発帝石より
社名変更
売上高／ 2兆 3247 億円（22・12連）
生産量（日量）／ 58万 4000バレル

富士石油
売上高／ 8509 億円（23・3連）
精製能力（日量）／ 14万 3000バレル

太陽石油
売上高／ 6167 億円（22・3）
精製能力（日量）／ 13万 8000バレル

ENEOSグループ

下流部門／石油の精製、
石油製品の製造等

ENEOSホールディングス
売上高／ 15兆 166 億円（23・3連）

出光興産グループ

出光興産
売上高／ 9兆 4563 億円（23・3連）
精製能力（日量）／ 94万 5000バレル

昭和四日市石油
売上高／ 372億円（22・3）
精製能力（日量）／ 25万 5000バレル

東亜石油
売上高／ 267億円（22・3連）
精製能力（日量）／ 7万バレル

西部石油
売上高／ 4800 億円（22・3）
精製能力（日量）／ 12万バレル

コスモ石油グループ

コスモエネルギーホールディングス
売上高／ 2兆 7919 億円（23・3連）

コスモ石油
精製能力（日量）／ 36万 3000バレル

アブダビ石油
売上高／ 1300 億円（2022 年度）
生産量／非公開

ENEOS
売上高／ 12兆 7065 億円（23・3連）
※ENEOSホールディングスのエネルギー
部門の売上高
精製能力（日量）／ 187万バレル

鹿島石油
売上高／ 324億円（22・3）
精製能力（日量）／ 19万 7100バレル

大阪国際石油精製
売上高／ 3845 億円（22・3）
精製能力（日量）／ 12万 9000バレル

売上高／ 2007 億円（23・3連）
※ENEOSホールディングスの石油・
天然ガス開発部門の売上高
生産量（日量）／ 12万 700バレル

石油資源開発［JAPEX］
売上高／ 3365 億円（23・3連）
生産量（日量）／ 2万 8000バレル

ガス業界28

昨年のLNGの需給ひっ迫・価格高騰から
有事の代替調達など供給体制の強化が課題に。

三井物産

コスモアブダビエネルギー開発

東京電力エナジーパートナー

扇島パワー※LNG火力発電所の運営

ENEOS

出光興産

住友商事

CDエナジーダイレクト

川崎天然ガス発電
扇島都市ガス供給

JERA

東京エナジーアライアンス

関西電力

三菱商事 中部電力

中部電力ミライズ

三井化学

経済産業大臣

JX石油開発

売上高／ 730億円（22・3連）
生産量（日量）／ 11万 2000バレル

三井石油開発
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合弁・ベトナムに製油所を建設

大阪ガス
売上高／ 2兆 2751 億円（23・3連）
販売量／ 68億 4500 万㎥
供給区域／近畿 2府 5県 83市 35町
顧客数／ 500万 4000 戸

北陸ガス
売上高／ 696億円（23・3連）
販売量／ 3億 8900 万㎥
供給区域／新潟・長岡・三条・柏崎・
見附市他　顧客数／ 42万 3000 戸

静岡ガス
売上高／ 2073 億円（22・12連）
販売量／ 16億 7200 万㎥
供給区域／静岡・富士・富士宮・沼津・
三島・裾野市他　顧客数／ 36万 1000 戸

四国ガス
売上高／ 617億円（23・3連）
販売量／ 2億 200 万㎥
供給区域／今治・松山・高知・徳島・
高松市等 9市 5町

東京ガス
売上高／ 3兆 2896 億円（23・3連）
販売量／ 125億 7400 万㎥
供給区域／関東 1都 6県の主要都市
顧客数／ 1233 万 1000 戸

TOKAIホールディングス（エネルギー）
売上高（部）／ 1025 億円（23・3連）

北海道ガス
売上高／ 1748 億円（23・3連）
販売量／ 6億 2700 万㎥
供給区域／札幌・小樽・函館・千歳市等9市
顧客数／ 60万 1000 戸

北日本ガス
売上高／ 152億円（23・3）
販売量／ 7400 万㎥
供給区域／栃木県小山・下野・鹿沼市

東彩ガス
売上高／ 527億円（23・3）
販売量／ 2億 1400 万㎥
供給区域／埼玉県春日部・越谷市他
顧客数／ 36万 9400 戸

東日本ガス
売上高／ 169億円（23・3）
販売量／ 5500 万㎥
供給区域／千葉県我孫子・柏市他
顧客数／ 13万 2000 戸

京葉ガス
売上高／ 1188 億円（22・12連）
販売量／ 7億 900 万㎥
供給区域／千葉県市川・浦安・松戸市他
顧客数／ 104万戸

岩谷産業（総合エネルギー）
売上高（部）／ 3937 億円（23・3連）

Ｋ＆Ｏエナジーグループ
売上高／1062億円（22・12連）

売上高／ 84億円（22・3）
供給区域／宮崎・延岡・都城市

関東天然瓦斯開発
事業内容／天然ガスの開発・採取・生産・販売

東邦ガス
売上高／ 7061 億円（23・3連）
販売量／ 34億 5400 万㎥
供給区域／愛知・岐阜・三重 54市21町1村
顧客数／ 292万 1000 戸

山口合同ガス
売上高／ 429億円（2022年度）
販売量／ 3億2400万㎥
供給区域／下関・小野田・宇部・山口・防府・
周南・下松・光地区　顧客数／17万6000戸

広島ガス
売上高／ 952億円（23・3連）
販売量／ 5億㎥
供給区域／広島・呉・尾道・三原・廿日市市
など7市4町　顧客数／ 41万 7000 戸

西部ガスホールディングス
※2021年4月、グループ経営体制を
変更し、持株会社体制へと移行
売上高／ 2663億円（23・3連）
販売量／ 8億9200万㎥
供給区域／福岡・北九州・熊本・長崎・
佐世保市他　顧客数／ 113万4000戸

宮崎ガス

日本瓦斯
売上高／ 2079 億円（23・3連）
販売量／ 68万 7000ｔ
供給区域／関東を中心に 1都 8県
顧客数／ 164万戸

日本ガス
売上高／ 205億円（2021年度）
販売量／ 1億 300 万㎥
供給区域／鹿児島市、姶良市平松の一部
顧客数／ 15万戸
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　今後、国内の少子化やハイブリッド車、電気自動車、燃料電池車な
どの普及によりガソリンの需要が減少することは間違いない。そこで注
目されているのが石油でしか製造できない付加価値の高い製品を生み
出すこと。このように「石油の特質を活かして付加価値を高める用途
に使う」ことは「石油のノーブルユース」と呼ばれ、期待されているのが
化学原料としての活用だ。推進するには石油精製設備と化学品製造
装置の一体化を図ることが必要とされており、石油会社の新たな成長
戦略が問われている。

石油のノーブルユース キーワード

　石油連盟では、「石油業界のカーボンニュートラル行動計画」の中
で、社会のカーボンニュートラルに実現に向けて既存対策の強化や革
新的技術の開発を掲げている。その中にCO2フリー水素、合成燃料、
脱炭素技術がある。これらの研究開発にチャレンジすることで、事業活
動に伴うCO2排出の実質ゼロ（カーボンニュートラル）を目指す。加え
てエンジンの燃費向上に資する燃料開発など製品の低炭素化などを通
じて、社会のカーボンニュートラルの実現に貢献することをビジョンとして
掲げる。

2050年に向けたビジョン
　カーボンニュートラル社会の実現、エネルギーセキュリティの確保など
都市ガス事業を取り巻く環境は、今、大きく変化している。こうした課
題解決を図るためには革新的技術が不可欠で、そこにつながる基礎
的研究がクローズアップされている。こうしたニーズを受けて日本ガス
協会では、都市ガス事業の持続的発展に不可欠なカーボンニュートラ
ル社会の実現に向けて、都市ガス事業の発展を先導する可能性のあ
る革新的技術や基礎的研究の推進を目的とした研究助成をスタートさ
せている。

カーボンニュートラルに資する研究助成制度 トピックストピックス

サーラエナジー
売上高／ 1166億円（22・11連）
※サーラコーポレーションのエネルギー＆
ソリューションズ事業の売上高
販売量／ 4億9000万㎡
供給区域／豊橋・豊川・蒲郡・田原・浜松・
湖西・磐田市他　顧客数／ 45万戸

　メタネーションとは、水素とCO2を化学反応させ、都市ガスの主成分
であるメタンを合成する技術のこと。政府が掲げた2050年のカーボン
ニュートラルを目指すことになれば、現在の都市ガスを使うことはできな
い。そこで大手ガス会社では、メタネーションをカーボンニュートラル化
の手段の一つとして想定している。東京ガスでは2021年度から国内
小規模実証をスタートさせ、20年代後半には大規模実証、30年代に
海外大規模実証と商用化、40年代には商用化の拡大というロードマッ
プを策定している。

メタネーション キーワード

出資

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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太陽電池業界29

大手中国メーカーの攻勢により国内メーカーは苦戦。
FIP制度のスタートで太陽電池の需要拡大に期待。

風力発電設備メーカー太陽電池世界
トップメーカー

パワーコンディショナーメーカー

太陽電池メーカー主要各社

シャープ
エネルギーソリューション
売上高／ 759億円（23・3）
公称最大出力／ 375W
主要素材／単結晶

カネカソーラーテック
売上高／ 99億円（23・3）
公称最大出力／ 295W
主要素材／単結晶

風力発電用大容量蓄電池

日本ガイシ
（エネルギー＆インダストリー）
売上高（部）／ 753億円（23・3連）
主要製品／電力貯蔵用NAS（ナトリウム硫黄）
電池

日立造船
（環境）

売上高（部）／ 3481 億円（23・3連）
主要製品／ 640～ 3000kW級風力発電機

売電・運営

電源開発［J-POWER］
売上高／ 1兆8419億円（23・3連）
設備容量合計／ 50万kW

日本風力開発
売上高／非公開
設備容量合計／ 57万 850kW

コスモエコパワー
※コスモエネルギーホールディングスの
再生可能エネルギー事業の売上高
売上高／ 121億円（23・3）
設備容量合計／ 30万 8500kW

日東工器
売上高／ 281億円（23・3連）
主要製品／高圧水素の供給・
充てん継手（HHV）等

ユーラスエナジーホールディングス
売上高／非公開
設備容量合計／295万1650kW

日立グループ

日立製作所
（グリーンエナジー＆モビリティ）
売上高（部）／ 2兆4925億円（23・3連）
主要製品／ 2300～ 4200kW級風力発電機

燃料電池メーカー

東芝
（エネルギーシステムソリューション）
売上高（部）／ 6695 億円（23・3連）

パナソニック
（くらし事業）

売上高（部）／3兆4833億円（23・3連）

富士電機（発電プラント）
売上高（部）／ 872億円（23・3連）

日立パワーソリューションズ
売上高／ 1068億円（2021年度）
主要製品／ 2300～ 4200kW級風力発電機

日本飛行機
売上高／ 203億円（23・3）
主要製品／5～20 kW級縦軸型風力発電装置

駒井ハルテック
（インフラ環境）

売上高（部）／ 5億円（23・3連）
主要製品／ 300 kW級風力発電機

ゼファー
主要製品／ 674W～ 5.1kWの
小型風力発電機

フジプレアム
（環境住空間及び
エンジニアリング）

売上高（部）／ 50億円
（23・3連）
公称最大出力／ 300W
主要素材／単結晶・多結晶

長州産業
売上高／ 486億円（23・3）
公称最大出力／ 450W
主要素材／単結晶・
単結晶ハイブリッド

京セラ
（ソリューション）

売上高（部）／ 1兆 686 億円
（23・3連）
公称最大出力／ 370W
主要素材／多結晶

東芝エネルギーシステムズ
売上高／ 6695 億円（23・3連）
※東芝のエネルギーシステム
ソリューションの売上高
公称最大出力／ 550Wp
主要素材／単結晶

日立産機システム
売上高／ 1712 億円（22・3）

太陽電池製造装置

アルバック
（真空機器）

売上高（部）／ 2001億円
（22・6連）
主要製品／薄膜モジュール
製造ライン

日清紡メカトロニクス
売上高／537億円（22・12連）
※日清紡ホールディングスの精密
機器事業の売上高
主要製品／モジュールラミネータ
等

エヌ・ピー・シー
売上高／ 44億円（22・8連）
主要製品／セルテスター、
セル自動配線装置等

明電舎
（電力インフラ、社会システム）
売上高（部）／ 1466 億円
（23・3連）

オムロン
（社会システム）

売上高（部）／ 1073 億円
（23・3連）

東芝三菱電機
産業システム

売上高／ 2130 億円（23・3）

LONGi
公称最大出力／ 560W
主要素材／単結晶

JAソーラー
公称最大出力／ 630W
主要素材／単結晶

トリナ・ソーラー
公称最大出力／ 695W
主要素材／単結晶

ダイヘン
（電力機器）

売上高（部）／ 754億円
（23・3連）

三社電機製作所
（電源機器）

売上高（部）／ 199億円
（23・3連）

ジーエス・ユアサ 
コーポレーション
（産業電池電源）

売上高（部）／ 992億円
（23・3連））

安川電機
（システムエンジニアリング）
売上高（部）／ 511億円
（23・2連）

新電元工業
（その他）

売上高（部）／ 68億円
（23・3連）
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減少傾向の陸上風力だが、洋上風力発電の開発は増加。
大規模洋上風力発電の開発では、続々と事業者が決定。
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ベルギーで
洋上風力発電事業実施

　エネファームなどに使用されている主流のPEFC（固体高分子形燃
料電池）に比べて、発電効率が10ポイントほど高いSOFC（固体酸化
物形燃料電池）が、次世代燃料電池として注目を集めている。SOFC
は様 な々燃料に対応可能、可逆動作が可能などの特長があり、以前か
ら期待されていたが、高コスト、耐久性の課題があり普及は停滞してい
た。しかし、低コスト化や長寿命化のための技術が進み、普及の見込
みが立ってくるなど、将来の燃料電池の主役に躍り出そうだ。

SOFC（固体酸化物形燃料電池） キーワード

　2012年に再生可能エネルギーの普及加速のために導入されたFIT
制度（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）に加えて、2022年
4月からFIP制度がスタートした。FIP制度は、太陽光発電など再生可
能エネルギー発電事業者が、市場価格で売電する際に割増金（プレミ
アム価格）として補助金を上乗せする方式のこと。FIT制度は再生可
能エネルギーの普及が目的だったが、FIP制度は再生可能エネルギー
の自立を後押しし、完全自由競争にすることが目的でヨーロッパではす
でに取り入れられている。

FIP制度 キーワード

　洋上風力発電の技術進化に伴い、複数の大規模洋上発電の開
発・建設が進められている。代表的なプロジェクトとして、銚子沖風力
発電、秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖、秋田県由利本荘市沖
の風力発電などがある。そして2023年3月にはひびきウインドエナジー
が北九州響灘洋上ウインドファームの建設工事を開始。2025年の営
業開始を目指す。今後も複数の洋上風力発電プロジェクトが予定され
ており、日本風力発電協会では2040年までに30～45GWの洋上風
力発電所を設置する目標を立てている。

建設が進む洋上風力発電プロジェクト トピックス

　次世代の太陽電池として期待されているのがペロブスカイト太陽電
池だ。国内では京都大学発の新興企業・エネコートテクノロジーズ
（京都府久御山町）とトヨタ自動車より２０２３年６月２７日、「ペロブスカ
イト型」と呼ばれる次世代の太陽電池の開発で協業すると発表した。
ペロブスカイト太陽電池は、製造コストがシリコン太陽電池に比べては
るかに安い。しかも軽い、薄い、柔らかいといった特徴がありフレキシブ
ルな形状も可能で、変換効率も飛躍的に向上していることから大きな
期待が寄せられている。

ペロブスカイト太陽電池 キーワード
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
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ページ数記載は本誌掲載企業。
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大手中国メーカーの攻勢により国内メーカーは苦戦。
FIP制度のスタートで太陽電池の需要拡大に期待。

風力発電設備メーカー太陽電池世界
トップメーカー

パワーコンディショナーメーカー

太陽電池メーカー主要各社

シャープ
エネルギーソリューション
売上高／ 759億円（23・3）
公称最大出力／ 375W
主要素材／単結晶

カネカソーラーテック
売上高／ 99億円（23・3）
公称最大出力／ 295W
主要素材／単結晶

風力発電用大容量蓄電池

日本ガイシ
（エネルギー＆インダストリー）
売上高（部）／ 753億円（23・3連）
主要製品／電力貯蔵用NAS（ナトリウム硫黄）
電池

日立造船
（環境）

売上高（部）／ 3481 億円（23・3連）
主要製品／ 640～ 3000kW級風力発電機

売電・運営

電源開発［J-POWER］
売上高／ 1兆8419億円（23・3連）
設備容量合計／ 50万kW

日本風力開発
売上高／非公開
設備容量合計／ 57万 850kW

コスモエコパワー
※コスモエネルギーホールディングスの
再生可能エネルギー事業の売上高
売上高／ 121億円（23・3）
設備容量合計／ 30万 8500kW

日東工器
売上高／ 281億円（23・3連）
主要製品／高圧水素の供給・
充てん継手（HHV）等

ユーラスエナジーホールディングス
売上高／非公開
設備容量合計／295万1650kW

日立グループ

日立製作所
（グリーンエナジー＆モビリティ）
売上高（部）／ 2兆4925億円（23・3連）
主要製品／ 2300～ 4200kW級風力発電機

燃料電池メーカー

東芝
（エネルギーシステムソリューション）
売上高（部）／ 6695 億円（23・3連）

パナソニック
（くらし事業）

売上高（部）／3兆4833億円（23・3連）

富士電機（発電プラント）
売上高（部）／ 872億円（23・3連）

日立パワーソリューションズ
売上高／ 1068億円（2021年度）
主要製品／ 2300～ 4200kW級風力発電機

日本飛行機
売上高／ 203億円（23・3）
主要製品／5～20 kW級縦軸型風力発電装置

駒井ハルテック
（インフラ環境）

売上高（部）／ 5億円（23・3連）
主要製品／ 300 kW級風力発電機

ゼファー
主要製品／ 674W～ 5.1kWの
小型風力発電機

フジプレアム
（環境住空間及び
エンジニアリング）

売上高（部）／ 50億円
（23・3連）
公称最大出力／ 300W
主要素材／単結晶・多結晶

長州産業
売上高／ 486億円（23・3）
公称最大出力／ 450W
主要素材／単結晶・
単結晶ハイブリッド

京セラ
（ソリューション）

売上高（部）／ 1兆 686 億円
（23・3連）
公称最大出力／ 370W
主要素材／多結晶

東芝エネルギーシステムズ
売上高／ 6695 億円（23・3連）
※東芝のエネルギーシステム
ソリューションの売上高
公称最大出力／ 550Wp
主要素材／単結晶

日立産機システム
売上高／ 1712 億円（22・3）

太陽電池製造装置

アルバック
（真空機器）

売上高（部）／ 2001億円
（22・6連）
主要製品／薄膜モジュール
製造ライン

日清紡メカトロニクス
売上高／537億円（22・12連）
※日清紡ホールディングスの精密
機器事業の売上高
主要製品／モジュールラミネータ
等

エヌ・ピー・シー
売上高／ 44億円（22・8連）
主要製品／セルテスター、
セル自動配線装置等

明電舎
（電力インフラ、社会システム）
売上高（部）／ 1466 億円
（23・3連）

オムロン
（社会システム）

売上高（部）／ 1073 億円
（23・3連）

東芝三菱電機
産業システム

売上高／ 2130 億円（23・3）

LONGi
公称最大出力／ 560W
主要素材／単結晶

JAソーラー
公称最大出力／ 630W
主要素材／単結晶

トリナ・ソーラー
公称最大出力／ 695W
主要素材／単結晶

ダイヘン
（電力機器）

売上高（部）／ 754億円
（23・3連）

三社電機製作所
（電源機器）

売上高（部）／ 199億円
（23・3連）

ジーエス・ユアサ 
コーポレーション
（産業電池電源）

売上高（部）／ 992億円
（23・3連））

安川電機
（システムエンジニアリング）
売上高（部）／ 511億円
（23・2連）

新電元工業
（その他）

売上高（部）／ 68億円
（23・3連）
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減少傾向の陸上風力だが、洋上風力発電の開発は増加。
大規模洋上風力発電の開発では、続々と事業者が決定。
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ベルギーで
洋上風力発電事業実施

　エネファームなどに使用されている主流のPEFC（固体高分子形燃
料電池）に比べて、発電効率が10ポイントほど高いSOFC（固体酸化
物形燃料電池）が、次世代燃料電池として注目を集めている。SOFC
は様 な々燃料に対応可能、可逆動作が可能などの特長があり、以前か
ら期待されていたが、高コスト、耐久性の課題があり普及は停滞してい
た。しかし、低コスト化や長寿命化のための技術が進み、普及の見込
みが立ってくるなど、将来の燃料電池の主役に躍り出そうだ。

SOFC（固体酸化物形燃料電池） キーワード

　2012年に再生可能エネルギーの普及加速のために導入されたFIT
制度（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）に加えて、2022年
4月からFIP制度がスタートした。FIP制度は、太陽光発電など再生可
能エネルギー発電事業者が、市場価格で売電する際に割増金（プレミ
アム価格）として補助金を上乗せする方式のこと。FIT制度は再生可
能エネルギーの普及が目的だったが、FIP制度は再生可能エネルギー
の自立を後押しし、完全自由競争にすることが目的でヨーロッパではす
でに取り入れられている。

FIP制度 キーワード

　洋上風力発電の技術進化に伴い、複数の大規模洋上発電の開
発・建設が進められている。代表的なプロジェクトとして、銚子沖風力
発電、秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖、秋田県由利本荘市沖
の風力発電などがある。そして2023年3月にはひびきウインドエナジー
が北九州響灘洋上ウインドファームの建設工事を開始。2025年の営
業開始を目指す。今後も複数の洋上風力発電プロジェクトが予定され
ており、日本風力発電協会では2040年までに30～45GWの洋上風
力発電所を設置する目標を立てている。

建設が進む洋上風力発電プロジェクト トピックス

　次世代の太陽電池として期待されているのがペロブスカイト太陽電
池だ。国内では京都大学発の新興企業・エネコートテクノロジーズ
（京都府久御山町）とトヨタ自動車より２０２３年６月２７日、「ペロブスカ
イト型」と呼ばれる次世代の太陽電池の開発で協業すると発表した。
ペロブスカイト太陽電池は、製造コストがシリコン太陽電池に比べては
るかに安い。しかも軽い、薄い、柔らかいといった特徴がありフレキシブ
ルな形状も可能で、変換効率も飛躍的に向上していることから大きな
期待が寄せられている。

ペロブスカイト太陽電池 キーワード

P-202

P-174

P-188

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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水ビジネス業界31

伊藤忠商事

オリックス

埼玉県 企業局

三菱商事

東レインターナショナル

ジンダル

水ingAM

水ingエンジニアリング

国際航業

公益事業庁

水処理膜・機器・部品

キーデバイス（部品・技術）の供給や提供

多段式生物処理・オゾン処理装置

売上高（部）／3218億円（23・3連）

帝人（繊維・製品）

水処理システム・設備・プラント セシウム除去 水ビジネス総合
（水事業の運営管理を含む）

水処理設備の設計・建設

売上高（部）／2兆9753億円（23・3連）

日立製作所
（コネクティブインダストリーズ）

売上高（部）／6387億円（23・3連）

三菱重工業（プラント・インフラ）

売上高（部）／5944億円（23・3連）

IHI
（社会基盤・海洋、産業システム・

汎用機械）

売上高（部）／6932億円（23・3連）

東芝
（インフラシステムソリューション）

売上高（部）／1兆2286億円（23・3連）

住友電気工業
（エレクトロニクス関連、
環境エネルギー関連）

売上高（部）／3016億円（23・3連）

鹿島建設（土木）
売上高（部）／3276億円（22・12連）

クボタ（水・環境）

売上高／6069億円（23・3連）

日揮ホールディングス

売上高／4927億円（23・3連）

日立造船

売上高／5729億（23・3連）

山九

売上高／1929億円（23・3連）

東洋エンジニアリング

売上高／4302億円（23・3連）

千代田化工建設

売上高／3446億円（23・3連）

栗田工業

売上高（部）／1157億円（23・3連）

タクマ
（環境・エネルギー国内事業）

売上高／1584億円（23・3連）

三浦工業

※月島ホールディングスの水環境事業の
売上高
売上高（部）／611億円（23・3連）

月島アクアソリューション

売上高／1324億円（23・3連）

オルガノ

売上高／845億円（22・3）

神鋼環境ソリューション
（水処理関連）

売上高（部）／312億円（23・3連）

三菱化工機
（エンジニアリング）

売上高／625億円（2021年度）

ウォーターエージェンシー

※2022年4月、クボタ環境サービス 、クボ
タ機工、クボタ化水が経営統合し社名変更
売上高／782億円（22・12）

クボタ環境エンジニアリング

売上高／108億円（23・3連）

ササクラ(水処理装置)

売上高／496億円（23・3連）

野村マイクロ・サイエンス

売上高／309億円（22・5連）

前澤工業
売上高／219億円（23・3連） 

水道機工

売上高／1507億円（23・3連）

メタウォーター

売上高（部）／875億円（23・3連）

明電舎(社会システム)

売上高（部）／252億円（23・3連）

三機工業（環境システム）

売上高／740億円（22・3連）

水ing

各種ポンプ

売上高（部）／3834億円（22・12連）

荏原製作所（風水力）

売上高（部）／1019億円（22・12連）

日機装（工業）

売上高／647億円（23・3連）

酉島製作所

売上高／512億円（22・3連）

鶴見製作所

売上高／398億円（22・8）

川本製作所

売上高／239億円（23・3連）

電業社機械製作所

売上高／285億円（23・3連）

帝国電機製作所

売上高（部）／1兆3166億円（23・3連）

旭化成（マテリアル）

売上高（部）／6121億円（23・3連）

積水化学工業
（環境・ライフライン、
高機能プラスチックス）

売上高（部）／1240億円（23・3連）

日東電工（ヒューマンライフ）

売上高（部）／1703億円（22・12連）

クラレ（機能材料）

売上高（部）／1299億円（23・3連）

東洋紡（生活・環境）

売上高／176億円（22・3）

コスモ工機

売上高／113億円（23・3）

住友電工ファインポリマー

2030年には約112兆円へと拡大する世界の水ビジネス市場。
官民連携の強化や企業の協働体制で競争力を高めることが課題。

子会社

インドで水処理プラント等の
合弁会社設立

サウジアラビアで現地企業と
海水淡水化用逆浸透膜で合弁中

国
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産業用排水処理技術の開発
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三菱ケミカルグループ（機能商品）
※2022年7月、三菱ケミカル
ホールディングスより社名変更
売上高（部）／1兆2527億円（23・3連）

　経済産業省によれば、日本を除いた世界の水ビジネス市場は2019
年に71兆8691億円に上っているが、2025年には84.4兆円、
2030年には112.5兆円と、さらに拡大すると見込まれている。そんな
状況の中、日本企業の海外市場における売上高は3473億円。なか
でも「薬品・ろ過材・管材・機器・装置」の売上高がもっとも高い比率
を占めている。さらに海外市場のさらなる開拓においては、官民連携と
パートナーシップを活用しながら相手国の水インフラ案件形成支援をす
ることが必要、と今後の展望を示している。

拡大する海外の水ビジネス市場
　世界には水源開発から供給、インフラの維持・運営、下水道施設運
営までパッケージで提供する「水メジャー」と呼ばれる巨大民間企業が
ある。これらの水メジャーは国家の後押しを受けて世界各地で事業を展
開している。一方、日本企業は高い技術力を誇るがコストが高いという
弱点を抱えている。今後、水メジャーに対抗するためには、官民連携を
強化して海外進出を行い、各社の強みを融合し、施設のオペレーション
やメンテナンスまでを統合した体制で臨むことが重要であると指摘されて
いる。

水メジャー
　水ビジネス業界を知る上で知っておきたいキーワードの1つが「水スト
レス」である。農業、工業、エネルギー及び環境に要する水資源量は、
年間１人あたり、1,700㎥とされ、利用可能な水の量が1,700㎥を下
回る場合は「水ストレス下にある」状態とされている。1,000㎥を下回
る場合は「水不足」の状態、500㎥を下回る場合は「絶対的な水不
足」の状態を表すとされている。国連の報告によれば、現在でも 36 
億人が少なくとも月に 1 度は水不足に陥る潜在的リスクを持つ地域で
暮らしているとされている。

水ストレス キーワードキーワード

　コンセッション方式とは、所有権は公的機関が保有したまま、公共施
設の運営権を民間事業者に委託すること。財政負担がなく水道事業
を運営できるなどのメリットが生まれ、民間事業者も創意工夫をしながら
利用料金収入を伴う運営が可能になる。世界に誇れる日本の水道イ
ンフラは更新時期を迎え改修コストがかかるうえに、人口減少による水
道料金収入低下の中、コンセッション方式への期待が大きくなってお
り、2022年4月から宮城県はメタウォーターなどで構成するグループに
水道事業を委託した。

コンセッション方式 キーワード

売上高（部）／2288億円（23・3連）

東レ（環境・エンジニアリング）

P-188

P-234

P-232

P-252

P-180

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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※JFEホールディングスの
エンジニアリング部門の売上高

ＪＦＥエンジニアリング

トピックス

水ビジネス業界31

伊藤忠商事

オリックス

埼玉県 企業局

三菱商事

東レインターナショナル

ジンダル

水ingAM

水ingエンジニアリング

国際航業

公益事業庁

水処理膜・機器・部品

キーデバイス（部品・技術）の供給や提供

多段式生物処理・オゾン処理装置

売上高（部）／3218億円（23・3連）

帝人（繊維・製品）

水処理システム・設備・プラント セシウム除去 水ビジネス総合
（水事業の運営管理を含む）

水処理設備の設計・建設

売上高（部）／2兆9753億円（23・3連）

日立製作所
（コネクティブインダストリーズ）

売上高（部）／6387億円（23・3連）

三菱重工業（プラント・インフラ）

売上高（部）／5944億円（23・3連）

IHI
（社会基盤・海洋、産業システム・

汎用機械）

売上高（部）／6932億円（23・3連）

東芝
（インフラシステムソリューション）

売上高（部）／1兆2286億円（23・3連）

住友電気工業
（エレクトロニクス関連、
環境エネルギー関連）

売上高（部）／3016億円（23・3連）

鹿島建設（土木）
売上高（部）／3276億円（22・12連）

クボタ（水・環境）

売上高／6069億円（23・3連）

日揮ホールディングス

売上高／4927億円（23・3連）

日立造船

売上高／5729億円（23・3連）

山九

売上高／1929億円（23・3連）

東洋エンジニアリング

売上高／4302億円（23・3連）

千代田化工建設

売上高／3446億円（23・3連）

栗田工業

売上高（部）／1157億円（23・3連）

タクマ
（環境・エネルギー国内事業）

売上高／1584億円（23・3連）

三浦工業

※月島ホールディングスの水環境事業の
売上高
売上高（部）／611億円（23・3連）

月島アクアソリューション

売上高／1324億円（23・3連）

オルガノ

売上高／845億円（22・3）

神鋼環境ソリューション
（水処理関連）

売上高（部）／312億円（23・3連）

三菱化工機
（エンジニアリング）

売上高／625億円（2021年度）

ウォーターエージェンシー

※2022年4月、クボタ環境サービス 、クボ
タ機工、クボタ化水が経営統合し社名変更
売上高／782億円（22・12）

クボタ環境エンジニアリング

売上高／108億円（23・3連）

ササクラ(水処理装置)

売上高／496億円（23・3連）

野村マイクロ・サイエンス

売上高／309億円（22・5連）

前澤工業
売上高／219億円（23・3連） 

水道機工

売上高／1507億円（23・3連）

メタウォーター

売上高（部）／875億円（23・3連）

明電舎(社会システム)

売上高（部）／252億円（23・3連）

三機工業（環境システム）

売上高／740億円（22・3連）

水ing

各種ポンプ

売上高（部）／3834億円（22・12連）

荏原製作所（風水力）

売上高（部）／1019億円（22・12連）

日機装（工業）

売上高／647億円（23・3連）

酉島製作所

売上高／512億円（22・3連）

鶴見製作所

売上高／398億円（22・8）

川本製作所

売上高／239億円（23・3連）

電業社機械製作所

売上高／285億円（23・3連）

帝国電機製作所

売上高（部）／1兆3166億円（23・3連）

旭化成（マテリアル）

売上高（部）／6121億円（23・3連）

積水化学工業
（環境・ライフライン、
高機能プラスチックス）

売上高（部）／1240億円（23・3連）

日東電工（ヒューマンライフ）

売上高（部）／1703億円（22・12連）

クラレ（機能材料）

売上高（部）／1299億円（23・3連）

東洋紡（生活・環境）

売上高／176億円（22・3）

コスモ工機

売上高／113億円（23・3）

住友電工ファインポリマー

2030年には約112兆円へと拡大する世界の水ビジネス市場。
官民連携の強化や企業の協働体制で競争力を高めることが課題。

子会社

インドで水処理プラント等の
合弁会社設立

サウジアラビアで現地企業と
海水淡水化用逆浸透膜で合弁中
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三菱ケミカルグループ（機能商品）
※2022年7月、三菱ケミカル
ホールディングスより社名変更
売上高（部）／1兆2527億円（23・3連）

　経済産業省によれば、日本を除いた世界の水ビジネス市場は2019
年に71兆8691億円に上っているが、2025年には84.4兆円、
2030年には112.5兆円と、さらに拡大すると見込まれている。そんな
状況の中、日本企業の海外市場における売上高は3473億円。なか
でも「薬品・ろ過材・管材・機器・装置」の売上高がもっとも高い比率
を占めている。さらに海外市場のさらなる開拓においては、官民連携と
パートナーシップを活用しながら相手国の水インフラ案件形成支援をす
ることが必要、と今後の展望を示している。

拡大する海外の水ビジネス市場
　世界には水源開発から供給、インフラの維持・運営、下水道施設運
営までパッケージで提供する「水メジャー」と呼ばれる巨大民間企業が
ある。これらの水メジャーは国家の後押しを受けて世界各地で事業を展
開している。一方、日本企業は高い技術力を誇るがコストが高いという
弱点を抱えている。今後、水メジャーに対抗するためには、官民連携を
強化して海外進出を行い、各社の強みを融合し、施設のオペレーション
やメンテナンスまでを統合した体制で臨むことが重要であると指摘されて
いる。

水メジャー
　水ビジネス業界を知る上で知っておきたいキーワードの1つが「水スト
レス」である。農業、工業、エネルギー及び環境に要する水資源量は、
年間１人あたり、1,700㎥とされ、利用可能な水の量が1,700㎥を下
回る場合は「水ストレス下にある」状態とされている。1,000㎥を下回
る場合は「水不足」の状態、500㎥を下回る場合は「絶対的な水不
足」の状態を表すとされている。国連の報告によれば、現在でも 36 
億人が少なくとも月に 1 度は水不足に陥る潜在的リスクを持つ地域で
暮らしているとされている。

水ストレス キーワードキーワード

　コンセッション方式とは、所有権は公的機関が保有したまま、公共施
設の運営権を民間事業者に委託すること。財政負担がなく水道事業
を運営できるなどのメリットが生まれ、民間事業者も創意工夫をしながら
利用料金収入を伴う運営が可能になる。世界に誇れる日本の水道イ
ンフラは更新時期を迎え改修コストがかかるうえに、人口減少による水
道料金収入低下の中、コンセッション方式への期待が大きくなってお
り、2022年4月から宮城県はメタウォーターなどで構成するグループに
水道事業を委託した。

コンセッション方式 キーワード

売上高（部）／2288億円（23・3連）

東レ（環境・エンジニアリング）

P-188

P-234

P-232

P-252

P-180

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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　国内の少子高齢化が進む中、不動産市場も縮小が予想される。そ
こで大手デベロッパーは、海外に新しい市場を見出している。とくに経
済成長が著しいアジアには、大規模複合開発、商業施設、分譲住宅
などのプロジェクトが目白押しだ。早くから海外進出を果たしてきた三井
不動産は、アジアに次 と々現地法人を設立し、複合開発や商業施設を
手掛け、三菱地所もアジアの開発に力を入れる。また、野村不動産で
も2028年までに海外事業に3000億円の投資を決定するなど積極
的な動きが見られる。

デベロッパーの海外進出 トピックス

デベロッパー

三菱地所
売上高／ 1兆3778億円
（23・3連）

住友不動産
売上高／9399億円（23・3連）

東急不動産
ホールディングス

売上高／1兆58億円（23・3連）

野村不動産
ホールディングス

売上高／6547億円（23・3連）

東京建物
売上高／3499億円（22・12連）

ゼネコン

大林組
売上高／ 1兆9839億円
（23・3連））

大成建設
売上高／ 1兆6427億円
（23・3連）

竹中工務店
売上高／ 1兆3754億円
（22・12連）

NIPPO
売上高／4367億円（22・3連）

戸田建設
売上高／5472億円（23・3連）

熊谷組
売上高／4035億円（23・3連）

鹿島建設
売上高／ 2兆3916億円
（23・3連）

大和ハウス工業
売上高／ 4兆9082億円
（23・3連）

清水建設
売上高／ 1兆9338億円
（23・3連）

長谷工コーポレーション
売上高／ 1兆273億円
（23・3連）

五洋建設
売上高／5022億円（23・3連）

前田建設工業
売上高／ 3759億円（23・3）

安藤・間
売上高／3721億円（23・3連）

西松建設
売上高／3398億円（23・3連）

奥村組
売上高／2494億円（23・3連）

東急建設
売上高／2889億円（23・3連） 鉄建建設

売上高／1607億円（23・3連）

東洋建設
売上高／1684億円（23・3連）

青木あすなろ建設
売上高／ 781億円（23・3）

髙松建設
売上高／ 860億円（23・3）

フジタ
売上高／ 5215億円（23・3）

東鉄工業
売上高／1247億円（23・3連）

髙松コンストラクション
グループ

売上高／2825億円（23・3連）

鴻池組
売上高／ 2673億円
（22・12連）

東亜建設工業
売上高／2136億円（23・3連）

大末建設
売上高／ 718億円（23・3連）

三井住友建設
売上高／4586億円（23・3連）

森ビル
売上高／2855億円（23・3連）

三井不動産
売上高／ 2兆2691億円
（23・3連）

建築設計事務所

NTTファシリティーズ
売上高／ 1245億円（23・3）

日建設計
売上高／ 533億円（22・12）

NECファシリティーズ
売上高／1606億円（23・3連）

ビル・建物管理

イオンディライト
売上高／ 3038億円（23・2連）

東急コミュニティー

東急ビルメンテナンス

住友林業
売上高／ 1687億円（23・3）日本管財

ホールディングス
売上高／1130億円（23・3連）

三菱電機ビルソリューションズ
※2022年4月に三菱ビルテクノ
サービスと三菱電機ビルシステム
事業本部が経営統合し社名変更
売上高／ 3195億円（21・3）

デベロッパー・ゼネコン業界32

地域や物件でオフィス需要に、格差が顕在化する不動産市場。
ロボット施工など無人化と効率化が推進される建設業界。

　国土交通省が推進する建設キャリアアップシステムは、建設業に関
わる技能者が技能・経験に応じて適切に処遇される建設業を目指し、
技能者の資格や現場の就業履歴などを登録・蓄積し、能力評価につ
なげる仕組みである。建設技能者は、様々な現場で働いているため個
人の能力評価をする業界横断的な仕組みがないという課題があった。
建設キャリアアップシステムによる適正評価には、他産業と比べて魅力
的な職業、産業を目で見える形で示して若年層の入職を進める狙いも
ある。

建設キャリアアップシステム キーワード

東日本旅客鉄道

資
本
提
携

技
術
提
携

出
資

業務資本提携

子
会
社

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

業務提携

出
資

官公庁・公社

キーワード

三井不動産
レジデンシャル

売上高／ 3553 億円（22・3）

マンション・住宅業界33

マンション主体 住宅
積水ハウス

売上高／ 2兆 9288 億円
（23・1連）

パワービルダー飯田グループ
ホールディングス

売上高／ 1兆 4398 億円
（23・3連） 

ヤマダホームズ
売上高／ 703億円（23・2） 

タマホーム
売上高／2408億円（22・5連）

ヒノキヤグループ
売上高／1347億円（22・12連）

サンヨーホームズ
売上高／ 410億円（23・3連）

中央住宅 
売上高／ 955億円（23・3） 

ポラテック 
売上高／ 1164 億円（23・３） 

グランディハウス
売上高／552億円（23・3連）

ファイブイズホーム
売上高／ 330億円（23・1）

アエラホーム
売上高／ 113億円（22・5）

アーネストワン
売上高／ 2960 億円（23・3連）

東栄住宅 
売上高／ 1893 億円（23・3連）

飯田産業
売上高／ 2578 億円（23・3連）

アイディホーム
売上高／ 812億円（23・3連） 

三栄建築設計
売上高／1390億円（22・8連） 

タクトホーム
売上高／1752億円（23・3連）

フジ住宅 
売上高／1145億円（23・3連）

新昭和 
売上高／ 457億円（22・3）

オープンハウス
売上高／9527億円（22・9連） 

一建設
売上高／4004億円（23・3連）

アイダ設計
売上高／ 565億円（23・3連）

アキュラホーム
売上高／596億円（23・2連）

スウェーデンハウス
売上高／ 441億円（22・3）

日本ハウスホールディングス
売上高／428億円（22・10連） 

旭化成ホームズ
売上高／8592億円（23・3連）

トヨタホーム
売上高／ 849億円（23・3） 

ミサワホーム
売上高／4215億円（23・3連）

プライム ライフ 
テクノロジーズ

一条工務店
売上高／5315億円（22・3連） 

パナソニック ホームズ
売上高／ 2417 億円（23・3） 

三井ホーム
売上高／ 1513 億円（23・3）

大和ハウス工業
売上高／ 4兆 9082 億円
（23・3連） 

住友林業
売上高／ 1兆 6697 億円
（22・12連）

MIRARTH
ホールディングス 

※2022 年 10月、
タカラレーベンより社名変更　 
売上高／ 1535 億円
（23・3連）

コスモスイニシア
売上高／ 1234 億円
（23・3連）

大成有楽不動産
売上高／ 944億円（23・3）

マリモ
売上高／527億円（22・7連） 
 

穴吹興産
売上高／ 1113 億円
（22・6連） 

穴吹工務店
売上高／ 454億円（22・3）

ゴールドクレスト
売上高275億円（23・3連）

三菱地所レジデンス
売上高／ 3446 億円
（23・3連）
※三菱地所の住宅事業の売上高

大京
売上高／ 422億円（22・3） 

積水化学工業（住宅）
売上高（部）／ 5371億円
（23・3連）

新設住宅着工戸数は前年度より微増に留まる。
分譲住宅ではマンション、一戸建ともに2年連続増加。

オリックス

パナソニック トヨタ自動車三井物産

フジタ

ヤマダホールディングス

パナソニック建設エンジアリング 松村組
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　国土交通省の発表によると、2022年の新設住宅着工戸数は、前
年度より0.4％増の85万9529戸となり、2年連続で増加した。一
方、新設住宅着工床面積は6901万㎡と前年比2.3％減だった。新
型コロナ拡大の影響で20年は新設住宅着工数が減少して翌年はそ
の反動が表れたが、22年の成長は鈍化したようだ。利用関係別では
持ち家が減少したが、貸家は増加。また、分譲住宅ではマンションが
6.8%増と3年ぶりの増加、一戸建住宅は3.5％増で2年連続の増加
だった。 

新設住宅着工戸数 
　カーボンニュートラルの実現に向けて、2020年に「脱炭素社会の実
現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する
法律」が施行された。この法律と木材加工技術の向上によりコンクリー
トと同等の強度を持つ製品が開発されたことで、マンションなどの中高
層建築物に木材が利用されている。森林は温室効果ガスなどの炭素
を吸収し、木材になった後も炭素を閉じ込める力があり、建築時の二酸
化排出量も削減できるとあって、三井ホームなどで木造マンションが誕
生している。 

木造マンション トピックス
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P-246

P-244

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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東京都住宅供給公社
売上高／ 1266 億円（23・3）
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　国内の少子高齢化が進む中、不動産市場も縮小が予想される。そ
こで大手デベロッパーは、海外に新しい市場を見出している。とくに経
済成長が著しいアジアには、大規模複合開発、商業施設、分譲住宅
などのプロジェクトが目白押しだ。早くから海外進出を果たしてきた三井
不動産は、アジアに次 と々現地法人を設立し、複合開発や商業施設を
手掛け、三菱地所もアジアの開発に力を入れる。また、野村不動産で
も2028年までに海外事業に3000億円の投資を決定するなど積極
的な動きが見られる。

デベロッパーの海外進出 トピックス

デベロッパー

三菱地所
売上高／ 1兆3778億円
（23・3連）

住友不動産
売上高／9399億円（23・3連）

東急不動産
ホールディングス

売上高／1兆58億円（23・3連）

野村不動産
ホールディングス

売上高／6547億円（23・3連）

東京建物
売上高／3499億円（22・12連）

ゼネコン

大林組
売上高／ 1兆9839億円
（23・3連））

大成建設
売上高／ 1兆6427億円
（23・3連）

竹中工務店
売上高／ 1兆3754億円
（22・12連）

NIPPO
売上高／4367億円（22・3連）

戸田建設
売上高／5472億円（23・3連）

熊谷組
売上高／4035億円（23・3連）

鹿島建設
売上高／ 2兆3916億円
（23・3連）

大和ハウス工業
売上高／ 4兆9082億円
（23・3連）

清水建設
売上高／ 1兆9338億円
（23・3連）

長谷工コーポレーション
売上高／ 1兆273億円
（23・3連）

五洋建設
売上高／5022億円（23・3連）

前田建設工業
売上高／ 3759億円（23・3）

安藤・間
売上高／3721億円（23・3連）

西松建設
売上高／3398億円（23・3連）

奥村組
売上高／2494億円（23・3連）

東急建設
売上高／2889億円（23・3連） 鉄建建設

売上高／1607億円（23・3連）

東洋建設
売上高／1684億円（23・3連）

青木あすなろ建設
売上高／ 781億円（23・3）

髙松建設
売上高／ 860億円（23・3）

フジタ
売上高／ 5215億円（23・3）

東鉄工業
売上高／1247億円（23・3連）

髙松コンストラクション
グループ

売上高／2825億円（23・3連）

鴻池組
売上高／ 2673億円
（22・12連）

東亜建設工業
売上高／2136億円（23・3連）

大末建設
売上高／ 718億円（23・3連）

三井住友建設
売上高／4586億円（23・3連）

森ビル
売上高／2855億円（23・3連）

三井不動産
売上高／ 2兆2691億円
（23・3連）

建築設計事務所

NTTファシリティーズ
売上高／ 1245億円（23・3）

日建設計
売上高／ 533億円（22・12）

NECファシリティーズ
売上高／1606億円（23・3連）

ビル・建物管理

イオンディライト
売上高／ 3038億円（23・2連）

東急コミュニティー

東急ビルメンテナンス

住友林業
売上高／ 1687億円（23・3）日本管財

ホールディングス
売上高／1130億円（23・3連）

三菱電機ビルソリューションズ
※2022年4月に三菱ビルテクノ
サービスと三菱電機ビルシステム
事業本部が経営統合し社名変更
売上高／ 3195億円（21・3）

デベロッパー・ゼネコン業界32

地域や物件でオフィス需要に、格差が顕在化する不動産市場。
ロボット施工など無人化と効率化が推進される建設業界。

　国土交通省が推進する建設キャリアアップシステムは、建設業に関
わる技能者が技能・経験に応じて適切に処遇される建設業を目指し、
技能者の資格や現場の就業履歴などを登録・蓄積し、能力評価につ
なげる仕組みである。建設技能者は、様々な現場で働いているため個
人の能力評価をする業界横断的な仕組みがないという課題があった。
建設キャリアアップシステムによる適正評価には、他産業と比べて魅力
的な職業、産業を目で見える形で示して若年層の入職を進める狙いも
ある。

建設キャリアアップシステム キーワード
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キーワード

三井不動産
レジデンシャル

売上高／ 3553 億円（22・3）

マンション・住宅業界33

マンション主体 住宅
積水ハウス

売上高／ 2兆 9288 億円
（23・1連）

パワービルダー飯田グループ
ホールディングス

売上高／ 1兆 4398 億円
（23・3連） 

ヤマダホームズ
売上高／ 703億円（23・2） 

タマホーム
売上高／2408億円（22・5連）

ヒノキヤグループ
売上高／1347億円（22・12連）

サンヨーホームズ
売上高／ 410億円（23・3連）

中央住宅 
売上高／ 955億円（23・3） 

ポラテック 
売上高／ 1164 億円（23・３） 

グランディハウス
売上高／552億円（23・3連）

ファイブイズホーム
売上高／ 330億円（23・1）

アエラホーム
売上高／ 113億円（22・5）

アーネストワン
売上高／ 2960 億円（23・3連）

東栄住宅 
売上高／ 1893 億円（23・3連）

飯田産業
売上高／ 2578 億円（23・3連）

アイディホーム
売上高／ 812億円（23・3連） 

三栄建築設計
売上高／1390億円（22・8連） 

タクトホーム
売上高／1752億円（23・3連）

フジ住宅 
売上高／1145億円（23・3連）

新昭和 
売上高／ 457億円（22・3）

オープンハウス
売上高／9527億円（22・9連） 

一建設
売上高／4004億円（23・3連）

アイダ設計
売上高／ 565億円（23・3連）

アキュラホーム
売上高／596億円（23・2連）

スウェーデンハウス
売上高／ 441億円（22・3）

日本ハウスホールディングス
売上高／428億円（22・10連） 

旭化成ホームズ
売上高／8592億円（23・3連）

トヨタホーム
売上高／ 849億円（23・3） 

ミサワホーム
売上高／4215億円（23・3連）

プライム ライフ 
テクノロジーズ

一条工務店
売上高／5315億円（22・3連） 

パナソニック ホームズ
売上高／ 2417 億円（23・3） 

三井ホーム
売上高／ 1513 億円（23・3）

大和ハウス工業
売上高／ 4兆 9082 億円
（23・3連） 

住友林業
売上高／ 1兆 6697 億円
（22・12連）

MIRARTH
ホールディングス 

※2022 年 10月、
タカラレーベンより社名変更　 
売上高／ 1535 億円
（23・3連）

コスモスイニシア
売上高／ 1234 億円
（23・3連）

大成有楽不動産
売上高／ 944億円（23・3）

マリモ
売上高／527億円（22・7連） 
 

穴吹興産
売上高／ 1113 億円
（22・6連） 

穴吹工務店
売上高／ 454億円（22・3）

ゴールドクレスト
売上高275億円（23・3連）

三菱地所レジデンス
売上高／ 3446 億円
（23・3連）
※三菱地所の住宅事業の売上高

大京
売上高／ 422億円（22・3） 

積水化学工業（住宅）
売上高（部）／ 5371億円
（23・3連）

新設住宅着工戸数は前年度より微増に留まる。
分譲住宅ではマンション、一戸建ともに2年連続増加。

オリックス

パナソニック トヨタ自動車三井物産

フジタ

ヤマダホールディングス

パナソニック建設エンジアリング 松村組
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　国土交通省の発表によると、2022年の新設住宅着工戸数は、前
年度より0.4％増の85万9529戸となり、2年連続で増加した。一
方、新設住宅着工床面積は6901万㎡と前年比2.3％減だった。新
型コロナ拡大の影響で20年は新設住宅着工数が減少して翌年はそ
の反動が表れたが、22年の成長は鈍化したようだ。利用関係別では
持ち家が減少したが、貸家は増加。また、分譲住宅ではマンションが
6.8%増と3年ぶりの増加、一戸建住宅は3.5％増で2年連続の増加
だった。 

新設住宅着工戸数 
　カーボンニュートラルの実現に向けて、2020年に「脱炭素社会の実
現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する
法律」が施行された。この法律と木材加工技術の向上によりコンクリー
トと同等の強度を持つ製品が開発されたことで、マンションなどの中高
層建築物に木材が利用されている。森林は温室効果ガスなどの炭素
を吸収し、木材になった後も炭素を閉じ込める力があり、建築時の二酸
化排出量も削減できるとあって、三井ホームなどで木造マンションが誕
生している。 

木造マンション トピックス
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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東京都住宅供給公社
売上高／ 1266 億円（23・3）
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　一つの公共物や建築物ができるまでに、多くの企業が関わっている。
下図は業界の繋がりを表した図である。主に都市開発を行うデベロッパー
や、工事全体を取りまとめるゼネコン、高い専門性のある設備を施工する
建築設備企業など、それぞれが重要な役割を果たしている。様々な企業
があるからこそ、重要なのはどの立場から関わりたいか考えることだ。広い
視野を持って各企業が何をしているのかを見ていくことがポイントとなる。

業界の繋がり 攻略のツボ

建築設備業界-2（空調・衛生設備）35

働き方改革により付加価値の高いオフィスビルなどが求められる中、
機械の遠隔操作やDXなど無人化、最適化への取り組みが加速する。

　新型コロナで、室内の換気を担う空調システムの重要性を再認識す
ることになった。そんな中、注目を集めているのがダクトレス空調の変風
量コアンダ空調システムだ。同システムは、三菱地所設計や新菱冷
熱工業、芝浦工業大学などの共同開発で生まれた技術で、水平に吹
き出された空気を天井面にはわせることで気流の落下を抑制し、部屋
の奥まで空気を到達させることができる。ダクトを使用しないので天井
が高くでき、資材削減による低コスト化を見込める施工方法として注目
を集めている。

ダクトレス空調方式

どの企業にも、理系が活躍できる技術職がある。

空調・衛生設備

三菱グループ 三井グループ

三機工業
売上高／ 1909 億円
（23・3連）

高砂熱学工業
売上高／ 3388 億円
（23・3連）

新日本空調
売上高／ 1122 億円
（23・3連）

新菱冷熱工業
売上高／ 2591 億円
（22・9連）

大気社
売上高／ 2148 億円
（23・3連）

菱機工業
売上高／ 217億円
（22・9）

テクノ菱和
売上高／ 610億円
（23・3連）

建築設備業界-1（電気設備）34

多くの企業で受注回復となり、復調傾向にある電気設備業界。
一方で多発する自然災害への安全対策強化が求められる。

クリハラント
売上高／ 484億円（23・3）

弘電社
売上高／ 336億円
（23・3連）

川北電気工業
売上高／ 248億円
（2022 年度） 北陸電気工事

売上高／ 448億円
（23・3連）

中央電気工事
売上高／ 235億円（22・6）

浅海電気
完成工事高／ 187億円
（2022 年度）

　日本空調衛生工事協会は、空調衛生設備技術の進歩とともに、空
調衛生工事業界の発展と国民生活環境の向上を目的に設立された。
同協会は、2022年度の業界実践スローガンとして、「省エネルギー及
び省CO₂に積極的に取り組み、脱炭素社会の実現とSDGsの達成
に貢献しよう」「生産性の向上と適正な施工体制の確保に努めるとと
もに、未来を担う多彩な人材の確保・育成を図り、働き方改革を推進
しよう」などを掲げている。まさに空調衛生工事業界のプレゼンス向上
を目指した取り組みを実践している。

日本空調衛生工事協会 キーワード

電気設備

独立系

鉄道系

メーカー系

富士古河E＆C
売上高／ 881億円
（23・3連）

新生テクノス
完成工事高／ 523億円
（23・3）

住友電設
売上高／ 1751 億円
（23・3連）

電気設備資材

ネグロス電工
売上高／ 455億円（23・3）

栗原工業
完成工事高／ 947億円
（22・9）

制御機器
オーテック

売上高／ 261億円
（23・3連）

日本電技
売上高／ 343億円
（23・3連）

東テク
売上高／ 1267 億円
（23・3連）

東光電気工事
売上高／ 1006 億円
（23・3連）

HEXEL Works
売上高／ 443億円（22・9）

通信系

コムシスホールディングス
売上高／ 5633 億円
（23・3連）

電気興業
売上高／318億円（23・3連）

電力系 きんでん

中電工
売上高／ 1890 億円
（23・3連）

四電工
売上高／ 891億円
（23・3連）

北海電気工事
売上高／710億円（23・3連）

沖電工
売上高／ 223億円（23・3）

関電工
売上高／ 5416 億円
（23・3連）

売上高／ 6091 億円
（23・3連）

九電工
売上高／ 3958 億円
（23・3連）

ダイダン
売上高／ 1860 億円
（23・3連）

富士古河E&C
売上高／ 881億円
（23・3連）

日比谷総合設備
売上高／ 840億円
（23・3連）

三建設備工業
完成工事高／ 827億円
（23・3）

東洋熱工業
完成工事高／ 689億円
（23・3）

朝日工業社
売上高／ 802億円
（23・3連）

太平エンジニアリング
売上高／ 598億円
（23・3）

ダイキンエアテクノ
売上高／ 510億円
（23・3）

大成温調
売上高／ 465億円
（23・3連）

ヤマト
売上高／ 445億円
（23・3連）

パナソニック環境
エンジニアリング

売上高／ 464億円
（23・3連）

協和日成
売上高／ 345億円（23・3）

須賀工業
売上高／ 425億円（23・3）

斎久工業
完成工事高／ 482億円
（23・3）

大成設備
完成工事高／ 378億円
（23・3）

三晃空調
完成工事高／ 366億円
（23・3）

西原衛生工業所
完成工事高／ 360億円
（23・3）

日管
売上高／ 276億円（23・1）

クリマテック
売上高／ 207億円（23・1）

川崎設備工業
売上高／ 208億円（23・3）

日本ファシリオ
売上高／ 209億円（23・3）

第一工業
完成工事高／ 177億円
（23・3）

三冷社
売上高／ 123億円
（2022 年度）

三谷産業
（空調設備工事関連）
売上高（部）／ 125億円
（23・3連）

エクシオグループ
※2021年10月、協和エクシオ
より社名変更
売上高／ 6276 億円
（23・3連）

東邦電気工業
売上高／379億円（23・3連）

日本リーテック
売上高／ 537億円
（23・3連）

ミライト・ワン
※2022 年 7月、ミライト・
ホールディングスとミライトと
ミライト・テクノロジーズが統合し
ミライト・ワンに社名変更
売上高／ 4840 億円
（23・3連）

東鉄工業
売上高／ 1247 億円
（23・3連）

日本電設工業
売上高／ 1721 億円
（23・3連）

東日本電気
エンジニアリング

売上高／ 344億円
（2022 年度）

トーエネック
売上高／ 2321 億円
（23・3連）

ユアテック
売上高／ 2274 億円
（23・3連）

キーワード

　生活インフラといえる電気機器・電気設備を担っている電気設備業
界を支援しているのが東京電業協会である。同協会は、電気工事及
び関連事業の健全な発展を図ることを目的に設立された。調査研究
事業として、適正で合理的な入札契約制度をはじめ、技術・安全・環
境保全、企業合理化、人材の確保・育成等の調査研究を行ってい
る。また、普及啓発事業として、電気工事士技能競技大会や安全衛
生大会、機関紙「電業経営」の編集・発行、ホームページによる情報
収集及び提供を行っている。

東京電業協会 キーワード関電工 注目カンパニー

関電工は、業界トップクラスの売上を誇る総合設備企業。
「屋内線・環境設備」、「情報通信設備」、「電力設備」の3部門で事業を展開
し、建物に命を吹き込み、高度情報化社会を支え、電力インフラを構築している。
近年では、太陽光や風力などの再生可能エネ
ルギー発電事業や鉄道・水道など、都市の大
動脈である社会インフラ分野への事業領域の
拡大に努めるとともに、ロボットや
IoTを活用した技術開発にも取り
組んでいる。

● 詳しくは、本誌P248を
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

※関係図の一例を表したもので、実際は企業や案件により異なる。
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　一つの公共物や建築物ができるまでに、多くの企業が関わっている。
下図は業界の繋がりを表した図である。主に都市開発を行うデベロッパー
や、工事全体を取りまとめるゼネコン、高い専門性のある設備を施工する
建築設備企業など、それぞれが重要な役割を果たしている。様々な企業
があるからこそ、重要なのはどの立場から関わりたいか考えることだ。広い
視野を持って各企業が何をしているのかを見ていくことがポイントとなる。

業界の繋がり 攻略のツボ

建築設備業界-2（空調・衛生設備）35

働き方改革により付加価値の高いオフィスビルなどが求められる中、
機械の遠隔操作やDXなど無人化、最適化への取り組みが加速する。

　新型コロナで、室内の換気を担う空調システムの重要性を再認識す
ることになった。そんな中、注目を集めているのがダクトレス空調の変風
量コアンダ空調システムだ。同システムは、三菱地所設計や新菱冷
熱工業、芝浦工業大学などの共同開発で生まれた技術で、水平に吹
き出された空気を天井面にはわせることで気流の落下を抑制し、部屋
の奥まで空気を到達させることができる。ダクトを使用しないので天井
が高くでき、資材削減による低コスト化を見込める施工方法として注目
を集めている。

ダクトレス空調方式

どの企業にも、理系が活躍できる技術職がある。

空調・衛生設備

三菱グループ 三井グループ

三機工業
売上高／ 1909 億円
（23・3連）

高砂熱学工業
売上高／ 3388 億円
（23・3連）

新日本空調
売上高／ 1122 億円
（23・3連）

新菱冷熱工業
売上高／ 2591 億円
（22・9連）

大気社
売上高／ 2148 億円
（23・3連）

菱機工業
売上高／ 217億円
（22・9）

テクノ菱和
売上高／ 610億円
（23・3連）

建築設備業界-1（電気設備）34

多くの企業で受注回復となり、復調傾向にある電気設備業界。
一方で多発する自然災害への安全対策強化が求められる。

クリハラント
売上高／ 484億円（23・3）

弘電社
売上高／ 336億円
（23・3連）

川北電気工業
売上高／ 248億円
（2022 年度） 北陸電気工事

売上高／ 448億円
（23・3連）

中央電気工事
売上高／ 235億円（22・6）

浅海電気
完成工事高／ 187億円
（2022 年度）

　日本空調衛生工事協会は、空調衛生設備技術の進歩とともに、空
調衛生工事業界の発展と国民生活環境の向上を目的に設立された。
同協会は、2022年度の業界実践スローガンとして、「省エネルギー及
び省CO₂に積極的に取り組み、脱炭素社会の実現とSDGsの達成
に貢献しよう」「生産性の向上と適正な施工体制の確保に努めるとと
もに、未来を担う多彩な人材の確保・育成を図り、働き方改革を推進
しよう」などを掲げている。まさに空調衛生工事業界のプレゼンス向上
を目指した取り組みを実践している。

日本空調衛生工事協会 キーワード

電気設備

独立系

鉄道系

メーカー系

富士古河E＆C
売上高／ 881億円
（23・3連）

新生テクノス
完成工事高／ 523億円
（23・3）

住友電設
売上高／ 1751 億円
（23・3連）

電気設備資材

ネグロス電工
売上高／ 455億円（23・3）

栗原工業
完成工事高／ 947億円
（22・9）

制御機器
オーテック

売上高／ 261億円
（23・3連）

日本電技
売上高／ 343億円
（23・3連）

東テク
売上高／ 1267 億円
（23・3連）

東光電気工事
売上高／ 1006 億円
（23・3連）

HEXEL Works
売上高／ 443億円（22・9）

通信系

コムシスホールディングス
売上高／ 5633 億円
（23・3連）

電気興業
売上高／318億円（23・3連）

電力系 きんでん

中電工
売上高／ 1890 億円
（23・3連）

四電工
売上高／ 891億円
（23・3連）

北海電気工事
売上高／710億円（23・3連）

沖電工
売上高／ 223億円（23・3）

関電工
売上高／ 5416 億円
（23・3連）

売上高／ 6091 億円
（23・3連）

九電工
売上高／ 3958 億円
（23・3連）

ダイダン
売上高／ 1860 億円
（23・3連）

富士古河E&C
売上高／ 881億円
（23・3連）

日比谷総合設備
売上高／ 840億円
（23・3連）

三建設備工業
完成工事高／ 827億円
（23・3）

東洋熱工業
完成工事高／ 689億円
（23・3）

朝日工業社
売上高／ 802億円
（23・3連）

太平エンジニアリング
売上高／ 598億円
（23・3）

ダイキンエアテクノ
売上高／ 510億円
（23・3）

大成温調
売上高／ 465億円
（23・3連）

ヤマト
売上高／ 445億円
（23・3連）

パナソニック環境
エンジニアリング

売上高／ 464億円
（23・3連）

協和日成
売上高／ 345億円（23・3）

須賀工業
売上高／ 425億円（23・3）

斎久工業
完成工事高／ 482億円
（23・3）

大成設備
完成工事高／ 378億円
（23・3）

三晃空調
完成工事高／ 366億円
（23・3）

西原衛生工業所
完成工事高／ 360億円
（23・3）

日管
売上高／ 276億円（23・1）

クリマテック
売上高／ 207億円（23・1）

川崎設備工業
売上高／ 208億円（23・3）

日本ファシリオ
売上高／ 209億円（23・3）

第一工業
完成工事高／ 177億円
（23・3）

三冷社
売上高／ 123億円
（2022 年度）

三谷産業
（空調設備工事関連）
売上高（部）／ 125億円
（23・3連）

エクシオグループ
※2021年10月、協和エクシオ
より社名変更
売上高／ 6276 億円
（23・3連）

東邦電気工業
売上高／379億円（23・3連）

日本リーテック
売上高／ 537億円
（23・3連）

ミライト・ワン
※2022 年 7月、ミライト・
ホールディングスとミライトと
ミライト・テクノロジーズが統合し
ミライト・ワンに社名変更
売上高／ 4840 億円
（23・3連）

東鉄工業
売上高／ 1247 億円
（23・3連）

日本電設工業
売上高／ 1721 億円
（23・3連）

東日本電気
エンジニアリング

売上高／ 344億円
（2022 年度）

トーエネック
売上高／ 2321 億円
（23・3連）

ユアテック
売上高／ 2274 億円
（23・3連）

キーワード

　生活インフラといえる電気機器・電気設備を担っている電気設備業
界を支援しているのが東京電業協会である。同協会は、電気工事及
び関連事業の健全な発展を図ることを目的に設立された。調査研究
事業として、適正で合理的な入札契約制度をはじめ、技術・安全・環
境保全、企業合理化、人材の確保・育成等の調査研究を行ってい
る。また、普及啓発事業として、電気工事士技能競技大会や安全衛
生大会、機関紙「電業経営」の編集・発行、ホームページによる情報
収集及び提供を行っている。

東京電業協会 キーワード関電工 注目カンパニー

関電工は、業界トップクラスの売上を誇る総合設備企業。
「屋内線・環境設備」、「情報通信設備」、「電力設備」の3部門で事業を展開
し、建物に命を吹き込み、高度情報化社会を支え、電力インフラを構築している。
近年では、太陽光や風力などの再生可能エネ
ルギー発電事業や鉄道・水道など、都市の大
動脈である社会インフラ分野への事業領域の
拡大に努めるとともに、ロボットや
IoTを活用した技術開発にも取り
組んでいる。

● 詳しくは、本誌P248を
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

※関係図の一例を表したもので、実際は企業や案件により異なる。

企画・開発

ゼネコンデベロッパー 建築設備
企業

建築設備
企業住宅（ハウスメーカー）

工事

発注

納品(施工)

発注

納品(施工)

企画

納品(施工)
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紙・パルプ業界37

新聞雑誌の減少、ペーパレス化の逆風の中、
脱プラの追い風に乗り、業界は再び成長できるか。

トヨタ自動車

グループ会社

グ
ル
ー
プ
会
社
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社
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子
会
社

子
会
社

子
会
社

王子グループ 総合製紙・紙メーカー
王子ホールディングス

売上高／ 1兆 7066 億円（23・3連）

商業包装用紙

ザ・パック
売上高／ 891億円（22・12連）

スーパーバッグ
売上高／ 253億円（23・3連）

大石産業
売上高／ 218億円（23・3連）

板紙・段ボール

レンゴー
売上高／ 8461 億円（23・3連）

中央紙器工業
売上高／ 113億円（23・3連）

日本トーカンパッケージ
売上高／ 464億円（23・3）

ダイナパック
売上高／ 568億円（22・12連）

トーモク
売上高／ 2128 億円（23・3連）

セッツカートン
売上高／ 607億円（23・3）

王子製紙
売上高／ 2799 億円（23・3）
主要製品／新聞用紙、出版・印刷用紙等

王子ネピア
売上高／ 638億円（23・3）
主要製品／ティッシュ、トイレットロール、
紙おむつ等

日本製紙グループ

日本製紙
売上高／ 1兆1526億円（23・3連）
主要製品／洋紙、板紙、パッケージ等

特化分野

日本製紙クレシア

日本製紙パピリア
売上高／ 201億円（23・3）
主要製品／洋紙、特殊紙等

日本製袋

売上高／ 223億円（23・3連）
主要製品／重包装用紙袋、
工業・農業用フィルム等

昭和パックス

売上高／ 217億円（23・1連）
主要製品／オーダーメイド封筒、DM制作等

イムラ封筒

売上高／ 171億円（22・12連）
主要製品／印刷紙器、容器、巻取り包材等

古林紙工
売上高／ 133億円（23・3連）
主要製品／抄紙用フエルト・ベルト等

イチカワ売上高／ 176億円（23・3連）
主要製品／アルミ電解コンデンサ用
セパレータ、機能材等

ニッポン高度紙工業

売上高／ 403億円（23・3連）
主要製品／医薬品・化粧品包材等

朝日印刷

売上高／非公開
主要製品／クラフト紙袋、合成樹脂袋等

王子マテリア
売上高／ 2916 億円（23・3）
主要製品／段ボール原紙、包装用紙等

王子エフテックス
売上高／ 597億円（23・3）
主要製品／特殊紙、フィルム等

大王製紙
売上高／ 6462 億円（23・3連）
主要製品／洋紙、板紙、家庭紙等

北越コーポレーション
売上高／ 3012 億円（23・3連）
主要製品／洋紙、白板紙、機能材等

三菱製紙
売上高／ 2095 億円（23・3連）
主要製品／印刷・情報用紙、写真感光材料等

中越パルプ工業
売上高／ 1057 億円（23・3連）
主要製品／印刷・情報用紙、竹紙、発電等

特種東海製紙
売上高／ 841億円（23・3連）
主要製品／特殊紙、段ボール原紙、
ペーパータオル等

巴川製紙所
売上高／ 342億円（23・3連）
主要製品／機能紙、絶縁紙、特殊紙等

特
殊
紙
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業
で
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務
提
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ル
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　近年、長尺トイレットペーパーが人気で売上高が急成長している中、
日本製紙クレシアが大王製紙を「3倍巻き」技術の特許権侵害で提訴。
長尺タイプの開発競争は業界内の競争が激化していることを示してい
る。一方で、ネット通販拡大に伴う段ボール需要の増加に加えて、脱プ
ラスチックの流れで紙が代替素材として注目される追い風もある。木材
を原料としたセルロースナノファイバーの開発等、環境に配慮した新素
材開発は紙製品以外への用途に応用できるため、業界の再成長が期
待されている。

製紙業界の逆風と追い風
　日本製紙連合会が発表した「紙・板紙内需見通し報告」によると、
2022年紙・板紙内需見込みは2307万t（前年比1.0％減）と減少
傾向にある。内訳は、紙内需計が1137万t（前年比2.8％減）、板紙
内需計が1170万t（前年比0.7％増）となっている。マイナス要因とし
て、人口や新聞雑誌の減少、在宅勤務の増加、ペーパーレス化、アナ
ログ規制の見直し、簡易包装化を挙げている。一方でプラス要因とし
ては、インバウンド需要の改善、ネット通販拡大、脱プラスチックによる
紙化、衛生意識の定着を挙げている。

紙・板紙の国内需要見通し トピックス トピックス

売上高／ 1031 億円（23・3）
主要製品／ティッシュ、トイレットロール、
産業用ワイパー等

建材・住宅設備業界36

エネルギー価格の高騰で省エネに対する意識が高まり、
省エネ住宅へのリフォームや高付加価値商品が好調。

Secual

資本・業務提携

省エネ型建材の共同開発で提携

内
装
材
の
相
互
供
給
等
で
提
携

出
資

リフォーム事業で業務提携
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※2022年 4月、持株会社体制へと移行し、
社名変更
売上高（部）／3兆 4833億円（23・3連）
主要製品／内装建材、システムキッチン、
水周り設備、空調機器等

建材・住宅設備総合パナソニックホールディングス
（くらし事業）

売上高／ 7012 億円（23・3連）
主要製品／トイレ・バス・キッチン等の
住宅設備機器、環境建材等

バス・トイレ・キッチン

ＴＯＴＯ

売上高（部）／ 2213 億円（23・3連）
主要製品／屋根材、雨とい、デッキ材等

各種部材

積水化学工業
（環境・ライフライン）

売上高／ 2274 億円（23・3連）
主要製品／ホーローキッチン・
システムバス等

タカラスタンダード

売上高／207億円(22・4)
主要製品／バス・トイレ・キッチン等の
住宅設備機器用温度制御製品

日本サーモスタット

売上高／ 1240 億円（23・3連）
主要製品／キッチン・バス等の
住宅設備機器等

クリナップ
売上高／ 5086 億円（23・3連）

アルミサッシ

ＹＫＫ ＡＰ

売上高／ 2288億円（23・3連）
主要製品／木質資源のエコ素材、
内装建材等

木材・木質材

大建工業

売上高（部）／2532億円（22・12連）
主要製品／木材、木質加工建材等

住友林業（木材建材）

売上高／ 698億円（23・3連）
主要製品／床・階段等の内装建材等

永大産業

売上高／ 3087 億円（22・12連）
主要製品／建物・産業用自動ドア等

ナブテスコ

売上高／ 2421 億円（23・3連）
主要製品／化粧板、壁材、装飾部材等

アイカ工業

売上高／ 2381 億円（23・3連）
主要製品／床材、耐火被覆材、断熱材等

ニチアス

売上高／ 1381 億円（23・3連）
主要製品／外壁材、屋根材、内壁材等

ニチハ
売上高／ 1305 億円（22・12）
主要製品／石膏ボードの壁材、天井材等

吉野石膏

売上高／ 455億円 (2022 年度 )
主要製品／ケーブルラック、パイラック等

ネグロス電工
売上高（部）／597億円（23・3連）
主要製品／浴室・床暖房、換気関連部材等

マックス（インダストリアル機器）

売上高（部）／ 1846 億円（23・3連）
主要製品／木材、各種建材、設備機器等

ナイス（建築資材）

売上高／ 5882 億円（23・3連）

シャッター

三和ホールディングス

売上高／ 4252 億円（23・3連）

給湯・暖房

リンナイ

売上高／ 2110 億円（22・12連）

ノーリツ

売上高／ 9074 億円（22・12連）

パロマ

売上高／ 1992 億円（23・3連）

文化シヤッター

売上高／ 3704 億円（23・5連）

三協立山

売上高／ 1017 億円（23・3連）

不二サッシ

売上高／ 1兆 4960 億円（23・3連）
主要製品／住宅・ビル用の内外装建材、
水周り他の各種設備・機器等

LIXIL

　2023年に新しい補助金・助成金制度としてスタートした「こどもエコ
住まい支援事業」。同事業は2050年カーボンニュートラルを実現する
ため、高い省エネ住宅を有する新築住宅や住宅の省エネ改修などに対
して補助するというもの。同時にエネルギー価格上昇の影響を受けや
すい子育て世帯や若者夫婦世帯にも省エネ住宅の取得をサポートす
る仕組みを兼ねている。補助対象としては注文住宅の新築、新築分
譲住宅、リフォーム、建築着工時期や延べ面積、改修対象などが指定
されている。

こどもエコ住まい支援事業
　新型コロナ収束前から住宅設備分野においても、新・生活様式対
応製品が次 と々登場している。その代表が非接触型の自動水栓や自
動ドアなどである。さらに換気扇の導入や新しい窓枠設置等などのニー
ズも高まっている。こうしたニーズの高まりを受けて各地方自治体では、
小規模事業者に対して感染症防止対策強化推進補助金を支給する
政策を打ち出した。また、TOTOやLIXILなどでは、「タッチレス」水栓を
組み込んだ個人向けのシステムキッチンを発売し、販売拡大を目指して
いる。

非接触型機器ニーズの拡大 トピックストピックス

P-178

日本フイルコン
（産業用機能フィルター・コンベア事業）
売上高／188億円（22・11連）
主要製品／製紙用鋼

P-258
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紙・パルプ業界37

新聞雑誌の減少、ペーパレス化の逆風の中、
脱プラの追い風に乗り、業界は再び成長できるか。
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王子グループ 総合製紙・紙メーカー
王子ホールディングス

売上高／ 1兆 7066 億円（23・3連）

商業包装用紙

ザ・パック
売上高／ 891億円（22・12連）

スーパーバッグ
売上高／ 253億円（23・3連）

大石産業
売上高／ 218億円（23・3連）

板紙・段ボール

レンゴー
売上高／ 8461 億円（23・3連）

中央紙器工業
売上高／ 113億円（23・3連）

日本トーカンパッケージ
売上高／ 464億円（23・3）

ダイナパック
売上高／ 568億円（22・12連）

トーモク
売上高／ 2128 億円（23・3連）

セッツカートン
売上高／ 607億円（23・3）

王子製紙
売上高／ 2799 億円（23・3）
主要製品／新聞用紙、出版・印刷用紙等

王子ネピア
売上高／ 638億円（23・3）
主要製品／ティッシュ、トイレットロール、
紙おむつ等

日本製紙グループ

日本製紙
売上高／ 1兆1526億円（23・3連）
主要製品／洋紙、板紙、パッケージ等

特化分野

日本製紙クレシア

日本製紙パピリア
売上高／ 201億円（23・3）
主要製品／洋紙、特殊紙等

日本製袋

売上高／ 223億円（23・3連）
主要製品／重包装用紙袋、
工業・農業用フィルム等

昭和パックス

売上高／ 217億円（23・1連）
主要製品／オーダーメイド封筒、DM制作等

イムラ封筒

売上高／ 171億円（22・12連）
主要製品／印刷紙器、容器、巻取り包材等

古林紙工
売上高／ 133億円（23・3連）
主要製品／抄紙用フエルト・ベルト等

イチカワ売上高／ 176億円（23・3連）
主要製品／アルミ電解コンデンサ用
セパレータ、機能材等

ニッポン高度紙工業

売上高／ 403億円（23・3連）
主要製品／医薬品・化粧品包材等

朝日印刷

売上高／非公開
主要製品／クラフト紙袋、合成樹脂袋等

王子マテリア
売上高／ 2916 億円（23・3）
主要製品／段ボール原紙、包装用紙等

王子エフテックス
売上高／ 597億円（23・3）
主要製品／特殊紙、フィルム等

大王製紙
売上高／ 6462 億円（23・3連）
主要製品／洋紙、板紙、家庭紙等

北越コーポレーション
売上高／ 3012 億円（23・3連）
主要製品／洋紙、白板紙、機能材等

三菱製紙
売上高／ 2095 億円（23・3連）
主要製品／印刷・情報用紙、写真感光材料等

中越パルプ工業
売上高／ 1057 億円（23・3連）
主要製品／印刷・情報用紙、竹紙、発電等

特種東海製紙
売上高／ 841億円（23・3連）
主要製品／特殊紙、段ボール原紙、
ペーパータオル等

巴川製紙所
売上高／ 342億円（23・3連）
主要製品／機能紙、絶縁紙、特殊紙等
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　近年、長尺トイレットペーパーが人気で売上高が急成長している中、
日本製紙クレシアが大王製紙を「3倍巻き」技術の特許権侵害で提訴。
長尺タイプの開発競争は業界内の競争が激化していることを示してい
る。一方で、ネット通販拡大に伴う段ボール需要の増加に加えて、脱プ
ラスチックの流れで紙が代替素材として注目される追い風もある。木材
を原料としたセルロースナノファイバーの開発等、環境に配慮した新素
材開発は紙製品以外への用途に応用できるため、業界の再成長が期
待されている。

製紙業界の逆風と追い風
　日本製紙連合会が発表した「紙・板紙内需見通し報告」によると、
2022年紙・板紙内需見込みは2307万t（前年比1.0％減）と減少
傾向にある。内訳は、紙内需計が1137万t（前年比2.8％減）、板紙
内需計が1170万t（前年比0.7％増）となっている。マイナス要因とし
て、人口や新聞雑誌の減少、在宅勤務の増加、ペーパーレス化、アナ
ログ規制の見直し、簡易包装化を挙げている。一方でプラス要因とし
ては、インバウンド需要の改善、ネット通販拡大、脱プラスチックによる
紙化、衛生意識の定着を挙げている。

紙・板紙の国内需要見通し トピックス トピックス

売上高／ 1031 億円（23・3）
主要製品／ティッシュ、トイレットロール、
産業用ワイパー等

建材・住宅設備業界36

エネルギー価格の高騰で省エネに対する意識が高まり、
省エネ住宅へのリフォームや高付加価値商品が好調。

Secual

資本・業務提携

省エネ型建材の共同開発で提携

内
装
材
の
相
互
供
給
等
で
提
携

出
資

リフォーム事業で業務提携

給
湯
器
の
無
線
接
続
で
提
携

商
品
・
部
材
の
相
互
供
給
で
提
携

シ
ヤ
ッ
タ
ー
事
業
を
譲
渡

※2022年 4月、持株会社体制へと移行し、
社名変更
売上高（部）／3兆 4833億円（23・3連）
主要製品／内装建材、システムキッチン、
水周り設備、空調機器等

建材・住宅設備総合パナソニックホールディングス
（くらし事業）

売上高／ 7012 億円（23・3連）
主要製品／トイレ・バス・キッチン等の
住宅設備機器、環境建材等

バス・トイレ・キッチン

ＴＯＴＯ

売上高（部）／ 2213 億円（23・3連）
主要製品／屋根材、雨とい、デッキ材等

各種部材

積水化学工業
（環境・ライフライン）

売上高／ 2274 億円（23・3連）
主要製品／ホーローキッチン・
システムバス等

タカラスタンダード

売上高／207億円(22・4)
主要製品／バス・トイレ・キッチン等の
住宅設備機器用温度制御製品

日本サーモスタット

売上高／ 1240 億円（23・3連）
主要製品／キッチン・バス等の
住宅設備機器等

クリナップ
売上高／ 5086 億円（23・3連）

アルミサッシ

ＹＫＫ ＡＰ

売上高／ 2288億円（23・3連）
主要製品／木質資源のエコ素材、
内装建材等

木材・木質材

大建工業

売上高（部）／2532億円（22・12連）
主要製品／木材、木質加工建材等

住友林業（木材建材）

売上高／ 698億円（23・3連）
主要製品／床・階段等の内装建材等

永大産業

売上高／ 3087 億円（22・12連）
主要製品／建物・産業用自動ドア等

ナブテスコ

売上高／ 2421 億円（23・3連）
主要製品／化粧板、壁材、装飾部材等

アイカ工業

売上高／ 2381 億円（23・3連）
主要製品／床材、耐火被覆材、断熱材等

ニチアス

売上高／ 1381 億円（23・3連）
主要製品／外壁材、屋根材、内壁材等

ニチハ
売上高／ 1305 億円（22・12）
主要製品／石膏ボードの壁材、天井材等

吉野石膏

売上高／ 455億円 (2022 年度 )
主要製品／ケーブルラック、パイラック等

ネグロス電工
売上高（部）／597億円（23・3連）
主要製品／浴室・床暖房、換気関連部材等

マックス（インダストリアル機器）

売上高（部）／ 1846 億円（23・3連）
主要製品／木材、各種建材、設備機器等

ナイス（建築資材）

売上高／ 5882 億円（23・3連）

シャッター

三和ホールディングス

売上高／ 4252 億円（23・3連）

給湯・暖房

リンナイ

売上高／ 2110 億円（22・12連）

ノーリツ

売上高／ 9074 億円（22・12連）

パロマ

売上高／ 1992 億円（23・3連）

文化シヤッター

売上高／ 3704 億円（23・5連）

三協立山

売上高／ 1017 億円（23・3連）

不二サッシ

売上高／ 1兆 4960 億円（23・3連）
主要製品／住宅・ビル用の内外装建材、
水周り他の各種設備・機器等

LIXIL

　2023年に新しい補助金・助成金制度としてスタートした「こどもエコ
住まい支援事業」。同事業は2050年カーボンニュートラルを実現する
ため、高い省エネ住宅を有する新築住宅や住宅の省エネ改修などに対
して補助するというもの。同時にエネルギー価格上昇の影響を受けや
すい子育て世帯や若者夫婦世帯にも省エネ住宅の取得をサポートす
る仕組みを兼ねている。補助対象としては注文住宅の新築、新築分
譲住宅、リフォーム、建築着工時期や延べ面積、改修対象などが指定
されている。

こどもエコ住まい支援事業
　新型コロナ収束前から住宅設備分野においても、新・生活様式対
応製品が次 と々登場している。その代表が非接触型の自動水栓や自
動ドアなどである。さらに換気扇の導入や新しい窓枠設置等などのニー
ズも高まっている。こうしたニーズの高まりを受けて各地方自治体では、
小規模事業者に対して感染症防止対策強化推進補助金を支給する
政策を打ち出した。また、TOTOやLIXILなどでは、「タッチレス」水栓を
組み込んだ個人向けのシステムキッチンを発売し、販売拡大を目指して
いる。

非接触型機器ニーズの拡大 トピックストピックス

P-178

日本フイルコン
（産業用機能フィルター・コンベア事業）
売上高／188億円（22・11連）
主要製品／製紙用鋼

P-258
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ガラス・セラミックス・セメント業界38

EV用に注力するガラス業界と非セメント分野強化のセメント業界。
同時にカーボンニュートラル実現に向けた技術開発も加速する。

セラミックス

ガラス

ピルキントン
（世界有数の
ガラスメーカー）

秩父太平洋セメント

子会社

出資

合弁会社で自動車用ガラスを製造販売

子
会
社

AGC
売上高／ 2兆 359 億円
（22・12連）

セントラル硝子
売上高／1693億円（23・3連）

AvanStrate
売上高／非公開

テクノクオーツ AvanStrate
売上高／201億円（23・3連）

オハラ
売上高／283億円（22・10連）

東洋ガラス
売上高／319億円（23・3）

日本板硝子
売上高／7635億円（23・3連）

ＨＯＹＡ
売上高／7236億円（23・3連）

日本電気硝子
売上高／3246億円（22・12連）

特化分野
ニチアス

売上高／2381億円（23・3連）
主要製品／断熱材・シール材製品等

日本山村硝子
売上高／681億円（23・3連）

石塚硝子
売上高／567億円（23・3連）

セメント

売上高（部）／5457億円（23・3連）

太平洋セメント
（セメント）

明星セメント

売上高／98億円（23・3連）

敦賀セメント

売上高（部）／9709億円（23・3連）
主要製品／ファインセラミックス、セラミック基板、
各種セラミックス等

京セラ
（コアコンポーネント、電子部品）

売上高／5626億円（23・3連）
主要製品／ファインセラミックス、
各種セラミックス部品等

日本特殊陶業

売上高／1395億円（23・3連）
主要製品／電子・化学・機械向け
セラミックス部品等

ノリタケカンパニーリミテド
売上高／1652億円（23・3連）
主要製品／ファインセラミックス、各種耐火物等

黒崎播磨

売上高（部）／9142億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

村田製作所（コンポーネント）

売上高／588億円（23・3連）
主要製品／セラミック基板、光通信向け
セラミック素材・部品等

MARUWA

サンゴバン
（自動車用
ガラスメーカー）

売上高／5592億円（23・3連）
主要製品／自動車排ガス浄化用セラミックス、
電子電気機器用セラミックス等

日本ガイシ

売上高（部）／2174億円（23・3連）

デンカ
（電子・先端プロダクツ、エラストマー・

インフラソリューション）

売上高／210億円（23・3）

鉄鋼最大手・
高炉メーカー

日本製鉄
（製鉄）

売上高（部）／7兆1768億円（23・3連）
粗鋼生産量／4437万ｔ

日本コークス工業 （コークス）
売上高（部）／1102億円（23・3連）

神戸製鋼所
（鉄鋼アルミ）

売上高（部）／1兆 658億円（23・3連）
粗鋼生産量／634万ｔ

ＪＦＥスチール
売上高／ 3兆4272億円（23・3連）
※JFEホールディングスの鉄鋼の売上高
粗鋼生産量／ 2620万ｔ

クボタ（水・環境）
売上高（部）／3276億円（22・12連）

トピー工業
売上高／3345億円（23・3連）

日鉄ステンレス
売上高／ 5277億円（23・3）

アルセロール・ミッタル
売上高／ 798億ドル（22・12連）
粗鋼生産量／ 6889 万ｔ

日本冶金工業
売上高／1993億円（23・3連）

大平洋金属
売上高／349億円（23・3連）

大阪製鐵
売上高／1171億円（23・3連）

日本製鋼所（素形材・エンジニアリング）
売上高（部）／340億円（23・3連）

鉄鋼業界39

コロナや半導体不足で見通しが暗い状況が継続。
業績回復のため、脱炭素を目指す業界の取り組みに注目。

ポスコ

相互出資

上海で自動車用鋼板等
の合弁事業

中国での特殊鋼棒鋼で合弁事業

子
会
社

高機能材厚板の委託生産・供給

相
互
出
資

ア
メ
リ
カ
・
イ
ン
ド

で
の
合
弁
事
業

出
資

出
資

出
資

出
資

出
資

ステンレス

不二越（特殊鋼その他）
売上高（部）／ 164億円（22・11連）

淀川製鋼所
売上高／ 2203 億円（23・3連）

大和工業
売上高／ 1804 億円（23・3連）

東京製鐵
売上高／ 3612 億円（23・3）

独立系

愛知製鋼
売上高／ 2851 億円（23・3連）

大同特殊鋼
売上高／ 5786 億円（23・3連）

プロテリアル
※2023 年 1月、日立金属より社名変更
売上高／ 1兆 1189 億円（23・3連）

山陽特殊製鋼
売上高／ 3938 億円（23・3連）

三菱製鋼
売上高／ 1705 億円（23・3連）

特殊鋼

馬鋼集団

中国宝武鋼鉄集団
売上高／ 3678 億元（22・12連）
粗鋼生産量／ 1億 3184 万ｔ

共英製鋼
売上高／3557億円（23・3連）

出
資

子
会
社

子
会
社

子
会
社

中山製鋼所
売上高／1885億円（23・3連） JFE条鋼

売上高／1428億円（23・3）
栗本鐵工所

売上高／1248億円（23・3連）

丸一鋼管
売上高／2734億円（23・3連）

合同製鐵
売上高／2354億円（23・3連）

子
会
社

出
資

出
資

　2022年の世界の粗鋼生産量は、中国のゼロコロナ政策や不動産
市況の悪化で、前年比3.9%減の18億8540万tだった。その中で
世界の粗鋼生産量の半数超を占める最大生産国・中国は10億
1800万ｔ、ロックダウンによる経済活動の停滞で減少（1.7%）となっ
た。世界的な半導体不足に伴う自動車の減産、ロシア・ウクライナ関
連のエネルギー価格高騰で、不透明な状況が続く中、業界は大きく変
化する可能性がある。世界で激しい再編が展開されているが、国内の
再編も加速するとも見られている。

業界全体の不透明感が更に高まる トピックス

　セメント業界でも「カーボンリサイクル」技術の開発が進められてい
る。セメント製造プロセスで発生する原料由来のCO₂を80％以上回
収する技術の開発が行われている。さらにコンクリートの廃材などから
カルシウムを取り出し、回収したCO₂を付着させ「炭酸塩（CaCO₃）」
にすることで、セメントの主原料である石灰石の生成を目指している。
実現すれば石灰石を使用せずに生成できる「カーボンリサイクルセメン
ト」が生まれ、CO₂削減に大きな効果が期待できる。

カーボンリサイクルセメントトピックス

　建物の中で熱の出入りが多い窓の冷暖房効率を高めるために生ま
れた「Low-E（低放射）ガラス」。ガラスに酸化亜鉛や銀をコーティング
して断熱・遮熱性を高めており、広く普及している。しかし、この金属の
膜が5Gの大きな障害になっているのだ。金属は電波を反射する材料
で、特に5Gは障害物に弱い。そこでAGCでは、Low-Eガラスの断
熱・遮熱性を保ちつつ、FSS（Frequency Selective Surface）という
技術を活用した電波を遮断しない試作品を開発。これが普及すれば
5Gの電波環境改善に大きく貢献できることになる。

進化した5G対応のLow-Eガラス

日本製鉄

八戸セメント子会社 子
会
社

合
弁

※2022年4月、三菱マテリアルのセメント事業と
UBEのセメント事業を統合し、新会社設立。
売上高／3236億円（23・3）

UBE三菱セメント

売上高（部）／1403億円（23・3連）

住友大阪セメント
（セメント）

売上高（部）／578億円（23・3連）

トクヤマ（セメント）

売上高／110億円（23・3）
主要製品／高炉セメント（北海道・東北で展開）

日鉄セメント

売上高／154億円（22・12）

麻生セメント

売上高／153億円（23・3）
主要製品／高炉セメント（主に西日本で展開）

日鉄高炉セメント

売上高／145億円（23・3）

琉球セメント

　鉄鋼業界は国内産業で最多のCO2を排出、そのために脱炭素化へ
の技術開発が必要とされている。最も迅速な対策は高炉から排出量
の少ない電炉への切り替えで、JFEスチールは一部の高炉を電炉に切
り替えの方針を示した。また、水素を利用した水素製鉄が脱炭素化の
切り札と見られており、日本製鉄とJFEスチールは実用化に向けて連
携していく。更に、CO2排出量が実質的にゼロとなるグリーン鋼材は、
神戸製鋼所の鋼材で日産自動車の量産車に採用されるなど、脱炭素
化への業界動向が注目される。

脱炭素化へ、鉄鋼業界の新たな動き トピックスキーワード

P-142
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ガラス・セラミックス・セメント業界38

EV用に注力するガラス業界と非セメント分野強化のセメント業界。
同時にカーボンニュートラル実現に向けた技術開発も加速する。

セラミックス

ガラス

ピルキントン
（世界有数の
ガラスメーカー）

秩父太平洋セメント

子会社

出資

合弁会社で自動車用ガラスを製造販売

子
会
社

AGC
売上高／ 2兆 359 億円
（22・12連）

セントラル硝子
売上高／1693億円（23・3連）

AvanStrate
売上高／非公開

テクノクオーツ AvanStrate
売上高／201億円（23・3連）

オハラ
売上高／283億円（22・10連）

東洋ガラス
売上高／319億円（23・3）

日本板硝子
売上高／7635億円（23・3連）

ＨＯＹＡ
売上高／7236億円（23・3連）

日本電気硝子
売上高／3246億円（22・12連）

特化分野
ニチアス

売上高／2381億円（23・3連）
主要製品／断熱材・シール材製品等

日本山村硝子
売上高／681億円（23・3連）

石塚硝子
売上高／567億円（23・3連）

セメント

売上高（部）／5457億円（23・3連）

太平洋セメント
（セメント）

明星セメント

売上高／98億円（23・3連）

敦賀セメント

売上高（部）／9709億円（23・3連）
主要製品／ファインセラミックス、セラミック基板、
各種セラミックス等

京セラ
（コアコンポーネント、電子部品）

売上高／5626億円（23・3連）
主要製品／ファインセラミックス、
各種セラミックス部品等

日本特殊陶業

売上高／1395億円（23・3連）
主要製品／電子・化学・機械向け
セラミックス部品等

ノリタケカンパニーリミテド
売上高／1652億円（23・3連）
主要製品／ファインセラミックス、各種耐火物等

黒崎播磨

売上高（部）／9142億円（23・3連）
主要製品／積層セラミックコンデンサ等

村田製作所（コンポーネント）

売上高／588億円（23・3連）
主要製品／セラミック基板、光通信向け
セラミック素材・部品等

MARUWA

サンゴバン
（自動車用
ガラスメーカー）

売上高／5592億円（23・3連）
主要製品／自動車排ガス浄化用セラミックス、
電子電気機器用セラミックス等

日本ガイシ

売上高（部）／2174億円（23・3連）

デンカ
（電子・先端プロダクツ、エラストマー・

インフラソリューション）

売上高／210億円（23・3）

鉄鋼最大手・
高炉メーカー

日本製鉄
（製鉄）

売上高（部）／7兆1768億円（23・3連）
粗鋼生産量／4437万ｔ

日本コークス工業 （コークス）
売上高（部）／1102億円（23・3連）

神戸製鋼所
（鉄鋼アルミ）

売上高（部）／1兆 658億円（23・3連）
粗鋼生産量／634万ｔ

ＪＦＥスチール
売上高／ 3兆4272億円（23・3連）
※JFEホールディングスの鉄鋼の売上高
粗鋼生産量／ 2620万ｔ

クボタ（水・環境）
売上高（部）／3276億円（22・12連）

トピー工業
売上高／3345億円（23・3連）

日鉄ステンレス
売上高／ 5277億円（23・3）

アルセロール・ミッタル
売上高／ 798億ドル（22・12連）
粗鋼生産量／ 6889 万ｔ

日本冶金工業
売上高／1993億円（23・3連）

大平洋金属
売上高／349億円（23・3連）

大阪製鐵
売上高／1171億円（23・3連）

日本製鋼所（素形材・エンジニアリング）
売上高（部）／340億円（23・3連）

鉄鋼業界39

コロナや半導体不足で見通しが暗い状況が継続。
業績回復のため、脱炭素を目指す業界の取り組みに注目。

ポスコ

相互出資

上海で自動車用鋼板等
の合弁事業

中国での特殊鋼棒鋼で合弁事業

子
会
社

高機能材厚板の委託生産・供給

相
互
出
資

ア
メ
リ
カ
・
イ
ン
ド

で
の
合
弁
事
業

出
資

出
資

出
資

出
資

出
資

ステンレス

不二越（特殊鋼その他）
売上高（部）／ 164億円（22・11連）

淀川製鋼所
売上高／ 2203 億円（23・3連）

大和工業
売上高／ 1804 億円（23・3連）

東京製鐵
売上高／ 3612 億円（23・3）

独立系

愛知製鋼
売上高／ 2851 億円（23・3連）

大同特殊鋼
売上高／ 5786 億円（23・3連）

プロテリアル
※2023 年 1月、日立金属より社名変更
売上高／ 1兆 1189 億円（23・3連）

山陽特殊製鋼
売上高／ 3938 億円（23・3連）

三菱製鋼
売上高／ 1705 億円（23・3連）

特殊鋼

馬鋼集団

中国宝武鋼鉄集団
売上高／ 3678 億元（22・12連）
粗鋼生産量／ 1億 3184 万ｔ

共英製鋼
売上高／3557億円（23・3連）

出
資

子
会
社

子
会
社

子
会
社

中山製鋼所
売上高／1885億円（23・3連） JFE条鋼

売上高／1428億円（23・3）
栗本鐵工所

売上高／1248億円（23・3連）

丸一鋼管
売上高／2734億円（23・3連）

合同製鐵
売上高／2354億円（23・3連）

子
会
社

出
資

出
資

　2022年の世界の粗鋼生産量は、中国のゼロコロナ政策や不動産
市況の悪化で、前年比3.9%減の18億8540万tだった。その中で
世界の粗鋼生産量の半数超を占める最大生産国・中国は10億
1800万ｔ、ロックダウンによる経済活動の停滞で減少（1.7%）となっ
た。世界的な半導体不足に伴う自動車の減産、ロシア・ウクライナ関
連のエネルギー価格高騰で、不透明な状況が続く中、業界は大きく変
化する可能性がある。世界で激しい再編が展開されているが、国内の
再編も加速するとも見られている。

業界全体の不透明感が更に高まる トピックス

　セメント業界でも「カーボンリサイクル」技術の開発が進められてい
る。セメント製造プロセスで発生する原料由来のCO₂を80％以上回
収する技術の開発が行われている。さらにコンクリートの廃材などから
カルシウムを取り出し、回収したCO₂を付着させ「炭酸塩（CaCO₃）」
にすることで、セメントの主原料である石灰石の生成を目指している。
実現すれば石灰石を使用せずに生成できる「カーボンリサイクルセメン
ト」が生まれ、CO₂削減に大きな効果が期待できる。

カーボンリサイクルセメントトピックス

　建物の中で熱の出入りが多い窓の冷暖房効率を高めるために生ま
れた「Low-E（低放射）ガラス」。ガラスに酸化亜鉛や銀をコーティング
して断熱・遮熱性を高めており、広く普及している。しかし、この金属の
膜が5Gの大きな障害になっているのだ。金属は電波を反射する材料
で、特に5Gは障害物に弱い。そこでAGCでは、Low-Eガラスの断
熱・遮熱性を保ちつつ、FSS（Frequency Selective Surface）という
技術を活用した電波を遮断しない試作品を開発。これが普及すれば
5Gの電波環境改善に大きく貢献できることになる。

進化した5G対応のLow-Eガラス

日本製鉄

八戸セメント子会社 子
会
社

合
弁

※2022年4月、三菱マテリアルのセメント事業と
UBEのセメント事業を統合し、新会社設立。
売上高／3236億円（23・3）

UBE三菱セメント

売上高（部）／1403億円（23・3連）

住友大阪セメント
（セメント）

売上高（部）／578億円（23・3連）

トクヤマ（セメント）

売上高／110億円（23・3）
主要製品／高炉セメント（北海道・東北で展開）

日鉄セメント

売上高／154億円（22・12）

麻生セメント

売上高／153億円（23・3）
主要製品／高炉セメント（主に西日本で展開）

日鉄高炉セメント

売上高／145億円（23・3）

琉球セメント

　鉄鋼業界は国内産業で最多のCO2を排出、そのために脱炭素化へ
の技術開発が必要とされている。最も迅速な対策は高炉から排出量
の少ない電炉への切り替えで、JFEスチールは一部の高炉を電炉に切
り替えの方針を示した。また、水素を利用した水素製鉄が脱炭素化の
切り札と見られており、日本製鉄とJFEスチールは実用化に向けて連
携していく。更に、CO2排出量が実質的にゼロとなるグリーン鋼材は、
神戸製鋼所の鋼材で日産自動車の量産車に採用されるなど、脱炭素
化への業界動向が注目される。

脱炭素化へ、鉄鋼業界の新たな動き トピックスキーワード

P-142

P-202

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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古河機械金属
売上高（部）／ 1184億円
（23・3連）

住友金属鉱山☆　
売上高／ 1兆4230億円
（23・3連）

大阪チタニウム
テクノロジーズ☆

売上高／ 431億円（23・3）

非鉄金属業界40

脱プラスチックの流れでアルミニウム缶の需要が拡大。
自動車のEV化で電子部品やパネル材の需要も高まる。

非鉄総合・銅

三井住友金属鉱山伸銅
伸銅品等の銅・銅合金加工事業

日比製煉

日本軽金属

JX金属

JX金属製錬

合
弁

合弁

子会社

子
会
社

子会社

廃棄物処理で合弁

子会社

子会社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

出
資

出資

出
資

共
同
で
チ
リ
の

銅
鉱
山
権
益
を
拡
大

ENEOSホールディングス

アルミ
ＵＡＣＪ

売上高／9629億円（23・3連）

電線・ケーブル
住友電気工業

売上高（部）／ 3兆6581億円
（23・3連）

古河電気工業
売上高（部）／ 9196億円
（23・3連）

タツタ電線
売上高（部）／ 440億円
（23・3連）

三菱電線工業☆
売上高／ 218億円（23・3）

プロテリアル
※2023年1月、日立金属より
社名変更
売上高（部）／ 2577億円
（23・3連）

フジクラ
売上高（部）／ 7875億円
（23・3連）

ＳＷＣＣ
2023年4月、昭和電線ホールディン
グスが昭和電線ケーブルシステム、昭
和電線ユニマックと統合し、社名変更
売上高／ 2091億円（23・3連）

製缶

ホッカンホールディングス
売上高（部）／ 356億円
（23・3連）

その他

リョービ
売上高（部）／ 2157億円
（22・12連）

東邦チタニウム
売上高（部）／ 544億円
（23・3連）

アーレスティ
売上高（部）／ 1377億円
（23・3連）

東邦亜鉛
売上高（部）／ 1347億円
（23・3連）

ＪＦＥコンテイナー☆
売上高／ 270億円（23・3）

大和製罐☆
売上高／1315億円（22・3）

アルテミラ製缶☆
※2022年7月、ユニバーサル製
缶より社名変更
売上高／ 551億円（22・12）

東洋製罐☆
売上高／ 2432億円（23・3）

東洋製罐グループ
ホールディングス

売上高（部）／5444億円
（23・3連）

大紀アルミニウム工業所☆
売上高／ 2730億円（23・3連）

MAアルミニウム☆
2022年4月、三菱アルミニウム株式
会社から事業を承継し、社名変更
売上高／ 288億円（22・12）

レゾナック・
ホールディングス

2023年1月、昭和電工と昭和電工
マテリアルズが統合
売上高（部）／ 2965億円
（22・12連）

神戸製鋼所
売上高（部）／ 1兆3319億円
（23・3連）

日本軽金属ホールディングス☆
売上高／ 5170億円（23・3連）三菱マテリアル

売上高（部）／ 1兆4856億円
（23・3連）

パンパシフィック・カッパー☆
売上高／1兆1332億円（23・3）

DOWAホールディングス
売上高（部）／ 6596億円
（23・3連）

三井金属鉱業
売上高／ 6520億円（23・3連）

日鉄鉱業
売上高（部）／ 869億円
（23・3連）

CKサンエツ☆
売上高／ 1238億円（23・3連）

ＡＲＥホールディングス
2023年7月、アサヒホールディングス
より社名変更
売上高（部）／ 2742億円
（23・3連）

亜
鉛
事
業
で
提
携

硫
酸
事
業
で

提
携

売上高（部）／ 1兆6354億円
（23・3連）

DOWAメタルマイン
金、銀、銅、亜鉛等の製錬事業

DOWAメタルテック
伸銅品等の銅・銅合金加工事業

サンエツ金属
黄銅棒・線事業、精密部品事業

日本伸銅
銅・黄銅棒、線、鍛造加工事業

アサヒプリテック
貴金属・希少金属原料の精錬他 ☆の企業は、ほぼ単独事業のため、総売上高を表記。

他は非鉄金属関連事業売上高。

リチウムイオン電池材料業界41

EV（電気自動車）へのシフトで車載用電池市場が拡大中。
次世代リチウムイオン電池の開発が活性化。

GSカルテックス

デュポン 帝人
アドバンスドペーパー

デュポン・スペシャルティ・
プロダクツ

東レハンガリー

子会社

中国における電解液事業の合弁会社

子会社

韓国でキャパシタ用
炭素材を合弁生産

共同出資

セパレーターの
生産設備を新設子会社

子会社

住友金属鉱山
売上高／ 1兆4230億円
（23・3連）

JX金属
売上高(部)／1兆6354億円
（23・3連）
※ENEOSホールディングスの
金属事業の売上高

新日本電工
売上高／ 793億円（22・12連）

田中化学研究所
売上高／ 577億円（23・3連）

JFEミネラル
売上高／ 1841億円（23・3）

住友大阪セメント
売上高／ 2047億円（23・3連）

日亜化学工業
売上高／5021億円（22・12連）

東ソー
売上高／ 1兆644億円
（23・3連）

レゾナック・
ホールディングス

※2023年1月、昭和電工と
昭和電工マテリアルズが統合し、
社名変更
売上高／ 1兆3926億円
（22・12連）

日本触媒
売上高／ 4196億円（23・3連）

東レ
売上高／ 2兆4893億円
（23・3連）

帝人
売上高／ 1兆188億円
（23・3連）

東洋紡
売上高／ 3999億円（23・3連）

売上高／ 2兆7265億円
（23・3連）

セントラル硝子
売上高／ 1693億円（23・3連）

東洋合成工業
売上高／ 342億円（23・3）

関東電化工業
売上高／ 787億円（23・3連）

日本曹達
売上高／ 1728億円（23・3連）

クレハ
売上高／ 1913億円（23・3連）

ENEOS
売上高(部)／12兆7065億円
（23・3連）
※ENEOSホールディングスの
エネルギー事業の売上高

石原産業
売上高／ 1312億円（23・3連）

ＪＦＥケミカル
売上高／ 1277億円（22・3連）

東海カーボン
売上高／ 3404億円
（22・12連）

ENEOSホールディングス
売上高／ 15兆166億円（23・3連）

ポリポア

旭化成

売上高／ 2兆8953億円（23・3連）

住友化学

売上高（部）／2兆6829億円（23・3連）
※三菱ケミカルホールディングスの
機能商品、ケミカルズ事業の売上高

三菱ケミカル

※2022年、4月に宇部興産より
社名変更
売上高／ 4947億円（23・3連）

ＵＢＥ

三井金属鉱業
売上高／ 6520億円（23・3連）

正極
負極

電解液・電解質

セパレーター

　EV用のリチウムイオン電池のニーズの高まりから、電池の高容量化
が求められ、主要材料の転換が予想される。そのため各社で高容量化
を見据えた開発が進められており、現在の主流の黒鉛系からエネルギー
密度の高いシリコン系に転換されそうだ。ただし、シリコン系負極材は、
充電時に体積が拡張するため、拡張収縮を繰り返すことで電極の機能
を損なうリスクがある。そこで負極の活物質や補助添加剤などを結着さ
せるバインダー（接着剤）の機能を改良し、拡張を抑制させる課題解決
に注力している。

バインダー改良
　世界的な脱炭素に向けた流れが高まっている中、非鉄金属業界でも
脱炭素関連で企業の業績が伸びている。好調の理由のひとつが電気
自動車（EV）の生産増強による需要増加である。自動車のEV化で
モーターや電池の搭載により車両重量が増加しているため、今まで以
上にアルミ材による軽量化のニーズが高まる。例えば、自動車パネル
や、油圧シリンダー、ボディなどの採用が増える見込みだ。またカーボン
ニュートラル実現に向けて洋上発電や送電線の整備も進み、ここでは
銅のニーズが高まっている。

トピックス「脱炭素」が追い風になる非鉄金属業界
　「水平リサイクル」とは、使用済みの製品がいったん資源になり、また
同じ製品として生まれ変わるリサイクルシステムを指す。代表例として
「アルミ缶」などが知れているが、資源の再利用の流れが一段と増して
いる。経済産業省の「循環経済ビジョン2020」では、循環性をデザイ
ンし、リサイクルまでリードする循環産業の仕組みづくりや、リサイクル産
業からリソーシング産業の創出の必要性を掲げている。非鉄金属業界
ではアルミだけでなくレアメタルの水平リサイクルの動きも出ている。

水平リサイクル
　全固体電池とは、電流を発生させるために必要な液体の「電解質」
を固体にした電池のこと。固体であるにも関わらず電子を運搬する物
質が発見されたことで開発が活発化された。従来の液体電解質は「液
漏れ」を防ぐために頑強な容器が必要だったが、個体では不要になるた
め、形状の制限を受けることがなくなる。また寿命が長く、熱や圧力変
化にも強いので、様々な環境での利用が可能。しかも大容量に関わら
ず素早い充電も可能で、次世代車載用電池として大きな期待がかけら
れている。
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常熱宇菱電池材料有限公司

古河機械金属
売上高（部）／ 1184億円
（23・3連）

住友金属鉱山☆　
売上高／ 1兆4230億円
（23・3連）

大阪チタニウム
テクノロジーズ☆

売上高／ 431億円（23・3）

非鉄金属業界40

脱プラスチックの流れでアルミニウム缶の需要が拡大。
自動車のEV化で電子部品やパネル材の需要も高まる。

非鉄総合・銅

三井住友金属鉱山伸銅
伸銅品等の銅・銅合金加工事業

日比製煉

日本軽金属

JX金属

JX金属製錬

合
弁

合弁

子会社

子
会
社

子会社

廃棄物処理で合弁

子会社

子会社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

出
資

出資

出
資

共
同
で
チ
リ
の

銅
鉱
山
権
益
を
拡
大

ENEOSホールディングス

アルミ
ＵＡＣＪ

売上高／9629億円（23・3連）

電線・ケーブル
住友電気工業

売上高（部）／ 3兆6581億円
（23・3連）

古河電気工業
売上高（部）／ 9196億円
（23・3連）

タツタ電線
売上高（部）／ 440億円
（23・3連）

三菱電線工業☆
売上高／ 218億円（23・3）

プロテリアル
※2023年1月、日立金属より
社名変更
売上高（部）／ 2577億円
（23・3連）

フジクラ
売上高（部）／ 7875億円
（23・3連）

ＳＷＣＣ
2023年4月、昭和電線ホールディン
グスが昭和電線ケーブルシステム、昭
和電線ユニマックと統合し、社名変更
売上高／ 2091億円（23・3連）

製缶

ホッカンホールディングス
売上高（部）／ 356億円
（23・3連）

その他

リョービ
売上高（部）／ 2157億円
（22・12連）

東邦チタニウム
売上高（部）／ 544億円
（23・3連）

アーレスティ
売上高（部）／ 1377億円
（23・3連）

東邦亜鉛
売上高（部）／ 1347億円
（23・3連）

ＪＦＥコンテイナー☆
売上高／ 270億円（23・3）

大和製罐☆
売上高／1315億円（22・3）

アルテミラ製缶☆
※2022年7月、ユニバーサル製
缶より社名変更
売上高／ 551億円（22・12）

東洋製罐☆
売上高／ 2432億円（23・3）

東洋製罐グループ
ホールディングス

売上高（部）／5444億円
（23・3連）

大紀アルミニウム工業所☆
売上高／ 2730億円（23・3連）

MAアルミニウム☆
2022年4月、三菱アルミニウム株式
会社から事業を承継し、社名変更
売上高／ 288億円（22・12）

レゾナック・
ホールディングス

2023年1月、昭和電工と昭和電工
マテリアルズが統合
売上高（部）／ 2965億円
（22・12連）

神戸製鋼所
売上高（部）／ 1兆3319億円
（23・3連）

日本軽金属ホールディングス☆
売上高／ 5170億円（23・3連）三菱マテリアル

売上高（部）／ 1兆4856億円
（23・3連）

パンパシフィック・カッパー☆
売上高／1兆1332億円（23・3）

DOWAホールディングス
売上高（部）／ 6596億円
（23・3連）

三井金属鉱業
売上高／ 6520億円（23・3連）

日鉄鉱業
売上高（部）／ 869億円
（23・3連）

CKサンエツ☆
売上高／ 1238億円（23・3連）

ＡＲＥホールディングス
2023年7月、アサヒホールディングス
より社名変更
売上高（部）／ 2742億円
（23・3連）

亜
鉛
事
業
で
提
携

硫
酸
事
業
で

提
携

売上高（部）／ 1兆6354億円
（23・3連）

DOWAメタルマイン
金、銀、銅、亜鉛等の製錬事業

DOWAメタルテック
伸銅品等の銅・銅合金加工事業

サンエツ金属
黄銅棒・線事業、精密部品事業

日本伸銅
銅・黄銅棒、線、鍛造加工事業

アサヒプリテック
貴金属・希少金属原料の精錬他 ☆の企業は、ほぼ単独事業のため、総売上高を表記。

他は非鉄金属関連事業売上高。

リチウムイオン電池材料業界41

EV（電気自動車）へのシフトで車載用電池市場が拡大中。
次世代リチウムイオン電池の開発が活性化。

GSカルテックス

デュポン 帝人
アドバンスドペーパー

デュポン・スペシャルティ・
プロダクツ

東レハンガリー

子会社

中国における電解液事業の合弁会社

子会社

韓国でキャパシタ用
炭素材を合弁生産

共同出資

セパレーターの
生産設備を新設子会社

子会社

住友金属鉱山
売上高／ 1兆4230億円
（23・3連）

JX金属
売上高(部)／1兆6354億円
（23・3連）
※ENEOSホールディングスの
金属事業の売上高

新日本電工
売上高／ 793億円（22・12連）

田中化学研究所
売上高／ 577億円（23・3連）

JFEミネラル
売上高／ 1841億円（23・3）

住友大阪セメント
売上高／ 2047億円（23・3連）

日亜化学工業
売上高／5021億円（22・12連）

東ソー
売上高／ 1兆644億円
（23・3連）

レゾナック・
ホールディングス

※2023年1月、昭和電工と
昭和電工マテリアルズが統合
売上高／ 1兆3926億円
（22・12連）

日本触媒
売上高／ 4196億円（23・3連）

東レ
売上高／ 2兆4893億円
（23・3連）

帝人
売上高／ 1兆188億円
（23・3連）

東洋紡
売上高／ 3999億円（23・3連）

売上高／ 2兆7265億円
（23・3連）

セントラル硝子
売上高／ 1693億円（23・3連）

東洋合成工業
売上高／ 342億円（23・3）

関東電化工業
売上高／ 787億円（23・3連）

日本曹達
売上高／ 1728億円（23・3連）

クレハ
売上高／ 1913億円（23・3連）

ENEOS
売上高(部)／12兆7065億円
（23・3連）
※ENEOSホールディングスの
エネルギー事業の売上高

石原産業
売上高／ 1312億円（23・3連）

ＪＦＥケミカル
売上高／ 1277億円（22・3連）

東海カーボン
売上高／ 3404億円
（22・12連）

ENEOSホールディングス
売上高／ 15兆166億円（23・3連）

ポリポア

旭化成

売上高／ 2兆8953億円（23・3連）

住友化学

売上高（部）／2兆6829億円（23・3連）
※三菱ケミカルホールディングスの
機能商品、ケミカルズ事業の売上高

三菱ケミカル

※2022年、4月に宇部興産より
社名変更
売上高／ 4947億円（23・3連）

ＵＢＥ

三井金属鉱業
売上高／ 6520億円（23・3連）

正極
負極

電解液・電解質

セパレーター

　EV用のリチウムイオン電池のニーズの高まりから、電池の高容量化
が求められ、主要材料の転換が予想される。そのため各社で高容量化
を見据えた開発が進められており、現在の主流の黒鉛系からエネルギー
密度の高いシリコン系に転換されそうだ。ただし、シリコン系負極材は、
充電時に体積が拡張するため、拡張収縮を繰り返すことで電極の機能
を損なうリスクがある。そこで負極の活物質や補助添加剤などを結着さ
せるバインダー（接着剤）の機能を改良し、拡張を抑制させる課題解決
に注力している。

バインダー改良
　世界的な脱炭素に向けた流れが高まっている中、非鉄金属業界でも
脱炭素関連で企業の業績が伸びている。好調の理由のひとつが電気
自動車（EV）の生産増強による需要増加である。自動車のEV化で
モーターや電池の搭載により車両重量が増加しているため、今まで以
上にアルミ材による軽量化のニーズが高まる。例えば、自動車パネル
や、油圧シリンダー、ボディなどの採用が増える見込みだ。またカーボン
ニュートラル実現に向けて洋上発電や送電線の整備も進み、ここでは
銅のニーズが高まっている。

トピックス「脱炭素」が追い風になる非鉄金属業界
　「水平リサイクル」とは、使用済みの製品がいったん資源になり、また
同じ製品として生まれ変わるリサイクルシステムを指す。代表例として
「アルミ缶」などが知れているが、資源の再利用の流れが一段と増して
いる。経済産業省の「循環経済ビジョン2020」では、循環性をデザイ
ンし、リサイクルまでリードする循環産業の仕組みづくりや、リサイクル産
業からリソーシング産業の創出の必要性を掲げている。非鉄金属業界
ではアルミだけでなくレアメタルの水平リサイクルの動きも出ている。

水平リサイクル
　全固体電池とは、電流を発生させるために必要な液体の「電解質」
を固体にした電池のこと。固体であるにも関わらず電子を運搬する物
質が発見されたことで開発が活発化された。従来の液体電解質は「液
漏れ」を防ぐために頑強な容器が必要だったが、個体では不要になるた
め、形状の制限を受けることがなくなる。また寿命が長く、熱や圧力変
化にも強いので、様々な環境での利用が可能。しかも大容量に関わら
ず素早い充電も可能で、次世代車載用電池として大きな期待がかけら
れている。

全固体電池 キーワードキーワードキーワード
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サウジ・アラムコ
（サウジアラビアの国営企業）

日本ポリケム
（持株会社）

積水化学

ペトロ・ラービグ

ＵＭＧ ＡＢＳ

BASF SE

ダウ・ケミカル日本

化学業界-1（総合化学・石油化学分野）42

EV・半導体向け高機能材料の需要が伸長。
各メーカーは新たな収益源の機能材料に注力。

レゾナック・ホールディングス
※2023 年 1月、昭和電工と昭和電
工マテリアルズが統合
売上高／ 1兆 3926 億円
（22・12連）
主要製品／石化原料、産業ガス、
基礎化学品、情報電子化学品等

日本ポリオレフィン
主要製品／ポリエチレン樹脂等

日本ポリエチレン
売上高／ 1665億円（23・3）
主要製品／ポリエチレン樹脂等

ＪＮＣ
売上高／ 1442億円（23・3連）
主要製品／エステル系溶剤、
酢酸エチル等

ＪＮＣ石油化学
主要製品／ポリエチレン・
ポリプロピレン樹脂等

日本エイアンドエル
主要製品／ABS樹脂・
SBRラテックス等

京葉エチレン
主要製品／エチレン、プロピレン

サンアロマー
売上高／ 574億円（21・12）
主要製品／ポリプロピレン等

東ソー
売上高／ 1兆 644 億円（23・3連）
主要製品／基礎化学品、石化原料、
有機化成品等

デンカ
売上高／4076億円（23・3連）
主要製品／有機化系素材、無機化系素材等

日油
売上高／2177億円（23・3連）
主要製品／界面活性剤、特殊防錆処理剤等

三菱ケミカルグループ
※2022 年 6月、三菱ケミカルホールディン
グスより社名変更
売上高／ 4兆 6345 億円（23・3連） 三井化学

売上高／ 1兆 8795 億円（23・3連）
主要製品／石化原料、フェノール、
PTA・PET、情報電子材料、精密化学品、
農業化学品等

三井化学東セロ
売上高／ 756億円（21・3）
主要製品／ポリプロピレン製品等

三井･ダウ ポリケミカル
主要製品／エチレン系ポリマー、
エチレン系特殊製品等

プライムポリマー
売上高／ 3006億円（23・3）
主要製品／ポロプロピレン・
ポリエチレン製品等

ENEOSホールディングス
売上高／ 15兆166億円（23・3連）

出光興産
（基礎化学品、高機能材）

売上高（部）／ 9850 億円（22・3連）
主要製品／エチレン、プロピレン、
パラキシレン等

住友化学
売上高／ 2兆8953億円（23・3連）
主要製品／基礎化学品、石化製品、
精密化学品、情報電子材料、農業化学品、
医薬品等

住友ベークライト
売上高／ 2849億円（23・3連）
主要製品／フェノール樹脂（ベークライト）、
半導体封止材、電子部品材料等

三菱ケミカル
売上高／1兆 4458億円（23・3）
主要製品／石化原料、基礎化学品、精密
化学品、情報電子材料、汎用樹脂、機能
性樹脂、産業用各種フィルム・シート等

テクノUMG
売上高／ 829億円（23・3）
主要製品／ABS等のスチレン系樹脂

ＪＳＲ
売上高／ 4089 億円（23・3連）
主要製品／スチレン系樹脂、合成ゴム等

日本ポリプロ
売上高／ 1565 億円（23・3）
主要製品／ポリプロピレン製品等

東部ブタジエン
主要製品／ブタジエン等

ＵＢＥ
※2022年 4月、宇部興産より社名変更
売上高／4947億円（23・3連）
主要製品／ラクタム、ナイロン樹脂、硫安等

宇部丸善ポリエチレン
主要製品／低密度ポリエチレン等

千葉ブタジエン工業
主要製品／ブタジエン

三菱ケミカル旭化成エチレン
売上高／ 1767 億円（22・3）
主要製品／エチレン

ＰＳジャパン
売上高／ 703億円（23・3）
主要製品／ポリスチレン

ＢＡＳＦジャパン
売上高／3576億円（22・12連）
主要製品／有機・無機化学品等

BASF出光
主要製品／ブタンジオール

旭化成
売上高／ 2兆 7265 億円（23・3連）
主要製品／有機・無機工業薬品、
合成樹脂、合成ゴム、化学繊維、
電子材料、セパレータ等

ENEOS
主要製品／エチレン、ブタジエン、ベンゼン等

丸善石油化学
売上高／ 2393 億円（21・3）
主要製品／エチレン、プロピレン、
ベンゼン等

三井プライム・アドバンスト・
コンポジッツ・インディア

アドバンスト・コンポジッツ

海外での展開（インド）

海外での展開（アメリカ）

海外での展開（サウジアラビア）

子会社

子会社

出
資

出
資

子会社

子会社

可
燃
ご
み
を
原
料
に
し
た

化
学
品
を
共
同
開
発

子
会
社

3Dプリンティング用樹脂パウダーの
共同開発・販売の業務提携

出資

グループ会社

子会社

合
弁

出資

出資

合
弁

合
弁

合
弁

合弁

合弁子
会
社

合
弁

合
弁

合弁
合弁

合弁

子会社 

子会社 

ポリプロピレン自動車材の
合弁会社を設立

水島地区のエチレンセンターを統合

合弁で石油精製と石油化学の
一体型コンプレックス「ペトロ・ラービグ」を建設・運営。
現在は公開会社として継続。

　一般社団法人日本化学工業協会（日化協）は、2050年に温室効
果ガスの排出量と吸収量を均衡させるカーボンニュートラル実現のため
の化学産業における投資額を発表した。日化協の転換シナリオに基づ
いた推計額は7.4兆円で、「基礎化学品製造の半分程度の原料を化
石資源からCO₂や廃プラチックに転換」「ナフサクラッカーの燃料の全
量をアンモニアに転換」「石炭等を主燃料とする火力自家発電設備等
の燃料の全量をバイオマス・LNGに転換」に必要な投資額を算出して
いる。会員企業へのアンケートによる推計投資額は9.7兆円だった。

カーボンニュートラルへの投資額 トピックス

　商品の仕入れ価格は、従来、メーカーの原材料事情や市況に、競
合会社の価格動向をもとに仕入れ先と交渉する方法が一般的だった。
しかし、最近では一定期間の仕入れ価格や為替変動を自動的にスライ
ドして、次の期間の価格に反映させる「フォーミュラ制度」を採用する
ケースが増加している。化学業界でも汎用石化製品においては、ナフ
サ（プラスチックの原料）の市況連動のフォーミュラ制が浸透してきて
いる。

化学品のフォーミュラ化 トピックストピックス

三菱グループ

住友化学グループ

三井グループ

石油会社系

AM Polymers

　総合化学メーカーは、ポリエチレンなどの石油化学誘導品のもとにな
る化学基礎製品を生産しており、エチレンもそのひとつ。エチレンの特
徴は、二重結合をもつ炭化水素の1つで、無色の可燃性の気体であ
る。エチレンを出発原料とした化学誘導品には、ポリエチレンをはじめ
エチレンオキシド、エチレンアルコール、酢酸、塩化ビニールなどがある。
エチレンの生産動向が化学業界の活気を判断する指標ともいわれて
いる。

化学基礎製品「エチレン」
　石油化学工業協会（JPCA）の調査では、2021年の石油化学製
品の需要分布（各製品の2020年国内需要金額ベースで算出）で
は、合成樹脂63％、合成ゴム12％、合成繊維7％、塗料4％、合成
洗剤・界面活性剤3％、その他11％となっている。6割以上を占める
合成樹脂には、化学反応によって人工的に作られた高分子体で、フェ
ノール樹脂、メラミン樹脂、エポキシ樹脂などの熱硬化性樹脂と、ポリ
エチレン、ポリプロピレンなどの熱可塑性樹脂など、用途に応じて多彩
な製品がある。

石油化学製品の需要分布キーワード

P-260

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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サウジ・アラムコ
（サウジアラビアの国営企業）

日本ポリケム
（持株会社）

積水化学

ペトロ・ラービグ

ＵＭＧ ＡＢＳ

BASF SE

ダウ・ケミカル日本

化学業界-1（総合化学・石油化学分野）42

EV・半導体向け高機能材料の需要が伸長。
各メーカーは新たな収益源の機能材材料に注力。

レゾナック・ホールディングス
※2023 年 1月、昭和電工と昭和電
工マテリアルズが統合
売上高／ 1兆 3926 億円
（22・12連）
主要製品／石化原料、産業ガス、
基礎化学品、情報電子化学品等

日本ポリオレフィン
主要製品／ポリエチレン樹脂等

日本ポリエチレン
売上高／ 1665億円（23・3）
主要製品／ポリエチレン樹脂等

ＪＮＣ
売上高／ 1442億円（23・3連）
主要製品／エステル系溶剤、
酢酸エチル等

ＪＮＣ石油化学
主要製品／ポリエチレン・
ポリプロピレン樹脂等

日本エイアンドエル
主要製品／ABS樹脂・
SBRラテックス等

京葉エチレン
主要製品／エチレン、プロピレン

サンアロマー
売上高／ 574億円（21・12）
主要製品／ポリプロピレン等

東ソー
売上高／ 1兆 644 億円（23・3連）
主要製品／基礎化学品、石化原料、
有機化成品等

デンカ
売上高／4076億円（23・3連）
主要製品／有機化系素材、無機化系素材等

日油
売上高／2177億円（23・3連）
主要製品／界面活性剤、特殊防錆処理剤等

三菱ケミカルグループ
※2022 年 6月、三菱ケミカルホールディン
グスより社名変更
売上高／ 4兆 6345 億円（23・3連） 三井化学

売上高／ 1兆 8795 億円（23・3連）
主要製品／石化原料、フェノール、
PTA・PET、情報電子材料、精密化学品、
農業化学品等

三井化学東セロ
売上高／ 756億円（21・3）
主要製品／ポリプロピレン製品等

三井･ダウ ポリケミカル
主要製品／エチレン系ポリマー、
エチレン系特殊製品等

プライムポリマー
売上高／ 3006億円（23・3）
主要製品／ポロプロピレン・
ポリエチレン製品等

ENEOSホールディングス
売上高／ 15兆166億円（23・3連）

出光興産
（基礎化学品、高機能材）

売上高（部）／ 9850 億円（22・3連）
主要製品／エチレン、プロピレン、
パラキシレン等

住友化学
売上高／ 2兆8953億円（23・3連）
主要製品／基礎化学品、石化製品、
精密化学品、情報電子材料、農業化学品、
医薬品等

住友ベークライト
売上高／ 2849億円（23・3連）
主要製品／フェノール樹脂（ベークライト）、
半導体封止材、電子部品材料等

三菱ケミカル
売上高／1兆 4458億円（23・3）
主要製品／石化原料、基礎化学品、精密
化学品、情報電子材料、汎用樹脂、機能
性樹脂、産業用各種フィルム・シート等

テクノUMG
売上高／ 829億円（23・3）
主要製品／ABS等のスチレン系樹脂

ＪＳＲ
売上高／ 4089 億円（23・3連）
主要製品／スチレン系樹脂、合成ゴム等

日本ポリプロ
売上高／ 1565 億円（23・3）
主要製品／ポリプロピレン製品等

東部ブタジエン
主要製品／ブタジエン等

ＵＢＥ
※2022年 4月、宇部興産より社名変更
売上高／4947億円（23・3連）
主要製品／ラクタム、ナイロン樹脂、硫安等

宇部丸善ポリエチレン
主要製品／低密度ポリエチレン等

千葉ブタジエン工業
主要製品／ブタジエン

三菱ケミカル旭化成エチレン
売上高／ 1767 億円（22・3）
主要製品／エチレン

ＰＳジャパン
売上高／ 703億円（23・3）
主要製品／ポリスチレン

ＢＡＳＦジャパン
売上高／3576億円（22・12連）
主要製品／有機・無機化学品等

BASF出光
主要製品／ブタンジオール

旭化成
売上高／ 2兆 7265 億円（23・3連）
主要製品／有機・無機工業薬品、
合成樹脂、合成ゴム、化学繊維、
電子材料、セパレータ等

ENEOS
主要製品／エチレン、ブタジエン、ベンゼン等

丸善石油化学
売上高／ 2393 億円（21・3）
主要製品／エチレン、プロピレン、
ベンゼン等

三井プライム・アドバンスト・
コンポジッツ・インディア

アドバンスト・コンポジッツ

海外での展開（インド）

海外での展開（アメリカ）

海外での展開（サウジアラビア）

子会社

子会社

出
資

出
資

子会社

子会社

可
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を
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に
し
た

化
学
品
を
共
同
開
発

子
会
社

3Dプリンティング用樹脂パウダーの
共同開発・販売の業務提携

出資

グループ会社

子会社

合
弁

出資

出資

合
弁

合
弁

合
弁

合弁

合弁子
会
社

合
弁

合
弁

合弁
合弁

合弁

子会社 

子会社 

ポリプロピレン自動車材の
合弁会社を設立

水島地区のエチレンセンターを統合

合弁で石油精製と石油化学の
一体型コンプレックス「ペトロ・ラービグ」を建設・運営。
現在は公開会社として継続。

　一般社団法人日本化学工業協会（日化協）は、2050年に温室効
果ガスの排出量と吸収量を均衡させるカーボンニュートラル実現のため
の化学産業における投資額を発表した。日化協の転換シナリオに基づ
いた推計額は7.4兆円で、「基礎化学品製造の半分程度の原料を化
石資源からCO₂や廃プラチックに転換」「ナフサクラッカーの燃料の全
量をアンモニアに転換」「石炭等を主燃料とする火力自家発電設備等
の燃料の全量をバイオマス・LNGに転換」に必要な投資額を算出して
いる。会員企業へのアンケートによる推計投資額は9.7兆円だった。

カーボンニュートラルへの投資額 トピックス

　商品の仕入れ価格は、従来、メーカーの原材料事情や市況に、競
合会社の価格動向をもとに仕入れ先と交渉する方法が一般的だった。
しかし、最近では一定期間の仕入れ価格や為替変動を自動的にスライ
ドして、次の期間の価格に反映させる「フォーミュラ制度」を採用する
ケースが増加している。化学業界でも汎用石化製品においては、ナフ
サ（プラスチックの原料）の市況連動のフォーミュラ制が浸透してきて
いる。

化学品のフォーミュラ化 トピックストピックス

三菱グループ

住友化学グループ

三井グループ

石油会社系

AM Polymers

　総合化学メーカーは、ポリエチレンなどの石油化学誘導品のもとにな
る化学基礎製品を生産しており、エチレンもそのひとつ。エチレンの特
徴は、二重結合をもつ炭化水素の1つで、無色の可燃性の気体であ
る。エチレンを出発原料とした化学誘導品には、ポリエチレンをはじめ
エチレンオキシド、エチレンアルコール、酢酸、塩化ビニールなどがある。
エチレンの生産動向が化学業界の活気を判断する指標ともいわれて
いる。

化学基礎製品「エチレン」
　石油化学工業協会（JPCA）の調査では、2021年の石油化学製
品の需要分布（各製品の2020年国内需要金額ベースで算出）で
は、合成樹脂63％、合成ゴム12％、合成繊維7％、塗料4％、合成
洗剤・界面活性剤3％、その他11％となっている。6割以上を占める
合成樹脂には、化学反応によって人工的に作られた高分子体で、フェ
ノール樹脂、メラミン樹脂、エポキシ樹脂などの熱硬化性樹脂と、ポリ
エチレン、ポリプロピレンなどの熱可塑性樹脂など、用途に応じて多彩
な製品がある。

石油化学製品の需要分布キーワード

P-260

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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化学業界-2（ファインケミカル・その他分野）43

自動車の電動化需要や高付加価値製品が好調。
また、持続可能な社会に貢献できる材料開発も加速する。

粘・接着剤系 産業ガス系

リンテック
売上高／ 2846億円（23・3連）

農薬・医薬系インキ・塗料系

大陽日酸
売上高／ 4204億円（23・3連）
※日本酸素ホールディングスの
日本法人の売上高 ＤＩＣ

売上高／1兆542億円
（22・12連）

売上高／ 5091億円（23・3連）

アイカ工業
売上高／ 2421億円（23・3連）

エア・ウォーター
売上高／1兆49億円（23・3連）

日本ペイント
ホールディングス

売上高／1兆3090億円
（22・12連）

岩谷産業
（産業ガス・機械）

売上高（部）／ 2404億円
（23・3連）

コニシ
売上高／1233億円（23・3連）

東亞合成
売上高／ 1608億円（22・12連）

食品系 香料系

味の素ファインテクノ
売上高／ 680億円（23・3）

高砂香料工業
売上高／ 1868億円（23・3連）

日本水産（ファイン）
売上高（部）／ 251億円
（23・3連）

長谷川香料
売上高／ 624億円（22・9連）

小川香料
売上高／ 412億円（22・12連）

曽田香料
売上高／ 183億円（23・3連）

日清オイリオグループ
(ファインケミカル）

売上高（部）／ 205億円
（23・3連）

関西ペイント

東洋インキ
SCホールディングス

売上高／3159億円（22・12連）

大日精化工業
売上高／ 1220億円（23・3連）

サカタインクス
売上高／2155億円（22・12連）

中国塗料
売上高／ 995億円（23・3連）

エスケー化研
売上高／ 956億円（23・3連）

日産化学
売上高／ 2281億円（23・3連）

日本曹達
売上高／ 1728億円（23・3連）

石原産業
売上高／ 1312億円（23・3連）

三井化学
クロップ＆

ライフソリューション
※2023年3月、三井化学
アグロより社名変更
売上高／非公開

北興化学工業
売上高／ 449億円（22・11連）

ミナリスメディカル
※2021年3月、日立化成ダイア
グノスティックス・システムズより
社名変更
売上高／ 128億円（22・12）

その他特化分野

ニチアス
売上高／ 2381億円（23・3連）
主要製品／断熱材、シール材、
フッ素樹脂製品等

売上高／ 1926億円（23・3連）
主要製品／エンジニアリング
プラスチック等

ポリプラスチックス

宇部マテリアルズ
売上高／ 440億円（23・3）
主要製品／産業用マグネシウム・
カルシウム等

総合化学系

富士フイルムホールディングス
（ヘルスケア＆マテリアルズ）
売上高（部）／ 1兆6107億円（23・3連）
主要製品／高機能フィルム、感光性樹脂等 積水化学工業

売上高／ 1兆2425億円（23・3連）
主要製品／高機能樹脂、電子材料等

日本パーカライジング
売上高／ 1192億円（23・3連）
主要製品／金属表面処理剤、防錆材料、塗料等

竹本油脂
売上高／934億円（21・12）
主要製品／各種界面活性剤、
スペシャリティケミカルズ等

三菱ケミカルグループ
※2022年6月、三菱ケミカルホールディング
スより社名変更
売上高（部）／ 1兆9773億円（23・3連）
主要製品／精密化学品、機能性樹脂等

レゾナック・ホールディングス
※2023年1月、昭和電工と昭和電工マテ
リアルズが統合
売上高／ 1兆3926億円（22・12）
主要製品／半導体用材料、機能性樹脂等

住友化学
売上高／ 2兆8953億円（23・3連）
主要製品／基礎化学品、石化製品等

旭化成
売上高／ 2兆7265億円（23・3連）
主要製品／有機・無機工業薬品、合成樹脂等

信越化学工業
売上高／2兆8088億円（23・3連）
主要製品／セルロース誘導体、塩ビ樹脂等

ダイセル
売上高／5380億円（23・3連）
主要製品／医薬品用原体、高機能性樹脂等

JNC
売上高／ 1442億円（23・3連）
主要製品／医薬原料、添加剤、香料、溶剤等

日本触媒
売上高／ 4196億円（23・3連）
主要製品／精密・機能性化学品等

日本化薬
売上高／ 1984億円（23・3連）
主要製品／機能性材料、色素材料、触媒等

日本ゼオン
売上高／ 3886億円（23・3連）
主要製品／高機能樹脂、医農薬中間体等

セントラル硝子
売上高／ 1693億円（23・3連）
主要製品／医農薬原薬・中間体、電子材料等

東京応化工業
売上高／ 1754億円（22・12連）
主要製品／半導体用材料、機能性樹脂等

イノアックコーポレーション
売上高／ 1632億円（22・12連）
主要製品／ウレタン、プラスチック、ゴム製品等

コバヤシ
売上高／333億円（23・3）
主要製品／液状コンパウンド、機能性樹脂等

協和発酵バイオ
売上高／ 266億円（22・12）
主要製品／医薬品原料、各種アミノ酸等

パナック
売上高／ 202億円（23・3）
主要製品／各種機能性フィルム等
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日東電工
売上高／ 9290億円（23・3連）
主要製品／工業用材料、電子材料等

AGC（化学品）
売上高（部）／ 6550億円（22・12連）
主要製品／クロールアルカリ、ウレタン、
フッ素化学品等

デンカ
売上高／ 4076億円（23・3連）
主要製品／有機系素材、無機系素材等

トクヤマ
売上高／ 3517億円（23・3連）
主要製品／電子材料、化成品等

クレハ
売上高／ 1913億円（23・3連）
主要製品／機能性樹脂・材料、殺菌剤等

荒川化学工業
売上高／ 794億円（23・3連）
主要製品／電子材料用樹脂、
医薬中間体等

タムラ製作所（電子化学実装関連）
売上高（部）／ 326億円（23・3連）
主要製品／絶縁材料・導電性接合材料

カネカ
売上高／ 7558億円（23・3連）
主要製品／化成品、機能性樹脂等

三井化学
売上高／ 1兆8795億円（23・3連）
主要製品／精密化学品、機能性樹脂等

関東電化工業
売上高／ 787億円（23・3連）
主要製品／有機・無機化学品、
半導体・液晶用精密化学品等

売上高／ 1317億円（23・3連）
主要製品／機能性発泡材、
建築用断熱材等

三菱ガス化学
売上高／ 7812億円（23・3連）
主要製品／有機・無機化学品、
電子工業用洗浄剤、機能性樹脂等

JSR
売上高／ 4089億円（23・3連）
主要製品／電子材料、ディスプレイ材料等

ADEKA
売上高／ 4033億円（23・3連）
主要製品／電子材料、加工油脂等

　経済産業省は、地球環境の課題のひとつである海洋プラスチックご
み問題の解決に向けて、プラスチック製品の持続可能な使用や代替
素材の開発・導入を推進してきた。2018年11月より一般社団法人
産業環境管理協会において会員募集を開始し、2023年7月時点で、
497社・団体が参加する「クリーン・オーシャン・マテリアル・アライア
ンス」が設立されたと発表。業種を超えた幅広い関係者の連携を強め
イノベーションを加速し、喫緊の課題解決に向けた取り組みを強化して
いく。

地球環境問題への取り組み
　統計分析などを活用した情報科学である「インフォマティクス」で材料
開発を行うことを「マテリアルズ・インフォマティクス」と呼ぶ。近年は膨
大な材料科学データベースの整備と大規模化、AI関連技術の進化、
スーパーコンピューターの高性能化などが進んでいる。こうした情報処
理技術をフルに活用し、素材の分子構造や製造方法の予測などが行
われるようになった。材料科学と情報科学の融合であるマテリアルズ・
インフォマティクスは、今後の材料開発の高効率化には不可欠な手法
といえる。

マテリアルズ・インフォマティクス（MI）
　化学業界は鉄鋼業界に次いで温暖化ガスの排出量が多い。そんな
背景から化学メーカーでは「社内炭素価格制度」（インターナルカーボン
プライシング）の導入を検討する企業が増えている。「社内炭素価格制
度」とは、企業が自主的に二酸化炭素排出量をコストとしてカウントする
というもの。その背景には世界各国でCO₂排出量に上限を設けて超
過分に罰金を科する国が増えており、それを受けて自主的に社内炭素
制度を導入し、投資額が増えてもCO₂排出量を抑える設備投資をして
いくという考え方である。

社内炭素価格

ＪＳＰ

旭ファイバーグラス
売上高／ 392億円（22・12）
主要製品／断熱材、吸音材、
屋根材等

売上高／ 698億円（23・3連）
主要製品／半導体・液晶用
現像液、薄膜形成材料等

多摩化学工業

物質･材料研究機構(NIMS)と
大手化学メーカー4社基礎研究で共同研究

　セルロースナノファイバー（CNF）は、植物細胞を構成するセルロー
ス繊維を細かくほぐした極微細な繊維状物質。軽い・強い・堅いなど
優れた特性を持つ日本初の天然ナノ素材として注目を集め、参入メー
カー各社で、より川下での用途開発や市場開発が進められている。自
動車軽量化を実現する樹脂強化剤をはじめチキソ性、分散安定性を活
かしたインク・塗料や化粧品、トイレタリー関連などその活用分野は多
岐にわたる。量産化への課題はあるが、今後も注目の素材として、その
ポテンシャルは高い。

セルロースナノファイバー市場 攻略のツボ キーワード
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自動車の電動化需要や高付加価値製品が好調。
また、持続可能な社会に貢献できる材料開発も加速する。

粘・接着剤系 産業ガス系

リンテック
売上高／ 2846億円（23・3連）

農薬・医薬系インキ・塗料系

大陽日酸
売上高／ 4204億円（23・3連）
※日本酸素ホールディングスの
日本法人の売上高 ＤＩＣ

売上高／1兆542億円
（22・12連）

売上高／ 5091億円（23・3連）

アイカ工業
売上高／ 2421億円（23・3連）

エア・ウォーター
売上高／1兆49億円（23・3連）

日本ペイント
ホールディングス

売上高／1兆3090億円
（22・12連）

岩谷産業
（産業ガス・機械）

売上高（部）／ 2404億円
（23・3連）

コニシ
売上高／1233億円（23・3連）

東亞合成
売上高／ 1608億円（22・12連）

食品系 香料系

味の素ファインテクノ
売上高／ 680億円（23・3）

高砂香料工業
売上高／ 1868億円（23・3連）

日本水産（ファイン）
売上高（部）／ 251億円
（23・3連）

長谷川香料
売上高／ 624億円（22・9連）

小川香料
売上高／ 412億円（22・12連）

曽田香料
売上高／ 183億円（23・3連）

日清オイリオグループ
(ファインケミカル）

売上高（部）／ 205億円
（23・3連）

関西ペイント

東洋インキ
SCホールディングス

売上高／3159億円（22・12連）

大日精化工業
売上高／ 1220億円（23・3連）

サカタインクス
売上高／2155億円（22・12連）

中国塗料
売上高／ 995億円（23・3連）

エスケー化研
売上高／ 956億円（23・3連）

日産化学
売上高／ 2281億円（23・3連）

日本曹達
売上高／ 1728億円（23・3連）

石原産業
売上高／ 1312億円（23・3連）

三井化学
クロップ＆

ライフソリューション
※2023年3月、三井化学
アグロより社名変更
売上高／非公開

北興化学工業
売上高／ 449億円（22・11連）

ミナリスメディカル
※2021年3月、日立化成ダイア
グノスティックス・システムズより
社名変更
売上高／ 128億円（22・12）

その他特化分野

ニチアス
売上高／ 2381億円（23・3連）
主要製品／断熱材、シール材、
フッ素樹脂製品等

売上高／ 1926億円（23・3連）
主要製品／エンジニアリング
プラスチック等

ポリプラスチックス

宇部マテリアルズ
売上高／ 440億円（23・3）
主要製品／産業用マグネシウム・
カルシウム等

総合化学系

富士フイルムホールディングス
（ヘルスケア＆マテリアルズ）
売上高（部）／ 1兆6107億円（23・3連）
主要製品／高機能フィルム、感光性樹脂等 積水化学工業

売上高／ 1兆2425億円（23・3連）
主要製品／高機能樹脂、電子材料等

日本パーカライジング
売上高／ 1192億円（23・3連）
主要製品／金属表面処理剤、防錆材料、塗料等

竹本油脂
売上高／934億円（21・12）
主要製品／各種界面活性剤、
スペシャリティケミカルズ等

三菱ケミカルグループ
※2022年6月、三菱ケミカルホールディング
スより社名変更
売上高（部）／ 1兆9773億円（23・3連）
主要製品／精密化学品、機能性樹脂等

レゾナック・ホールディングス
※2023年1月、昭和電工と昭和電工マテ
リアルズが統合
売上高／ 1兆3926億円（22・12）
主要製品／半導体用材料、機能性樹脂等

住友化学
売上高／ 2兆8953億円（23・3連）
主要製品／基礎化学品、石化製品等

旭化成
売上高／ 2兆7265億円（23・3連）
主要製品／有機・無機工業薬品、合成樹脂等

信越化学工業
売上高／2兆8088億円（23・3連）
主要製品／セルロース誘導体、塩ビ樹脂等

ダイセル
売上高／5380億円（23・3連）
主要製品／医薬品用原体、高機能性樹脂等

JNC
売上高／ 1442億円（23・3連）
主要製品／医薬原料、添加剤、香料、溶剤等

日本触媒
売上高／ 4196億円（23・3連）
主要製品／精密・機能性化学品等

日本化薬
売上高／ 1984億円（23・3連）
主要製品／機能性材料、色素材料、触媒等

日本ゼオン
売上高／ 3886億円（23・3連）
主要製品／高機能樹脂、医農薬中間体等

セントラル硝子
売上高／ 1693億円（23・3連）
主要製品／医農薬原薬・中間体、電子材料等

東京応化工業
売上高／ 1754億円（22・12連）
主要製品／半導体用材料、機能性樹脂等

イノアックコーポレーション
売上高／ 1632億円（22・12連）
主要製品／ウレタン、プラスチック、ゴム製品等

コバヤシ
売上高／333億円（23・3）
主要製品／液状コンパウンド、機能性樹脂等

協和発酵バイオ
売上高／ 266億円（22・12）
主要製品／医薬品原料、各種アミノ酸等

パナック
売上高／ 202億円（23・3）
主要製品／各種機能性フィルム等

ア
ロ
ン
ア
ル
フ
ァ
で
業
務
提
携

中
国
で
紫
外
線
硬
化
型
樹
脂

の
製
造
販
売
会
社
設
立 

業
務
提
携

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子会社

日東電工
売上高／ 9290億円（23・3連）
主要製品／工業用材料、電子材料等

AGC（化学品）
売上高（部）／ 6550億円（22・12連）
主要製品／クロールアルカリ、ウレタン、
フッ素化学品等

デンカ
売上高／ 4076億円（23・3連）
主要製品／有機系素材、無機系素材等

トクヤマ
売上高／ 3517億円（23・3連）
主要製品／電子材料、化成品等

クレハ
売上高／ 1913億円（23・3連）
主要製品／機能性樹脂・材料、殺菌剤等

荒川化学工業
売上高／ 794億円（23・3連）
主要製品／電子材料用樹脂、
医薬中間体等

タムラ製作所（電子化学実装関連）
売上高（部）／ 326億円（23・3連）
主要製品／絶縁材料・導電性接合材料

カネカ
売上高／ 7558億円（23・3連）
主要製品／化成品、機能性樹脂等

三井化学
売上高／ 1兆8795億円（23・3連）
主要製品／精密化学品、機能性樹脂等

関東電化工業
売上高／ 787億円（23・3連）
主要製品／有機・無機化学品、
半導体・液晶用精密化学品等

売上高／ 1317億円（23・3連）
主要製品／機能性発泡材、
建築用断熱材等

三菱ガス化学
売上高／ 7812億円（23・3連）
主要製品／有機・無機化学品、
電子工業用洗浄剤、機能性樹脂等

JSR
売上高／ 4089億円（23・3連）
主要製品／電子材料、ディスプレイ材料等

ADEKA
売上高／ 4033億円（23・3連）
主要製品／電子材料、加工油脂等

　経済産業省は、地球環境の課題のひとつである海洋プラスチックご
み問題の解決に向けて、プラスチック製品の持続可能な使用や代替
素材の開発・導入を推進してきた。2018年11月より一般社団法人
産業環境管理協会において会員募集を開始し、2023年7月時点で、
497社・団体が参加する「クリーン・オーシャン・マテリアル・アライア
ンス」が設立されたと発表。業種を超えた幅広い関係者の連携を強め
イノベーションを加速し、喫緊の課題解決に向けた取り組みを強化して
いく。

地球環境問題への取り組み
　統計分析などを活用した情報科学である「インフォマティクス」で材料
開発を行うことを「マテリアルズ・インフォマティクス」と呼ぶ。近年は膨
大な材料科学データベースの整備と大規模化、AI関連技術の進化、
スーパーコンピューターの高性能化などが進んでいる。こうした情報処
理技術をフルに活用し、素材の分子構造や製造方法の予測などが行
われるようになった。材料科学と情報科学の融合であるマテリアルズ・
インフォマティクスは、今後の材料開発の高効率化には不可欠な手法
といえる。

マテリアルズ・インフォマティクス（MI）
　化学業界は鉄鋼業界に次いで温暖化ガスの排出量が多い。そんな
背景から化学メーカーでは「社内炭素価格制度」（インターナルカーボン
プライシング）の導入を検討する企業が増えている。「社内炭素価格制
度」とは、企業が自主的に二酸化炭素排出量をコストとしてカウントする
というもの。その背景には世界各国でCO₂排出量に上限を設けて超
過分に罰金を科する国が増えており、それを受けて自主的に社内炭素
制度を導入し、投資額が増えてもCO₂排出量を抑える設備投資をして
いくという考え方である。

社内炭素価格

ＪＳＰ

旭ファイバーグラス
売上高／ 392億円（22・12）
主要製品／断熱材、吸音材、
屋根材等

売上高／ 698億円（23・3連）
主要製品／半導体・液晶用
現像液、薄膜形成材料等

多摩化学工業

物質･材料研究機構(NIMS)と
大手化学メーカー4社基礎研究で共同研究

　セルロースナノファイバー（CNF）は、植物細胞を構成するセルロー
ス繊維を細かくほぐした極微細な繊維状物質。軽い・強い・堅いなど
優れた特性を持つ日本初の天然ナノ素材として注目を集め、参入メー
カー各社で、より川下での用途開発や市場開発が進められている。自
動車軽量化を実現する樹脂強化剤をはじめチキソ性、分散安定性を活
かしたインク・塗料や化粧品、トイレタリー関連などその活用分野は多
岐にわたる。量産化への課題はあるが、今後も注目の素材として、その
ポテンシャルは高い。

セルロースナノファイバー市場 攻略のツボ キーワード
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医薬品業界44

新市場創出を目指した新技術開発の競争が激化。
AIやデータを新薬開発に活用するケースも増加。

医療用医薬品

エーザイ
売上高／ 7444 億円
（23・3連）

漢方

ツムラ
売上高／ 1400 億円
（23・3連）

ジェネリック医薬品

サワイグループ
ホールディングス
2021年4月、沢井製薬
より社名変更
売上高／ 2003億円
（23・3連）

日医工
売上高／非公開

東和薬品
売上高／ 2089億円
（23・3連）

キッセイ薬品工業
売上高／ 675億円
（23・3連）

ニプロファーマ
売上高／ 864億円
（23・3）

外資系子会社

化学企業系列

小野薬品工業
売上高／ 4472 億円
（23・3連）

参天製薬
売上高／ 2790 億円
（23・3連）

持田製薬
売上高／1033億円
（23・3連）

日本化薬（医薬）
売上高（部）／
517億円（23・3連）

日本ケミファ
売上高／ 316億円
（23・3連）

協和キリン
売上高／3984億円
（22・12連）

大鵬薬品工業
売上高／ 1394 億円
（22・12）

塩野義製薬
 [シオノギ]

売上高／ 4267 億円
（23・3連）

杏林製薬
※2023年 4月、キョーリン
製薬ホールディングスと杏林
製薬が合併し、社名変更
売上高／ 1133 億円
（23・3連）

武田薬品工業
売上高／ 4兆 275 億円
（23・3連）

アステラス製薬
売上高／ 1兆 5186 億円
（23・3連）

第一三共
売上高／ 1兆 2785 億円
（23・3連）

大塚ホールディングス
(医療関連)

売上高（部）／1兆1379億円
（22・12連）

キョーリンリメディオ

持田製薬工場

日本薬品工業

シャイアー

異業種系列

キリン
ホールディングス

Meiji Seika 
ファルマ

売上高／ 1263 億円
（23・3連）

明治
ホールディングス

一般用医薬品

富士フイルム
ホールディングス

富士フイルム
富山化学

味の素

EAファーマ

業
務
提
携

出資

子会社

新型コロナワクチンの業務提携

子会社

子会社

子
会
社子

会
社

子
会
社

子会社

子会社

子
会
社

モデルナ

田辺三菱製薬
売上高／ 5471 億円
（23・3連）
※三菱ケミカルグループ
「ヘルスケア」の売上高

三菱ケミカル
グループ

住友ファーマ
※2022年4月、大日本
住友製薬より社名変更
売上高／ 5555億円
（23・3連）

住友化学

大正製薬
ホールディングス
売上高／ 3014 億円
（23・3連）

久光製薬
売上高／ 1283 億円
（23・2連）

小林製薬
売上高／ 1663 億円
（22・12連）

大正製薬
売上高／ 1800 億円
（23・3）

ロート製薬
売上高／ 2387 億円
（23・3連）

第一三共ヘルスケア
売上高／ 703億円
（23・3）

子
会
社

子
会
社 子

会
社

子
会
社子

会
社

ファイザー
（日本法人）

売上高／非公開

ファイザー

子会社

子会社

ＭＳＤ
売上高／ 3694 億円
（22・12）

メルク
子会社

ノバルティスファーマ
売上高／ 3169 億円
（22・12）

ノバルティス
子会社

中外製薬
売上高／1兆1680億円
（22・12連）

ロシュ

コーセー
売上高／ 2891 億円（22・12連）
主要ブランド／コスメデコルテ、
雪肌精、ジルスチュアート等

トイレタリー・
サニタリー

化粧品OEM・ODM

カネボウ化粧品
主要ブランド／コフレドール、
センサイ等

ファイントゥデイ
※2023 年 1月、ファイントゥデイ
資生堂より社名変更
主要ブランド／フィーノ、センカ、ツバキ

日本コルマー
売上高／ 493億円（22・3）

東洋ビューティー
売上高／ 169億円（21・12）

アサヌマコーポレーション
売上高／ 83億円（22・6）

マンダム　
売上高／ 670億円（23・3連）
主要ブランド／ギャツビー、
ルシード等

ちふれホールディングス
売上高／ 154億円（22・3）
主要ブランド／ちふれ、綾花等

資生堂
売上高／ 1兆 674 億円（22・12連）
主要ブランド／クレ・ド・ポー ボーテ、
エリクシール、アネッサ等

花王
売上高／１兆5511億円（22・12連）
主要ブランド／ソフィーナ、キュレル、アタック、
メリーズ、ビオレ、キュキュット、クイックル、ロリエ等

ポーラ・オルビス
ホールディングス

売上高／ 1663 億円（22・12連）

ユニ・チャーム
売上高／8980億円（22・12連）

ライオン
売上高／3899億円（22・12連）

アース製薬
売上高／1523億円（22・12連）

小林製薬
売上高／1663億円（22・12連）

クラシエホールディングス
売上高／ 863億円（22・12）

通信販売 訪問販売

ＤＨＣ
売上高／ 905億円（22・7）

外資系トイレタリー

業務用化粧品

化粧品

ノエビアホールディングス
売上高／ 611億円
（22・9連）

ミルボン
売上高／452億円（22・12連）

ファンケル
売上高／ 1036 億円
（23・3連）

オルビス
売上高／ 384億円（22・12）

ポーラ
売上高／ 964億円（22・12）

ドクターシーラボ
売上高／ 329億円（22・12）

ハーバー研究所
売上高／120億円（23・3連）

日本メナード化粧品
売上高／ 427億円（22・3）

ナリス化粧品
売上高／205億円（22・3連）

ノエビア
売上高／356億円（22・9）

コタ
売上高／ 88億円（23・3）

アジュバンホールディングス
※2021 年 9月、アジュバン
コスメジャパンより社名変更
売上高／ 44億円（23・3連）

P＆G

Kenvue
※2023 年 5月、ジョンソン・
エンド・ジョンソンより分社化　
売上高／ 150億ドル（22・12）
※ジョンソン・エンド・ジョンソン
（コンシューマー ヘルス）の売上高

ユニリーバ
売上高／ 601億ユーロ
（22・12連）

サンスター
売上高／ 478億円
（22・12連）

フマキラー
売上高／ 617億円（23・3連）

エステー
売上高／ 456億円（23・3連）

大日本除虫菊
売上高／ 236億円（22・12）

化粧品・トイレタリー業界45

アフターコロナでメイク用品の需要が回復傾向。
トイレタリー各社は海外でシェア拡大を目指す。

アテニア

 タルト

朋友ホールディングス

販売分野で提携・合弁

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

子会社

子会社

子会社

子会社

子会社

子会社

ホーユー
売上高／510億円（22・10連）

白元アース

バスクリン

子会社

子会社

子
会
社

資本業務提携

再春館製薬所
売上高／270億円（22・3）
主要ブランド／ドモホルンリンクル等

　競合他社が多く、国内は飽和状態のトイレタリー業界では、人口や
所得増加が見込める海外展開を強化している。花王は2018年、主
要11ブランドに絞り、アジアや欧米へ積極的に進出。海外売上高比
率は2022年には45.4％となり、約30年前と比べると3倍になってい
る。ユニ・チャームは、アジアの紙おむつや生理用品市場でシェアを拡
大し、海外売上高比率は2022年に66.3％となった。訪日外国人に
よるインバウンド需要に加え、今後も海外展開の傾向は強まりそうだ。

トイレタリー業界が海外展開強化
　新型コロナの影響で大打撃を受けていた化粧品業界。外出自粛や
マスク着用の生活により、需要減少が顕著だったのが口紅だ。調査
会社インテージによれば、2020年の口紅売上高は前年比44.0％に
落ち込んでいた。ところが2022年には外出自粛が緩和されたことによ
り、メイク用品の需要が増加。秋からは訪日外国人の受け入れが再開
されたことで、インバウンド需要も回復傾向にある。さらに2023年5月
のマスク着用ルール緩和が追い風となって売上は順調に伸びており、
今後に期待がかかる。

脱マスクでメイク用品需要回復へ トピックス トピックス

　アンメット・メディカル・ニーズとは、いまだに有効な治療方法がない
疾患の医療ニーズのことを指す。近年は新薬の創出により、難病と言
われていた疾患の治療が進化したが、それでもまだアンメット・メディカ
ル・ニーズが数多く存在している。その中でも新薬の登場が強く求め
られている病気には、アルツハイマー病、血管性認知症、多発性硬化
症、膵がんや繊維筋痛症などがある。医薬業界では難病を減少させる
ために、さらなる革新的な新薬の開発に向けた取り組みが続けられて
いる。

アンメット・メディカル・ニーズ キーワード

　CAR-T細胞療法とは、「キメラ抗原受容体（CAR）」を導入して、が
ん細胞などを攻撃するように作り替えたT細胞を用いた治療で、難治性
のがんに対する新しい治療法として注目されている。このCAR-T細胞
療法は患者の血液採取から製薬メーカーの製造工程、医薬品の投与
まで複雑なプロセスが存在するため、従来の製薬サプライチェーンとは
異なるバリューチェーンの構築が不可欠である。現在、複数の製薬メー
カーが創薬メーカーなどと提携しながら、そのバリューチェーン構築に取
り組んでいる。

CAR-T細胞療法 トピックス

大塚製薬
売上高／ 5971 億円
（22・12）

興和
売上高／ 7432 億円
（23・3連）

売上高／ 802億ドル（22・6）

P-264
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ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
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医薬品業界44

新市場創出を目指した新技術開発の競争が激化。
AIやデータを新薬開発に活用するケースも増加。

医療用医薬品

エーザイ
売上高／ 7444 億円
（23・3連）

漢方

ツムラ
売上高／ 1400 億円
（23・3連）

ジェネリック医薬品

サワイグループ
ホールディングス
2021年4月、沢井製薬
より社名変更
売上高／ 2003億円
（23・3連）

日医工
売上高／非公開

東和薬品
売上高／ 2089億円
（23・3連）

キッセイ薬品工業
売上高／ 675億円
（23・3連）

ニプロファーマ
売上高／ 864億円
（23・3）

外資系子会社

化学企業系列

小野薬品工業
売上高／ 4472 億円
（23・3連）

参天製薬
売上高／ 2790 億円
（23・3連）

持田製薬
売上高／1033億円
（23・3連）

日本化薬（医薬）
売上高（部）／
517億円（23・3連）

日本ケミファ
売上高／ 316億円
（23・3連）

協和キリン
売上高／3984億円
（22・12連）

大鵬薬品工業
売上高／ 1394 億円
（22・12）

塩野義製薬
 [シオノギ]

売上高／ 4267 億円
（23・3連）

杏林製薬
※2023年 4月、キョーリン
製薬ホールディングスと杏林
製薬が合併し、社名変更
売上高／ 1133 億円
（23・3連）

武田薬品工業
売上高／ 4兆 275 億円
（23・3連）

アステラス製薬
売上高／ 1兆 5186 億円
（23・3連）

第一三共
売上高／ 1兆 2785 億円
（23・3連）

大塚ホールディングス
(医療関連)

売上高（部）／1兆1379億円
（22・12連）

キョーリンリメディオ

持田製薬工場

日本薬品工業

シャイアー

異業種系列

キリン
ホールディングス

Meiji Seika 
ファルマ

売上高／ 1263 億円
（23・3連）

明治
ホールディングス

一般用医薬品

富士フイルム
ホールディングス

富士フイルム
富山化学

味の素

EAファーマ

業
務
提
携

出資

子会社

新型コロナワクチンの業務提携

子会社

子会社

子
会
社子

会
社

子
会
社

子会社

子会社

子
会
社

モデルナ

田辺三菱製薬
売上高／ 5471 億円
（23・3連）
※三菱ケミカルグループ
「ヘルスケア」の売上高

三菱ケミカル
グループ

住友ファーマ
※2022年4月、大日本
住友製薬より社名変更
売上高／ 5555億円
（23・3連）

住友化学

大正製薬
ホールディングス
売上高／ 3014 億円
（23・3連）

久光製薬
売上高／ 1283 億円
（23・2連）

小林製薬
売上高／ 1663 億円
（22・12連）

大正製薬
売上高／ 1800 億円
（23・3）

ロート製薬
売上高／ 2387 億円
（23・3連）

第一三共ヘルスケア
売上高／ 703億円
（23・3）

子
会
社

子
会
社 子

会
社

子
会
社子

会
社

ファイザー
（日本法人）

売上高／非公開

ファイザー

子会社

子会社

ＭＳＤ
売上高／ 3694 億円
（22・12）

メルク
子会社

ノバルティスファーマ
売上高／ 3169 億円
（22・12）

ノバルティス
子会社

中外製薬
売上高／1兆1680億円
（22・12連）

ロシュ

コーセー
売上高／ 2891 億円（22・12連）
主要ブランド／コスメデコルテ、
雪肌精、ジルスチュアート等

トイレタリー・
サニタリー

化粧品OEM・ODM

カネボウ化粧品
主要ブランド／コフレドール、
センサイ等

ファイントゥデイ
※2023 年 1月、ファイントゥデイ
資生堂より社名変更
主要ブランド／フィーノ、センカ、ツバキ

日本コルマー
売上高／ 493億円（22・3）

東洋ビューティー
売上高／ 169億円（21・12）

アサヌマコーポレーション
売上高／ 83億円（22・6）

マンダム　
売上高／ 670億円（23・3連）
主要ブランド／ギャツビー、
ルシード等

ちふれホールディングス
売上高／ 154億円（22・3）
主要ブランド／ちふれ、綾花等

資生堂
売上高／ 1兆 674 億円（22・12連）
主要ブランド／クレ・ド・ポー ボーテ、
エリクシール、アネッサ等

花王
売上高／１兆5511億円（22・12連）
主要ブランド／ソフィーナ、キュレル、アタック、
メリーズ、ビオレ、キュキュット、クイックル、ロリエ等

ポーラ・オルビス
ホールディングス

売上高／ 1663 億円（22・12連）

ユニ・チャーム
売上高／8980億円（22・12連）

ライオン
売上高／3899億円（22・12連）

アース製薬
売上高／1523億円（22・12連）

小林製薬
売上高／1663億円（22・12連）

クラシエホールディングス
売上高／ 863億円（22・12）

通信販売 訪問販売

ＤＨＣ
売上高／ 905億円（22・7）

外資系トイレタリー

業務用化粧品

化粧品

ノエビアホールディングス
売上高／ 611億円
（22・9連）

ミルボン
売上高／452億円（22・12連）

ファンケル
売上高／ 1036 億円
（23・3連）

オルビス
売上高／ 384億円（22・12）

ポーラ
売上高／ 964億円（22・12）

ドクターシーラボ
売上高／ 329億円（22・12）

ハーバー研究所
売上高／120億円（23・3連）

日本メナード化粧品
売上高／ 427億円（22・3）

ナリス化粧品
売上高／205億円（22・3連）

ノエビア
売上高／356億円（22・9）

コタ
売上高／ 88億円（23・3）

アジュバンホールディングス
※2021 年 9月、アジュバン
コスメジャパンより社名変更
売上高／ 44億円（23・3連）

P＆G

Kenvue
※2023 年 5月、ジョンソン・
エンド・ジョンソンより分社化　
売上高／ 150億ドル（22・12）
※ジョンソン・エンド・ジョンソン
（コンシューマー ヘルス）の売上高

ユニリーバ
売上高／ 601億ユーロ
（22・12連）

サンスター
売上高／ 478億円
（22・12連）

フマキラー
売上高／ 617億円（23・3連）

エステー
売上高／ 456億円（23・3連）

大日本除虫菊
売上高／ 236億円（22・12）

化粧品・トイレタリー業界45

アフターコロナでメイク用品の需要が回復傾向。
トイレタリー各社は海外でシェア拡大を目指す。

アテニア

 タルト

朋友ホールディングス

販売分野で提携・合弁

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

子会社

子会社

子会社

子会社

子会社

子会社

ホーユー
売上高／510億円（22・10連）

白元アース

バスクリン

子会社

子会社

子
会
社

資本業務提携

再春館製薬所
売上高／270億円（22・3）
主要ブランド／ドモホルンリンクル等

　競合他社が多く、国内は飽和状態のトイレタリー業界では、人口や
所得増加が見込める海外展開を強化している。花王は2018年、主
要11ブランドに絞り、アジアや欧米へ積極的に進出。海外売上高比
率は2022年には45.4％となり、約30年前と比べると3倍になってい
る。ユニ・チャームは、アジアの紙おむつや生理用品市場でシェアを拡
大し、海外売上高比率は2022年に66.3％となった。訪日外国人に
よるインバウンド需要に加え、今後も海外展開の傾向は強まりそうだ。

トイレタリー業界が海外展開強化
　新型コロナの影響で大打撃を受けていた化粧品業界。外出自粛や
マスク着用の生活により、需要減少が顕著だったのが口紅だ。調査
会社インテージによれば、2020年の口紅売上高は前年比44.0％に
落ち込んでいた。ところが2022年には外出自粛が緩和されたことによ
り、メイク用品の需要が増加。秋からは訪日外国人の受け入れが再開
されたことで、インバウンド需要も回復傾向にある。さらに2023年5月
のマスク着用ルール緩和が追い風となって売上は順調に伸びており、
今後に期待がかかる。

脱マスクでメイク用品需要回復へ トピックス トピックス

　アンメット・メディカル・ニーズとは、いまだに有効な治療方法がない
疾患の医療ニーズのことを指す。近年は新薬の創出により、難病と言
われていた疾患の治療が進化したが、それでもまだアンメット・メディカ
ル・ニーズが数多く存在している。その中でも新薬の登場が強く求め
られている病気には、アルツハイマー病、血管性認知症、多発性硬化
症、膵がんや繊維筋痛症などがある。医薬業界では難病を減少させる
ために、さらなる革新的な新薬の開発に向けた取り組みが続けられて
いる。

アンメット・メディカル・ニーズ キーワード

　CAR-T細胞療法とは、「キメラ抗原受容体（CAR）」を導入して、が
ん細胞などを攻撃するように作り替えたT細胞を用いた治療で、難治性
のがんに対する新しい治療法として注目されている。このCAR-T細胞
療法は患者の血液採取から製薬メーカーの製造工程、医薬品の投与
まで複雑なプロセスが存在するため、従来の製薬サプライチェーンとは
異なるバリューチェーンの構築が不可欠である。現在、複数の製薬メー
カーが創薬メーカーなどと提携しながら、そのバリューチェーン構築に取
り組んでいる。

CAR-T細胞療法 トピックス

大塚製薬
売上高／ 5971 億円
（22・12）

興和
売上高／ 7432 億円
（23・3連）

売上高／ 802億ドル（22・6）

P-264
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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食品業界-1（製粉・製パン・製糖・製菓・即席めん）46

世界的な物価高騰で、小麦の価格不安定が続く中、
代替食品として、国内で自給できる米粉の人気が急上昇。

製粉・小麦粉二次加工 製パン 製菓

明治ホールディングス
売上高／ 1兆 622 億円（23・3連）

明治
売上高／8656億円（23・3連）

江崎グリコ
売上高／ 3039 億円（22・12連）

ロッテ
売上高／ 2820 億円（23・3グループ計）

カルビー
売上高／ 2793 億円（23・3連）

シャトレーゼホールディングス
売上高／ 1327 億円（23・3連）

寿スピリッツ
売上高／ 502億円（23・3連）

中村屋
売上高／ 356億円（23・3連）

ユーハイム
売上高／ 230億円（22・3）

カバヤ食品
売上高／ 233億円（22・3）

モンテール
売上高／ 281億円（22・8）

UHA味覚糖
売上高／非公開

おやつカンパニー
売上高／ 227億円（22・7）

春日井製菓
売上高／ 165億円（22・12）

カンロ
売上高／ 251億円（22・12）

名糖産業
売上高／ 227億円（23・3連）

東ハト
売上高／ 246億円（22・12）

森永製菓
売上高／ 1944 億円（23・3連）

不二家
売上高／ 1006 億円（22・12連）

湖池屋
売上高／ 446億円（23・3連）

ヤマザキビスケット
売上高／ 337億円（21・12）

シャトレーゼ
売上高／ 1175 億円（23・3）

ブルボン

井村屋グループ
売上高／ 447億円（23・3連）

モロゾフ
売上高／ 325億円（23・1連）

山崎製パン
売上高／ 1兆 770 億円（22・12連）

フジパングループ本社
売上高／ 2689 億円（22・6連）

敷島製パン
売上高／ 1484 億円（22・8）

タカキベーカリー
売上高／非公開

リョーユーパン
売上高／ 436億円（23・3連）

神戸屋
売上高／ 381億円（22・12）

伊藤製パン
売上高／ 143億円（23・3）

イオンベーカリー
売上高／ 95億円（22・2）

コモ
売上高／ 70億円（23・3連）

第一屋製パン
売上高／ 244億円（22・12連）

ドンク
売上高／ 261億円（23・2）

日糧製パン
売上高／ 172億円（22・3）

日清製粉グループ本社
売上高／ 7987 億円（23・3連）

でん粉等、とうもろこし加工品

日本食品化工
売上高／ 646億円（23・3）

松谷化学工業
売上高／ 583億円（22・11）

製糖 即席めん

日清食品ホールディングス
売上高／ 6692 億円（23・3連）

東洋水産
売上高／ 4358 億円（23・3連）

日清食品
売上高／ 2202 億円（23・3連）

サンヨー食品
売上高／ 1616 億円（23・3連）

エースコック
売上高／ 1078 億円（22・12）

ヤマダイ
売上高／非公開

明星食品
売上高／ 405億円（23・3連）

米菓

亀田製菓
売上高／ 950億円（23・3連）

三幸製菓
売上高／ 273億円（22・9） 

岩塚製菓
売上高／ 204億円（23・3）

栗山米菓
売上高／ 205億円（22・3）

ぼんち
売上高／ 115億円（22・3）

DM三井製糖ホールディングス
※2021 年 4月、三井製糖と大日本明治
製糖が経営統合し社名変更
売上高／ 1633 億円（23・3連）

日本甜菜製糖
売上高／ 650億円（23・3連）

塩水港精糖
売上高／ 280億円（23・3連）ウェルネオシュガー

※2023 年 1月、日新製糖と伊藤忠製糖が
経営統合し社名変更
売上高／ 583億円（23・3連）

東洋精糖
売上 高／ 151 億円（23・3連）

フジ日本精糖
売上高／ 227億円（23・3連）

日清製粉
売上高／ 2009 億円（23・3）
事業内容／製粉事業、業務用小麦粉
の製造･販売等

日清製粉ウェルナ

ニップン
※2021 年 1月、日本製粉より社名変更
売上高／ 3655億円（23・3連）
事業内容／製粉事業、プレミックス事業等

昭和産業
売上高／ 3351 億円（23・3連）

日東富士製粉
売上高／ 695億円（23・3連）

増田製粉所
事業内容／小麦粉、ふすま、乾麺の製造販売
売上高／非公開

鳥越製粉
売上高／ 244億円（22・12連）

日新製糖

伊藤忠製糖
三菱商事

ペプシコ
新東日本製糖

大東製糖
太平洋製糖
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塩水港・東洋・フジ日本の3社
共同で設立し、製造業務を委託

相互
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出資

出資

出資
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事業提携

売上高／ 974億円（23・3連）

　2022年の菓子業界は、原料高騰による商品の値上げで需要への
悪影響が心配されたが、新型コロナ禍前とほぼ同じ水準まで戻った。
巣ごもり需要は落ち着く一方、人流が更に戻り、お土産物や進物用需
要やオフィス需要は回復してきている。輸出については海外の社会経
済活動の活発化で、前年比11.6％増の393億円となり、過去最高を
記録した。ジャンル別では飴菓子、せんべい、和生菓子、洋生菓子な
どが前年を上回った一方、チョコレート、ビスケット、スナック菓子などが
前年度を下回った。

菓子業界は輸出が過去最高の更新
　農林水産省「生産動態調査、食品産業動態調査」によると、2022
年の製殻粉・同加工品の生産指数は、2015年比で100.7%だっ
た。前年比は－1.1％とわずかに低下したが、近年はほぼ横ばいの傾
向にある。また、品目別に見ると、製粉・穀粉はかなりの上昇、めん類
とパン類およびパン粉はやや低下した。製粉・穀粉の中でも米穀粉
は小麦粉の代替食品として注目を集め、生産指数は前年比8.8%と
大きく上昇した。その他ではマカロニ類がわずかに上昇している一方
で、乾めんや即席めんが低下した。

製穀粉と加工品の生産量 トピックス トピックス

　世界で市場を拡大しながら、新たな進化を続ける、日本生まれの即
席めん（インスタントラーメン）。近年はライフスタイルの変化による、健
康志向や日常で少しの贅沢を味わうニーズに応える高付加価値商品
などが増えている。2022年は物価高の中でも、手軽さやコスパの高
さで、前年の約1182億食から更に増加、約1212億食を突破して過
去最大を記録した。最大の消費国は中国で約451億食、次いでイン
ドネシアの約143億食、日本はベトナム、インドに続いて世界で第5位
の約60億食だった。

世界市場で消費好調な即席めん トピックス

　2022年に引き続き、ロシアのウクライナ侵攻や円安などによる物価
の高騰に伴って、輸入に頼る小麦の価格が高騰している。輸入小麦
の価格が不安定の中、代替食品として、国内自給率がほぼ100%の
米粉が注目されている。元々、グルテンフリーやアレルギー対策の食
材として関心を集めていたが、小麦と比較して、価格や供給が安定して
いることからも急速な広がりを見せている。農水省による米粉の普及
活動米粉用の米生産者への助成、国による米粉メーカーへの支援な
ど、その動きも拡大している。

小麦の高騰で米粉の需要が急上昇 トピックス

売上高／ 921億円（23・3）
※2022 年 1月、日清フーズより
社名変更
事業内容／加工食品事業、
家庭用小麦粉の製造・販売等
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世界的な物価高騰で、小麦の価格不安定が続く中、
代替食品として、国内で自給できる米粉の人気が急上昇。

製粉・小麦粉二次加工 製パン 製菓

明治ホールディングス
売上高／ 1兆 622 億円（23・3連）

明治
売上高／8656億円（23・3連）

江崎グリコ
売上高／ 3039 億円（22・12連）

ロッテ
売上高／ 2820 億円（23・3グループ計）

カルビー
売上高／ 2793 億円（23・3連）

シャトレーゼホールディングス
売上高／ 1327 億円（23・3連）

寿スピリッツ
売上高／ 502億円（23・3連）

中村屋
売上高／ 356億円（23・3連）

ユーハイム
売上高／ 230億円（22・3）

カバヤ食品
売上高／ 233億円（22・3）

モンテール
売上高／ 281億円（22・8）

UHA味覚糖
売上高／非公開

おやつカンパニー
売上高／ 227億円（22・7）

春日井製菓
売上高／ 165億円（22・12）

カンロ
売上高／ 251億円（22・12）

名糖産業
売上高／ 227億円（23・3連）

東ハト
売上高／ 246億円（22・12）

森永製菓
売上高／ 1944 億円（23・3連）

不二家
売上高／ 1006 億円（22・12連）

湖池屋
売上高／ 446億円（23・3連）

ヤマザキビスケット
売上高／ 337億円（21・12）

シャトレーゼ
売上高／ 1175 億円（23・3）

ブルボン

井村屋グループ
売上高／ 447億円（23・3連）

モロゾフ
売上高／ 325億円（23・1連）

山崎製パン
売上高／ 1兆 770 億円（22・12連）

フジパングループ本社
売上高／ 2689 億円（22・6連）

敷島製パン
売上高／ 1484 億円（22・8）

タカキベーカリー
売上高／非公開

リョーユーパン
売上高／ 436億円（23・3連）

神戸屋
売上高／ 381億円（22・12）

伊藤製パン
売上高／ 143億円（23・3）

イオンベーカリー
売上高／ 95億円（22・2）

コモ
売上高／ 70億円（23・3連）

第一屋製パン
売上高／ 244億円（22・12連）

ドンク
売上高／ 261億円（23・2）

日糧製パン
売上高／ 172億円（22・3）

日清製粉グループ本社
売上高／ 7987 億円（23・3連）

でん粉等、とうもろこし加工品

日本食品化工
売上高／ 646億円（23・3）

松谷化学工業
売上高／ 583億円（22・11）

製糖 即席めん

日清食品ホールディングス
売上高／ 6692 億円（23・3連）

東洋水産
売上高／ 4358 億円（23・3連）

日清食品
売上高／ 2202 億円（23・3連）

サンヨー食品
売上高／ 1616 億円（23・3連）

エースコック
売上高／ 1078 億円（22・12）

ヤマダイ
売上高／非公開

明星食品
売上高／ 405億円（23・3連）

米菓

亀田製菓
売上高／ 950億円（23・3連）

三幸製菓
売上高／ 273億円（22・9） 

岩塚製菓
売上高／ 204億円（23・3）

栗山米菓
売上高／ 205億円（22・3）

ぼんち
売上高／ 115億円（22・3）

DM三井製糖ホールディングス
※2021 年 4月、三井製糖と大日本明治
製糖が経営統合し社名変更
売上高／ 1633 億円（23・3連）

日本甜菜製糖
売上高／ 650億円（23・3連）

塩水港精糖
売上高／ 280億円（23・3連）ウェルネオシュガー

※2023 年 1月、日新製糖と伊藤忠製糖が
経営統合し社名変更
売上高／ 583億円（23・3連）

東洋精糖
売上 高／ 151 億円（23・3連）

フジ日本精糖
売上高／ 227億円（23・3連）

日清製粉
売上高／ 2009 億円（23・3）
事業内容／製粉事業、業務用小麦粉
の製造･販売等

日清製粉ウェルナ

ニップン
※2021 年 1月、日本製粉より社名変更
売上高／ 3655億円（23・3連）
事業内容／製粉事業、プレミックス事業等

昭和産業
売上高／ 3351 億円（23・3連）

日東富士製粉
売上高／ 695億円（23・3連）

増田製粉所
事業内容／小麦粉、ふすま、乾麺の製造販売
売上高／非公開

鳥越製粉
売上高／ 244億円（22・12連）

日新製糖

伊藤忠製糖
三菱商事

ペプシコ
新東日本製糖

大東製糖
太平洋製糖
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塩水港・東洋・フジ日本の3社
共同で設立し、製造業務を委託
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事業提携

売上高／ 974億円（23・3連）

　2022年の菓子業界は、原料高騰による商品の値上げで需要への
悪影響が心配されたが、新型コロナ禍前とほぼ同じ水準まで戻った。
巣ごもり需要は落ち着く一方、人流が更に戻り、お土産物や進物用需
要やオフィス需要は回復してきている。輸出については海外の社会経
済活動の活発化で、前年比11.6％増の393億円となり、過去最高を
記録した。ジャンル別では飴菓子、せんべい、和生菓子、洋生菓子な
どが前年を上回った一方、チョコレート、ビスケット、スナック菓子などが
前年度を下回った。

菓子業界は輸出が過去最高の更新
　農林水産省「生産動態調査、食品産業動態調査」によると、2022
年の製殻粉・同加工品の生産指数は、2015年比で100.7%だっ
た。前年比は－1.1％とわずかに低下したが、近年はほぼ横ばいの傾
向にある。また、品目別に見ると、製粉・穀粉はかなりの上昇、めん類
とパン類およびパン粉はやや低下した。製粉・穀粉の中でも米穀粉
は小麦粉の代替食品として注目を集め、生産指数は前年比8.8%と
大きく上昇した。その他ではマカロニ類がわずかに上昇している一方
で、乾めんや即席めんが低下した。

製穀粉と加工品の生産量 トピックス トピックス

　世界で市場を拡大しながら、新たな進化を続ける、日本生まれの即
席めん（インスタントラーメン）。近年はライフスタイルの変化による、健
康志向や日常で少しの贅沢を味わうニーズに応える高付加価値商品
などが増えている。2022年は物価高の中でも、手軽さやコスパの高
さで、前年の約1182億食から更に増加、約1212億食を突破して過
去最大を記録した。最大の消費国は中国で約451億食、次いでイン
ドネシアの約143億食、日本はベトナム、インドに続いて世界で第5位
の約60億食だった。

世界市場で消費好調な即席めん トピックス

　2022年に引き続き、ロシアのウクライナ侵攻や円安などによる物価
の高騰に伴って、輸入に頼る小麦の価格が高騰している。輸入小麦
の価格が不安定の中、代替食品として、国内自給率がほぼ100%の
米粉が注目されている。元々、グルテンフリーやアレルギー対策の食
材として関心を集めていたが、小麦と比較して、価格や供給が安定して
いることからも急速な広がりを見せている。農水省による米粉の普及
活動米粉用の米生産者への助成、国による米粉メーカーへの支援な
ど、その動きも拡大している。

小麦の高騰で米粉の需要が急上昇 トピックス

売上高／ 921億円（23・3）
※2022 年 1月、日清フーズより
社名変更
事業内容／加工食品事業、
家庭用小麦粉の製造・販売等
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永谷園
売上高／ 550億円（23・3連）
※永谷園ホールディングスの国内食料品事業

2013 2015 2016 2018 2019 2020 2021 202220172014

食品業界-2（乳製品・調味料・冷凍食品・水産・製油・食肉加工・飼料）47

過去最多の値上げの波が続き、業界全体の冷え込みが懸念。
一方で、冷凍食品やSDGs対応食品の市場は伸長。

乳製品 調味料 味の素
売上高／ 1兆 3591 億円（23・3連）

ミツカングループ
売上高／ 2700 億円（23・2連）

カゴメ
売上高／ 2056 億円（22・12）

日本食研ホールディングス
売上高／ 1252 億円（22・9連）

理研ビタミン
売上高／ 888億円（23・3連） ケンコーマヨネーズ

売上高／ 824億円（23・3連）

三菱商事ライフサイエンス

ヤマサ醤油
売上高／ 572億円（22・12）

ヤマモリ
売上高／ 264億円（22・3）

伊藤ハム
売上高／ 5093 億円（22・3）

日本ハム
売上高／ 1兆 2598 億円（23・3連）

プリマハム
売上高／ 4307 億円（23・3連）

丸大食品
売上高／ 2220 億円（23・3連）

林兼産業
売上高／ 425億円（23・3連）

伊藤ハム米久ホールディングス
売上高／ 9227 億円（23・3連）

米久
売上高／ 1786 億円（22・3連）

スターゼン
売上高／ 4252 億円（23・3連）

エスフーズ
売上高／ 3992 億円（23・2連）

キユーピー
売上高／ 4303 億円（22・11連）

アヲハタ
売上高／ 195億円（22・11連）

ハウス食品グループ本社
売上高／ 2751 億円（23・3連）

ハウス食品
上高／ 1150 億円（23・3連）
※ハウス食品グループ本社の香辛・
調味加工食品の売上高

ギャバン
エスビー食品

売上高／ 1207 億円（23・3連）

永谷園ホールディングス
売上高／ 1104 億円（23・3連）

マルコメ
売上高／ 503億円（23・3）

丸美屋食品工業
売上高／ 585億円（22・12）

エバラ食品工業
売上高／ 434億円（23・3連）

ヤマキ
売上高／ 430億円（22・3）

明治ホールディングス
売上高／ 1兆 622 億円（23・3連）

製油

食肉加工

水産冷凍食品

マルハニチロ
売上高／ 1兆 205 億円（23・3連）

日本水産
売上高／ 7682 億円（23・3連）

極洋
売上高／ 2722 億円（23・3連）

マリンフーズ
売上高／ 849億円（23・3）

はごろもフーズ
売上高／ 705億円（23・3連）

なとり
売上高／ 451億円（23・3連）

あじかん
売上高／ 474億円（23・3連）

一正蒲鉾
売上高／ 316億円（22・6連）

ホテイフーズコーポレーション
売上高／ 221億円（22・9） 

マルトモ
売上高／ 228億円（23・3）

スギヨ
売上高／ 206億円（21・6）

日清オイリオグループ
売上高／ 5566 億円（23・3連）

不二製油グループ本社
売上高／ 5574 億円（23・3連）

ニチレイ
売上高／ 6622 億円（23・3連）

Ｊ-オイルミルズ
売上高／ 2604 億円（23・3連）

昭和産業
（油脂食品）

売上高（部）／ 1199億円（23・3連）

かどや製油
売上高／ 337億円（23・3連）

テーブルマーク
売上高／ 1229 億円（22・12連）

味の素冷凍食品
売上高／ 2672 億円（23・3連）
※味の素の冷凍食品の売上高

日清食品ホールディングス
（低温・飲料）

売上高（部）／ 868億円（23・3連）

明治
売上高（部）／8649億円（23・3連）
※明治ホールディングスの食品の売上高

森永乳業
売上高／ 5256 億円（23・3連）

雪印メグミルク
売上高／ 5843 億円（23・3連）

ヤクルト本社
売上高／ 4831 億円（23・3連）

江崎グリコ
売上高／ 3039 億円（22・12連）

よつ葉乳業
売上高／ 1200 億円（2022 年度）

高梨乳業
売上高／ 952億円（22・9）

協同乳業
売上高／ 670億円（23・3連）

カルピス
売上高／非公開

日清食品チルド

日清製粉ウェルナ※2022 年 1月、日清フーズより社名変更

F-LINE

日清食品冷凍
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紀文食品
売上高／ 1057 億円（23・3連）
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出所：一般社団法人 日本冷凍食品協会調べ

冷凍食品の国内生産量推移
■業務用 ■家庭用
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　「時短・簡便・即食」の機能を持つ食品は、近年の共働き世帯の増
加や高齢化に伴うライフスタイルの変化に対応して人気だったが、コロ
ナ禍によって、ニーズは更に加速した。特に、長期保存ができて、下ご
しらえの工程が必要ない冷凍素材が人気を集めている。日本冷凍食
品協会によると、2022年の家庭用冷凍食品と冷凍野菜の輸入量は、
生産数量、金額ともに過去最高を更新した。また、最近は無印良品や
大戸屋などの異業種や外食産業が好調な家庭用冷凍食品市場へと
活発に進出している。

時短・簡便・即食

フィード・ワン
売上高／ 3079億円（23・3連）

飼料

中部飼料
売上高／ 2435億円（23・3連）

　食品業界もフードロス削減など、SDGsへの意欲的な参加が課題
で、環境や社会に配慮して持続可能性を訴求した食品、サステナブル
フードに注目が集まっている。その市場規模は成長が続くと予想され、
業界全体の底上げが期待されている。主なサステナブルフードとして、
大豆ミートがある。牛や豚の生産時に必要な大量の飼料は環境負荷
がかかるため、それに代わる健康や環境に優しい代替肉として、市場は
拡大中。その他に、食品廃棄される材料から作られたアップサイクル
食品も注目されている。

サステナブルフード キーワード

　帝国データバンクによると、2022年の主要食品メーカーによる食品
値上げ品目数は冷凍食品や水産缶詰などの加工食品が最多で、次
いで調味料、原材料・パンなどが続いた。また、クッキーやチョコレート
などの菓子は内容量減による価格の据え置き、実質の値上げが目
立った。2023年はコロナ禍による特需が落ち着き、原料高に伴った
過去最大の値上げの波で、前年を上回る品目数が予想されている。
次 と々起こる値上げの影響で消費の厳しい冷え込みも懸念される中、
業界は早急な対策を迫られている。

加工食品が最多の値上げ キーワード （t）

（年）

売上高／ 1101億円（22・3）

食品メーカー 5社（味の素、カゴメ、日清オイリオ
グループ、日清フーズ、ハウス食品グループ本社）
の共同出資により、物流会社4社（味の素物
流、カゴメ物流サービス、F-LINE、九州F-LINE）
の物流事業を統合

完
全
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
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永谷園
売上高／ 550億円（23・3連）
※永谷園ホールディングスの国内食料品事業

2013 2015 2016 2018 2019 2020 2021 202220172014

食品業界-2（乳製品・調味料・冷凍食品・水産・製油・食肉加工・飼料）47

過去最多の値上げの波が続き、業界全体の冷え込みが懸念。
一方で、冷凍食品やSDGs対応食品の市場は伸長。

乳製品 調味料 味の素
売上高／ 1兆 3591 億円（23・3連）

ミツカングループ
売上高／ 2700 億円（23・2連）

カゴメ
売上高／ 2056 億円（22・12）

日本食研ホールディングス
売上高／ 1252 億円（22・9連）

理研ビタミン
売上高／ 888億円（23・3連） ケンコーマヨネーズ

売上高／ 824億円（23・3連）

三菱商事ライフサイエンス

ヤマサ醤油
売上高／ 572億円（22・12）

ヤマモリ
売上高／ 264億円（22・3）

伊藤ハム
売上高／ 5093 億円（22・3）

日本ハム
売上高／ 1兆 2598 億円（23・3連）

プリマハム
売上高／ 4307 億円（23・3連）

丸大食品
売上高／ 2220 億円（23・3連）

林兼産業
売上高／ 425億円（23・3連）

伊藤ハム米久ホールディングス
売上高／ 9227 億円（23・3連）

米久
売上高／ 1786 億円（22・3連）

スターゼン
売上高／ 4252 億円（23・3連）

エスフーズ
売上高／ 3992 億円（23・2連）

キユーピー
売上高／ 4303 億円（22・11連）

アヲハタ
売上高／ 195億円（22・11連）

ハウス食品グループ本社
売上高／ 2751 億円（23・3連）

ハウス食品
上高／ 1150 億円（23・3連）
※ハウス食品グループ本社の香辛・
調味加工食品の売上高

ギャバン
エスビー食品

売上高／ 1207 億円（23・3連）

永谷園ホールディングス
売上高／ 1104 億円（23・3連）

マルコメ
売上高／ 503億円（23・3）

丸美屋食品工業
売上高／ 585億円（22・12）

エバラ食品工業
売上高／ 434億円（23・3連）

ヤマキ
売上高／ 430億円（22・3）

明治ホールディングス
売上高／ 1兆 622 億円（23・3連）

製油

食肉加工

水産冷凍食品

マルハニチロ
売上高／ 1兆 205 億円（23・3連）

日本水産
売上高／ 7682 億円（23・3連）

極洋
売上高／ 2722 億円（23・3連）

マリンフーズ
売上高／ 849億円（23・3）

はごろもフーズ
売上高／ 705億円（23・3連）

なとり
売上高／ 451億円（23・3連）

あじかん
売上高／ 474億円（23・3連）

一正蒲鉾
売上高／ 316億円（22・6連）

ホテイフーズコーポレーション
売上高／ 221億円（22・9） 

マルトモ
売上高／ 228億円（23・3）

スギヨ
売上高／ 206億円（21・6）

日清オイリオグループ
売上高／ 5566 億円（23・3連）

不二製油グループ本社
売上高／ 5574 億円（23・3連）

ニチレイ
売上高／ 6622 億円（23・3連）

Ｊ-オイルミルズ
売上高／ 2604 億円（23・3連）

昭和産業
（油脂食品）

売上高（部）／ 1199億円（23・3連）

かどや製油
売上高／ 337億円（23・3連）

テーブルマーク
売上高／ 1229 億円（22・12連）

味の素冷凍食品
売上高／ 2672 億円（23・3連）
※味の素の冷凍食品の売上高

日清食品ホールディングス
（低温・飲料）

売上高（部）／ 868億円（23・3連）

明治
売上高（部）／8649億円（23・3連）
※明治ホールディングスの食品の売上高

森永乳業
売上高／ 5256 億円（23・3連）

雪印メグミルク
売上高／ 5843 億円（23・3連）

ヤクルト本社
売上高／ 4831 億円（23・3連）

江崎グリコ
売上高／ 3039 億円（22・12連）

よつ葉乳業
売上高／ 1200 億円（2022 年度）

高梨乳業
売上高／ 952億円（22・9）

協同乳業
売上高／ 670億円（23・3連）

カルピス
売上高／非公開

日清食品チルド

日清製粉ウェルナ※2022 年 1月、日清フーズより社名変更
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出所：一般社団法人 日本冷凍食品協会調べ

冷凍食品の国内生産量推移
■業務用 ■家庭用
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　「時短・簡便・即食」の機能を持つ食品は、近年の共働き世帯の増
加や高齢化に伴うライフスタイルの変化に対応して人気だったが、コロ
ナ禍によって、ニーズは更に加速した。特に、長期保存ができて、下ご
しらえの工程が必要ない冷凍素材が人気を集めている。日本冷凍食
品協会によると、2022年の家庭用冷凍食品と冷凍野菜の輸入量は、
生産数量、金額ともに過去最高を更新した。また、最近は無印良品や
大戸屋などの異業種や外食産業が好調な家庭用冷凍食品市場へと
活発に進出している。

時短・簡便・即食

フィード・ワン
売上高／ 3079億円（23・3連）

飼料

中部飼料
売上高／ 2435億円（23・3連）

　食品業界もフードロス削減など、SDGsへの意欲的な参加が課題
で、環境や社会に配慮して持続可能性を訴求した食品、サステナブル
フードに注目が集まっている。その市場規模は成長が続くと予想され、
業界全体の底上げが期待されている。主なサステナブルフードとして、
大豆ミートがある。牛や豚の生産時に必要な大量の飼料は環境負荷
がかかるため、それに代わる健康や環境に優しい代替肉として、市場は
拡大中。その他に、食品廃棄される材料から作られたアップサイクル
食品も注目されている。

サステナブルフード キーワード

　帝国データバンクによると、2022年の主要食品メーカーによる食品
値上げ品目数は冷凍食品や水産缶詰などの加工食品が最多で、次
いで調味料、原材料・パンなどが続いた。また、クッキーやチョコレート
などの菓子は内容量減による価格の据え置き、実質の値上げが目
立った。2023年はコロナ禍による特需が落ち着き、原料高に伴った
過去最大の値上げの波で、前年を上回る品目数が予想されている。
次 と々起こる値上げの影響で消費の厳しい冷え込みも懸念される中、
業界は早急な対策を迫られている。

加工食品が最多の値上げ キーワード （t）

（年）

売上高／ 1101億円（22・3）

食品メーカー 5社（味の素、カゴメ、日清オイリオ
グループ、日清フーズ、ハウス食品グループ本社）
の共同出資により、物流会社4社（味の素物
流、カゴメ物流サービス、F-LINE、九州F-LINE）
の物流事業を統合
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飲料・ビール・酒類業界48

清涼飲料水が伸び、過去最高の2018年に迫る生産量に。
ビールは酒税一本化を見据え、本格的なビールに各社注力。

売上高／ 2兆 9701 億円（22・12連）
※飲料・食品／ 1兆 4449 億円　
酒類／ 1兆 2459 億円

ビール・発泡酒等 ウイスキー・焼酎・ワイン等 清涼飲料

海外子会社・出資先
子
会
社

子
会
社

子会社
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サントリーホールディングス
※2022 年 7月、サントリーBWSとサントリービール、サントリースピリッツ、
サントリーワインインターナショナル、サントリー酒類が経営統合。
売上高／ 5136 億円（22・12）

サントリー

売上高／ 1兆 9895 億円（22・12連）
※国内ビール・スピリッツ／ 6635 億円　
国内飲料／ 2433 億円　
オセアニア酒類／ 2559 億円

キリンホールディングス

売上高／ 6635 億円（22・12連）
※キリンホールディングスの国内ビール・
スピリッツの売上高

キリンビール
売上高／ 518億円（22・12）

メルシャン

売上高／ 2兆 5111 億円（22・12連）
※酒類／ 1兆 7706 億円　
飲料／ 5644 億円
食品・薬品／ 1173 億円

アサヒグループホールディングス
売上高／ 7503 億円（22・12）

アサヒビール

売上高／非公開

永昌源

売上高／ 4784 億円（22・12連）
※酒類／ 3346 億円　
食品飲料／ 1229 億円

サッポロホールディングス

売上高／ 166億円（22・3）

オリオンビール

売上高／ 3507 億円（23・3連）

宝ホールディングス

売上高／ 2414 億円（22・12）

サッポロビール
売上高／非公開

バカルディジャパン

売上高／ 471億円（22・12）

ニッカウヰスキー

売上高／ 811億円（22・12連）

オエノンホールディングス

売上高／ 1221 億円（23・3連）
※宝ホールディングスの「宝酒造」の売上高

宝酒造
売上高／ 250億円（22・7）

三和酒類

売上高／非公開

霧島ホールディングス

売上高／ 555億円（22・12）

合同酒精

売上高／ 594億円（23・3）

霧島酒造

売上高／非公開

雲海酒造

売上高／非公開

二階堂酒造

売上高／ 77億円（22・6）

薩摩酒造
売上高／ 139億円（22・6）

濱田酒造

売上高／ 1兆 7380 億円（22・12連）

大塚ホールディングス

売上高／非公開
主要製品／コカ・コーラ、ジョージア、
綾鷹、い・ろ・は・す、アクエリアス、
ファンタ、爽健美茶、ミニッツメイド等

日本コカ・コーラ
売上高／ 1兆 4504 億円（22・12連）
主要製品／サントリー天然水、BOSS、
伊右衛門、サントリー烏龍茶、グリーンダカラ、
pepsi、オランジーナ、C.C.レモン等

サントリー食品インターナショナル

売上高／ 3319 億円（22・12）

アサヒ飲料

売上高／ 4317 億円（23・4連）

伊藤園

売上高／ 2164 億円（22・12）

キリンビバレッジ

売上高／ 4831 億円（23・3連）

ヤクルト本社

売上高／ 2056 億円（22・12連）

カゴメ
売上高／ 1038 億円（23・1）

ダイドードリンコ

売上高／ 836億円（23・3）

味の素AGF

売上高／ 736億円（22・12）

ポッカサッポロフード＆ビバレッジ

売上高／ 976億円（22・12）

UCC上島珈琲

売上高／ 633億円（23・3連）

キーコーヒー

売上高／非公開
※全世界 944億スイスフラン（22・12）

ネスレ日本
売上高／非公開

カルピス

売上高／ 457億円（2022 年度）

日本サンガリアベバレッジカンパニー
売上高／非公開

エルビー

売上高／ 5971 億円（22・12）

大塚製薬
売上高／ 346億円（22・12）

大塚食品

ウイスキー 
ビーム サントリー

ビールサッポロベトナム

飲料 フルコア サントリー

飲料 オランジーナ・シュウェップス・ホールディングス

サントリー（中国）ホールディングス

ワイン・ビール ライオン社

ビール サンミゲルビール社

中東欧5カ国ビール事業

飲料アサヒビバレッジズ

スピリッツ・ワイン・ビール
アサヒビバレッジズ（NZ）

ビール スリーマン

飲料シルバー・スプリングス・シトラス

子
会
社

子
会
社

子
会
社

ペプシコ社

飲料
ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ

子会社

　1923年に日本初の本格ウイスキー蒸留所「山崎蒸溜所」が誕生
し、2023年に生誕100周年を迎えるジャパニーズウイスキー。海外
での評価が高まっていることで、輸出額は17年連続で増加している。
コロナ禍で来日できなくなった外国人向けの需要の高まりが追い風と
なり、近年はさらに輸出金額が増加。財務省貿易統計によると、
2022年の輸出金額は前年比21.5%増の560億7800万円、日本
酒などを抜き酒類でトップに立っている。国内消費の縮小が続く中、
今後も輸出は大きなカギを握りそうだ。

ジャパニーズウイスキーの快進撃
　「ボトルtoボトル」とは、ペットボトルを別の商品ではなく、元と同等品
質のペットボトルに戻して何度もリサイクルすること。清涼飲料業界の
業界団体である「一般社団法人全国清涼飲料連合会」は2021年4
月、「2030年ボトルtoボトル比率50%宣言」を発表。ボトルtoボトル
のリサイクル率を、2030年に50％まで引き上げることを目標に掲げ、
2022年からは東京都と共に都内で実証実験を開始した。今後推進
するためには、使用済みペットボトルの確実な回収と、よりきれいな状
態で集めることが重要だ。

ボトルtoボトル
　2022年は猛暑と人出回復により、清涼飲料水の生産量が前年比
2.7%増、過去最高の2018年に迫る勢いを見せた。販売金額は前
年比6.8％増の4兆1536億5900万円となり過去最高。売上増の
背景として挙げられるのが価格改定だ。原材料費や燃料費などの高
騰により、2022年は各社が価格改定を実施。2023年5月には大手
4社が、25年ぶりとなる缶コーヒーの値上げを行った。物価高の中で
飲料消費への影響も懸念されるが、調査会社「富士経済」では、市場
は前年比2.1%増の5兆1362億円と予測している。

清涼飲料水の販売金額が過去最高 トピックス

　2018年の酒税法改正により、「2020年・2023年・2026年」の
3段階でビール系飲料（ビール・発泡酒・第3のビール）の税率が変
更され、最終的に一本化される。こうした「酒税一本化」を見据えて、
大手各社が強化しているのが本格的なビールの販売だ。例えばアサヒ
ビールは2021年9月、「アサヒ生ビール」（通称：マルエフ）を28年ぶ
りに復活。想定を大幅に上回るペースで売れ、4日目に一時休売となっ
た。キリンビールも2022年3月にクラフトビールをリニューアルするな
ど、てこ入れを図っている。

酒税一本化で各社がブランド強化

※アンハイザー・ブッシュ・インべブ(ベルギー )の
中東欧5カ国のビール事業を買収

キーワード トピックス

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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飲料・ビール・酒類業界48

清涼飲料水が伸び、過去最高の2018年に迫る生産量に。
ビールは酒税一本化を見据え、本格的なビールに各社注力。

売上高／ 2兆 9701 億円（22・12連）
※飲料・食品／ 1兆 4449 億円　
酒類／ 1兆 2459 億円

ビール・発泡酒等 ウイスキー・焼酎・ワイン等 清涼飲料

海外子会社・出資先
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社
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社

子会社

合弁会社

子会社

子会社

子会社
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グループ
会社
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子会社
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子会社

子会社
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社
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社
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社
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社
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社
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業務提携
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子
会
社

子
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子
会
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サントリーホールディングス
※2022 年 7月、サントリーBWSとサントリービール、サントリースピリッツ、
サントリーワインインターナショナル、サントリー酒類が経営統合。
売上高／ 5136 億円（22・12）

サントリー

売上高／ 1兆 9895 億円（22・12連）
※国内ビール・スピリッツ／ 6635 億円　
国内飲料／ 2433 億円　
オセアニア酒類／ 2559 億円

キリンホールディングス

売上高／ 6635 億円（22・12連）
※キリンホールディングスの国内ビール・
スピリッツの売上高

キリンビール
売上高／ 518億円（22・12）

メルシャン

売上高／ 2兆 5111 億円（22・12連）
※酒類／ 1兆 7706 億円　
飲料／ 5644 億円
食品・薬品／ 1173 億円

アサヒグループホールディングス
売上高／ 7503 億円（22・12）

アサヒビール

売上高／非公開

永昌源

売上高／ 4784 億円（22・12連）
※酒類／ 3346 億円　
食品飲料／ 1229 億円

サッポロホールディングス

売上高／ 166億円（22・3）

オリオンビール

売上高／ 3507 億円（23・3連）

宝ホールディングス

売上高／ 2414 億円（22・12）

サッポロビール
売上高／非公開

バカルディジャパン

売上高／ 471億円（22・12）

ニッカウヰスキー

売上高／ 811億円（22・12連）

オエノンホールディングス

売上高／ 1221 億円（23・3連）
※宝ホールディングスの「宝酒造」の売上高

宝酒造
売上高／ 250億円（22・7）

三和酒類

売上高／非公開

霧島ホールディングス

売上高／ 555億円（22・12）

合同酒精

売上高／ 594億円（23・3）

霧島酒造

売上高／非公開

雲海酒造

売上高／非公開

二階堂酒造

売上高／ 77億円（22・6）

薩摩酒造
売上高／ 139億円（22・6）

濱田酒造

売上高／ 1兆 7380 億円（22・12連）

大塚ホールディングス

売上高／非公開
主要製品／コカ・コーラ、ジョージア、
綾鷹、い・ろ・は・す、アクエリアス、
ファンタ、爽健美茶、ミニッツメイド等

日本コカ・コーラ
売上高／ 1兆 4504 億円（22・12連）
主要製品／サントリー天然水、BOSS、
伊右衛門、サントリー烏龍茶、グリーンダカラ、
pepsi、オランジーナ、C.C.レモン等

サントリー食品インターナショナル

売上高／ 3319 億円（22・12）

アサヒ飲料

売上高／ 4317 億円（23・4連）

伊藤園

売上高／ 2164 億円（22・12）

キリンビバレッジ

売上高／ 4831 億円（23・3連）

ヤクルト本社

売上高／ 2056 億円（22・12連）

カゴメ
売上高／ 1038 億円（23・1）

ダイドードリンコ

売上高／ 836億円（23・3）

味の素AGF

売上高／ 736億円（22・12）

ポッカサッポロフード＆ビバレッジ

売上高／ 976億円（22・12）

UCC上島珈琲

売上高／ 633億円（23・3連）

キーコーヒー

売上高／非公開
※全世界 944億スイスフラン（22・12）

ネスレ日本
売上高／非公開

カルピス

売上高／ 457億円（2022 年度）

日本サンガリアベバレッジカンパニー
売上高／非公開

エルビー

売上高／ 5971 億円（22・12）

大塚製薬
売上高／ 346億円（22・12）

大塚食品

ウイスキー 
ビーム サントリー

ビールサッポロベトナム

飲料 フルコア サントリー

飲料 オランジーナ・シュウェップス・ホールディングス

サントリー（中国）ホールディングス

ワイン・ビール ライオン社

ビール サンミゲルビール社

中東欧5カ国ビール事業

飲料アサヒビバレッジズ

スピリッツ・ワイン・ビール
アサヒビバレッジズ（NZ）

ビール スリーマン

飲料シルバー・スプリングス・シトラス

子
会
社

子
会
社

子
会
社

ペプシコ社

飲料
ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ

子会社

　1923年に日本初の本格ウイスキー蒸留所「山崎蒸溜所」が誕生
し、2023年に生誕100周年を迎えるジャパニーズウイスキー。海外
での評価が高まっていることで、輸出額は17年連続で増加している。
コロナ禍で来日できなくなった外国人向けの需要の高まりが追い風と
なり、近年はさらに輸出金額が増加。財務省貿易統計によると、
2022年の輸出金額は前年比21.5%増の560億7800万円、日本
酒などを抜き酒類でトップに立っている。国内消費の縮小が続く中、
今後も輸出は大きなカギを握りそうだ。

ジャパニーズウイスキーの快進撃
　「ボトルtoボトル」とは、ペットボトルを別の商品ではなく、元と同等品
質のペットボトルに戻して何度もリサイクルすること。清涼飲料業界の
業界団体である「一般社団法人全国清涼飲料連合会」は2021年4
月、「2030年ボトルtoボトル比率50%宣言」を発表。ボトルtoボトル
のリサイクル率を、2030年に50％まで引き上げることを目標に掲げ、
2022年からは東京都と共に都内で実証実験を開始した。今後推進
するためには、使用済みペットボトルの確実な回収と、よりきれいな状
態で集めることが重要だ。

ボトルtoボトル
　2022年は猛暑と人出回復により、清涼飲料水の生産量が前年比
2.7%増、過去最高の2018年に迫る勢いを見せた。販売金額は前
年比6.8％増の4兆1536億5900万円となり過去最高。売上増の
背景として挙げられるのが価格改定だ。原材料費や燃料費などの高
騰により、2022年は各社が価格改定を実施。2023年5月には大手
4社が、25年ぶりとなる缶コーヒーの値上げを行った。物価高の中で
飲料消費への影響も懸念されるが、調査会社「富士経済」では、市場
は前年比2.1%増の5兆1362億円と予測している。

清涼飲料水の販売金額が過去最高 トピックス

　2018年の酒税法改正により、「2020年・2023年・2026年」の
3段階でビール系飲料（ビール・発泡酒・第3のビール）の税率が変
更され、最終的に一本化される。こうした「酒税一本化」を見据えて、
大手各社が強化しているのが本格的なビールの販売だ。例えばアサヒ
ビールは2021年9月、「アサヒ生ビール」（通称：マルエフ）を28年ぶ
りに復活。想定を大幅に上回るペースで売れ、4日目に一時休売となっ
た。キリンビールも2022年3月にクラフトビールをリニューアルするな
ど、てこ入れを図っている。

酒税一本化で各社がブランド強化

※アンハイザー・ブッシュ・インべブ(ベルギー )の
中東欧5カ国のビール事業を買収

キーワード トピックス

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

���

業
　
界



ジーク
売上高／212億円（22・9）
主要分野／商業施設、展示施設等

ディスプレイ・空間デザイン業界49

イベント市場規模が前年比139％、2兆804億円。
アフターコロナは「ハイブリッドイベント」主流に。

オフィス家具・文具業界50

アフターコロナであり方が変わるオフィス空間。
文具業界ではSNS映えする「女子文具」が人気。

オフィス家具 文具

オカムラ
売上高／ 2770 億円（23・3連）
主要製品／スチール家具全般

紙製品

ナカバヤシ
売上高／ 616億円（23・3連）

事務用品

キングジム
売上高／ 366億円（22・6連）

ニチバン
（テープ）

売上高（部）／ 246億円（23・3連）

マックス
（オフィス機器）

売上高（部）／ 215億円（23・3連）

シヤチハタ
売上高／ 163億円（22・6）

リヒトラブ
売上高／ 85億円（23・2連）

オルファ
売上高／ 87億円（22・12）

イムラ
※2023 年 2月、イムラ封筒より社名変更
売上高／ 217億円（23・1連）

日本ノート
売上高／ 73億円（22・12）

デザインフィル
売上高／ 46億円（22・6）

ショウワノート
売上高／非公開

筆記具

パイロットコーポレーション
売上高／ 1129 億円（22・12連）

三菱鉛筆
売上高／ 690億円（22・12連）

ゼブラ
売上高／ 380億円（23・3連）

サクラクレパス
売上高／ 437億円 (21・12連 )

ぺんてる
売上高／ 230億円（23・3）

トンボ鉛筆
売上高／ 151億円 (21・12連 )

セーラー万年筆
売上高／ 50億円（22・12連）

コクヨ
売上高／ 3009 億円（22・12連）
主要製品／オフィス家具、文具

プラス
売上高／ 1869 億円（22・12連）
主要製品／オフィス家具、文具

ライオン事務器
売上高／339億円（22・9連）
主要製品／オフィス家具、文具

立川ブラインド工業
売上高／ 413億円（22・12連）
主要製品／ブラインド、間仕切り等

小松ウオール工業
売上高／ 378億円（23・3）
主要製品／間仕切り、パーテーション

オリバー
売上高／ 252億円（22・12連）
※グループ会社のミクスネットワークは、
決算期変更に伴い15カ月の売上
主要製品／ソファ、チェア

コマニー
売上高／ 245億円（22・12連）
※決算期変更に伴い9カ月の売上
主要製品／パーティション

稲葉製作所（オフィス家具）
売上高（部）／ 109億円（22・7連）
主要製品／オフィス家具

タカノ（住生活関連機器）
売上高（部）／ 112億円（23・3連）
主要製品／チェア

くろがね工作所（家具関連）
売上高（部）／ 46億円（22・11連）
主要製品／オフィス家具

イトーキ（ワークプレイス）
売上高（部）／ 859億円（22・12連）
主要製品／オフィス家具

内田洋行（オフィス関連）
売上高（部）／ 484億円（22・7連）
主要製品／オフィス家具
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国際チャート
売上高／ 38億円（21・3）

子
会
社

　少子化やペーパーレス化が進む中で、需要の停滞傾向がみられる文
具業界。その一方で、いわゆる“SNS映え”するパーソナルユースの
文具が話題を集め、「女子文具」という言葉も生まれた。女子文具と
は、女性が好む見た目のかわいさやファッション性が加わった文具のこと
で、例えばマスキングテープや付箋、カラーペンなどが挙げられる。従来
の文具ファン以外への訴求も成功してSNSでの拡散も目立ち、2017
年からは「文具女子博」も開始。毎年開催され、累計32万人が来場
している。

女子文具
　新型コロナの影響でテレワークを実施する企業が増えていたが、
2022年以降はオフィスへの出社率も回復。新しい働き方を見据え、
オフィス空間を有効活用するためのリニューアルが増えている。目立つ
のが、オフィス空間を“コミュニケーションを生む場”と位置づける動き
だ。そこで各社では、固定席がなく自由に席を選べる“フリーアドレス”
に適したデスクや、電気の力で天板を上下させることで、立ちながらでも
仕事ができる昇降デスクなど、時代の潮流を捉えた製品開発に注力し
ている。

会話を生み出すオフィス空間
　新型コロナによって打撃を受けたイベント業界の業績が、順調に回
復中だ。2022年にはイベント開催制限が緩和あるいは撤廃されたこ
とで開催が増加。（一社）日本イベント産業振興協会（JACE）によれ
ば、2022 年のイベント関連産業の規模は、前年比121％の6758 
億円。劇映画や音楽コンサートなどのイベント周辺産業までを含める
と、前年比139%と大きく伸び、2 兆 804 億円となった。新型コロナ
流行前の2019年と比較すると約8割まで回復しており、さらなる復活
への期待が膨らんでいる。

イベント市場規模は前年比139％ トピックス

　ハイブリッドイベントとは、リアルイベントとオンラインイベントを同時期
に開催するイベント方式のこと。新型コロナを機に、様 な々展示会や説
明会、学会などがオンラインに移行し、ハイブリッドイベントが増加。参
加者にとっては選択肢が増え、感染リスクを避けたい人や、距離や時間
の制約で参加が難しかった人も気軽に参加できる。コンテンツをアーカ
イブ化して、後日に視聴可能となるのも大きなメリットだ。ハイブリッドイ
ベントが急増する中、業界の対応力が問われている。

ハイブリッドイベントが主流へ トピックス トピックス

総合ディスプレイ業

乃村工藝社
売上高／1109億円（23・2連）
主要分野／商業施設、PR・イベント施設等

スペース
売上高／ 467億円（22・12連）
主要分野／商業施設、
プロモーション空間等

バウハウス丸栄
売上高／ 200億円（22・12）
主要分野／商業施設、病院、公共空間等

船場
売上高／ 228億円（22・12連）
主要分野／大型商業施設、専門店、
飲食店等

エイムクリエイツ
売上高／ 122億円（23・3）
主要分野／商業施設、保育、オフィス等

フジヤ
売上高／160億円（23・3）
主要分野／展示会、商業施設、
文化施設等

三越伊勢丹プロパティ・デザイン
売上高／非公開
主要分野／ホテル、オフィス、各種商業施設等

J.フロント建装
売上高／232億円（22・２）
主要分野／商業施設、空港施設、船舶等

藤田建装
売上高／非公開
主要分野／大型商業施設、専門店、飲食店等

大昌工芸
売上高／非公開
主要分野／商業施設、イベント、展示施設等

タカラスペースデザイン
売上高／72億円（2022年度）
主要分野／理美容サロン、医療クリニック等

ムラヤマ
売上高／ 114億円（22・1）
主要分野／展示会、イベント、テーマパーク等

ラックランド
売上高／ 411億円（22・12連）
主要分野／商業施設、食品工場、
物流倉庫等

丹青社
売上高／ 642億円（23・1連）
主要分野／商業施設、
ホテル・ブライダル施設、駅等

コクヨ
売上高／ 3009 億円（22・12連）

オカムラ
売上高／ 2770 億円（23・3連）

内田洋行
売上高／ 2219 億円（22・7連）

イトーキ
売上高／ 1233 億円（22・12連）

ヴィス
売上高／ 132億円（23・3）

セレスポ
売上高／ 199億円（23・3）
主要分野／スポーツイベント、
プロモーションイベント等

博展
売上高／ 139億円（23・3連）
主要分野／プロモーションイベント、
展示会等

テー・オー・ダブリュー
売上高／ 111億円（22・6連）
主要分野／プロモーションイベント等

電通ライブ
売上高／ 84億円（22・12）
主要分野／プロモーションイベント等

トーガシ
売上高／ 46億円（2022 年度）
主要分野／展示会、就職説明会等

白水社
売上高／非公開
主要分野／展示会、販促イベント等

三井デザインテック
売上高／ 482億円（23・3）

商空間中心

イベント中心

住宅中心オフィス内設計中心

キーワード

P-268

P-178

P-214

P-268

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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ジーク
売上高／212億円（22・9）
主要分野／商業施設、展示施設等

ディスプレイ・空間デザイン業界49

イベント市場規模が前年比139％、2兆804億円。
アフターコロナは「ハイブリッドイベント」主流に。

オフィス家具・文具業界50

アフターコロナであり方が変わるオフィス空間。
文具業界ではSNS映えする「女子文具」が人気。

オフィス家具 文具

オカムラ
売上高／ 2770 億円（23・3連）
主要製品／スチール家具全般

紙製品

ナカバヤシ
売上高／ 616億円（23・3連）

事務用品

キングジム
売上高／ 366億円（22・6連）

ニチバン
（テープ）

売上高（部）／ 246億円（23・3連）

マックス
（オフィス機器）

売上高（部）／ 215億円（23・3連）

シヤチハタ
売上高／ 163億円（22・6）

リヒトラブ
売上高／ 85億円（23・2連）

オルファ
売上高／ 87億円（22・12）

イムラ
※2023 年 2月、イムラ封筒より社名変更
売上高／ 217億円（23・1連）

日本ノート
売上高／ 73億円（22・12）

デザインフィル
売上高／ 46億円（22・6）

ショウワノート
売上高／非公開

筆記具

パイロットコーポレーション
売上高／ 1129 億円（22・12連）

三菱鉛筆
売上高／ 690億円（22・12連）

ゼブラ
売上高／ 380億円（23・3連）

サクラクレパス
売上高／ 437億円 (21・12連 )

ぺんてる
売上高／ 230億円（23・3）

トンボ鉛筆
売上高／ 151億円 (21・12連 )

セーラー万年筆
売上高／ 50億円（22・12連）

コクヨ
売上高／ 3009 億円（22・12連）
主要製品／オフィス家具、文具

プラス
売上高／ 1869 億円（22・12連）
主要製品／オフィス家具、文具

ライオン事務器
売上高／339億円（22・9連）
主要製品／オフィス家具、文具

立川ブラインド工業
売上高／ 413億円（22・12連）
主要製品／ブラインド、間仕切り等

小松ウオール工業
売上高／ 378億円（23・3）
主要製品／間仕切り、パーテーション

オリバー
売上高／ 252億円（22・12連）
※グループ会社のミクスネットワークは、
決算期変更に伴い15カ月の売上
主要製品／ソファ、チェア

コマニー
売上高／ 245億円（22・12連）
※決算期変更に伴い9カ月の売上
主要製品／パーティション

稲葉製作所（オフィス家具）
売上高（部）／ 109億円（22・7連）
主要製品／オフィス家具

タカノ（住生活関連機器）
売上高（部）／ 112億円（23・3連）
主要製品／チェア

くろがね工作所（家具関連）
売上高（部）／ 46億円（22・11連）
主要製品／オフィス家具

イトーキ（ワークプレイス）
売上高（部）／ 859億円（22・12連）
主要製品／オフィス家具

内田洋行（オフィス関連）
売上高（部）／ 484億円（22・7連）
主要製品／オフィス家具
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国際チャート
売上高／ 38億円（21・3）

子
会
社

　少子化やペーパーレス化が進む中で、需要の停滞傾向がみられる文
具業界。その一方で、いわゆる“SNS映え”するパーソナルユースの
文具が話題を集め、「女子文具」という言葉も生まれた。女子文具と
は、女性が好む見た目のかわいさやファッション性が加わった文具のこと
で、例えばマスキングテープや付箋、カラーペンなどが挙げられる。従来
の文具ファン以外への訴求も成功してSNSでの拡散も目立ち、2017
年からは「文具女子博」も開始。毎年開催され、累計32万人が来場
している。

女子文具
　新型コロナの影響でテレワークを実施する企業が増えていたが、
2022年以降はオフィスへの出社率も回復。新しい働き方を見据え、
オフィス空間を有効活用するためのリニューアルが増えている。目立つ
のが、オフィス空間を“コミュニケーションを生む場”と位置づける動き
だ。そこで各社では、固定席がなく自由に席を選べる“フリーアドレス”
に適したデスクや、電気の力で天板を上下させることで、立ちながらでも
仕事ができる昇降デスクなど、時代の潮流を捉えた製品開発に注力し
ている。

会話を生み出すオフィス空間
　新型コロナによって打撃を受けたイベント業界の業績が、順調に回
復中だ。2022年にはイベント開催制限が緩和あるいは撤廃されたこ
とで開催が増加。（一社）日本イベント産業振興協会（JACE）によれ
ば、2022 年のイベント関連産業の規模は、前年比121％の6758 
億円。劇映画や音楽コンサートなどのイベント周辺産業までを含める
と、前年比139%と大きく伸び、2 兆 804 億円となった。新型コロナ
流行前の2019年と比較すると約8割まで回復しており、さらなる復活
への期待が膨らんでいる。

イベント市場規模は前年比139％ トピックス

　ハイブリッドイベントとは、リアルイベントとオンラインイベントを同時期
に開催するイベント方式のこと。新型コロナを機に、様 な々展示会や説
明会、学会などがオンラインに移行し、ハイブリッドイベントが増加。参
加者にとっては選択肢が増え、感染リスクを避けたい人や、距離や時間
の制約で参加が難しかった人も気軽に参加できる。コンテンツをアーカ
イブ化して、後日に視聴可能となるのも大きなメリットだ。ハイブリッドイ
ベントが急増する中、業界の対応力が問われている。

ハイブリッドイベントが主流へ トピックス トピックス

総合ディスプレイ業

乃村工藝社
売上高／1109億円（23・2連）
主要分野／商業施設、PR・イベント施設等

スペース
売上高／ 467億円（22・12連）
主要分野／商業施設、
プロモーション空間等

バウハウス丸栄
売上高／ 200億円（22・12）
主要分野／商業施設、病院、公共空間等

船場
売上高／ 228億円（22・12連）
主要分野／大型商業施設、専門店、
飲食店等

エイムクリエイツ
売上高／ 122億円（23・3）
主要分野／商業施設、保育、オフィス等

フジヤ
売上高／160億円（23・3）
主要分野／展示会、商業施設、
文化施設等

三越伊勢丹プロパティ・デザイン
売上高／非公開
主要分野／ホテル、オフィス、各種商業施設等

J.フロント建装
売上高／232億円（22・２）
主要分野／商業施設、空港施設、船舶等

藤田建装
売上高／非公開
主要分野／大型商業施設、専門店、飲食店等

大昌工芸
売上高／非公開
主要分野／商業施設、イベント、展示施設等

タカラスペースデザイン
売上高／72億円（2022年度）
主要分野／理美容サロン、医療クリニック等

ムラヤマ
売上高／ 114億円（22・1）
主要分野／展示会、イベント、テーマパーク等

ラックランド
売上高／ 411億円（22・12連）
主要分野／商業施設、食品工場、
物流倉庫等

丹青社
売上高／ 642億円（23・1連）
主要分野／商業施設、
ホテル・ブライダル施設、駅等

コクヨ
売上高／ 3009 億円（22・12連）

オカムラ
売上高／ 2770 億円（23・3連）

内田洋行
売上高／ 2219 億円（22・7連）

イトーキ
売上高／ 1233 億円（22・12連）

ヴィス
売上高／ 132億円（23・3）

セレスポ
売上高／ 199億円（23・3）
主要分野／スポーツイベント、
プロモーションイベント等

博展
売上高／ 139億円（23・3連）
主要分野／プロモーションイベント、
展示会等

テー・オー・ダブリュー
売上高／ 111億円（22・6連）
主要分野／プロモーションイベント等

電通ライブ
売上高／ 84億円（22・12）
主要分野／プロモーションイベント等

トーガシ
売上高／ 46億円（2022 年度）
主要分野／展示会、就職説明会等

白水社
売上高／非公開
主要分野／展示会、販促イベント等

三井デザインテック
売上高／ 482億円（23・3）

商空間中心

イベント中心

住宅中心オフィス内設計中心

キーワード
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P-214

P-268

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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玩具・育児用品業界51

少子化の中でも、玩具業界が好調ぶりを見せる。
育児用品は共働き世帯増加で「液体ミルク」が人気。

育児用品

施設向け教具・
大型遊具

バンダイナムコ
ホールディングス
（トイホビー）

売上高（部）／ 4327 億円
（23・3連）

セガサミー
ホールディングス

売上高／ 3896 億円
（23・3連）

BANDAI SPIRITS
売上高／ 1816億円（23・3）
主要製品／ハイターゲット（大人向け）
フィギュア、プラモデル[ガンプラ]等

紙おむつ・衛生用品

王子ホールディングス
売上高／ 1兆 7066 億円
（23・3連）

王子ネピア
売上高／ 638億円（23・3）
主要ブランド／Whito（ホワイト）、
Genki!（ゲンキ）

花王
売上高／ 1兆 5511 億円
（22・12連）
主要ブランド／Merries（メリーズ）

粉ミルク・
ベビーフード

森永乳業
売上高／ 5256 億円
（23・3連）
主要製品／粉ミルク、幼児食等

ピジョン
売上高／949億円（22・12連）
主要製品／哺乳瓶、
育児・マタニティ用品等

コンビ
売上高／ 264億円（22・3）
主要製品／ベビーカー、
チャイルドシート、スウィングベッド
＆チェア等

カトージ
売上高／非公開
主要製品／ベビーチェア、
ベビーベッド、ベビーカー等

日本育児
売上高／非公開
主要製品／ベビーゲート、
ベビーサークル、
チャイルドシート等

ジャクエツ
売上高／169億円（23・7）
主要製品／屋内外遊具、玩具・
教具、三輪車等

ニューウェルブランズ・
ジャパン

売上高／非公開
主要製品／ベビーカー、
チャイルドシート、抱っこひも
[Aprica] 等

明治
売上高／ 6201 億円（23・3）
主要製品／粉ミルク、
液体ミルク等

雪印メグミルク（乳製品）
売上高（部）／ 2521億円
（23・3連）
主要製品／育児用粉ミルク等

雪印ビーンスターク
売上高／ 102億円（23・3）
主要製品／乳児用ミルク、
ベビーフード等

キユーピー
売上高／ 4303億円
（22・11連）
主要製品／ベビーフード、幼児食等

大塚製薬
売上高／5971億円
（22・12）
主要製品／乳幼児飲料等

アサヒグループ食品
売上高／1274億円（22・12）
主要製品／乳幼児用ミルク、
ベビーフード等

江崎グリコ（乳業）
売上高（部）／674億円
（22・12連）
主要製品／粉ミルク、液体ミルク、
幼児食等

ユニ・チャーム
売上高／ 8980 億円
（22・12連）
主要ブランド／moony（ムーニー）、
マミーポコパンツ

大王製紙
（ホーム＆パーソナルケア）
売上高（部）／ 2703 億円
（23・3連）
主要ブランド／GOO.N（グーン）

P＆G

セガトイズ
売上高／ 129億円（22・3） 
主要製品／キャラクター玩具等

タカラトミーアーツ
売上高／ 290億円（22・3）
主要製品／カプセルトイ、
バラエティトイ、ぬいぐるみ、
キャンディトイ等

タカラトミー
売上高／ 1873 億円
（23・3連）
主要製品／トミカ、プラレール、
リカちゃん、人生ゲーム等

バンダイ
売上高／ 1492億円（23・3）
主要製品／玩具、カプセルトイ
[ガシャポン]、カード、菓子・食玩等

サンリオ
売上高／726億円（23・3連）
主要製品／ハローキティ、
マイメロディ等のキャラクターグッズ、
グリーティングカード等

エポック社
売上高／非公開
主要製品／シルバニアファミリー、
スポーツゲーム、ジグソーパズル等

子会社

子
会
社

子
会
社

グ
ル
ー
プ
会
社

子
会
社

子会社
子会社

　長年モノづくり大国として評価されてきた日本だが、急速な技術革新
がグローバルに進展する中、取り巻く状況変化への対応が必須である。
モノづくり大国としての地位を更に高めるには製品の機能や品質に加
え、カーボンニュートラルへの取り組みなど、環境への配慮や安全性、
時代をリードする高付加価値が重要な要素となる。安全性や環境への
配慮を欠いた製品では汎用品として価格競争だけで勝負することにな
る。コストや効率重視のモノづくりから脱却した方向を見極めることが
大事だ。

環境と安全で世界の先頭に立つ

化学系 鉄鋼系 独立系

住化分析センター
従業員数／1112人（2023年）

クレハ分析センター
従業員数／ 92人（2022 年）

三井化学分析センター
従業員数／約500人（2022年）

ニチユ・テクノ
従業員数／非公開

東レリサーチセンター
従業員数／ 403人（2023 年）

住ベリサーチ
従業員数／非公開

東ソー分析センター
従業員数／ 271人（2022 年）

日曹分析センター
従業員数／非公開

帝人エコ・サイエンス
従業員数／ 178人（2022 年）

カネカテクノリサーチ
従業員数／非公開

日東分析センター
従業員数／ 177人（2023 年）

UBE科学分析センター
従業員数／ 125人（2023 年）

日鉄テクノロジー
従業員数／3476人
（2023年）

日本食品分析センター
従業員数／1306人（2023年）

中外テクノス
従業員数／ 1012 人

ボゾリサーチセンター
従業員数／ 420人（2023 年）

日本シーレーク
従業員数／ 210人

ムラタ計測器サービス
従業員数／ 123人（2023 年）

分析センター
従業員数／ 60人

第一三共RDノバーレ
従業員数／ 400人（2022 年）

メルコセミコンダクタ
エンジニアリング

従業員数／ 494人（2023 年）

ユーロフィン
分析科学研究所

従業員数／157人（2021年）

シオノギファーマ
従業員数／ 1384 人
（2023 年）

JAPAN TESTING 
LABORATORIES

従業員数／ 187人

三井E&S
テクニカルリサーチ

従業員数／約 100人

東芝ナノアナリシス
従業員数／ 309人（2023 年）

IHI検査計測
従業員数／411人（2022年）

クリタ分析センター
従業員数／ 401人（2021 年）

DOWAテクノロジー
従業員数／130人

産業分析センター
従業員数／ 100人（2020 年）

川重テクノロジー
従業員数／346人（2023年）

中研コンサルタント
従業員数／ 119人（2022 年）

島津テクノリサーチ
従業員数／ 230人（2023 年）

芝浦セムテック
従業員数／ 40人（2022 年）

エス・ブイ・シー東京
従業員数／非公開
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高度な試験・計測・分析技術はモノづくりの競争力強化に不可欠。
SDGsに向けた貢献を果たすためには技術の向上も重要。

コベルコ科研
従業員数／1243人
（2023年）

大同分析リサーチ
従業員数／222人（2021年）

日本製鋼所Ｍ＆Ｅ
従業員数／ 1400 人
（2022 年）

JFEテクノリサーチ
従業員数／1412人
（2023年）

その他

機械系

医薬品系 電機系

　日本はモノづくりの分野で、多様な科学的根拠に基づき、製品の品
質・コスト・環境負荷などの商品力を向上させ続けている。この持続的
な努力の背後には、試験・計測・分析業界が大きく支え、産業が抱く
問題を解決へと導いている。自社では困難あるいは非効率な作業を受
託して、各分野の専門家が計測機器を駆使しており、対象となる物質
や運動は幅広いため、培ってきた経験・知識・技術を活かす場は多岐
にわたる。就活では興味や意欲を持って企業を見つけることが成功の
鍵となる。

幅広く活躍できる場、好奇心を持つ 攻略のツボ 攻略のツボ

売上高／ 802億ドル（22・6）
主要ブランド／Pampers
（パンパース）

非鉄金属系

コナミグループ
※2022年７月、コナミホールディ
ングスより社名変更
売上高／ 3143億円（23・3連）
主要製品／遊戯王等

売上高／ 8980 億円
（22・12連）
主要ブランド／moony（ムーニー）、
マミーポコパンツ

　日本玩具協会によると2022年度の玩具市場規模は、調査を開始
してから過去最高となった2021年度の記録を更新。希望小売価格
ベースで前年度比106.7%の9525億円となった。同協会ではカプセ
ル玩具の市場規模も別途調査しており、合わせると国内の玩具市場
規模は初めて1兆円を超えたことになる。なお同協会が売上好調の要
因として挙げるのが“大人市場の拡大”だ。ロングセラーブランドが2
世代、3世代にわたり愛されることで売上が伸びており、さらなる拡大に
期待が寄せられている。

玩具市場規模が過去最高を更新 トピックスジャクエツ 注目カンパニー

　1916年の創業以来、全国の幼稚園・保育園を中心に、教具や大型遊具などの
開発、製造、販売を行う。これまでには、キッズデザイン賞やグッドデザイン賞など100
を超える賞を受賞。近年は、有名デザイナーとのコラボレーション遊具で注目を集めて
いる。乳幼児教育施設だけでなく、商業施設や文化施設などのキッズスペースデザイ
ンやリノベーションなどのコンサルティング事業に
も注力している。未来を拓く子
どもたちのために、安全で質の
高いあそび環境をデザインする
ことで「未来価値を創造する
企業」を目指す。

P-230

P-270

9

5

5

4

5

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

3

��8

おもちゃ

玩具・育児用品業界51

少子化の中でも、玩具業界が好調ぶりを見せる。
育児用品は共働き世帯増加で「液体ミルク」が人気。

育児用品

施設向け教具・
大型遊具

バンダイナムコ
ホールディングス
（トイホビー）

売上高（部）／ 4327 億円
（23・3連）

セガサミー
ホールディングス

売上高／ 3896 億円
（23・3連）

BANDAI SPIRITS
売上高／ 1816億円（23・3）
主要製品／ハイターゲット（大人向け）
フィギュア、プラモデル[ガンプラ]等

紙おむつ・衛生用品

王子ホールディングス
売上高／ 1兆 7066 億円
（23・3連）

王子ネピア
売上高／ 638億円（23・3）
主要ブランド／Whito（ホワイト）、
Genki!（ゲンキ）

花王
売上高／ 1兆 5511 億円
（22・12連）
主要ブランド／Merries（メリーズ）

粉ミルク・
ベビーフード

森永乳業
売上高／ 5256 億円
（23・3連）
主要製品／粉ミルク、幼児食等

ピジョン
売上高／949億円（22・12連）
主要製品／哺乳瓶、
育児・マタニティ用品等

コンビ
売上高／ 264億円（22・3）
主要製品／ベビーカー、
チャイルドシート、スウィングベッド
＆チェア等

カトージ
売上高／非公開
主要製品／ベビーチェア、
ベビーベッド、ベビーカー等

日本育児
売上高／非公開
主要製品／ベビーゲート、
ベビーサークル、
チャイルドシート等

ジャクエツ
売上高／169億円（23・7）
主要製品／屋内外遊具、玩具・
教具、三輪車等

ニューウェルブランズ・
ジャパン

売上高／非公開
主要製品／ベビーカー、
チャイルドシート、抱っこひも
[Aprica] 等

明治
売上高／ 6201 億円（23・3）
主要製品／粉ミルク、
液体ミルク等

雪印メグミルク（乳製品）
売上高（部）／ 2521億円
（23・3連）
主要製品／育児用粉ミルク等

雪印ビーンスターク
売上高／ 102億円（23・3）
主要製品／乳児用ミルク、
ベビーフード等

キユーピー
売上高／ 4303億円
（22・11連）
主要製品／ベビーフード、幼児食等

大塚製薬
売上高／5971億円
（22・12）
主要製品／乳幼児飲料等

アサヒグループ食品
売上高／1274億円（22・12）
主要製品／乳幼児用ミルク、
ベビーフード等

江崎グリコ（乳業）
売上高（部）／674億円
（22・12連）
主要製品／粉ミルク、液体ミルク、
幼児食等

ユニ・チャーム
売上高／ 8980 億円
（22・12連）
主要ブランド／moony（ムーニー）、
マミーポコパンツ

大王製紙
（ホーム＆パーソナルケア）
売上高（部）／ 2703 億円
（23・3連）
主要ブランド／GOO.N（グーン）

P＆G

セガトイズ
売上高／ 129億円（22・3） 
主要製品／キャラクター玩具等

タカラトミーアーツ
売上高／ 290億円（22・3）
主要製品／カプセルトイ、
バラエティトイ、ぬいぐるみ、
キャンディトイ等

タカラトミー
売上高／ 1873 億円
（23・3連）
主要製品／トミカ、プラレール、
リカちゃん、人生ゲーム等

バンダイ
売上高／ 1492億円（23・3）
主要製品／玩具、カプセルトイ
[ガシャポン]、カード、菓子・食玩等

サンリオ
売上高／726億円（23・3連）
主要製品／ハローキティ、
マイメロディ等のキャラクターグッズ、
グリーティングカード等

エポック社
売上高／非公開
主要製品／シルバニアファミリー、
スポーツゲーム、ジグソーパズル等

子会社

子
会
社
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　長年モノづくり大国として評価されてきた日本だが、急速な技術革新
がグローバルに進展する中、取り巻く状況変化への対応が必須である。
モノづくり大国としての地位を更に高めるには製品の機能や品質に加
え、カーボンニュートラルへの取り組みなど、環境への配慮や安全性、
時代をリードする高付加価値が重要な要素となる。安全性や環境への
配慮を欠いた製品では汎用品として価格競争だけで勝負することにな
る。コストや効率重視のモノづくりから脱却した方向を見極めることが
大事だ。

環境と安全で世界の先頭に立つ

化学系 鉄鋼系 独立系

住化分析センター
従業員数／1112人（2023年）

クレハ分析センター
従業員数／ 92人（2022 年）

三井化学分析センター
従業員数／約500人（2022年）

ニチユ・テクノ
従業員数／非公開

東レリサーチセンター
従業員数／ 403人（2023 年）

住ベリサーチ
従業員数／非公開

東ソー分析センター
従業員数／ 271人（2022 年）

日曹分析センター
従業員数／非公開

帝人エコ・サイエンス
従業員数／ 178人（2022 年）

カネカテクノリサーチ
従業員数／非公開

日東分析センター
従業員数／ 177人（2023 年）

UBE科学分析センター
従業員数／ 125人（2023 年）

日鉄テクノロジー
従業員数／3476人
（2023年）

日本食品分析センター
従業員数／1306人（2023年）

中外テクノス
従業員数／ 1012 人

ボゾリサーチセンター
従業員数／ 420人（2023 年）

日本シーレーク
従業員数／ 210人

ムラタ計測器サービス
従業員数／ 123人（2023 年）

分析センター
従業員数／ 60人

第一三共RDノバーレ
従業員数／ 400人（2022 年）

メルコセミコンダクタ
エンジニアリング

従業員数／ 494人（2023 年）

ユーロフィン
分析科学研究所

従業員数／157人（2021年）

シオノギファーマ
従業員数／ 1384 人
（2023 年）

JAPAN TESTING 
LABORATORIES

従業員数／ 187人

三井E&S
テクニカルリサーチ

従業員数／約 100人

東芝ナノアナリシス
従業員数／ 309人（2023 年）

IHI検査計測
従業員数／411人（2022年）

クリタ分析センター
従業員数／ 401人（2021 年）

DOWAテクノロジー
従業員数／130人

産業分析センター
従業員数／ 100人（2020 年）

川重テクノロジー
従業員数／346人（2023年）

中研コンサルタント
従業員数／ 119人（2022 年）

島津テクノリサーチ
従業員数／ 230人（2023 年）

芝浦セムテック
従業員数／ 40人（2022 年）

エス・ブイ・シー東京
従業員数／非公開
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高度な試験・計測・分析技術はモノづくりの競争力強化に不可欠。
SDGsに向けた貢献を果たすためには技術の向上も重要。

コベルコ科研
従業員数／1243人
（2023年）

大同分析リサーチ
従業員数／222人（2021年）

日本製鋼所Ｍ＆Ｅ
従業員数／ 1400 人
（2022 年）

JFEテクノリサーチ
従業員数／1412人
（2023年）

その他

機械系

医薬品系 電機系

　日本はモノづくりの分野で、多様な科学的根拠に基づき、製品の品
質・コスト・環境負荷などの商品力を向上させ続けている。この持続的
な努力の背後には、試験・計測・分析業界が大きく支え、産業が抱く
問題を解決へと導いている。自社では困難あるいは非効率な作業を受
託して、各分野の専門家が計測機器を駆使しており、対象となる物質
や運動は幅広いため、培ってきた経験・知識・技術を活かす場は多岐
にわたる。就活では興味や意欲を持って企業を見つけることが成功の
鍵となる。

幅広く活躍できる場、好奇心を持つ 攻略のツボ 攻略のツボ

売上高／ 802億ドル（22・6）
主要ブランド／Pampers
（パンパース）

非鉄金属系

コナミグループ
※2022年７月、コナミホールディ
ングスより社名変更
売上高／ 3143億円（23・3連）
主要製品／遊戯王等

売上高／ 8980 億円
（22・12連）
主要ブランド／moony（ムーニー）、
マミーポコパンツ

　日本玩具協会によると2022年度の玩具市場規模は、調査を開始
してから過去最高となった2021年度の記録を更新。希望小売価格
ベースで前年度比106.7%の9525億円となった。同協会ではカプセ
ル玩具の市場規模も別途調査しており、合わせると国内の玩具市場
規模は初めて1兆円を超えたことになる。なお同協会が売上好調の要
因として挙げるのが“大人市場の拡大”だ。ロングセラーブランドが2
世代、3世代にわたり愛されることで売上が伸びており、さらなる拡大に
期待が寄せられている。

玩具市場規模が過去最高を更新 トピックスジャクエツ 注目カンパニー

　1916年の創業以来、全国の幼稚園・保育園を中心に、教具や大型遊具などの
開発、製造、販売を行う。これまでには、キッズデザイン賞やグッドデザイン賞など100
を超える賞を受賞。近年は、有名デザイナーとのコラボレーション遊具で注目を集めて
いる。乳幼児教育施設だけでなく、商業施設や文化施設などのキッズスペースデザイ
ンやリノベーションなどのコンサルティング事業に
も注力している。未来を拓く子
どもたちのために、安全で質の
高いあそび環境をデザインする
ことで「未来価値を創造する
企業」を目指す。
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三菱食品
売上高／1兆9968億円（23・3連）
構成／加工食品33％　低温食品29.1％　
酒類24.2％　菓子13.7％

阪和興業
売上高／2兆6682億円（23・3連）
構成／鉄鋼46.2％　海外販売子会社15.2％　
エネルギー・生活資材13.1％　
プライマリーメタル10％　リサイクルメタル5.4％　
食品4.8％　その他5.3％

専門商社業界53
特定分野に特化した知識とネットワークを持つ専門商社。
資源高騰への対応と独自性の確立が今後のカギを握る。

鉄鋼系

建築・住宅資材系
JKホールディングス

売上高／4070億円（23・3連）
構成／総合建材卸売82.4％　
総合建材小売12.5％　
合板製造・木材加工4.2％　その他0.9％

双日建材

メタルワン
売上高／2兆78億円（22・3連）

伊藤忠丸紅鉄鋼
売上高／3兆6913億円（23・3連）

神鋼商事
売上高／5849億円（23・3連）
構成／鉄鋼40.8％　非鉄金属33.3％　
鉄鋼原料11％　機械・情報9.9％　
溶材4.9％　その他0.1％

日鉄物産
売上高／2兆1343億円（23・3連）
構成／鉄鋼88.8％　食糧5.7％ 
産業・インフラ4.9％ 　繊維0.5％　その他0.1％

JFE商事
売上高／4039億円（22・3）

エレクトロニクス系
マクニカホールディングス

売上高／1兆293億円（23・3連）
構成／集積回路・電子デバイス90.3％　
ネットワーク9.7％

自動車系
ホンダトレーディング

売上高／2678億円（22・3）

日産トレーディング
売上高／94億円（22・3）

機械系
岡谷鋼機

売上高／9620億円（23・2連）
構成／鉄鋼42.6％　産業資材28.8％
情報・電機23.3％　生活産業5.3％

山善
売上高／5273億円（23・3連）
構成／生産財関連67％　家庭機器19.1％
住建12.9％　その他1％

ユアサ商事
売上高／5048億円（23・3連）
構成／住設・管材・空調35.3％　工業機械23.5％
産業機器15.3％　建築・エクステリア10.2％　
建設機械7.2％　エネルギー3.8％　その他4.7％

ミスミグループ本社
売上高／3732億円（23・3連）
構成／VONA46.1％　FA32.7％　金型部品21.2％

豊通マシナリー
売上高／1972億円（22・3）

トラスコ中山
売上高／2465億円（22・12連）
構成／ファクトリールート69.2％　eビジネスルート
20.9％　ホームセンタールート9％　海外ルート0.9％

第一実業
売上高／1537億円（23・3連）
構成／エレクトロニクス31.6％　自動車20.5％　
エナジーソリューションズ12％　産業機械15.5％　
プラント・エネルギー11.2％　ヘルスケア7.4％　
航空・インフラ1.6％　その他0.2％

東テク
売上高／1267億円（23・3連）

加賀電子
売上高／6080億円（23・3連）
構成／電子部品88.7％　情報機器7.2％　
ソフトウェア0.5％　その他3.6％

レスターホールディングス
売上高／4871億円（23・3連）
構成／半導体・電子部品69.7％　調達22.3％
電子機器4.9％　環境エネルギー3.1％

丸文
売上高／2262億円（23・3連）
構成／デバイス74.7％　システム24.1％
ソリューション1.2％

三菱電機トレーディング
売上高／2949億円（22・3）

萩原電気ホールディングス
売上高／1860億円（23・3連）
構成／デバイス85.5％　ソリューション14.5％

立花エレテック
売上高／2273 億円（23・3連）
構成／FAシステム50.6％　半導体デバイス
39.2％　施設7.7％　その他2.5％

リョーサン
売上高／3257億円（23・3連）
構成／デバイス87.7％　ソリューション12.3％

エレマテック
売上高／2398億円（23・3連）
構成／電気材料・電子部品100％

トーメンデバイス
売上高／4176億円（23・3連）
構成／メモリー77.9％　システムLSI 16％　
ディスプレイ2.4％　その他3.7％

ネクスティ エレクトロニクス
売上高／3577億円（22・3）

化学系
長瀬産業

売上高／9129億円（23・3連）
構成／生活関連29.9％　加工材料29％
電子・エネルギー15％　モビリティ13.8％
機能素材12.3％

稲畑産業
売上高／7356億円（23・3連）
構成／合成樹脂49.5％　情報電子32.4％
化学品12.2％　生活産業5.9％

豊通ケミプラス
売上高／2437億円（22・3）

明和産業
売上高／1567億円（23・3連）

オー・ジー
売上高／1161億円（22・3連）

森六ホールディングス
売上高／1420億円（23・3連）

三谷産業
売上高／904億円（23・3連）
構成／化学品41.6％　住宅設備機器15.1％
空調設備工事13.8％　樹脂・エレクトロニクス10.4％
情報システム9.3％　エネルギー8.1％　その他1.7％

パナック
売上高／220億円（22・3）

三信電気
売上高／1611億円（23・3連）
構成／デバイス91.6％  ソリューション8.4％

紙・パルプ系

日本紙通商
売上高／1497億円（22・3）

燃料系
伊藤忠エネクス

売上高／1兆120億円（23・3連）
構成／カーライフ55.7％　産業ビジネス24.2％
電力・ユーティリティ11.8％　ホームライフ8.3％

岩谷産業
売上高／9063億円（23・3連）
構成／総合エネルギー43.5％　
産業ガス・機械26.5％　マテリアル26.3％　
自然産業3.2％　その他0.5％

アストモスエネルギー
売上高／6736億円（22・12連）

三愛オブリ
※2022年４月、三愛石油より社名変更
売上高／6478億円（23・3連）
構成／石油関連85.6％　ガス関連9.4％　
航空関連2.1％　化学品関連1.9％　その他1％

キグナス石油
売上高／3698億円（23・3）

繊維系

東レインターナショナル
売上高／5701億円（22・3）

興和
売上高／4596億円（22・3連）

蝶理
売上高／3294億円（23・3連）
構成／化学品54.7％　繊維44％　機械1.3％

豊島
売上高／1921億円（22・6）

帝人フロンティア
売上高／1816億円（22・3）

兼松ペトロ
売上高／1514億円（23・3）

食品系

日用品・化粧品系
PALTAC

売上高／1兆1042億円（23・3）

あらた
売上高／8916億円（23・3連）

国分グループ本社
売上高／1兆9331億円（22・12連）
構成／加工食品41.8％　冷凍・チルド20.5％
酒類16.1％　麦酒8.8％　ビアテイスト6.1％
菓子2.5％　その他4.2％

加藤産業
売上高／1兆357億円（22・9連）
構成／常温流通63.3％　酒類流通20％　
低温流通10.5％　海外事業5.8％　その他0.4％

三井食品
売上高／6643億円（22・3連）
構成／加工食品35.9％　酒類26.1％　飲料17.3％　
惣菜・日配・生鮮・冷凍等13.1％　ペットフード4.3％　
菓子0.7％　その他2.6％

※構成：事業別売上構成比

日本アクセス
売上高／2兆1976億円（23・3連）

SMB建材
売上高／3303億円（22・3）

伊藤忠建材
売上高／2241億円（22・3連）

売上高／1042億円（22・3）

　商社は営業職中心というイメージかもしれないが、理系学生も活躍し
ている。特にメーカー機能を持つ商社では、営業職以外に、研究職とし
て活躍する理系学生も多く企業ニーズは高い状況だ。また、IT技術の
進化で在庫管理、出荷などの物流・情報システムの管理なども大きく
変化している。そうした中で、顧客や仕入れ先の要望に的確に応える
ためには、技術的思考が必要不可欠となる。さらに世界の情勢が日々
変化している状況では、的確な分析力が求められ、技術系出身者が多
くの専門商社で活躍している。

重要なのは技術的思考や分析力
　「ラーメンから航空機まで」と言われ、あらゆる事業を手掛ける総合商
社に対し、専門商社は売上比率の50％以上が特定の商品、製品で占
められている。そんな専門商社には大きく3つのタイプがある。1つは
総合商社系で総合商社の特定分野が独立や、事業投資により子会
社化した専門商社。2つめはメーカー系で、特定のメーカーの製品を重
点的に扱う専門商社。そして3つめが、仕入れ先や売り先を独自で発
掘し、独自のノウハウや技術を持つ独立系専門商社。それぞれが独自
の強みを活かして、事業活動を進めている。

専門商社とは
　取扱う商材で違いはあるが、新型コロナの影響を受けた専門商社も
多い。また、従来の対面営業からテレワークの推進で、リモート中心と
なるなど営業スタイルも変化した。新型コロナも一段落しつつあり、業
界全体では業績が復調している。ただ、2022年以降は資源高騰を背
景に、原材料価格の値上がりが続いている。顧客はもちろん仕入れ先
も納得する価格での取引を実現できるかが、今後の大きな課題となって
いる。適切な価格転嫁とコスト削減が生き残りの鍵であり、アフターコ
ロナで専門商社は変革期を迎えている。

アフターコロナの生き残り戦略
　少子高齢化、人口減少が加速する中、国内マーケットは頭打ちとな
ることが確実と見られている。各社は事業の収益性などの見直しを行
い事業の選択と集中を進めており、海外の現地企業を買収する企業も
あるなど、多くの企業が海外に目を向けている。ただ、DX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）の推進が進み、物流システムへの異業種参画も
増えている。そうした中で、仕入れ先から顧客まで全体像を見据えた物
流機能の確立など、専門商社だからこそ可能な独自性を示せるかが、
今後に向けた大きな鍵となっている。

海外展開と独自性 攻略のツボ

日本紙パルプ商事

国際紙パルプ商事
売上高／6597億円（23・3連）
※KPPグループホールディングスの売上高

売上高／5453億円（23・3連）
構成／海外卸売51.7％　国内卸売33.7％　製紙
加工9％　環境原材料4.9％　不動産賃貸0.7％
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ページ数記載は本誌掲載企業。
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三菱食品
売上高／1兆9968億円（23・3連）
構成／加工食品33％　低温食品29.1％　
酒類24.2％　菓子13.7％

阪和興業
売上高／2兆6682億円（23・3連）
構成／鉄鋼46.2％　海外販売子会社15.2％　
エネルギー・生活資材13.1％　
プライマリーメタル10％　リサイクルメタル5.4％　
食品4.8％　その他5.3％

専門商社業界53
特定分野に特化した知識とネットワークを持つ専門商社。
資源高騰への対応と独自性の確立が今後のカギを握る。

鉄鋼系

建築・住宅資材系
JKホールディングス

売上高／4070億円（23・3連）
構成／総合建材卸売82.4％　
総合建材小売12.5％　
合板製造・木材加工4.2％　その他0.9％

双日建材

メタルワン
売上高／2兆78億円（22・3連）

伊藤忠丸紅鉄鋼
売上高／3兆6913億円（23・3連）

神鋼商事
売上高／5849億円（23・3連）
構成／鉄鋼40.8％　非鉄金属33.3％　
鉄鋼原料11％　機械・情報9.9％　
溶材4.9％　その他0.1％

日鉄物産
売上高／2兆1343億円（23・3連）
構成／鉄鋼88.8％　食糧5.7％ 
産業・インフラ4.9％ 　繊維0.5％　その他0.1％

JFE商事
売上高／4039億円（22・3）

エレクトロニクス系
マクニカホールディングス

売上高／1兆293億円（23・3連）
構成／集積回路・電子デバイス90.3％　
ネットワーク9.7％

自動車系
ホンダトレーディング

売上高／2678億円（22・3）

日産トレーディング
売上高／94億円（22・3）

機械系
岡谷鋼機

売上高／9620億円（23・2連）
構成／鉄鋼42.6％　産業資材28.8％
情報・電機23.3％　生活産業5.3％

山善
売上高／5273億円（23・3連）
構成／生産財関連67％　家庭機器19.1％
住建12.9％　その他1％

ユアサ商事
売上高／5048億円（23・3連）
構成／住設・管材・空調35.3％　工業機械23.5％
産業機器15.3％　建築・エクステリア10.2％　
建設機械7.2％　エネルギー3.8％　その他4.7％

ミスミグループ本社
売上高／3732億円（23・3連）
構成／VONA46.1％　FA32.7％　金型部品21.2％

豊通マシナリー
売上高／1972億円（22・3）

トラスコ中山
売上高／2465億円（22・12連）
構成／ファクトリールート69.2％　eビジネスルート
20.9％　ホームセンタールート9％　海外ルート0.9％

第一実業
売上高／1537億円（23・3連）
構成／エレクトロニクス31.6％　自動車20.5％　
エナジーソリューションズ12％　産業機械15.5％　
プラント・エネルギー11.2％　ヘルスケア7.4％　
航空・インフラ1.6％　その他0.2％

東テク
売上高／1267億円（23・3連）

加賀電子
売上高／6080億円（23・3連）
構成／電子部品88.7％　情報機器7.2％　
ソフトウェア0.5％　その他3.6％

レスターホールディングス
売上高／4871億円（23・3連）
構成／半導体・電子部品69.7％　調達22.3％
電子機器4.9％　環境エネルギー3.1％

丸文
売上高／2262億円（23・3連）
構成／デバイス74.7％　システム24.1％
ソリューション1.2％

三菱電機トレーディング
売上高／2949億円（22・3）

萩原電気ホールディングス
売上高／1860億円（23・3連）
構成／デバイス85.5％　ソリューション14.5％

立花エレテック
売上高／2273 億円（23・3連）
構成／FAシステム50.6％　半導体デバイス
39.2％　施設7.7％　その他2.5％

リョーサン
売上高／3257億円（23・3連）
構成／デバイス87.7％　ソリューション12.3％

エレマテック
売上高／2398億円（23・3連）
構成／電気材料・電子部品100％

トーメンデバイス
売上高／4176億円（23・3連）
構成／メモリー77.9％　システムLSI 16％　
ディスプレイ2.4％　その他3.7％

ネクスティ エレクトロニクス
売上高／3577億円（22・3）

化学系
長瀬産業

売上高／9129億円（23・3連）
構成／生活関連29.9％　加工材料29％
電子・エネルギー15％　モビリティ13.8％
機能素材12.3％

稲畑産業
売上高／7356億円（23・3連）
構成／合成樹脂49.5％　情報電子32.4％
化学品12.2％　生活産業5.9％

豊通ケミプラス
売上高／2437億円（22・3）

明和産業
売上高／1567億円（23・3連）

オー・ジー
売上高／1161億円（22・3連）

森六ホールディングス
売上高／1420億円（23・3連）

三谷産業
売上高／904億円（23・3連）
構成／化学品41.6％　住宅設備機器15.1％
空調設備工事13.8％　樹脂・エレクトロニクス10.4％
情報システム9.3％　エネルギー8.1％　その他1.7％

パナック
売上高／220億円（22・3）

三信電気
売上高／1611億円（23・3連）
構成／デバイス91.6％  ソリューション8.4％

紙・パルプ系

日本紙通商
売上高／1497億円（22・3）

燃料系
伊藤忠エネクス

売上高／1兆120億円（23・3連）
構成／カーライフ55.7％　産業ビジネス24.2％
電力・ユーティリティ11.8％　ホームライフ8.3％

岩谷産業
売上高／9063億円（23・3連）
構成／総合エネルギー43.5％　
産業ガス・機械26.5％　マテリアル26.3％　
自然産業3.2％　その他0.5％

アストモスエネルギー
売上高／6736億円（22・12連）

三愛オブリ
※2022年４月、三愛石油より社名変更
売上高／6478億円（23・3連）
構成／石油関連85.6％　ガス関連9.4％　
航空関連2.1％　化学品関連1.9％　その他1％

キグナス石油
売上高／3698億円（23・3）

繊維系

東レインターナショナル
売上高／5701億円（22・3）

興和
売上高／4596億円（22・3連）

蝶理
売上高／3294億円（23・3連）
構成／化学品54.7％　繊維44％　機械1.3％

豊島
売上高／1921億円（22・6）

帝人フロンティア
売上高／1816億円（22・3）

兼松ペトロ
売上高／1514億円（23・3）

食品系

日用品・化粧品系
PALTAC

売上高／1兆1042億円（23・3）

あらた
売上高／8916億円（23・3連）

国分グループ本社
売上高／1兆9331億円（22・12連）
構成／加工食品41.8％　冷凍・チルド20.5％
酒類16.1％　麦酒8.8％　ビアテイスト6.1％
菓子2.5％　その他4.2％

加藤産業
売上高／1兆357億円（22・9連）
構成／常温流通63.3％　酒類流通20％　
低温流通10.5％　海外事業5.8％　その他0.4％

三井食品
売上高／6643億円（22・3連）
構成／加工食品35.9％　酒類26.1％　飲料17.3％　
惣菜・日配・生鮮・冷凍等13.1％　ペットフード4.3％　
菓子0.7％　その他2.6％

※構成：事業別売上構成比

日本アクセス
売上高／2兆1976億円（23・3連）

SMB建材
売上高／3303億円（22・3）

伊藤忠建材
売上高／2241億円（22・3連）

売上高／1042億円（22・3）

　商社は営業職中心というイメージかもしれないが、理系学生も活躍し
ている。特にメーカー機能を持つ商社では、営業職以外に、研究職とし
て活躍する理系学生も多く企業ニーズは高い状況だ。また、IT技術の
進化で在庫管理、出荷などの物流・情報システムの管理なども大きく
変化している。そうした中で、顧客や仕入れ先の要望に的確に応える
ためには、技術的思考が必要不可欠となる。さらに世界の情勢が日々
変化している状況では、的確な分析力が求められ、技術系出身者が多
くの専門商社で活躍している。

重要なのは技術的思考や分析力
　「ラーメンから航空機まで」と言われ、あらゆる事業を手掛ける総合商
社に対し、専門商社は売上比率の50％以上が特定の商品、製品で占
められている。そんな専門商社には大きく3つのタイプがある。1つは
総合商社系で総合商社の特定分野が独立や、事業投資により子会
社化した専門商社。2つめはメーカー系で、特定のメーカーの製品を重
点的に扱う専門商社。そして3つめが、仕入れ先や売り先を独自で発
掘し、独自のノウハウや技術を持つ独立系専門商社。それぞれが独自
の強みを活かして、事業活動を進めている。

専門商社とは
　取扱う商材で違いはあるが、新型コロナの影響を受けた専門商社も
多い。また、従来の対面営業からテレワークの推進で、リモート中心と
なるなど営業スタイルも変化した。新型コロナも一段落しつつあり、業
界全体では業績が復調している。ただ、2022年以降は資源高騰を背
景に、原材料価格の値上がりが続いている。顧客はもちろん仕入れ先
も納得する価格での取引を実現できるかが、今後の大きな課題となって
いる。適切な価格転嫁とコスト削減が生き残りの鍵であり、アフターコ
ロナで専門商社は変革期を迎えている。

アフターコロナの生き残り戦略
　少子高齢化、人口減少が加速する中、国内マーケットは頭打ちとな
ることが確実と見られている。各社は事業の収益性などの見直しを行
い事業の選択と集中を進めており、海外の現地企業を買収する企業も
あるなど、多くの企業が海外に目を向けている。ただ、DX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）の推進が進み、物流システムへの異業種参画も
増えている。そうした中で、仕入れ先から顧客まで全体像を見据えた物
流機能の確立など、専門商社だからこそ可能な独自性を示せるかが、
今後に向けた大きな鍵となっている。

海外展開と独自性 攻略のツボ

日本紙パルプ商事

国際紙パルプ商事
売上高／6597億円（23・3連）
※KPPグループホールディングスの売上高

売上高／5453億円（23・3連）
構成／海外卸売51.7％　国内卸売33.7％　製紙
加工9％　環境原材料4.9％　不動産賃貸0.7％

キーワード キーワードトピックス

P-120

P-272

P-274

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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富士通Japan
売上高／ 5560億円（23・3連）

JFEシステムズ
売上高／ 565億円（23・3連）

インフォコム
売上高／ 703億円（23・3連）

コベルコシステム
売上高／ 492億円（23・3）

住友電工情報システム
売上高／ 224億円（23・3）

OKIソフトウェア
売上高／ 235億円（23・3）

日鉄ソリューションズ
売上高／ 2917億円（23・3連）

キヤノン
ITソリューションズ

売上高／ 1095億円（22・12）

沖電気工業
売上高／ 3691億円（23・3連）

ITサービス業界-154

国内IT市場は順調に拡大を続ける中、
｢2025年の崖｣問題に向けてローコード開発に期待。

メーカー系

富士通グループ

富士通
（テクノロジーソリューション）
※2021年4月、子会社の
富士通ビー・エス・シーを統合
売上高（部）／ 3兆1765億円
（23・3連）

ユーザー系

通信系（NTTグループ）

NTTデータ
売上高／ 3兆4902億円
（23・3連）

商社系

伊藤忠
テクノソリューションズ
売上高／ 5709億円（23・3連）

ＳＣＳＫ
売上高／ 4459億円（23・3連）

三井情報
売上高／ 994億円（23・3連）

銀行系 製造系 保険系

ニッセイ
情報テクノロジー

売上高／ 784億円（23・3）

証券系

日興システム
ソリューションズ

売上高／ 465億円（23・3）

日本証券テクノロジー
売上高／ 92億円（21・3）

SOMPOシステムズ
売上高／ 374億円（21・3）

明治安田
システム・テクノロジー
売上高／ 329億円（23・3）

中央コンピュータシステム
売上高／ 238億円（23・3）

さくら情報システム
売上高／ 211億円（23・3）

農中情報システム
売上高／ 242億円（23・3）

日本総研情報サービス
売上高／ 135億円（22・3）

三菱総研ＤＣＳ
売上高／ 630億円（22・9連）

みずほ
リサーチ&テクノロジーズ
※2021年１月、みずほ情報総研
とみずほトラストシステムズが合併、
さらに４月にみずほ総合研究所と
合併し、社名変更
売上高／ 1405億円（23・3）

三菱UFJ
インフォメーション
テクノロジー

売上高／ 881億円（22・3）

NTTコムウェア
売上高／ 2471億円（23・3）

NTTデータNJK
売上高／ 191億円（23・3）

NTTエレクトロニクス
売上高／ 379億円（23・3）

NTTテクノクロス
売上高／ 475億円（23・3）

富士通エフサス
売上高／ 2260億円（22・3連）

日立グループ

日立製作所
（デジタルシステム＆

サービス）
売上高（部）／ 2兆3891億円
（23・3連）

NTT
アドバンステクノロジ
売上高／ 700億円（23・3）

NECグループ

NEC
売上高／ 3兆3130億円
（23・3連）

NEC
プラットフォームズ

NECソリューション
イノベータ

売上高／ 3180億円（23・3）

NECネッツエスアイ
売上高／ 3208億円（23・3連）

東芝グループ

売上高／ 3兆3617億円
（23・3連）

三菱グループ

三菱電機
（ビジネスプラットフォーム）
売上高（部）／ 4293億円
（23・3連）

その他
SGシステム

売上高／ 547億円（23・3）

鉄道情報システム
[JRシステム]

売上高／ 337億円（23・3）

シンクタンク・
コンサルティング系

野村総合研究所
売上高／ 6922億円（23・3連）

日本総合研究所
売上高／ 2197億円（23・3）

三菱総合研究所
売上高／ 1166億円（22・9連）

NHKテクノロジーズ
売上高／ 517億円（23・3）

ANAシステムズ
売上高／非公開

三菱電機
インフォメーションネットワーク
売上高／929億円（22・3）

三菱電機
インフォメーションシステムズ
売上高／ 419億円（23・3）

三菱電機ソフトウエア
※2022年4月、三菱電機グループの
ソフトウエア設計会社6社を統合し発足

三菱電機
ITソリューションズ

※2020年4月、三菱電機
ビジネスシステムより社名変更
売上高／ 193億円（23・3）

東芝
デジタルソリューションズ
売上高／ 2356億円（23・3連）

日立システムズ
売上高／ 5233億円（23・3連）

日立ソリューションズ
売上高／ 1847億円（23・3連）

日立ソリューションズ・
テクノロジー

売上高／ 98億円（23・3）富士通フロンテック
売上高／ 776億円（23・3連）

　IDC Japanが発表した2022年の国内ITサービス市場規模は６兆
734億円、前年比成長率は3.3％となった。ベンダー売上上位５社は、
１位から富士通、NTTデータ、日立製作所、NEC、IBMで前年と同じ
だった。また、IT市場全体をまとめた｢国内IT市場の予測アップデート｣
によると、経済活動がコロナ禍以前の水準に回復するのは2023年以
降。情報サービスが成長をリードし、2023年の国内IT市場は同5.7％
増の21兆3716億円。2026年の国内IT市場規模は23兆9843
億円に拡大すると予測している。

2026年国内IT市場は23兆円へ トピックス

　次世代高速計算機として開発競争が繰り広げられている量子コン
ピュータは、日本企業各社の動きも活発化している。2023年3月には
理化学研究所を中心とする共同研究グループが、超伝導方式による
国産量子コンピュータ初号機を稼働させ、インターネットを介して外部利
用が可能な量子計算クラウドサービスを開始した。初号機には64量
子ビット集積回路が用いられているが、将来的に大規模量子コンピュー
タを実現･社会実装するために、100万量子ビット級の集積化に向けて
技術開発を進めていく。

国産量子コンピュータ初号機が稼働

NECフィールディング
売上高／ 1726億円（23・3）

NECネクサ
ソリューションズ

売上高／ 718億円（23・3）

子会社

子
会
社

子
会
社

子会社

グ
ル
ー
プ
会
社

子会社

子会社

グループ会社
グループ会社

グ
ル
ー
プ
会
社子会社

子会社
子
会
社

子
会
社

売上高／ 3601億円（23・3）

　2022年11月に公開されたOpenAIのChatGPTは、わずか1ヵ月超
で1億人のユーザーを獲得した。大規模言語モデルを使用した対話型
AIサービスは、文章作成や要約、検索、質問応答、インサイト等の機能
で注目されている。一方で、利用規制や国際ルールづくりなど、リスクを
警戒する動きも拡大している。利便性と危険性の両面を持つ
ChatGPTだが、シード･プランニングの調査｢対話AIサービスの現状と
将来展望｣では、対話型AIサービスの市場規模は2023年度に140
億円、2027年度には約6905億円にまで発展すると予測している。

急拡大する対話型AIサービス市場
　既存のITシステムの老朽化などにより、企業のIT環境整備の遅れや
DXの実現にブレーキがかかり、将来の日本の損失となる｢2025年の崖｣
問題。それを回避し、IT人材不足解消の救世主として注目されているの
がローコード開発だ。ローコード開発は、高度なプログラミング開発言語
を用いなくてもシステム開発ができる。IT／DX人材の不足からDXを
IT企業に丸投げするのではなく、ローコード開発によって自社でもDXを
進めることができれば、業務を効率化し生産性を高めることが可能となる
ため、注目されている。

DXの強い味方、ローコード開発

東芝

アビームコンサルティング
売上高／1217億円（23・3）

トピックス トピックスキーワード

P-188

トスコ
売上高／ 55億円（23・3）

P-294

セコム
トラストシステムズ

売上高／ 475憶円（23・3）

P-288
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東京海上日動システムズ
売上高／ 231億円（23・3）

4

6 14

ヤマトシステム開発
売上高／ 664億円（23・3）

5

東京ガスｉネット
売上高／ 288億円（23・3）
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富士通Japan
売上高／ 5560億円（23・3連）

JFEシステムズ
売上高／ 565億円（23・3連）

インフォコム
売上高／ 703億円（23・3連）

コベルコシステム
売上高／ 492億円（23・3）

住友電工情報システム
売上高／ 224億円（23・3）

OKIソフトウェア
売上高／ 235億円（23・3）

日鉄ソリューションズ
売上高／ 2917億円（23・3連）

キヤノン
ITソリューションズ

売上高／ 1095億円（22・12）

沖電気工業
売上高／ 3691億円（23・3連）

ITサービス業界-154

国内IT市場は順調に拡大を続ける中、
｢2025年の崖｣問題に向けてローコード開発に期待。

メーカー系

富士通グループ

富士通
（テクノロジーソリューション）
※2021年4月、子会社の
富士通ビー・エス・シーを統合
売上高（部）／ 3兆1765億円
（23・3連）

ユーザー系

通信系（NTTグループ）

NTTデータ
売上高／ 3兆4902億円
（23・3連）

商社系

伊藤忠
テクノソリューションズ
売上高／ 5709億円（23・3連）

ＳＣＳＫ
売上高／ 4459億円（23・3連）

三井情報
売上高／ 994億円（23・3連）

銀行系 製造系 保険系

ニッセイ
情報テクノロジー

売上高／ 784億円（23・3）

証券系

日興システム
ソリューションズ

売上高／ 465億円（23・3）

日本証券テクノロジー
売上高／ 92億円（21・3）

SOMPOシステムズ
売上高／ 374億円（21・3）

明治安田
システム・テクノロジー
売上高／ 329億円（23・3）

中央コンピュータシステム
売上高／ 238億円（23・3）

さくら情報システム
売上高／ 211億円（23・3）

農中情報システム
売上高／ 242億円（23・3）

日本総研情報サービス
売上高／ 135億円（22・3）

三菱総研ＤＣＳ
売上高／ 630億円（22・9連）

みずほ
リサーチ&テクノロジーズ
※2021年１月、みずほ情報総研
とみずほトラストシステムズが合併、
さらに４月にみずほ総合研究所と
合併し、社名変更
売上高／ 1405億円（23・3）

三菱UFJ
インフォメーション
テクノロジー

売上高／ 881億円（22・3）

NTTコムウェア
売上高／ 2471億円（23・3）

NTTデータNJK
売上高／ 191億円（23・3）

NTTエレクトロニクス
売上高／ 379億円（23・3）

NTTテクノクロス
売上高／ 475億円（23・3）

富士通エフサス
売上高／ 2260億円（22・3連）

日立グループ

日立製作所
（デジタルシステム＆

サービス）
売上高（部）／ 2兆3891億円
（23・3連）

NTT
アドバンステクノロジ
売上高／ 700億円（23・3）

NECグループ

NEC
売上高／ 3兆3130億円
（23・3連）

NEC
プラットフォームズ

NECソリューション
イノベータ

売上高／ 3180億円（23・3）

NECネッツエスアイ
売上高／ 3208億円（23・3連）

東芝グループ

売上高／ 3兆3617億円
（23・3連）

三菱グループ

三菱電機
（ビジネスプラットフォーム）
売上高（部）／ 4293億円
（23・3連）

その他
SGシステム

売上高／ 547億円（23・3）

鉄道情報システム
[JRシステム]

売上高／ 337億円（23・3）

シンクタンク・
コンサルティング系

野村総合研究所
売上高／ 6922億円（23・3連）

日本総合研究所
売上高／ 2197億円（23・3）

三菱総合研究所
売上高／ 1166億円（22・9連）

NHKテクノロジーズ
売上高／ 517億円（23・3）

ANAシステムズ
売上高／非公開

三菱電機
インフォメーションネットワーク
売上高／929億円（22・3）

三菱電機
インフォメーションシステムズ
売上高／ 419億円（23・3）

三菱電機ソフトウエア
※2022年4月、三菱電機グループの
ソフトウエア設計会社6社を統合し発足

三菱電機
ITソリューションズ

※2020年4月、三菱電機
ビジネスシステムより社名変更
売上高／ 193億円（23・3）

東芝
デジタルソリューションズ
売上高／ 2356億円（23・3連）

日立システムズ
売上高／ 5233億円（23・3連）

日立ソリューションズ
売上高／ 1847億円（23・3連）

日立ソリューションズ・
テクノロジー

売上高／ 98億円（23・3）富士通フロンテック
売上高／ 776億円（23・3連）

　IDC Japanが発表した2022年の国内ITサービス市場規模は６兆
734億円、前年比成長率は3.3％となった。ベンダー売上上位５社は、
１位から富士通、NTTデータ、日立製作所、NEC、IBMで前年と同じ
だった。また、IT市場全体をまとめた｢国内IT市場の予測アップデート｣
によると、経済活動がコロナ禍以前の水準に回復するのは2023年以
降。情報サービスが成長をリードし、2023年の国内IT市場は同5.7％
増の21兆3716億円。2026年の国内IT市場規模は23兆9843
億円に拡大すると予測している。

2026年国内IT市場は23兆円へ トピックス

　次世代高速計算機として開発競争が繰り広げられている量子コン
ピュータは、日本企業各社の動きも活発化している。2023年3月には
理化学研究所を中心とする共同研究グループが、超伝導方式による
国産量子コンピュータ初号機を稼働させ、インターネットを介して外部利
用が可能な量子計算クラウドサービスを開始した。初号機には64量
子ビット集積回路が用いられているが、将来的に大規模量子コンピュー
タを実現･社会実装するために、100万量子ビット級の集積化に向けて
技術開発を進めていく。

国産量子コンピュータ初号機が稼働

NECフィールディング
売上高／ 1726億円（23・3）

NECネクサ
ソリューションズ

売上高／ 718億円（23・3）
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売上高／ 3601億円（23・3）

　2022年11月に公開されたOpenAIのChatGPTは、わずか1ヵ月超
で1億人のユーザーを獲得した。大規模言語モデルを使用した対話型
AIサービスは、文章作成や要約、検索、質問応答、インサイト等の機能
で注目されている。一方で、利用規制や国際ルールづくりなど、リスクを
警戒する動きも拡大している。利便性と危険性の両面を持つ
ChatGPTだが、シード･プランニングの調査｢対話AIサービスの現状と
将来展望｣では、対話型AIサービスの市場規模は2023年度に140
億円、2027年度には約6905億円にまで発展すると予測している。

急拡大する対話型AIサービス市場
　既存のITシステムの老朽化などにより、企業のIT環境整備の遅れや
DXの実現にブレーキがかかり、将来の日本の損失となる｢2025年の崖｣
問題。それを回避し、IT人材不足解消の救世主として注目されているの
がローコード開発だ。ローコード開発は、高度なプログラミング開発言語
を用いなくてもシステム開発ができる。IT／DX人材の不足からDXを
IT企業に丸投げするのではなく、ローコード開発によって自社でもDXを
進めることができれば、業務を効率化し生産性を高めることが可能となる
ため、注目されている。

DXの強い味方、ローコード開発

東芝

アビームコンサルティング
売上高／1217億円（23・3）

トピックス トピックスキーワード

P-188

トスコ
売上高／ 55億円（23・3）

P-294

セコム
トラストシステムズ

売上高／ 475憶円（23・3）

P-288
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東京海上日動システムズ
売上高／ 231億円（23・3）

4

6 14

ヤマトシステム開発
売上高／ 664億円（23・3）

5

東京ガスｉネット
売上高／ 288億円（23・3）
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コロナの影響もあり、DX関連への投資意欲が拡大。
政策効果によるソフトウェア関連製品の販売拡大にも期待。

ITサービス業界-154

国内企業のAI利用率が年々高まっていく中、
DXの取り組みを新たにスタートさせる企業が急増。

外資系

独立系

日本マイクロソフト
売上高／8858億円（22・6）
主要サービス・ソフト／ソフトウエア
およびクラウドサービス、Windows、
officeの開発等

日本アイ・ビー・エム
売上高／7837億円（21・12）
主要サービス・ソフト／SI等サー
ビス事業、情報システムに関わる
製品、サービスの提供等

アクセンチュア
売上高／616億ドル（22・8）
※アクセンチュア（グローバル・
グループ）の売上
主要サービス・ソフト／総合的な
コンサルティングサービスの提供等

日本オラクル
売上高／2269億円（23・5）
主要サービス・ソフト／情報システ
ム構築のためのソフトウェア・ハー
ドウェア製品、ソリューション、コンサ
ルティング、サポートサービス、デー
タ管理ソフトの提供等

トレンドマイクロ
売上高／2238億円（22・12連）
主要サービス・ソフト／コンピュータ
及びインターネット用セキュリティ関
連サービス等

SAPジャパン
売上高／非公開　　
主要サービス・ソフト／コンピュー
タソフトウェアの開発販売等

EMCジャパン
売上高／非公開　
主要サービス・ソフト／国内外の試
験規格に関する情報提供、アドバ
イス、コンサルティング等

オービック
売上高／1002億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／最適なシス
テム提案、コンサルティング等

JBCCホールディングス
売上高／ 581億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／ IoT、
ロボット、自動車関連システムなど
の開発等

シーイーシー
売上高／ 482億円（23・1連）
主要サービス・ソフト／デジタルイ
ンダストリー事業等

SRAホールディングス
売上高／ 429億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／金融IT
サービス、組込ITサービス等

会津産業ネットワーク（ANF）と中小製造企業向け
ICT共通プラットフォームを提供

子
会
社

　新型コロナの対応で、国内のIT整備の遅れを痛感した政府は、マイ
ナンバーカード導入促進をはじめ、IT化整備に注力している。IT導入補
助金もその1つで、中小企業がITツールを導入する場合に経費の一部
を補助するというもの（上限450万円）。2022年度実績は約3200万
円規模。2024年に義務化されている改正電子帳簿保存法や、2023
年10月からスタートするインボイス制度に向けて、デジタル化基盤導入
枠も新設し、IT化にスピード感を持たせている。こうした政策効果による
ソフトウェア関連製品の販売拡大が期待されている。

IT導入補助金
　新型コロナの影響で一時的に市場は縮小したが、逆にコロナ禍に
よって、DXへの意識が高まった。テレワークの浸透により、社員間の
円滑なコミュニケーション支援や、データの安全で迅速な共有を支援す
るセキュリティ関連ツール、業務フロー改革に関するサービスが伸びて
いる。世界的にもDX需要は高く、スタートアップ企業も次々に参入し
ている。また、サイバー攻撃で工場や港湾の業務が停止するといった
事例も増加。セキュリティに関する意識が高まっており、行政関連の投
資も拡大している。

企業の投資意欲が回復。DX需要が拡大 トピックス

　IDCの調査によると、国内企業のAI利用は、実証実験も含めると約
72％（従業員100人以上の500社あまりを対象）となった。利用社の
比率は、2018年調査時点より約14ポイント増えている。セキュリティ
対策への意識が高まる中、先駆的企業ではデジタル戦略計画の見直し、
後発組ではデジタルトランスフォーメーション（DX）着手など、活用スタイ
ルにも多様性が見られる。DXの取り組み期間が3年未満のグループ
が約55％と前年比で約10ポイントアップ。新たに取り組む企業が増え
ており、今後も増加すると予測される。

国内企業のAI利用は72％に トピックス トピックス

　経産省は、｢半導体･デジタル産業戦略｣の改定に向けた最終案をま
とめ、デジタル社会を支えるデータセンター（DC）の分散立地を促すとと
もに、生成AIの開発力を高める方針を示した。国内DCの8割超が東
京･大阪圏に集中しているため、それを補完･代替する｢第3、第4の中
核拠点｣を整備し、自然災害などに備える。データ流通のハブとしての
機能強化も狙いだ。整備の補助費として2023年度から4年間で総
額455億円を計上する。DC整備の候補地として、再生可能エネル
ギーの発電量が多い北海道と九州が挙げられている。

データセンターの分散立地促進支援

BIPROGY
※2022年4月、日本ユニシス
より社名変更
売上高／ 3399億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／顧客課題・社会
課題を解決するトータルICTサービス等

TKC
売上高／678億円（22・9連）
主要サービス・ソフト／
インターネット・サービス等

OS アルファベット
売上高／ 2828億ドル
（22・12連）アップル

売上高／ 3943億ドル（22・9連）

レッドハット
売上高／非公開

マイクロソフト
売上高／ 2119億ドル
（23・6連）

ノートンライフロック
売上高／ 33億ドル（23・3連）
サービス・ソフト／[Norton]等

ソースネクスト
売上高／ 103億円（23・3連）
サービス・ソフト／
セキュリティソフト等

マカフィー
売上高／16億円（22・12）
サービス・ソフト／[McAfee]
シリーズ等

トレンドマイクロ
売上高／ 2238億円（22・12連）
サービス・ソフト／
[ウイルスバスター ] 等

セコムトラストシステムズ
売上高／ 475億円（23・3）
サービス・ソフト／情報セキュリティ、
大規模災害対策サービス等

ERP
オラクル

売上高／ 500億ドル（23・5連）
サービス・ソフト／Oracle
シリーズ等

セールスフォース
売上高／ 314億ドル（23・1連）
サービス・ソフト／顧客管理
ソフト等

財務・予算

オフィスソフト

アドビ
売上高／ 176億ドル
（22・12連）
サービス・ソフト／ [Acrobat]、
[Photoshop]等

ジャストシステム
売上高／ 420億円（23・3連）
サービス・ソフト／ [一太郎]
[スマイルゼミ] 等

設計

販売・購買

ミロク情報サービス
売上高／ 415億円（23・3連）
サービス・ソフト／財務会計、
販売管理パッケージ等

応研
売上高／52億円（22・12）
サービス・ソフト／[大臣]シリーズ等

弥生
売上高／222億円（22・9連）
サービス・ソフト／[弥生会計]等

アイル
売上高／ 129億円（22・7連）
サービス・ソフト／販売管理
パッケージ[Aladdin Office]等

日本システムテクノロジー
売上高／13億円（22・12）
サービス・ソフト／ERP JST-1
[楽商]シリーズ等

顧客

ナレッジスイート
売上高／ 32億円（22・9連）
サービス・ソフト／顧客管理
CRM[GEOCRM]等

人材

ワークスアプリケーションズ
売上高／ 19億円（22・6）
サービス・ソフト／財務、
経理[HUE]シリーズ等

生産

NTTデータ
エンジニアリングシステムズ
売上高／非公開
サービス・ソフト／試作から
量産までの管理システム等

オービックビジネス
コンサルタント

売上高／337億円（23・3）
サービス・ソフト／[奉行]シリーズ等

在庫

サイボウズ
売上高／221億円（22・12連）
サービス・ソフト／在庫状況確認
システム[サイボウズ Office]等

クレオ
売上高／ 147億円（23・3連）
サービス・ソフト／人事給与
ソフトのクラウドサービス等

セキュリティ

オートデスク
売上高／ 50億ドル（23・1連）
サービス・ソフト／ 2D、3Dの
デザイン・設計等

PTC
売上高／ 19億ドル（22・9）
サービス・ソフト／CAD、AR等

ダッソー・システムズ
売上高／非公開
サービス・ソフト／ 3D、PLM
ソリューション等

日本デジタル研究所
売上高／ 391億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／税務申告・
会計処理用パッケージシステム、
クラウドサービス等の開発、販売等

P-192
AGS

売上高／211億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／インターネット
データセンター「さいたまｉＤＣ」での
稼動監視サービス等

P-282

P-288

4

アルファシステムズ
売上高／ 355億円（23・3）
主要サービス・ソフト／通信、流通
サービス、公共、金融等のソフト開発、
自社製品の研究開発等

P-280
24

エスワイシステム
売上高／ 46億円（22・7）
主要サービス・ソフト／車載ECU、
航空機製造システム、官公庁向け
情報管理システム等

P-284 ミクロスソフトウエア
売上高／ 14億円（23・7）
主要サービス・ソフト／システム
コンサル、クラウド・ソフトウェア
開発等

P-298

日本ビジネスシステムズ
売上高／863億円（22・9）
主要サービス・ソフト／ ITインフラ
構築、Webアプリケーション開発等

P-296
4

コア
売上高／228億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／ソフトウェア・
システム開発、SIサービス、クラウド
サービス、ビックデータ活用等

P-286
4

DTS
売上高／ 1061億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／システムイン
テグレーションサービス等

P-290
9インテック

売上高／ 1132億円（23・3）
主要サービス・ソフト／ ICTプラット
フォームの構築等

8

TIS
売上高／ 5084億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／金融をはじ
め様々な業種の経営戦略の課題
を解決するSIサービス等

16
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14 5

内田洋行
売上高／ 2219億円（22・7連）
主要サービス・ソフト／企業・自治体
向けICTソリューション、教育ICT

6

ネットワンシステムズ
売上高／ 2097億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／情報インフラ
構築とそれらに関連したサービス等

3

電通国際情報サービス
売上高／1291億円（22・12連）
主要サービス・ソフト／コンサル
ティングサービス、受託システム開
発等

4

Ｓｋｙ
売上高／ 930億円（22・3）
主要サービス・ソフト／一般企業、教育
機関、医療機関向けパッケージソフトの
開発、ソフトウェア開発・評価・検証等

10

システナ
売上高／745億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／ IoT、ロボット、
自動車関連システムなどの開発等

7

ラック
売上高／ 440億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／情報セキュ
リティサービス等

4

ジャステック
売上高／191億円（22・11）
主要サービス・ソフト／ソフトウェア
開発、システム開発等

8

NSD
売上高／ 780億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／システム分
析・設計の受託、プログラム開発
および受託等

12

4

8
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コロナの影響もあり、DX関連への投資意欲が拡大。
政策効果によるソフトウェア関連製品の販売拡大にも期待。

ITサービス業界-154

国内企業のAI利用率が年々高まっていく中、
DXの取り組みを新たにスタートさせる企業が急増。

外資系

独立系

日本マイクロソフト
売上高／8858億円（22・6）
主要サービス・ソフト／ソフトウエア
およびクラウドサービス、Windows、
officeの開発等

日本アイ・ビー・エム
売上高／7837億円（21・12）
主要サービス・ソフト／SI等サー
ビス事業、情報システムに関わる
製品、サービスの提供等

アクセンチュア
売上高／616億ドル（22・8）
※アクセンチュア（グローバル・
グループ）の売上
主要サービス・ソフト／総合的な
コンサルティングサービスの提供等

日本オラクル
売上高／2269億円（23・5）
主要サービス・ソフト／情報システ
ム構築のためのソフトウェア・ハー
ドウェア製品、ソリューション、コンサ
ルティング、サポートサービス、デー
タ管理ソフトの提供等

トレンドマイクロ
売上高／2238億円（22・12連）
主要サービス・ソフト／コンピュータ
及びインターネット用セキュリティ関
連サービス等

SAPジャパン
売上高／非公開　　
主要サービス・ソフト／コンピュー
タソフトウェアの開発販売等

EMCジャパン
売上高／非公開　
主要サービス・ソフト／国内外の試
験規格に関する情報提供、アドバ
イス、コンサルティング等

オービック
売上高／1002億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／最適なシス
テム提案、コンサルティング等

JBCCホールディングス
売上高／ 581億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／ IoT、
ロボット、自動車関連システムなど
の開発等

シーイーシー
売上高／ 482億円（23・1連）
主要サービス・ソフト／デジタルイ
ンダストリー事業等

SRAホールディングス
売上高／ 429億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／金融IT
サービス、組込ITサービス等

会津産業ネットワーク（ANF）と中小製造企業向け
ICT共通プラットフォームを提供

子
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社

　新型コロナの対応で、国内のIT整備の遅れを痛感した政府は、マイ
ナンバーカード導入促進をはじめ、IT化整備に注力している。IT導入補
助金もその1つで、中小企業がITツールを導入する場合に経費の一部
を補助するというもの（上限450万円）。2022年度実績は約3200万
円規模。2024年に義務化されている改正電子帳簿保存法や、2023
年10月からスタートするインボイス制度に向けて、デジタル化基盤導入
枠も新設し、IT化にスピード感を持たせている。こうした政策効果による
ソフトウェア関連製品の販売拡大が期待されている。

IT導入補助金
　新型コロナの影響で一時的に市場は縮小したが、逆にコロナ禍に
よって、DXへの意識が高まった。テレワークの浸透により、社員間の
円滑なコミュニケーション支援や、データの安全で迅速な共有を支援す
るセキュリティ関連ツール、業務フロー改革に関するサービスが伸びて
いる。世界的にもDX需要は高く、スタートアップ企業も次々に参入し
ている。また、サイバー攻撃で工場や港湾の業務が停止するといった
事例も増加。セキュリティに関する意識が高まっており、行政関連の投
資も拡大している。

企業の投資意欲が回復。DX需要が拡大 トピックス

　IDCの調査によると、国内企業のAI利用は、実証実験も含めると約
72％（従業員100人以上の500社あまりを対象）となった。利用社の
比率は、2018年調査時点より約14ポイント増えている。セキュリティ
対策への意識が高まる中、先駆的企業ではデジタル戦略計画の見直し、
後発組ではデジタルトランスフォーメーション（DX）着手など、活用スタイ
ルにも多様性が見られる。DXの取り組み期間が3年未満のグループ
が約55％と前年比で約10ポイントアップ。新たに取り組む企業が増え
ており、今後も増加すると予測される。

国内企業のAI利用は72％に トピックス トピックス

　経産省は、｢半導体･デジタル産業戦略｣の改定に向けた最終案をま
とめ、デジタル社会を支えるデータセンター（DC）の分散立地を促すとと
もに、生成AIの開発力を高める方針を示した。国内DCの8割超が東
京･大阪圏に集中しているため、それを補完･代替する｢第3、第4の中
核拠点｣を整備し、自然災害などに備える。データ流通のハブとしての
機能強化も狙いだ。整備の補助費として2023年度から4年間で総
額455億円を計上する。DC整備の候補地として、再生可能エネル
ギーの発電量が多い北海道と九州が挙げられている。

データセンターの分散立地促進支援

BIPROGY
※2022年4月、日本ユニシス
より社名変更
売上高／ 3399億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／顧客課題・社会
課題を解決するトータルICTサービス等

TKC
売上高／678億円（22・9連）
主要サービス・ソフト／
インターネット・サービス等

OS アルファベット
売上高／ 2828億ドル
（22・12連）アップル

売上高／ 3943億ドル（22・9連）

レッドハット
売上高／非公開

マイクロソフト
売上高／ 2119億ドル
（23・6連）

ノートンライフロック
売上高／ 33億ドル（23・3連）
サービス・ソフト／[Norton]等

ソースネクスト
売上高／ 103億円（23・3連）
サービス・ソフト／
セキュリティソフト等

マカフィー
売上高／16億円（22・12）
サービス・ソフト／[McAfee]
シリーズ等

トレンドマイクロ
売上高／ 2238億円（22・12連）
サービス・ソフト／
[ウイルスバスター ] 等

セコムトラストシステムズ
売上高／ 475億円（23・3）
サービス・ソフト／情報セキュリティ、
大規模災害対策サービス等

ERP
オラクル

売上高／ 500億ドル（23・5連）
サービス・ソフト／Oracle
シリーズ等

セールスフォース
売上高／ 314億ドル（23・1連）
サービス・ソフト／顧客管理
ソフト等

財務・予算

オフィスソフト

アドビ
売上高／ 176億ドル
（22・12連）
サービス・ソフト／ [Acrobat]、
[Photoshop]等

ジャストシステム
売上高／ 420億円（23・3連）
サービス・ソフト／ [一太郎]
[スマイルゼミ] 等

設計

販売・購買

ミロク情報サービス
売上高／ 415億円（23・3連）
サービス・ソフト／財務会計、
販売管理パッケージ等

応研
売上高／52億円（22・12）
サービス・ソフト／[大臣]シリーズ等

弥生
売上高／222億円（22・9連）
サービス・ソフト／[弥生会計]等

アイル
売上高／ 129億円（22・7連）
サービス・ソフト／販売管理
パッケージ[Aladdin Office]等

日本システムテクノロジー
売上高／13億円（22・12）
サービス・ソフト／ERP JST-1
[楽商]シリーズ等

顧客

ナレッジスイート
売上高／ 32億円（22・9連）
サービス・ソフト／顧客管理
CRM[GEOCRM]等

人材

ワークスアプリケーションズ
売上高／ 19億円（22・6）
サービス・ソフト／財務、
経理[HUE]シリーズ等

生産

NTTデータ
エンジニアリングシステムズ
売上高／非公開
サービス・ソフト／試作から
量産までの管理システム等

オービックビジネス
コンサルタント

売上高／337億円（23・3）
サービス・ソフト／[奉行]シリーズ等

在庫

サイボウズ
売上高／221億円（22・12連）
サービス・ソフト／在庫状況確認
システム[サイボウズ Office]等

クレオ
売上高／ 147億円（23・3連）
サービス・ソフト／人事給与
ソフトのクラウドサービス等

セキュリティ

オートデスク
売上高／ 50億ドル（23・1連）
サービス・ソフト／ 2D、3Dの
デザイン・設計等

PTC
売上高／ 19億ドル（22・9）
サービス・ソフト／CAD、AR等

ダッソー・システムズ
売上高／非公開
サービス・ソフト／ 3D、PLM
ソリューション等

日本デジタル研究所
売上高／ 391億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／税務申告・
会計処理用パッケージシステム、
クラウドサービス等の開発、販売等

P-192
AGS

売上高／211億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／インターネット
データセンター「さいたまｉＤＣ」での
稼動監視サービス等

P-282

P-288

4

アルファシステムズ
売上高／ 355億円（23・3）
主要サービス・ソフト／通信、流通
サービス、公共、金融等のソフト開発、
自社製品の研究開発等

P-280
24

エスワイシステム
売上高／ 46億円（22・7）
主要サービス・ソフト／車載ECU、
航空機製造システム、官公庁向け
情報管理システム等

P-284 ミクロスソフトウエア
売上高／ 14億円（23・7）
主要サービス・ソフト／システム
コンサル、クラウド・ソフトウェア
開発等

P-298

日本ビジネスシステムズ
売上高／863億円（22・9）
主要サービス・ソフト／ ITインフラ
構築、Webアプリケーション開発等

P-296
4

コア
売上高／228億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／ソフトウェア・
システム開発、SIサービス、クラウド
サービス、ビックデータ活用等

P-286
4

DTS
売上高／ 1061億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／システムイン
テグレーションサービス等

P-290
9インテック

売上高／ 1132億円（23・3）
主要サービス・ソフト／ ICTプラット
フォームの構築等

8

TIS
売上高／ 5084億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／金融をはじ
め様々な業種の経営戦略の課題
を解決するSIサービス等
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内田洋行
売上高／ 2219億円（22・7連）
主要サービス・ソフト／企業・自治体
向けICTソリューション、教育ICT

6

ネットワンシステムズ
売上高／ 2097億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／情報インフラ
構築とそれらに関連したサービス等

3

電通国際情報サービス
売上高／1291億円（22・12連）
主要サービス・ソフト／コンサル
ティングサービス、受託システム開
発等

4

Ｓｋｙ
売上高／ 930億円（22・3）
主要サービス・ソフト／一般企業、教育
機関、医療機関向けパッケージソフトの
開発、ソフトウェア開発・評価・検証等

10

システナ
売上高／745億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／ IoT、ロボット、
自動車関連システムなどの開発等

7

ラック
売上高／ 440億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／情報セキュ
リティサービス等

4

ジャステック
売上高／191億円（22・11）
主要サービス・ソフト／ソフトウェア
開発、システム開発等

8

NSD
売上高／ 780億円（23・3連）
主要サービス・ソフト／システム分
析・設計の受託、プログラム開発
および受託等
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ITサービス業界-3（インターネットビジネス）56

ChatGPTの発展でデジタル人材の働き方に変化。
次世代インターネット、Web3.0推進の環境を整備。

SNSアルファベット
売上高／2828億ドル
（22・12連） Meta

※2021年 10月、Facebook
より社名変更
売上高／1167億ドル
（22・12連）

コンテンツ・ニュース
KADOKAWA

売上高／2554億円
（23・3連）

Aホールディングス
※2021年 2月、LINEより商号変更
売上高／276億円（23・12）

ByteDance
売上高／約800億ドル（22・12）
サービス／TikTok

ドワンゴ
サービス／動画共有サイト
[ニコニコ動画 ]等

USEN-NEXT HOLDINGS
売上高／2379億円（22・8連）
サービス／映像配信等

ウェザーニューズ
売上高／211億円（23・5連）
サービス／気象情報

フェイス
売上高／152億円（23・3連）
サービス／音楽、動画の配信等

エムティーアイ
売上高／265億円（22・9連）
サービス／音楽、書籍、
動画配信 [music.jp] 等

ファイナンス SBI証券
売上高／1751億円（23・3連）
サービス／ネット証券取引イオン銀行

経常収益／1502億円（23・3連）
サービス／ネットバンキング

検索・予約

ショッピング

アスクル
売上高／4467億円
（23・5連）
サービス／オフィス用品通販等

オイシックス・ラ・大地
売上高／1152億円（23・3連）
サービス／有機野菜等の通販

メルカリ
上高／1470億円（22・6連）
サービス／フリマアプリ

ZOZO
売上高／1834億円
（23・3連）
サービス／ファッション通販サイト
[ZOZOTOWN] 等

カカクコム
売上高／608億円（23・3連）
サービス／比較サイト[価格 .com]、
飲食店情報サイト[食べログ]等

ぐるなび
売上高／123億円（23・3連）
サービス／飲食店情報サイト
[ぐるなび ]等

クックパッド
売上高／91億円（22・12連）
サービス／料理レシピ投稿・
検索サービス[cookpad] 等

ライフネット生命保険
保険料等収入／303億円
（23・3）
サービス／ネット生命保険

マネーフォワード
売上高／215億円（22・11連）
サービス／個人向け会計簿アプリ
[マネーフォワードME]等

地図・交通
ゼンリン

売上高／589億円（23・3連）
サービス／住所検索、ルート検索
サイト[いつもNAVI] 等

ナビタイムジャパン
売上高／非公開
サービス／移動ナビゲーション
アプリ [NAVITIME] 等

GO
※2023年 4月、Mobility 
Technologiesより社名変更
売上高／30億円（22・5）
サービス／タクシー配車アプリ
[全国タクシー]等

Instagram
売上高／非公開

X
売上高／非公開
※2022年 10月、Twitterと
Xが合併

Google
サービス／検索エンジン、地図アプリ
[Google Maps]、動画共有サイト
[YouTube]、スマートスピーカー
[Google Home]等

アマゾン
売上高／5140億ドル
（22・12連）
サービス／ eコマース、電子書籍
[Kindle]、スマートスピーカー
[amazon echo] 等

楽天グループ
※2021年 4月、楽天より社名変更
売上高／1兆 9279億円
（22・12連）
サービス／ eコマース[楽天市場 ]、
フリマアプリ[ラクマ]、旅行予約
サービス[楽天トラベル ]等

Zホールディングス

ソフトバンクグループ

ネイバー

日本コロムビア

ドリーミュージック

売上高／1兆 6724億円
（23・3連）
サービス／ポータルサイト、
検索連動型広告、eコマース
[Yahoo!ショッピング]等

子会社

子会社

子
会
社

子会社

相
互
出
資
に
よ
り
新
会
社
を
設
立
、Z
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
に
資
本
参
加

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

グ
ル
ー
プ
会
社

子
会
社

　eb3.0はブロックチェーン技術を活用した権力分散型の次世代イン
ターネットで、データの改ざん･偽造の危険性がほとんどなく、高いセキュリ
ティを保つことができる。Web3.0は、すでにゲームや音楽、EC･小売、
アニメなど多くの業界で活用されており、仮想通貨やNFT、DeFi、メタ
バースなどのサービスや技術が生まれている。経産省は産業構造審議
会経済産業政策新機軸部会の議論にWeb3.0を追加し、省内横断組
織としてWeb3.0政策推進室を発足させる。また、デジタル庁も有識者
会合を設置し、Web3.0推進に向けた環境整備を進めていく。

次世代インターネット、Web3.0
　Offersデジタル人材総研は、｢デジタル人材の意識調査レポート 
ChatGPTが与える業務への影響｣を発表。使用目的は、｢業務上の調
べ物｣62.3％、｢プライベートの調べ物｣55.1％、｢試しに使ってみた｣
39.3％がトップ3。｢効率化、自動化が進む｣84.7％、「仕事が楽になる｣
58.5％、｢生活が便利になる｣52.0％など期待も高い。また、ChatGPT
や対話型AIの登場で40.7％が｢業務で新しいアプローチができた｣、
36.1％が｢既存の業務が改善された｣と回答、デジタル人材の働き方に
ついては52.8％が｢影響がある｣と考えている。

ChatGPTの発展に大きな期待 トピックス

YouTube
売上高／292億ドル(2022年度)

売上高／1041億円（23・3）

中日新聞社

メディア業界57

総広告費は過去最高を記録。
デジタル化やネット広告へのシフトなど地殻変動が進行中。

放送

民間放送

新聞

通信社

売上高／4140億円（23・3連）

売上高／3584億円（22・12連）

日本経済新聞社
売上高／2688億円（2021年度）
※読売新聞基幹7社売上高

読売新聞グループ本社
売上高／2670億円（23・3連）

朝日新聞社

売上高／3681億円（23・3連）

TBSホールディングス

売上高／1510億円（23・3連）

テレビ東京ホールディングス
売上高／3046億円（23・3連）

テレビ朝日ホールディングス

売上高／870億円（23・3連）

朝日放送グループホールディングス

売上高／5356億円（23・3連）

フジ・メディア・ホールディングス

売上高／787億円（23・3連）

産業経済新聞社
売上高／595億円（23・3）

毎日新聞グループホールディングス

経常収益／非公開

共同通信社
売上高／165億円（22・3）

時事通信社

総合出版社 売上高／1952億円（22・5）

集英社
売上高／1708億円（2021年度）

講談社

売上高／1057億円（22・2）

小学館
売上高（部）／1379億円（23・3連）

KADOKAWA（出版）
売上高（部）／782億円（22・9連）

学研ホールディングス（教育分野）

広告 売上高／1兆2439億円（22・12連）

電通グループ
売上高／9911億円（23・3連）

博報堂DYホールディングス

売上高（部）／4558億円（22・9連）

サイバーエージェント
（メディア・インターネット広告）

売上高／非公開

ADKホールディングス

売上高／290億円（23・3）

デジタル・アドバタイジング・
コンソーシアム

売上高／1011億円（2022年度）

東急エージェンシー
売上高／839億円（2022年度）

JR東日本企画

売上高／268億円（23・3）

大広

日本テレビホールディングス

事業収入／7485億円（23・3連）

日本放送協会

BS・CS・ケーブルテレビ

営業収益／1211億円（23・3連）

スカパー JSATホールディングス

売上高／771億円（23・3連）

ＷＯＷＯＷ

公共放送

P-300

リクルートホールディングス
（HRテクノロジー）
売上高（部）／1兆1122億円
（23・3連）
サービス／旅行予約サイト
[じゃらん]、飲食店情報サイト
[HotPepperグルメ]等
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

キーワード

　「放送サービスの高度化」は、高度広帯域衛生デジタル放送（新
4K8K衛星放送）の開始により幕を開けた。東京オリンピック・パラリ
ンピックの開催やコロナ禍における巣ごもり需要の影響もあり、2023
年1月末には新4K8K衛星放送が視聴可能な機器の台数は約1543
万台まで増加している。また「放送サービスの高度化」においてはイン
ターネット配信が大きな柱の一つだが、放送番組のインターネット同時
配信に係る権利の課題などをクリアすることでさらなる浸透を目指してい
る。

放送サービスの高度化
　電通は2023年2月に2022年の日本の広告費の調査結果を発表
した。それによると、同年の日本の総広告費は過去最高の7兆1021
億円（前年比104.4％）になり、広告市場が大きく回復していることが
わかる。その中でもインターネット広告費は3兆912億円（前年比
114.3％）に達するなど、継続して高い成長率を保っている。しかもテレ
ビ、新聞、雑誌、ラジオの「マスコミ4媒体広告費」の総計2兆3985
億円を2年連続で上回り、インターネット広告が存在感を高めているこ
とがわかる。

成長するインターネット広告 トピックス
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ITサービス業界-3（インターネットビジネス）56

ChatGPTの発展でデジタル人材の働き方に変化。
次世代インターネット、Web3.0推進の環境を整備。

SNSアルファベット
売上高／2828億ドル
（22・12連） Meta

※2021年 10月、Facebook
より社名変更
売上高／1167億ドル
（22・12連）

コンテンツ・ニュース
KADOKAWA

売上高／2554億円
（23・3連）

Aホールディングス
※2021年 2月、LINEより商号変更
売上高／276億円（23・12）

ByteDance
売上高／約800億ドル（22・12）
サービス／TikTok

ドワンゴ
サービス／動画共有サイト
[ニコニコ動画 ]等

USEN-NEXT HOLDINGS
売上高／2379億円（22・8連）
サービス／映像配信等

ウェザーニューズ
売上高／211億円（23・5連）
サービス／気象情報

フェイス
売上高／152億円（23・3連）
サービス／音楽、動画の配信等

エムティーアイ
売上高／265億円（22・9連）
サービス／音楽、書籍、
動画配信 [music.jp] 等

ファイナンス SBI証券
売上高／1751億円（23・3連）
サービス／ネット証券取引イオン銀行

経常収益／1502億円（23・3連）
サービス／ネットバンキング

検索・予約

ショッピング

アスクル
売上高／4467億円
（23・5連）
サービス／オフィス用品通販等

オイシックス・ラ・大地
売上高／1152億円（23・3連）
サービス／有機野菜等の通販

メルカリ
上高／1470億円（22・6連）
サービス／フリマアプリ

ZOZO
売上高／1834億円
（23・3連）
サービス／ファッション通販サイト
[ZOZOTOWN] 等

カカクコム
売上高／608億円（23・3連）
サービス／比較サイト[価格 .com]、
飲食店情報サイト[食べログ]等

ぐるなび
売上高／123億円（23・3連）
サービス／飲食店情報サイト
[ぐるなび ]等

クックパッド
売上高／91億円（22・12連）
サービス／料理レシピ投稿・
検索サービス[cookpad] 等

ライフネット生命保険
保険料等収入／303億円
（23・3）
サービス／ネット生命保険

マネーフォワード
売上高／215億円（22・11連）
サービス／個人向け会計簿アプリ
[マネーフォワードME]等

地図・交通
ゼンリン

売上高／589億円（23・3連）
サービス／住所検索、ルート検索
サイト[いつもNAVI] 等

ナビタイムジャパン
売上高／非公開
サービス／移動ナビゲーション
アプリ [NAVITIME] 等

GO
※2023年 4月、Mobility 
Technologiesより社名変更
売上高／30億円（22・5）
サービス／タクシー配車アプリ
[全国タクシー]等

Instagram
売上高／非公開

X
売上高／非公開
※2022年 10月、Twitterと
Xが合併

Google
サービス／検索エンジン、地図アプリ
[Google Maps]、動画共有サイト
[YouTube]、スマートスピーカー
[Google Home]等

アマゾン
売上高／5140億ドル
（22・12連）
サービス／ eコマース、電子書籍
[Kindle]、スマートスピーカー
[amazon echo] 等

楽天グループ
※2021年 4月、楽天より社名変更
売上高／1兆 9279億円
（22・12連）
サービス／ eコマース[楽天市場 ]、
フリマアプリ[ラクマ]、旅行予約
サービス[楽天トラベル ]等

Zホールディングス

ソフトバンクグループ

ネイバー

日本コロムビア

ドリーミュージック

売上高／1兆 6724億円
（23・3連）
サービス／ポータルサイト、
検索連動型広告、eコマース
[Yahoo!ショッピング]等
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　eb3.0はブロックチェーン技術を活用した権力分散型の次世代イン
ターネットで、データの改ざん･偽造の危険性がほとんどなく、高いセキュリ
ティを保つことができる。Web3.0は、すでにゲームや音楽、EC･小売、
アニメなど多くの業界で活用されており、仮想通貨やNFT、DeFi、メタ
バースなどのサービスや技術が生まれている。経産省は産業構造審議
会経済産業政策新機軸部会の議論にWeb3.0を追加し、省内横断組
織としてWeb3.0政策推進室を発足させる。また、デジタル庁も有識者
会合を設置し、Web3.0推進に向けた環境整備を進めていく。

次世代インターネット、Web3.0
　Offersデジタル人材総研は、｢デジタル人材の意識調査レポート 
ChatGPTが与える業務への影響｣を発表。使用目的は、｢業務上の調
べ物｣62.3％、｢プライベートの調べ物｣55.1％、｢試しに使ってみた｣
39.3％がトップ3。｢効率化、自動化が進む｣84.7％、「仕事が楽になる｣
58.5％、｢生活が便利になる｣52.0％など期待も高い。また、ChatGPT
や対話型AIの登場で40.7％が｢業務で新しいアプローチができた｣、
36.1％が｢既存の業務が改善された｣と回答、デジタル人材の働き方に
ついては52.8％が｢影響がある｣と考えている。

ChatGPTの発展に大きな期待 トピックス

YouTube
売上高／292億ドル(2022年度)

売上高／1041億円（23・3）

中日新聞社

メディア業界57

総広告費は過去最高を記録。
デジタル化やネット広告へのシフトなど地殻変動が進行中。

放送

民間放送

新聞

通信社

売上高／4140億円（23・3連）

売上高／3584億円（22・12連）

日本経済新聞社
売上高／2688億円（2021年度）
※読売新聞基幹7社売上高

読売新聞グループ本社
売上高／2670億円（23・3連）

朝日新聞社

売上高／3681億円（23・3連）

TBSホールディングス

売上高／1510億円（23・3連）

テレビ東京ホールディングス
売上高／3046億円（23・3連）

テレビ朝日ホールディングス

売上高／870億円（23・3連）

朝日放送グループホールディングス

売上高／5356億円（23・3連）

フジ・メディア・ホールディングス

売上高／787億円（23・3連）

産業経済新聞社
売上高／595億円（23・3）

毎日新聞グループホールディングス

経常収益／非公開

共同通信社
売上高／165億円（22・3）

時事通信社

総合出版社 売上高／1952億円（22・5）

集英社
売上高／1708億円（2021年度）

講談社

売上高／1057億円（22・2）

小学館
売上高（部）／1379億円（23・3連）

KADOKAWA（出版）
売上高（部）／782億円（22・9連）

学研ホールディングス（教育分野）

広告 売上高／1兆2439億円（22・12連）

電通グループ
売上高／9911億円（23・3連）

博報堂DYホールディングス

売上高（部）／4558億円（22・9連）

サイバーエージェント
（メディア・インターネット広告）

売上高／非公開

ADKホールディングス

売上高／290億円（23・3）

デジタル・アドバタイジング・
コンソーシアム

売上高／1011億円（2022年度）

東急エージェンシー
売上高／839億円（2022年度）

JR東日本企画

売上高／268億円（23・3）

大広

日本テレビホールディングス

事業収入／7485億円（23・3連）

日本放送協会

BS・CS・ケーブルテレビ

営業収益／1211億円（23・3連）

スカパー JSATホールディングス

売上高／771億円（23・3連）

ＷＯＷＯＷ

公共放送

P-300

リクルートホールディングス
（HRテクノロジー）
売上高（部）／1兆1122億円
（23・3連）
サービス／旅行予約サイト
[じゃらん]、飲食店情報サイト
[HotPepperグルメ]等
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　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。

キーワード

　「放送サービスの高度化」は、高度広帯域衛生デジタル放送（新
4K8K衛星放送）の開始により幕を開けた。東京オリンピック・パラリ
ンピックの開催やコロナ禍における巣ごもり需要の影響もあり、2023
年1月末には新4K8K衛星放送が視聴可能な機器の台数は約1543
万台まで増加している。また「放送サービスの高度化」においてはイン
ターネット配信が大きな柱の一つだが、放送番組のインターネット同時
配信に係る権利の課題などをクリアすることでさらなる浸透を目指してい
る。

放送サービスの高度化
　電通は2023年2月に2022年の日本の広告費の調査結果を発表
した。それによると、同年の日本の総広告費は過去最高の7兆1021
億円（前年比104.4％）になり、広告市場が大きく回復していることが
わかる。その中でもインターネット広告費は3兆912億円（前年比
114.3％）に達するなど、継続して高い成長率を保っている。しかもテレ
ビ、新聞、雑誌、ラジオの「マスコミ4媒体広告費」の総計2兆3985
億円を2年連続で上回り、インターネット広告が存在感を高めているこ
とがわかる。

成長するインターネット広告 トピックス
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野村ホールディングス
営業収益／ 2兆4867億円（23・3連）

SBI証券
営業収益／ 1751億円（23・3連）

メガバンク 生命保険 損害保険

地方銀行

三菱UFJフィナンシャル・グループ
総資産／ 386兆7995億円（23・3連）

横浜銀行
経常収益／ 2831億円（23・3連）

千葉銀行
経常収益／ 2784億円（23・3連）

群馬銀行
経常収益／ 1766億円（23・3連）

ネット銀行

楽天銀行
経常収益／ 1204億円（23・3連）

住信ＳＢＩネット銀行
経常収益／ 981億円（23・3連）

オリックス銀行
経常収益／ 633億円（23・3連）

常陽銀行
経常収益／ 1940億円（23・3連）

きらぼし銀行
経常収益／ 1196億円（23・3連）

足利銀行
経常収益／ 1013億円（23・3連）

武蔵野銀行
経常収益／ 819億円（23・3連）

京葉銀行
経常収益／ 656億円（23・3連）

東京スター銀行
経常収益／ 468億円（23・3連）

三菱UFJ銀行 三菱UFJ信託銀行 三菱UFJモルガン・
スタンレー証券

三井住友銀行 SMBC信託銀行 SMBC日興証券

みずほ銀行 みずほ信託銀行 みずほ証券

ゆうちょ銀行
総資産／ 229兆5822億円（23・3連）

りそなホールディングス
総資産／ 74兆8127億円（23・3連）

かんぽ生命
経常収益／ 6兆 3795 億円
（23・3連）

東京海上ホールディングス
経常収益／ 6兆 6486 億円（23・3連）
子会社／東京海上日動あんしん生命、東京海上日動火災保険、
日新火災海上保険、イーデザイン損害保険

MS＆ADインシュアランスグループホールディングス
経常収益／ 5兆 2513 億円（23・3連）
子会社／三井住友海上火災保険、あいおいニッセイ同和損害保険、
三井ダイレクト損害保険

SOMPOホールディングス
経常収益／ 4兆 6071 億円（23・3連）
子会社／損害保険ジャパン、セゾン自動車火災保険

日本生命
経常収益／ 9兆 6391 億円
（23・3連）

住友生命
経常収益／ 4兆 2255 億円
（23・3連）

第一生命
経常収益／ 4兆 1400 億円
（23・3連）

明治安田生命
経常収益／ 5兆 4167 億円
（23・3連）

ソニー生命
経常収益／ 1兆 9044 億円
（23・3）

AIG損害保険
経常収益／2030 億円（23・3）

ソニー損害保険
経常収益／1452 億円（23・3）

共栄火災海上保険
経常収益／2105 億円（23・3）

T＆Dホールディングス
経常収益／ 3兆 2141 億円
（23・3連）

オリックス生命
経常収益／ 5189 億円
（23・3）

富国生命
経常収益／ 1兆 286 億円
（23・3連）

SBI生命
経常収益／ 306億円（23・3）

三井住友フィナンシャルグループ
総資産／ 270兆4286億円（23・3連）

みずほフィナンシャルグループ
総資産／ 254兆2582億円（23・3連）

銀　行 信託銀行 証　券

証券・ネット証券

メガバンク系

みずほ証券
営業収益／ 4250億円（23・3連）

SMBC日興証券
営業収益／ 2795億円（23・3連）

三菱UFJ証券ホールディングス
営業収益／ 4928億円（23・3連）

ネット証券

楽天証券
営業収益／ 954億円（22・12連）

独立系

大和証券グループ
営業収益／ 8661億円（23・3連）

GMOフィナンシャルホールディングス
営業収益／ 465億円（22・12連）

　キャッシュレス化が世界的に進む中、メガバンク各行は、ネットバンキ
ングの充実やクラウドファンディング支援など、新たな収益源を模索して
いる。地域経済を支える地銀は、人口や企業数の減少、低金利の長
期化など厳しい状況が続いており、地銀再編の動きが加速している。
地域の脱炭素化促進のため、気候リスクを開示する地銀がこの1年で
5倍に増えるなど、新たな取り組みも進めている。そうした中、政府は銀
行事業範囲を見直す規制緩和を進めており、金融企業の在り方そのも
のが大きく変わる可能性を秘めている。

新たな姿を模索するメガバンク・地銀 トピックス

　キャッシュレス決済の増加に加え、政府が「貯蓄から投資へ」の動き
に注力する中、ネット銀行、証券会社、ネット証券の存在感が増してい
る。学校の授業に金融・投資教育が取り入れられることになり、みずほ
証券が、お金の正しい知識を習得するための書籍の作成に協力するほ
か、SBI証券は親権者が口座を持っている場合は未成年口座を開設で
きるなど、若年層に向けた投資の正しい理解促進に注力している。特
にネット銀行、ネット証券は手数料の安さなどもあり、資産形成を目指す
層を着実に獲得していこうとしている。

「貯蓄から投資へ」の動きが後押し トピックス

　コロナによる営業自粛で業績を下げた生保各社だが、新契約はコロ
ナ前の水準まで戻りつつある。損害保険は基本1年契約で、更新時
は郵送やネットで手続きが可能なこともあり、コロナの影響はあまり受け
なかったが、ここ数年、自然災害の多発で保険金支払いが重くなってき
ている。そうした中、生保はオンラインを活用した商品説明や契約手続
手法の確立を目指す。損保はサイバー保険などの新しいリスクに対応
した商品を開発するほか、デジタルを活用したサービス開発やチャネル
の多角化に力を入れている。

営業チャネルの多角化を図る保険会社 トピックス

　経済の中心的存在である金融業界は文系優位という考えはもはや
古い。金融業界でもシステムをはじめ、さまざまな点でIT化が進んでお
り、理系の専門能力や論理的思考は必要不可欠となっている。特に
最近はネットバンキング・ネット証券など、オンライン取引が身近になって
おり、Finance（金融）とTechnology（技術）を組み合わせた造語、
Fintech（フィンテック）も定着しつつある。今後に向けて、間違いなく
最新のIT技術を活用して金融システムは革新されていく。理系の活躍
の場は更に拡がっていくと予想されている。

論理的思考が不可欠な金融業界 攻略のツボ

キャッシュレス社会推進でデジタル技術革新が加速。
最新IT技術の活用が求められ、理系の活躍の場が拡大。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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野村ホールディングス
営業収益／ 2兆4867億円（23・3連）

SBI証券
営業収益／ 1751億円（23・3連）

メガバンク 生命保険 損害保険

地方銀行

三菱UFJフィナンシャル・グループ
総資産／ 386兆7995億円（23・3連）

横浜銀行
経常収益／ 2831億円（23・3連）

千葉銀行
経常収益／ 2784億円（23・3連）

群馬銀行
経常収益／ 1766億円（23・3連）

ネット銀行

楽天銀行
経常収益／ 1204億円（23・3連）

住信ＳＢＩネット銀行
経常収益／ 981億円（23・3連）

オリックス銀行
経常収益／ 633億円（23・3連）

常陽銀行
経常収益／ 1940億円（23・3連）

きらぼし銀行
経常収益／ 1196億円（23・3連）

足利銀行
経常収益／ 1013億円（23・3連）

武蔵野銀行
経常収益／ 819億円（23・3連）

京葉銀行
経常収益／ 656億円（23・3連）

東京スター銀行
経常収益／ 468億円（23・3連）

三菱UFJ銀行 三菱UFJ信託銀行 三菱UFJモルガン・
スタンレー証券

三井住友銀行 SMBC信託銀行 SMBC日興証券

みずほ銀行 みずほ信託銀行 みずほ証券

ゆうちょ銀行
総資産／ 229兆5822億円（23・3連）

りそなホールディングス
総資産／ 74兆8127億円（23・3連）

かんぽ生命
経常収益／ 6兆 3795 億円
（23・3連）

東京海上ホールディングス
経常収益／ 6兆 6486 億円（23・3連）
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日新火災海上保険、イーデザイン損害保険

MS＆ADインシュアランスグループホールディングス
経常収益／ 5兆 2513 億円（23・3連）
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三井ダイレクト損害保険
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（23・3連）

住友生命
経常収益／ 4兆 2255 億円
（23・3連）

第一生命
経常収益／ 4兆 1400 億円
（23・3連）

明治安田生命
経常収益／ 5兆 4167 億円
（23・3連）

ソニー生命
経常収益／ 1兆 9044 億円
（23・3）

AIG損害保険
経常収益／2030 億円（23・3）

ソニー損害保険
経常収益／1452 億円（23・3）

共栄火災海上保険
経常収益／2105 億円（23・3）
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経常収益／ 3兆 2141 億円
（23・3連）

オリックス生命
経常収益／ 5189 億円
（23・3）
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経常収益／ 306億円（23・3）
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総資産／ 270兆4286億円（23・3連）
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銀　行 信託銀行 証　券

証券・ネット証券

メガバンク系

みずほ証券
営業収益／ 4250億円（23・3連）

SMBC日興証券
営業収益／ 2795億円（23・3連）
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営業収益／ 954億円（22・12連）
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大和証券グループ
営業収益／ 8661億円（23・3連）
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営業収益／ 465億円（22・12連）
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いる。地域経済を支える地銀は、人口や企業数の減少、低金利の長
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5倍に増えるなど、新たな取り組みも進めている。そうした中、政府は銀
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新たな姿を模索するメガバンク・地銀 トピックス
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なかったが、ここ数年、自然災害の多発で保険金支払いが重くなってき
ている。そうした中、生保はオンラインを活用した商品説明や契約手続
手法の確立を目指す。損保はサイバー保険などの新しいリスクに対応
した商品を開発するほか、デジタルを活用したサービス開発やチャネル
の多角化に力を入れている。

営業チャネルの多角化を図る保険会社 トピックス

　経済の中心的存在である金融業界は文系優位という考えはもはや
古い。金融業界でもシステムをはじめ、さまざまな点でIT化が進んでお
り、理系の専門能力や論理的思考は必要不可欠となっている。特に
最近はネットバンキング・ネット証券など、オンライン取引が身近になって
おり、Finance（金融）とTechnology（技術）を組み合わせた造語、
Fintech（フィンテック）も定着しつつある。今後に向けて、間違いなく
最新のIT技術を活用して金融システムは革新されていく。理系の活躍
の場は更に拡がっていくと予想されている。

論理的思考が不可欠な金融業界 攻略のツボ

キャッシュレス社会推進でデジタル技術革新が加速。
最新IT技術の活用が求められ、理系の活躍の場が拡大。

　　の数字は2018～2022年度の内定者
の合計人数3名以上を記載。
ページ数記載は本誌掲載企業。
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3事業の相乗効果により、空間にまつわる価値を最大化

OB・OGメッセージ

“快適空間”の担い手として働く

　東テクは1955年の創業以来60年以上、業界の草分け的存在として業界をリードしてきました。建物の中枢神経と呼ばれ
る【自動制御システム】を手掛けており、建物全体の設備を先進技術で繋げて制御することで、安心・安全・快適な空間を創
造しています。手掛けた建物は数多く、ランドマークと呼ばれるような建物や有名な商業施設、ターミナル駅、空港など東テ
クが携わった建物を一度は訪れたことがあるのではないでしょうか。東テクは「人との出会いを大切に」という思いを基本理
念としています。人とのつながりを何よりも大切に考え、ビル設備を通じて社会に貢献してきたことで、長きに渡り発展して
きました。モノとモノ、人と人をつなぎ、こころ豊かな“快適空間”を創っています。

https://www.totech.co.jp/

東テク株式会社

　東テクは、快適空間の担い手として「商社事業」による空調・設備関連機器の販売、「ビルオートメーション事業」による建物の自動制
御の施工・メンテナンス、「エネルギーソリューション事業」による建物の省エネ化に注力したソリューションの提供の3つの事業を軸と
しています。3つの事業を組み合わせることで、あらゆる「快適性」と「省エネ」を両立することで持続可能な社会の実現を目指し、業界
のリーディングカンパニーとして、存在価値を発揮し続けています。最適な空調・電気設備の導入はもちろん、各種システムの連携によ
る環境制御や、エネルギーの効率化と創出を通じて、空間にまつわる価値を最大化しています。
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　東テクでは、技術系社員の多くは“施工管理職”として働いていま
す。オフィスビルや銀行、病院など規模の大きな現場が多く、陰な
がら人々の生活を支えるのが彼らの仕事です。一般に建築設備業
界の施工管理とは、各建設現場において、お客様との打合せをし施
工方針を決め、施設管理者の業務の支障が無いように全体の把握
とあらゆる管理を行っています。スケジュールや安全衛生の管理は
もちろんのこと、品質管理に職方手配、現場での作業指示、資材発
注、事務所内での図面や書類作成など、施工管理の仕事は幅広く多
種多様です。しかし、東テクの技術職はそこに留まりません。施工
後のメンテナンスやエネルギー効率の改善のため、システム・機器
の交換や省エネ機器な
どの提案を行う“メンテ
ナンス職”もおります。
ビル全体の設備に関わ
る“自動制御機器”を
扱っている為、空調・衛
生・電気設備の幅広い

知識が必要となります。その豊富な商材の特性を理解し、自身でビ
ル全体のシステム構築ができるプロフェッショナルを目指すことが
できるのは、東テクの技術職ならではです。建物の設備を適切に制
御・管理することで、お客様の空間を快適にするだけでなく、省エネ
にも繋がります。一つ一つの省エネを通して、日本のエネルギー問
題の解決へとつなげるため、東テクの技術職は日々働いています。

商社

ビル
オートメーション

エネルギー
ソリューション

事業の
3つの柱

空調・電気・防災・防犯機器などあらゆる建物の
中枢神経となる建築設備の自動制御システムを設
計、施工からメンテナンスまでワンストップで行なって
います。

創業以来60年以上、業
界のパイオニアとして
様々なニーズに応える設備機器を扱ってい
ます。業務用空調機器を中心に、様々な機
器を扱います。

創エネ・蓄エネ・省エネな
どへ向け、東テクが保有す

る先端技術、豊富な商材を組み合わせソリュー
ション提案を行います。持続可能な社会へ向
けて取り組んでいます。

事業の相乗効果によって、設備のトータルソリューションを実現している。

　東テクは、建物の“快適さ”と“省エネ”を両立させることでより良い社会の
実現に貢献することを会社の使命としています。私の主な業務として、ホテル
や駅など多くの方に利用される建物の自動制御機器のメンテナンスや既存の
建物の機器を入れ換える改修工事を行っています。これらを行うことで機器
を常に快適な状態でお使いいただけるようにしています。さらに、ただ機器を
メンテナンスするだけでなく、未然に機器を入れ換える提案も行っており、より
エネルギー効率の良い機器に換えることで建物の省エネにつながっています。
提案する際は、自ら書類を作成し、ビルのオーナー様や管理会社のお客様に営
業する仕事もしています。自動制御機器と言われると聞き馴染みがないため
イメージしにくいかもしれませんが、建物を運用していく上でなくてはならな
いものです。皆さんも自動制御機器を通して社会に貢献してみませんか。

蒔田　義明
2017年入社
計装事業統括部

東テクには技術職として活躍している社員が多数います。「事業につい
て興味がある」、「他の社員インタビューを見てみたい」という方は左記
QRコードからHPをご覧ください。
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“快適空間”の担い手として働く

　東テクは1955年の創業以来60年以上、業界の草分け的存在として業界をリードしてきました。建物の中枢神経と呼ばれ
る【自動制御システム】を手掛けており、建物全体の設備を先進技術で繋げて制御することで、安心・安全・快適な空間を創
造しています。手掛けた建物は数多く、ランドマークと呼ばれるような建物や有名な商業施設、ターミナル駅、空港など東テ
クが携わった建物を一度は訪れたことがあるのではないでしょうか。東テクは「人との出会いを大切に」という思いを基本理
念としています。人とのつながりを何よりも大切に考え、ビル設備を通じて社会に貢献してきたことで、長きに渡り発展して
きました。モノとモノ、人と人をつなぎ、こころ豊かな“快適空間”を創っています。

https://www.totech.co.jp/

東テク株式会社

　東テクは、快適空間の担い手として「商社事業」による空調・設備関連機器の販売、「ビルオートメーション事業」による建物の自動制
御の施工・メンテナンス、「エネルギーソリューション事業」による建物の省エネ化に注力したソリューションの提供の3つの事業を軸と
しています。3つの事業を組み合わせることで、あらゆる「快適性」と「省エネ」を両立することで持続可能な社会の実現を目指し、業界
のリーディングカンパニーとして、存在価値を発揮し続けています。最適な空調・電気設備の導入はもちろん、各種システムの連携によ
る環境制御や、エネルギーの効率化と創出を通じて、空間にまつわる価値を最大化しています。
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　東テクでは、技術系社員の多くは“施工管理職”として働いていま
す。オフィスビルや銀行、病院など規模の大きな現場が多く、陰な
がら人々の生活を支えるのが彼らの仕事です。一般に建築設備業
界の施工管理とは、各建設現場において、お客様との打合せをし施
工方針を決め、施設管理者の業務の支障が無いように全体の把握
とあらゆる管理を行っています。スケジュールや安全衛生の管理は
もちろんのこと、品質管理に職方手配、現場での作業指示、資材発
注、事務所内での図面や書類作成など、施工管理の仕事は幅広く多
種多様です。しかし、東テクの技術職はそこに留まりません。施工
後のメンテナンスやエネルギー効率の改善のため、システム・機器
の交換や省エネ機器な
どの提案を行う“メンテ
ナンス職”もおります。
ビル全体の設備に関わ
る“自動制御機器”を
扱っている為、空調・衛
生・電気設備の幅広い

知識が必要となります。その豊富な商材の特性を理解し、自身でビ
ル全体のシステム構築ができるプロフェッショナルを目指すことが
できるのは、東テクの技術職ならではです。建物の設備を適切に制
御・管理することで、お客様の空間を快適にするだけでなく、省エネ
にも繋がります。一つ一つの省エネを通して、日本のエネルギー問
題の解決へとつなげるため、東テクの技術職は日々働いています。
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ソリューション

事業の
3つの柱

空調・電気・防災・防犯機器などあらゆる建物の
中枢神経となる建築設備の自動制御システムを設
計、施工からメンテナンスまでワンストップで行なって
います。

創業以来60年以上、業
界のパイオニアとして
様々なニーズに応える設備機器を扱ってい
ます。業務用空調機器を中心に、様々な機
器を扱います。

創エネ・蓄エネ・省エネな
どへ向け、東テクが保有す

る先端技術、豊富な商材を組み合わせソリュー
ション提案を行います。持続可能な社会へ向
けて取り組んでいます。

事業の相乗効果によって、設備のトータルソリューションを実現している。

　東テクは、建物の“快適さ”と“省エネ”を両立させることでより良い社会の
実現に貢献することを会社の使命としています。私の主な業務として、ホテル
や駅など多くの方に利用される建物の自動制御機器のメンテナンスや既存の
建物の機器を入れ換える改修工事を行っています。これらを行うことで機器
を常に快適な状態でお使いいただけるようにしています。さらに、ただ機器を
メンテナンスするだけでなく、未然に機器を入れ換える提案も行っており、より
エネルギー効率の良い機器に換えることで建物の省エネにつながっています。
提案する際は、自ら書類を作成し、ビルのオーナー様や管理会社のお客様に営
業する仕事もしています。自動制御機器と言われると聞き馴染みがないため
イメージしにくいかもしれませんが、建物を運用していく上でなくてはならな
いものです。皆さんも自動制御機器を通して社会に貢献してみませんか。

蒔田　義明
2017年入社
計装事業統括部

東テクには技術職として活躍している社員が多数います。「事業につい
て興味がある」、「他の社員インタビューを見てみたい」という方は左記
QRコードからHPをご覧ください。
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